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は じ め に 

 神戸市は、地方独立行政法人法第 28 条第２項第 1 号の規定に基づき、地方独立行政法人神戸市民病

院機構の令和２年度における業務の実績の全体について総合的に評価を実施した。 

評価に際しては、地方独立行政法人神戸市民病院機構評価委員会条例第２条第２号に基づき、地方独

立行政法人神戸市民病院機構評価委員会の評価に関する意見を聴取し、評価を行った。 

地方独立行政法人神戸市民病院機構評価委員会 委員名簿 

氏 名 役  職  等 

委 員 長 伊多波  良 雄 同志社大学経済学部教授 

職務代理者 武 田 裕 
国立大学法人 大阪大学名誉教授 

前 学校法人  大阪滋慶学園滋慶医療科学大学院大学学長 

委 員 

新 尚 一 元 神栄株式会社相談役 

伊 藤 文 代 医療法人社団洛和会 TQM支援センター部長 

今別府 敏 雄 元 厚生労働省政策統括官 

河 原 和 夫 国立大学法人 東京医科歯科大学 客員教授 

堀 本  仁  士 一般社団法人 神戸市医師会会長 

松 尾  貴 巳 国立大学法人 神戸大学大学院経営学研究科教授 

山 口  育 子 認定 NPO法人 ささえあい医療人権センターCOML理事長 

全体評価 

 項目別評価（大項目評価及び小項目評価）の結果を踏まえ、年度計画及び中期計画の全体的な達成状

況について、記述式による評価を行う。 

大項目評価 

Ｓ：中期目標・中期計画の達成に向けて、特に評価すべき進捗状況にある（全ての項目の評点が「３」

以上で、「５」の評点の項目がある） 

Ａ：中期目標・中期計画の達成に向けて順調に進んでいる（全ての項目の評点が「３」以上である） 

Ｂ：中期目標・中期計画の達成に向けて概ね順調に進んでいる（全ての項目の評定が「２」以上で、

「３」以上の評点の割合が９割以上である） 

Ｃ：中期目標・中期計画の達成のためにはやや遅れている（全ての項目の評点が「２」以上で、「３」

以上の評点の割合が５割以上９割未満である） 

Ｄ：中期目標・中期計画の達成のためには大幅に遅れている又は重大な改善すべき事項がある（全て

の項目の評点が「２」以上でかつ「３」以上の評点の割合が 5割未満、又は「１」の評点の項目

がある） 

小項目評価 

５：年度計画を十分に達成し、特筆すべき成果が得られている 

４：年度計画を十分に達成している 

３：年度計画を概ね達成している 

２：年度計画の達成に至っていない 

１：年度計画の達成に至っておらず、抜本的な改善を要する 
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令和３事業年度の業務実績に関する全体評価 

 

評価結果 

全体として年度計画を十分に達成し、中期計画の達成に向けて特に評価すべき進捗状況

にある。 

（大項目評価及び小項目評価） 

 
項  目 

 

小項目評価 
大項目評価 

５ ４ ３ ２ １ 

市民に対して提供するサービス
等の質の向上（７項目） 

1項目 ４項目 ２項目   
Ｓ 

特に評価すべき 

進捗状況にある 

業務運営の改善及び効率化 
（５項目） 

 ２項目 ３項目   
Ａ 

順調に進んでいる 

財務内容の改善（３項目）   ３項目   
Ａ 

順調に進んでいる 

その他業務運営に関する重要事
項を達成するためにとるべき措
置（１項目） 

 １項目    
Ａ 

順調に進んでいる 

中央市民病院（６項目） ２項目 ２項目 ２項目   
Ｓ 

特に評価すべき 

進捗状況にある 

西市民病院（６項目） １項目 ３項目 ２項目   
Ｓ 

特に評価すべき 

進捗状況にある 

西神戸医療センター 
（６項目） 

１項目 ５項目    
Ｓ 

特に評価すべき 

進捗状況にある 

神戸アイセンター病院 
（５項目） 

３項目 ２項目    
Ｓ 

特に評価すべき 

進捗状況にある 

 

【小項目評価】 

５：年度計画を十分に達成し、特筆すべき成果が得られている。 

４：年度計画を十分に達成している。 

３：年度計画を概ね達成している。 

２：年度計画の達成に至っていない。 

１：年度計画の達成に至っておらず、抜本的な改善を要する。 

 

【大項目評価】 

Ｓ：中期目標・中期計画の達成に向けて、特に評価すべき進捗状況にある（全ての項目の評点が「３」以上で、「５」

の評点の項目がある） 

Ａ：中期目標・中期計画の達成に向けて順調に進んでいる（全ての項目の評点が「３」以上である） 

Ｂ：中期目標・中期計画の達成に向けて概ね順調に進んでいる（全ての項目の評定が「２」以上で、「３」以上の評点

の割合が９割以上である） 

Ｃ：中期目標・中期計画の達成のためにはやや遅れている（全ての項目の評点が「２」以上で、「３」以上の評点の割

合が５割以上９割未満である） 

Ｄ：中期目標・中期計画の達成のためには大幅に遅れている又は重大な改善すべき事項がある（全ての項目の評点が

「２」以上でかつ「３」以上の評点の割合が５割未満、又は「１」の評点の項目がある） 
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判断理由 

第３期中期目標期間の３年目である令和３年度は、前年度を大きく上回る新型コロナウイル

ス感染症患者が発生する中、本市の要請により、引き続き市内の感染状況に応じて受入体制を確

保し、市内の感染症対応における中核的な役割を果たした。 

また、前年度同様、感染症患者の増加に伴い一時的に通常医療を大きく制限するなど、通常の

医療を提供するための体制の確保が困難な中、「市民の生命と健康を守る」という使命のもと、

職員が一丸となり、救急医療や小児・周産期医療、５疾病に対する専門医療など、市民の生活に

不可欠な医療を継続して提供した。 

 

市民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する取組み 

（新型コロナウイルス感染症への対応） 

 中央市民病院は市内で唯一の第一種感染症指定医療機関として重症患者を、西市民病院及び

西神戸医療センターでは重症に近い中等症患者や介助を必要とする感染症患者を中心に、３病

院が連携して最大で本市の感染症患者向け病床の約５割を確保し、市内の約４割の入院患者を

受け入れた。 

通年での看護師の積極的な採用活動や、全国からの看護師派遣の受入れなどによりコロナ禍

における院内の体制の維持に努めながら、本市の要請に応じて入院調整中の自宅療養者への往

診やワクチン大規模接種会場への出務にも対応し、また、地域連携セミナー、動画配信等のほか、

各種メディアの取材に積極的に応じるなど、感染症に関する情報発信に取り組んだ。 

中央市民病院は、すべての病床で重症患者の受け入れが可能な臨時専用病棟（36 床）を活用

し、重症・中等症患者の積極的な受入れを行うとともに、院内に「抗体カクテル療法センター」

を設置し、感染症患者の重症化を防ぐ役割を担った。また、これまでの患者受け入れや院内感染

の経験等を踏まえ、蓄積してきた知識やノウハウをまとめた「新型コロナウイルス感染症対策マ

ニュアル」を出版し、市内をはじめ全国の医療従事者等に対して情報提供を行い、地域全体の感

染症対策にかかる医療の質の向上に貢献した。 

西市民病院・西神戸医療センターにおいても、専用病棟を確保し、中央市民病院の重症病床を

確保するための転院患者を含む数多くの感染症患者を受け入れるとともに、感染症陽性の妊婦

の受入れや分娩への対応も開始した。また西神戸医療センターでは救急外来にＣＴ室を整備す

るとともに、改修工事に着手し、動線の分離など感染対策の向上と迅速な初療診断ができる体制

整備に努めた。 

そのほか、タブレットを活用したオンライン面会の実施や、院内に患者用 Wi-fiを整備するな

ど、各病院において患者やその家族に配慮したサービスを実施したほか、感染拡大防止の観点か

ら病院内の混雑緩和対策の強化に取り組んだ。 

 

（中央市民病院） 

神戸市全域の基幹病院及び救命救急センターとして救急受入体制を確保し、引き続き円滑な

搬送及び受入れに努めた結果、コロナ禍においても高い水準で応需率を維持し、厚生労働省が実

施する「全国救命救急センター評価」において総合評価で８年連続全国１位となった。 

 小児・周産期医療について、総合周産期母子医療センターとして、母子にとってハイリスクと

なるあらゆる出産への対応を引き続き行ったほか、新型コロナウイルス感染症に係る神戸医療
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産業都市進出企業との共同研究を積極的に行い、中和抗体の作製や PCR 診断薬の承認につなげ

るなど、治験・臨床研究のさらなる推進に努めた。また総合聴覚センターが中核となり、地域の

医療・保健・福祉・教育の関係機関との連携による聴覚障害児支援事業を開始した。 

（西市民病院） 

市街地西部（兵庫区、長田区、須磨区）の２次救急病院として、拡張した救急外来を活用して、

患者を受け入れるとともに、救急診療ポケットマニュアルを改定するなど救急医療の提供体制

の強化に取り組んだ。 

小児・周産期医療については、長田区で唯一の小児二次救急輪番体制を維持するとともに、産

婦人科の医師を増員するなど、地域のハイリスク出産に対応できる周産期医療の充実を図った。 

 また、認知症疾患医療センターとして認知症鑑別診断を継続したほか、新型コロナウイルス感

染症の影響による受診中断等が懸念される糖尿病について、ホームページや動画配信を通じた

情報発信による教育・啓発活動を行った。 

（西神戸医療センター） 

神戸西地域（西区、垂水区、須磨区）の２次救急病院として、地域における救急医療を継続し 

て提供した。また小児・周産期医療では、救急外来で小児救急患者を毎日受け入れるとともに、

小児救急輪番への参加を継続したほか、地域周産期母子医療センターと同等の機能を果たした。 

 がん治療については、ダヴィンチを活用した食道悪性腫瘍手術を開始し、患者の負担が少ない

高度専門医療を提供したほか、院内に新たに「緩和ケアセンター」を設置し、チーム医療による

各患者への対応に取り組んだ。 

 さらに結核医療について、血液透析室に感染症対策を行うことで、結核入院患者に対する人工

透析が行える環境を整備した。 

（神戸アイセンター病院） 

眼科の高度専門病院として、医師を増員して外来診療体制を強化するとともに、硝子体注射の

実施体制の充実を図り、また遺伝子網膜ジストロフィーにおける遺伝子診断と遺伝カウンセリ

ングが先進医療Ｂとして承認されるなど、標準医療から高度専門医療まで質の高い医療を提供

し、非常に高い患者満足度を達成した。 

 また、iPS細胞を用いた臨床研究を継続するとともに、ヒト型ロボットを活用した細胞培養の

体制を整備するなど、眼科領域における次世代医療の開拓に取り組んだほか、スマートフォンを

用いた視覚障害者向け音声案内ツール「ナビレンズ」の利用範囲の拡大に取り組むなど、眼に関

するワンストップセンターとしての役割を発揮した。 

業務運営の改善及び効率化に関する取組み 

長期化するコロナ禍において看護職員の確保に向けた活動が困難な中で、年度途中の採用選

考を年間通じて実施し、即戦力となる看護人材を確保したほか、学校訪問や病院見学会のオンラ

イン開催、「特別推薦選考」の増員や集中治療看護師の育成を目的とした追加採用（50名）など、

積極的な採用活動を行い、必要となる人員体制を確保した。 

 また、医療従事者の身体的・精神的負担が非常に大きくなっていることから、昨年度に引き続

き、各病院ではストレスや不安等に対するメール相談及び電話相談を行うなど、職員の心のケア

に取り組むとともに、国の補助金などを活用し、機構全職員に対して慰労金を支給するなど、職
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員のモチベーションの維持に努めた。 

 さらに、コロナ禍においても医師、看護師、薬剤師など医療系学生の実習を積極的に受け入れ

るなど、地域における優秀な人材の育成に貢献した。 

そのほか、各病院の医療情報システムについて、費用や機能面など様々な観点から評価し、次

回の更新（令和８年目途）を最適な形で実現することを目的とした「医療情報システム最適化計

画」に基づき、市民病院間における情報連携体制の強化に向けた取り組みを推進した。 

財務内容の改善に関する取組み 

新型コロナウイルス感染症患者受入れのための専用病床の確保や一部病棟の閉鎖、入院制限

や不急な手術の延期など医療機能の縮小が余儀なくされる中においても、可能な限り診療を継

続した結果、令和３年度決算における法人全体の医業収益は前年度比で約 56 億円増加し、医業

収支も約 18 億円改善した。さらに、国・市から減収を上回る補助金収入を得て、当期純損益は

約 54億円の黒字となった。 

それを原資として、今後の機構内のＤＸ（デジタル・トランスフォーメーション）を推進して

いくことを決定し、患者サービスや医療の質の向上、医療従事者の働き方改革、病院業務の効率

化などへの道筋を立てた。 

その他業務運営に関する重要事項を達成するために取るべき措置 

  西市民病院の建替え整備について、有識者会議報告書及び市民の意見などを踏まえて本市が策

定した基本方針に基づき、市街地西部の中核病院としての役割を果たしていくための基本構想を

本市と連携して策定し、早期の開院を要望する市民の声に応えるため、開院時期を令和 11 年度

から令和 10年度に前倒しすることとした。 

今後に向けての課題 

新型コロナウイルスの感染拡大が長期化する中で、引き続き行政の要請に応じて感染症患者

に対し必要な医療を提供するとともに、今後の新興感染症に備えるため、感染症患者に対応でき

る医療スタッフの継続的な確保・育成や、コロナ禍での教訓を踏まえた感染症対策を含む BCP（事

業継続計画）の整備などの取組みが重要と考えられる。移転建替え後の西市民病院においては、

第二種感染症指定医療機関と同程度の機能・体制を確保することが求められる。 

また、医療安全の徹底や患者サービス向上の着実な取組みが引き続き求められる一方で、コロ

ナ禍を契機とした患者の受診動向や医療サービスのあり方など病院を取り巻く環境の変化を踏

まえ、ポストコロナ社会を見据えた強固な経営基盤を構築するための取組みが重要となる。 

令和６年４月からの医師の時間外労働規制の適用に向け、医療従事者の働き方改革に向けた

一層強力な取組みが求められるほか、本格的な超高齢社会の到来により、地域包括ケアシステム

の構築がますます重要な課題となる中で、地域の医療機関等との円滑な連携を実現するために

も、ＤＸ推進の取組みを今後さらに加速させていくことが望まれる。 

5



6



 

 

 

 

 

 

 

 項 目 評 価 

7



理　事 非常勤 小　西　郁　生
令和2年4月　　独立行政法人国立病院機構京都医療センター名誉院長

令和3年4月　  理事就任

⑤資本金額 14,728,534千円（全額神戸市出資）

（平成29年4月増資　増資前5,328,534千円）

⑥役員の状況 （令和4年3月31日現在）

役　職 担　当 氏　名 経　歴

理　事 常　勤 西市民病院 有　井　滋　樹

平成24年4月 　浜松労災病院長

平成29年10月  神戸市立医療センター西市民病院参与

平成30年4月 　神戸市立医療センター西市民病院長（現職）

理　事 常　勤 中央市民病院

地方独立行政法人 神戸市民病院機構の概要

１　現況

①法人名 地方独立行政法人神戸市民病院機構

②本部所在地 神戸市中央区港島南町2丁目2番地

③設立年月日 平成21年4月1日

④設立に係る根拠法　地方独立行政法人法（平成15年法律第118号）

理事長 常　勤 橋　本　信　夫

平成20年4月　 国立循環器病センター　総長

平成22年4月　 独立行政法人国立循環器病研究センター　理事長

平成27年4月　 国立研究開発法人国立循環器病研究センター　理事長

平成28年2月 　地方独立行政法人神戸市民病院機構　副理事長

平成29年4月　 地方独立行政法人神戸市民病院機構　理事長（現職）

木　原　康　樹

平成28年4月　 国立大学法人広島大学　副学長

令和2年4月　  神戸市立医療センター中央市民病院長（現職）

令和元年10月　神戸市立医療センター中央市民病院　顧問

理　事 常　勤
神戸

アイセンター
病院

栗　本　康　夫
平成18年4月 　中央市民病院眼科部長

平成29年12月  神戸アイセンター病院長（現職）

理　事 常　勤
西神戸医療
センター

京　極　高　久
令和2年4月 　西神戸医療センター院長代行

令和3年4月  西神戸医療センター院長（現職）

平成28年11月  神戸商工会議所副会頭

理　事 非常勤 千　原　和　夫
平成26年4月　 兵庫県立加古川医療センター名誉院長

令和3年10月　 理事就任

理　事 常　勤
総務

法人本部
小　倉　修　弘

令和3年4月  地方独立行政法人神戸市民病院機構
法人本部長（現職）

平成27年6月　 小泉製麻株式会社会長

理　事 非常勤 植　村  武　雄

平成29年4月　 理事就任

理　事 非常勤 南 裕　子
令和元年12月　神戸市看護大学長

令和元年12月　理事就任

理　事 非常勤 臨床研究推進 村　上　雅　義

平成22年4月 　先端医療振興財団（現:神戸医療産業都市推進機構）
 専務理事

平成29年11月  理事就任

常勤職員数　3,494名（前年度より72名増加）※正規職員のほか，任期付医師，専攻医，研修医を含む。

監　事 非常勤 岡　村 　修
公認会計士・税理士（岡村修公認会計士税理士事務所）

平成27年4月　 監事就任

監　事 非常勤 藤　原　正　廣
弁護士（京町法律事務所）

平成21年4月　 監事就任

※ 理事長の任期は、令和3年4月1日～令和７年3月31日，理事の任期は，令和3年4月1日～令和5年3月31日。

監事の任期は，平成31年4月1日～理事長任期の末日を含む事業年度についての財務諸表の承認日まで。

⑦職員数（令和4年3月31日現在）
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卒後臨床研修評価機構認定施設

卒後臨床研修評価機構認定施設

認知症疾患医療センター

地域医療支援病院

病院機能評価認定施設

病院機能評価認定施設

臨床研修指定病院

475床(うち結核病床50床)
稼　働
病床数

768床(うち感染症10床，精神身
体合併症病棟8床)

358床

主な役割
及　び
機　能

⑧各病院の概要

項　目 中 央 市 民 病 院 西 市 民 病 院

総合周産期母子医療センター
がん診療連携拠点病院に準じる
病院

（令和4年3月31日現在）

診 療 科

眼科

神戸市災害対応病院

30床

所 在 地
神戸市中央区港島南町2丁目
1番地の1

神戸市長田区一番町2丁目
4番地

神戸市西区糀台5丁目7番地1
神戸市中央区
港島南町2丁目
1番地の8

許　可
病床数

768床(うち感染症10床，精神身
体合併症病棟8床)

358床

救命救急センター指定病院

神戸アイセン
ター病院

地域がん診療連携拠点病院

地域医療支援病院

475床(うち結核病床50床) 30床

在宅医療の支援

2次救急対応

西神戸医療センター

2次救急対応

第1・2種感染症指定医療機関

災害拠点病院

地域がん診療連携拠点病院

眼科領域にお
ける高水準の
医療を行う基
幹病院

国家戦略特区
指定

臨床研修指定病院

循環器内科
糖尿病・内分泌内科
腎臓内科
脳神経内科
消化器内科
呼吸器内科
血液内科
腫瘍内科
膠原病・リウマチ内科
緩和ケア内科
感染症科
精神・神経科
小児科・新生児科
皮膚科
外科・移植外科
乳腺外科
心臓血管外科
呼吸器外科
脳神経外科
整形外科
形成外科
産婦人科
泌尿器科
眼科
耳鼻咽喉科
頭頸部外科
麻酔科
歯科
歯科口腔外科
病理診断科
放射線診断科
放射線治療科
リハビリテーション科
救急部
総合内科

消化器内科
呼吸器内科
リウマチ・膠原病内科
血液内科
循環器内科
腎臓内科
糖尿病・内分泌内科
脳神経内科
総合内科
臨床腫瘍科
精神・神経科
小児科
外科
消化器外科
呼吸器外科
乳腺外科
脳神経外科
整形外科
血管外科
皮膚科
泌尿器科
産婦人科
眼科
耳鼻咽喉科
歯科口腔外科
病理診断科
放射線科
麻酔科
リハビリテーション科

救急科
総合内科
脳神経内科
腎臓内科
内分泌・糖尿内科
免疫血液内科
循環器内科
消化器内科
呼吸器内科
腫瘍内科
緩和ケア内科
精神・神経科
小児科
外科・消化器外科
乳腺外科
整形外科
脳神経外科
呼吸器外科
皮膚科
泌尿器科
産婦人科
眼科
耳鼻いんこう科
形成外科
リハビリテーション科
放射線診断科
放射線治療科
麻酔科
病理診断科
歯科口腔外科

病院機能評価認定施設

神戸市災害対応病院

結核指定医療機関

臨床研修指定病院

地域医療支援病院

在宅医療の支援
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平成23年2月 【中央】新中央市民病院（中央区港島南町）建築工事竣工

平成23年7月 【中央】中央区港島南町に新築移転（一般病床690床，感染症病床10床，計700床）

平成28年8月
【中央】北館・研修棟新築竣工，ＭＰＵ（精神科身体合併症病棟）開設

（一般病床690床，感染症病床10床，ＭＰＵ8床，計708床）

平成23年10月 【西】歯科臨床研修指定病院に指定 

平成28年5月 【中央】第2救急病棟運用開始

平成24年4月 【西】兵庫県がん診療連携拠点病院に準ずる病院に認定

平成25年4月 【中央】総合周産期母子医療センターに指定

平成25年11月 【西】地域医療支援病院として承認

⑨沿革

平成21年4月 【中央/西】地方独立行政法人神戸市民病院機構へ移行

平成21年12月 【中央】地域医療支援病院として承認

平成27年1月 【西】神戸市災害対応病院に指定

【西】認知症疾患医療センターに指定

⑩組織図

平成29年3月 【西】東館増築工事竣工

平成29年4月 【西神戸】西神戸医療センターの神戸市民病院機構への移管（一般病床425床，結核病床50床）

【アイセンター】神戸アイセンター病院の開設（一般病床30床）

平成30年10月

平成29年7月 【西】地域包括ケア病棟（37床）開設

平成29年11月
【中央】先端医療センター病院の中央市民病院への統合

（一般病床750床，感染症病床10床，ＭＰＵ8床，計768床）

平成29年12月

令和2年4月

神戸市立医療センター
中央市民病院

診療科，事務局等

神戸市立
西神戸医療センター

診療科，事務局等

神戸市立医療センター
西市民病院

診療科，事務局等

  神戸市立医療センター中央市民病院は市全域の基幹病院として，神戸市立医療センター西市民病院は市街地西部の中核病
院として，神戸市立西神戸医療センターは神戸西地域の中核病院として，神戸市立神戸アイセンター病院は眼科領域におけ
る高水準の医療を行う基幹病院として，これまでも医療機能に応じて地域医療機関との連携を図り，患者の立場に立って，
市民の生命と健康を守るという役割を果たしてきた。今日，病院を取り巻く環境が急激に厳しさを増す中にあって，市民病
院としての医療を市民・患者のニーズに応じて提供するためにも，今まで以上に機動性，柔軟性及び透明性を高め，より効
率的な病院運営を行う必要がある。このため，市民病院の基本理念を継承し，地域医療機関との連携及び役割分担のもと
で，引き続き，救急医療や高度・先進医療等の政策的医療も含め質の高い医療を安全に市民に提供するという公的使命を果
たすとともに，地方独立行政法人制度の特徴を生かし，最大限の努力による市民・患者へのサービスの向上と効率的な病院
運営を行う。

【中央】兵庫県新型コロナウイルス感染症重症等特定病院に指定

２　神戸市民病院機構の目標

監　事

理

事

長

理

事

コンプライアンス
推進室

経　営　企　画　室法　人　本　部

【西】地域包括ケア病棟（37床）について急性期一般病棟へ機能転換

【中央】新型コロナウイルス感染症病棟（臨時病棟）運用開始

令和2年10月

令和2年11月

Ｄ　Ｘ　推　進　室

神戸市立
神戸アイセンター病院

診療科，事務局等
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令和３年度
実績値

目標差

法人
全体

経常収支比率
（％）

全体的な状況

１　総括

目標値

項目
令和３年度
目標値

令和２年度
実績値

7.4

医業収支比率
（％）

89.9 85.3 88.6 ▲ 1.3

医業収支比率
（％）

90.3 83.2 89.7

101.0 109.2 9.7

99.6 101.3 107.0

▲ 0.6

西
市民
病院

経常収支比率
（％）

101.6 104.3 110.3 8.7

医業収支比率
（％）

84.4 82.8

中央
市民
病院

経常収支比率
（％）

99.5

▲ 4.0

西神戸
医療

センター

経常収支比率
（％）

98.4 100.3 100.2 1.8

医業収支比率
（％）

91.5

　令和３年度は、市民病院機構の全職員が一丸となって新型コロナウイルス感染症に対応し、神戸市の同感染症対応の中核
的な役割を担うとともに、市民病院としての役割を発揮するため、救急医療・災害医療、小児・周産期医療、５疾病に対す
る専門医療の提供、地域包括ケアシステム推進への貢献を行った。
　救急医療については、新型コロナウイルス感染症患者を受け入れながら、安定した救急医療体制を構築し、各病院の機能
と役割に応じた救急医療を提供した。中央市民病院では、新型コロナウイルス感染症の重症患者の受け入れが可能な臨時病
棟（36床）を運用するほか、日本屈指の救命救急センターとしての役割を発揮し、厚生労働省より発表された「全国救命救
急センター評価」において、８年連続で１位に選ばれた。西市民病院及び西神戸医療センターにおいても、新型コロナウイ
ルス感染症患者の受け入れを行いながら地域の患者を24時間受け入れる救急医療体制を提供した。また、災害医療について
は、それぞれの病院で平時よりＢＣＰ（事業継続計画）を意識した訓練等に取り組み、危機対応能力の向上を図った。
　小児・周産期医療においては、新型コロナウイルス感染症の影響により分娩件数や小児患者数はコロナ以前の水準と比較
すれば減少したものの、地域医療機関との連携及び役割分担のもと、市民が安心して子供を産み育てられるように、質の高
い小児・周産期医療を提供した。
　５疾病に対する専門医療の提供では、地域医療機関との役割分担及び連携のもと、各病院が有する医療機能に応じて、５
疾病（がん、脳卒中、心血管疾患、糖尿病及び精神疾患）に対応した専門医療を提供した。
　地域包括ケアシステム推進への貢献としては、中央市民病院、西市民病院、西神戸医療センターは地域医療支援病院とし
て、各病院の役割に応じた患者の紹介・逆紹介を行うとともに患者が安心して地域で療養できるように、地域の在宅診療医
や介護施設、訪問看護ステーション等との連携を強化した。
　優れた専門職の確保と人材育成では、オンラインでの病院見学会の実施やＷＥＢ面接を導入するなど柔軟な対応を行い、
今後の神戸市民病院機構を担う新卒世代の職員に加え、即戦力として活躍できる人材の確保にも努めた。また、ワークライ
フバランスの確保に向け、休暇制度の整備や院内保育所・病児保育室等の運営を継続した。

効率的な業務運営体制の構築については、機構内における情報共有を図り、ＰＤＣＡを意識した取り組みを進めた。毎月
の常任理事会や四半期ごとの理事会における月次決算や決算見込、新型コロナウイルス感染症への対応等の報告において、
病院ごとの運営状況を把握するとともに、課題が発見された際は迅速な対応を行った。
　令和３年度決算では、新型コロナウイルス感染症患者受け入れのための空床確保や看護体制確保のための一部病棟閉鎖、
手術の延期等により診療機能の制限は生じたが可能な限り診療を継続したことで医業収支は対前年度比で18億円の改善と
なった。これらに加え、国・神戸市の空床確保や医療物資購入に対する支援事業が継続されたことにより、十分な補助収入
等を確保できた（対前年度比＋29億円）。
　また、同感染症の拡大をきっかけに生じた受診控えや今後の人口減少社会など、病院を取り巻く厳しい環境においても市
民の命と健康を守る役割を果たしていくために、経営改善の取り組みを進めるとともに、DX推進や新興感染症対策などの患
者サービス・医療機能の向上に繋がる事業への投資を計画的に実施した。
　これらの結果、令和３年度は機構全体で経常損益、当期純損益は54億円の黒字、単年度資金収支は純損益の改善により65
億円の黒字となった。

5.4

90.1 89.2 ▲ 2.3

5.3アイ
センター
病院

経常収支比率
（％）

100.1 100.5 105.4

医業収支比率
（％）

98.1 98.2 103.5

80.4
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全体的な状況

２　新型コロナウイルス感染症への対応

計

西神戸医療センター

西市民病院

中央市民病院

病院

321人 (215人)

退院等（死亡）

累計

65人 (51人)996人

令和４年３月31日時点

コロナ受入病床
最大確保時

8,919人

入院中 宿泊療養施設入院患者総数

45床

134床

(628人)

3,960人129人139人

(436人)691人

（参考）神戸市の発生状況

(588人)

43床

919人

102人 (68人)802人 (494人)

3,166人 (1,894人) (1,724人)2,794人

※ 入院患者総数には，市外受入患者及び他院から転院した患者を含む。

107,505人

患者発生総数 治癒

95,863人

自宅療養 入院調整中 死亡

令和４年３月31日時点

859人1,388人

入院患者の状況

　中央市民病院は市内で唯一の新型コロナウイルス感染症重症等特定病院として、令和２年11月に運用開始した臨時病棟を
活用しながら、重症・中等症患者を中心に医療を提供した。西市民病院、西神戸医療センターにおいては専用病棟を設置し
軽症・中等症患者の受入を行い、感染拡大時はさらに受入病床を拡大し対応した。アイセンター病院では新型コロナウイル
ス感染症の患者で眼科緊急手術等が必要な場合への対応として、PCR検査体制や陰圧化が可能な個室・手術室の確保等を
行った。
　また、入院調整中の自宅待機者への往診・電話診療、宿泊療養施設への往診、宿泊療養施設や紹介患者を対象とした抗体
カクテル療法センターを開設、ワクチン大規模接種会場等への出務、神戸市コロナ後遺症相談ダイヤルからの紹介による診
察、神戸市の新型コロナウイルス感染症外国人診療事業の受託など、各病院の役割分担のもと神戸市と連携を行いながら市
内の新型コロナウイルス感染症に対応した。
　新型コロナウイルス感染症の対応を行いながら通常医療を維持するため、施設改修や設備整備を実施するほか、看護師の
新規採用者数を増やすなど人員確保や集中治療に対応可能な人材育成にも努めた。感染拡大期においてはコロナ受入病床を
拡大したこともあり、通常医療の入院・手術等の制限は生じたが、可能な限り診療を継続した。
　また、長期にわたる対応により職員の身体的・精神的な負担が大きくなっており、定期的なストレスチェックやメール相
談・電話相談等を実施し、職員の心身の健康確保に努めた。
　新型コロナウイルス感染症対応の経験や取り組みを伝えるため、医療従事者向けのシンポジウムやＷＥＢ形式での地域連
携セミナー、動画配信などを通じて地域への情報提供に努めた。また、中央市民病院では新型コロナウイルス感染症の重症
患者診療拠点として診療を行ったノウハウを広く医療者等に公開し今後の医療活動に資することを目的に、令和３年10月に
マニュアル本を出版した。

(772人)

（R3年度）

入院患者総数

累計 （R3年度） （R3年度）累計

退院等（治癒等）

1,368人46床 (700人)1,184人154人 (96人)
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新型コロナウイルス感染症への対応経緯
機構全体 中央市民病院 西市民病院 西神戸医療センター アイセンター病院 備 考

令和３年
４月

入院待機者等への往診等の実施
（4/23）

通常医療のさらなる制限拡大
（4/26）

通常医療の制限等によるコロナ受入
病床の拡大（4/5）

通常医療の制限等によるコロナ受入
病床の拡大（4/5）

国：まん延防止等重点措置（4/5～4/24）
国：緊急事態宣言（4/25～6/20）

５月

全国から看護師派遣を受入れ
（5/4）
ワクチン大規模接種会場への出務
（5/20）

通常医療のさらなる制限等によるコ
ロナ受入病床の拡大（5/10）

神戸市：市内で初めてインド・米国で最初に検出された変異
株（L452R変異株）を確認（5/20）

６月

通常医療の一部制限解除（6/22） 通常医療の一部制限解除（6/22） 通常医療の一部制限解除（6/22） 神戸市：従来の英国型変異株にはなかった変異を持つ変異株
（E484Qを持つアルファ株）の確認（国内初）（6/1）
神戸市：インドで最初に検出された変異核（デルタ株）の市
内初確認（6/14）
国：まん延防止等重点措置（6/21～7/11）

７月

８月

入院患者への抗体カクテル療法の実
施（8/2）
宿泊療養施設（ニチイ学館）への往
診の実施（8/16）
神戸市ホームページに「医療現場か
らの声」として救急科医長からの
メッセージ配信（8/19）
抗体カクテル療法センターの設置
（8/27）

国：まん延防止等重点措置（8/2～8/19）
国：緊急事態宣言（8/20～9/30）

９月

通常医療のさらなる制限拡大
（9/1）

通常医療の制限等によるコロナ受入
病床の拡大（9/1）
陽性妊婦の受入対象者拡充（9/1）

通常医療の制限等によるコロナ受入
病床の拡大（9/1）
陽性妊婦の受入対象者拡充（9/1）

10月

通常医療の一部制限解除（10/4）
感染症対策マニュアル本の出版
（10/7）

通常医療の一部制限解除（10/4） 通常医療の一部制限解除（10/4）

11月

神戸市コロナ後遺症相談ダイヤルか
らの紹介による診察（11/1）

12月
感染対策工事（救急外来にCT室新
設）

令和４年
１月

新型コロナ慰労金の支給（1/20）
神戸市新型コロナウイルス感染症外
国人診療事業の受託（1/21）

通常医療のさらなる制限拡大
（1/24）

国：まん延防止等重点措置（1/27～3/21）

２月

クラスター発生（2/16） クラスター発生（2/16）
通常医療の制限等によるコロナ受入
病床の拡大（2/17）

通常医療の制限等によるコロナ受入
病床の拡大（2/22）

３月
通常医療の一部制限解除（3/28） 通常医療の一部制限解除（3/19） 通常医療の一部制限解除（3/22）
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全体的な状況

３　大項目ごとの概要

第１　市民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置
　市民に対して提供するサービスについては、地域医療機関との役割分担・連携のもと、それぞれの病院が共通して、救
急医療・災害医療、小児・周産期医療、５疾病に対する専門医療の提供、地域包括ケアシステム推進への貢献を行った。
　中央市民病院は、新型コロナウイルス感染症への対応のため、入院については引き続き重症・中等症患者を中心に多数
を受入れ、感染者数が多い時期は専用の発熱外来を設置しながら救急医療の提供を継続したとともに、厚生労働省より発
表された「全国救命救急センター評価」において８年連続で１位に選ばれた。がん治療については、手術支援ロボットに
よる身体への負担が少ない手術や化学療法に加え、がんゲノム医療等の活用、難治性のがん治療ＣＡＲ－Ｔ細胞療法など
患者に最適な医療の提供に積極的に取り組んだ。また、神戸医療産業都市の中核機関として治験・臨床研究の更なる推進
として新型コロナウイルス感染症に係る医療産業都市進出企業との共同研究を実施し、中和抗体の作製につながったほ
か、診断薬が承認された。市内唯一の第一種感染症指定医療機関として、市、県及び地域医療機関と連携を図りながら、
速やかに患者を受け入れられる体制を整備し、市民の安全を確保するよう取り組み、新型コロナウイルス感染症について
も、重症患者の受け入れなど、市民病院としての役割を果たした。
　西市民病院では、発熱外来及び専用病棟を設置し、新型コロナウイルス感染症患者の受け入れを行いながら、救急医療
の提供を継続した。また、リスクの高い分娩にも対応した周産期医療や地域における小児救急医療を安定的に提供したほ
か、認知症鑑別診断等を継続し「認知症の人にやさしいまちづくり」に寄与した。生活習慣病患者の重症化予防に向けた
取り組みとして、保険者と協働して地域の事業所において出張糖尿病チェックを実施するほか、健診勧奨に関するポス
ターを駅構内に掲示するなど健康向上に向けた教育・啓発活動を行った。

西神戸医療センターでは、新型コロナウイルス感染症患者の受け入れを行いながらも救急医療体制の制限を行うことな
く市民の生命を守ることに努めた。また、小児救急外来を継続し、毎週土曜日と第２、第３水曜日の小児二次救急輪番を
担当した。周産期医療については、ハイリスク妊娠・ハイリスク分娩の受け入れ、産後２週間健診の導入等、質の高い安
定した周産期医療の提供を継続した。国指定の「地域がん診療連携拠点病院」として、引き続き手術支援ロボットによる
身体への負担の少ない手術の提供した。さらに、市内唯一の結核病床を有する病院として、総合的な結核医療を安定的に
提供した。

アイセンター病院では、眼科高度専門病院として専門領域も網羅した診療体制のもと、質の高い医療の提供を継続し、
24時間365日体制で眼科救急に対応した。また、「遺伝性網膜ジストロフィーにおける遺伝子診断と遺伝カウンセリング」
について、市民病院機構初となる先進医療Ｂ（新規技術）として承認され、検査を実施した。そのほかにも、公益社団法
人ＮＥＸＴ ＶＩＳＩＯＮ協力のもと、視覚障害者への支援を継続し、人材育成を積極的に推進するため、機能向上推進室
において、年間を通じた研修を企画・実施した。
　安全で質の高い医療を提供する体制の構築としては、コンプライアンスの推進、医療安全対策等を徹底し、質の高い医
療を提供した。各病院とも医療安全管理室等を中心に、定期的なミーティングを行い、インシデント事例などの迅速な情
報収集及び分析を継続して実施するほか、医療安全等の研修会を実施した。また、医療の質の標準化への取り組みとし
て、中央市民病院では医療の質の指標（クオリティインディケーター）に関する取り組みをまとめた冊子を作成した。
　患者の権利を尊重し、信頼と満足が得られる体制の構築としては、患者満足度調査や意見箱によるニーズ把握を継続
し、面会制限に対応するため中央市民病院ではＷＥＢ面会システムを導入、西市民病院、西神戸医療センターは入院セッ
トを導入して、患者サービスの向上に取り組んだ。また、マイナンバーカードによるオンライン資格確認を導入し、本格
運用を開始した。
　市民への情報発信として、中央市民病院、西市民病院、西神戸医療センターはホームページをリニューアルし、ホーム
ページや広報誌なども通じて積極的に情報発信を行った。中央市民病院では新築・移転10周年記念動画を作成しホーム
ページや市内大型ビジョンで発信した。

第２ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置
　優れた専門職の確保と人材育成については、看護職員確保のため「特別推薦選考」を継続したほか、オンラインでの病
院見学会の実施やＷＥＢ面接を導入するなど柔軟な対応を行い、人材の確保にも努めた。また、事務職員のキャリアパス
を設定し、入職1年目、5年目職員を対象に研修を実施した。人事給与制度については人事評価結果を給与等へ反映する
等、職員の能力及び業績に基づく人事給与体制の構築に継続して取り組んだ。働き方改革の推進では、医師や看護師の業
務負担の軽減を目指して医療クラークや病棟クラークの配置を継続した。人材育成等における地域貢献においては、新型
コロナウイルス感染症の感染状況に配慮しながら、医師、看護師をはじめとした医療系学生の受け入れを継続し、教育病
院としての役割を果たした。
　効率的な業務運営体制の構築のため、理事長によるヒアリングを通じた年度計画の達成状況及び課題の把握等、機構内
における情報共有を図り、ＰＤＣＡを意識した取り組みを進めた。また、毎月の常任理事会や四半期ごとの理事会におけ
る月次決算や決算見込、新型コロナウイルス感染症への対応等の報告において、病院ごとの運営状況を把握するととも
に、課題が発見された際は迅速な対応を行った。さらに前月の時間外勤務状況及び休暇取得状況の報告・共有を行うとと
もに、所属及び個人宛への通知やヒアリングを実施するなど、法令順守及び職員の健康確保の取り組みを進めた。
　情報連携体制の強化として、法人全体のＩＣＴ化を推進し働き方改革や業務の効率化を促進するため、法人本部内に
「ＤＸ推進室」を設置した。

第３ 財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置
　経営に対する取り組みとしては、常任理事会を毎月開催し、情報の共有と課題の抽出に取り組んだ。各病院では院長ヒ
アリングによる各診療科や部門における現状分析や課題の共有、新たな診療報酬の加算や上位基準の取得、新型コロナウ
イルス感染症に対応するため、流行状況に応じて一般病床の閉鎖や専用病床への人員の集約を行いながらも円滑な病床運
営・専用病床の確保などに取り組んだ。
　収入の確保及び費用の最適化において、新型コロナウイルスの影響で目標達成が厳しい指標が多い中で、年度当初に策
定した経営改善計画に加え、新たな改善項目に取り組むなど収益の確保を図った。費用については、医薬品の購入の際、
機構全体での値引き交渉を行うことで、年間で58百万円の費用を削減するとともに、診療材料統一化に向けた取り組みを
行った。
　計画的な投資の実施と効果の検証においては、第３期中期計画の投資計画に基づき、院内でのヒアリングを実施しなが
ら医療機器の更新や施設設備の改良等、計画的な投資を実施した。

第４ その他業務運営に関する重要事項を達成するためにとるべき措置
　西市民病院の建替え整備について、神戸市と連携し有識者会議を開催するとともに、西市民病院が市街地西部の中核病
院としての役割を果たしていくための再整備の方向性について検討を行った。新西市民病院整備基本方針に基づき、基本
的な考え方や新病院の特徴等、市街地西部の中核病院として今後担うべき役割や診療機能の方向性をとりまとめた基本構
想を市と連携し策定した。
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中期目標

救急医療需要に適切に対応するため、地域医療機関と連携し、各病院の役割に応じた救急医療の提供に努めること。阪
神・淡路大震災の経験やその後の自然災害等で得た教訓を生かし、災害時に傷病者の受入れ等を迅速かつ適切に行う主要
な医療機関として、各病院の役割に応じた災害医療を提供すること。また、神戸市地域防災計画等に基づき、市長の要請
に応えるとともに、自主的な判断でも医療救護活動を行うこと。

中期計画
（年度計画）

新型コロナウイルス感染症患者の受け入れに際しては、神戸市からの病床確保の依頼・要請に基づき、各病院との調整を
行う。【新型コロナウイルス感染症関係】
地域医療機関と密接に連携しながら、引き続き安定した救急医療体制を構築し、各病院の機能と役割に応じた救急医療を
確実に提供する。

第１ 市民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置

１ 本市の基幹病院・中核病院としての役割

(1) 救急医療・災害医療 自己評価 5 市評価 5

（

年
度
計

画
）

中
期
計
画

共
通
項
目

◯新型コロナウイルス感染症への対応については、中央市民病院は市内で唯一の『新型コロナウイルス感染症重症等特定
病院』としてコロナ重症患者に対応し、西市民病院や西神戸医療センターでは、軽症・中等症患者を受け入れるといった
役割分担のもと、機構全体で連携をとりながら市内の新型コロナウイルス感染症に対する中核的医療機関としての役割を
果たしていく。【新型コロナウイルス感染症関係】
◯医療資材が枯渇しないよう本部と各病院が連携を図り、必要な数量を確保する。【新型コロナウイルス感染症関係】

年
度
計
画
の
進
捗

具体的な取り組み

法
人
本
部

新型コロナウイルス感染症への対応については、中央市民病
院は市内で唯一の『新型コロナウイルス感染症重症等特定病
院』としてコロナ重症患者に対応し、西市民病院や西神戸医
療センターでは、軽症・中等症患者を受け入れるといった役
割分担のもと、機構全体で連携をとりながら市内の新型コロ
ナウイルス感染症に対する中核的医療機関としての役割を果
たしていく。【新型コロナウイルス感染症関係】

・中央市民病院は新型コロナウイルス感染症重症等特定病院
として、令和２年11月より運用開始した臨時病棟を活用し、
重症・中等症患者を中心に多数を受入れた。
・西市民病院、西神戸医療センターにおいては専用病棟を設
置し、軽症・中等症患者の受入を行い、感染拡大時はさらに
受入病床を拡大し対応した。
・アイセンター病院では新型コロナウイルス感染症の患者で
眼科緊急手術等が必要な場合への対応として、ＰＣＲ検査体
制や陰圧化が可能な個室・手術室の確保等を行った。
・各病院の役割分担のもと神戸市と連携を行いながら市内の
新型コロナウイルス感染症に対応した。

【新型コロナウイルス感染症に関する取組】
・入院調整中の自宅待機者への往診・電話診療

中央：221名　西：28名　西神戸：26名
※中央は往診を実施。

西・西神戸は電話診療及びステロイド等の処方を実施
・コロナ陽性妊婦の受入（対象患者の拡大）
・ワクチン大規模接種会場等への出務
・全国から計28名の看護師派遣を受入れ（５月～６月）
・神戸市コロナ後遺症相談ダイヤルからの紹介（11月～）等
による診察
・神戸市の新型コロナウイルス感染症外国人診療事業の受託
・神戸市の市民向けメッセージ動画に参加

医療資材が枯渇しないよう本部と各病院が連携を図り、必要
な数量を確保する。【新型コロナウイルス感染症関係】

・感染症診療に必要な個人防護具の不足により診療に影響が
出ないよう、１週間ごとに各病院の在庫状況を確認するとと
もに、必要に応じ、卸会社に対して調達交渉するなど、６ヵ
月分の在庫確保に努めた。
・神戸市危機管理室との連携を強化するとともに、有事の際
に危機管理室が保有する手指消毒剤を機構分として、優先的
に調達できるように調整した。
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（

年
度
計
画
）

中
期
計
画

中
央
市
民
病
院

〇院内における感染対策を徹底し、職員や患者の安全を確保するとともに、兵庫県から指定された「新型コロナウイルス
感染症重症等特定病院」として、臨時病棟を中心に重症患者等を受け入れ、市内の新型コロナウイルス感染症対応におい
て中核的な役割を果たす。【新型コロナウイルス感染症関係】
◯日本屈指の救命救急センターとして、病院全職員が一丸となって多職種が連携した救急医療を行い、あらゆる救急疾患
から市民の生命を守る。
◯地域医療機関との役割分担を明確にした上で密接に連携し、よりスムーズな受入れのため、疾患に応じたホットライン
を活用するなど、一刻を争う重症及び重篤な患者に対して年間を通じて24時間救急医療を提供する。
◯救急医療に携わる人材の育成を更に推進し、地域における救急医療向上への役割を果たす。

年
度
計
画
の
進
捗

具体的な取り組み 法人の自己評価（実施状況、判断理由）

①

院内における感染対策を徹底し、職員や患者の安全を確保す
るとともに、兵庫県から指定された「新型コロナウイルス感
染症重症等特定病院」として、臨時病棟を中心に重症患者等
を受け入れ、市内の新型コロナウイルス感染症対応において
中核的な役割を果たす。【新型コロナウイルス感染症関係】

・新型コロナウイルス感染症のため、入院については引き続
き重症・中等症患者を中心に多数を受入れた。また、感染者
数が多い時期は、救急外来裏に新型コロナウイルス疑い患者
専用の発熱外来を設置した。
・令和２年４月の院内感染発生後、ゾーニングの徹底を図る
ため、全国で初めて、すべての病床で重症患者の受け入れが
可能な臨時病棟（36床）を整備し、令和２年11月より運用を
開始した（主な設備：全部屋陰圧対応、人工呼吸器全床、人
工心肺装置（ＥＣＭＯ）１台等）。
・院内感染を防止するため、２週間の健康観察や術前・入院
前ＰＣＲ検査、入口での検温・問診、面会制限を実施した。
・神戸市の遠隔医療システム（Ｔ－ＩＣＵ）事業を受託し、
中央市民病院における新型コロナウイルス感染症の治療方針
等を地域の医療機関に共有した。
・抗体カクテル療法センターを開設し、宿泊療養施設で療養
中の患者、地域の医療機関からの紹介患者に対し、抗体カク
テル療法を実施した（実施期間：８月～10月）。また、新た
な治療薬として開発された別の中和抗体薬を使用したモノク
ローナル抗体療法を、入院患者や地域医療機関からの紹介患
者に対し実施した。

※機構３病院で共通して実施した項目については前述の共通
項目に記載

【新型コロナウイルス感染症に関する実績】
コロナ病床　46床
休床病床（令和3年度最大数）245床
入院患者総数（累計）1,368人
退院患者総数（治癒）（累計）1,184人
退院患者総数（死亡）（累計）154人
抗体カクテル療法（入院患者向け）29人
抗体カクテル療法（宿泊施設・紹介患者向け）114人
モノクローナル抗体療法（入院患者向け）122人
モノクローナル抗体療法（紹介患者・日帰り入院向け）212
人

③
チームによる救急医療体制を展開し、より迅速かつ的確な診
断及び処置を行う

・救急救命士の資格を持ったクラーク（５名）や専門看護師
（急性・重症患者看護）（２名）の配置、総合内科と救急科
との連携により、救急医療も含め個々の患者に最も適した医
療を提供する体制を継続した。

②

救命救急センター、ＭＰＵ病棟、ＧＩＣＵ・ＧＨＣＵ、臨時
病棟の効率的な運用と病床の一元管理の徹底に努め、病院職
員が一丸となって、24時間体制で重症の新型コロナウイルス
感染症及び一般の救急疾患に対応する

・救急病床の充実と院内全体の病床運営の効率化のため、第
２救急病棟（８床）（平成28年５月）や、精神科身体合併症
（ＭＰＵ）病棟（８床）（平成28年８月）の運用を継続。
・全国救命救急センター評価で８年連続で第１位を獲得し
た。

④
脳卒中、胸痛、心臓血管外科、産科、小児科ホットラインの
運用で、救急患者のスムーズな搬送及び受け入れ体制を強化
する

・救急患者数及び応需率は新型コロナウイルス感染症の影響
で、コロナ前の令和元年度以前に比べて減少したが、救急患
者の円滑な搬送及び受入れを行うため、脳卒中、胸痛、産
科、小児科、心臓血管外科ホットラインを継続した。
・救急患者の受入れ体制確保のため、他病院からの搬送依頼
のうち３次救急相当の患者については、直接救急科の医師が
対応する運用を継続した。

⑤

他院からの転送依頼については３次救急扱いとし、引き続き
優先的に受け入れを行う。受け入れられなかった症例につい
ては、他院からの転送依頼だけでなく、救急車搬送も含めて
検証を行い、応需率の向上に努める

・毎月の救急委員会において、救急車搬送の不応需件数と理
由について検証し、病院幹部会で報告するとともに、他病院
からの要請に対して不応需のケースについては、妥当な判断
であるか院内で検討のうえ、内容によっては各診療科部長に
指導を行った。
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（

年
度
計
画
）

中
期
計
画

西
市
民
病
院

〇行政および地域医療機関との連携のもと、発熱外来をはじめ、必要に応じて専用病棟を開設し、地域医療機関において
対応が困難な発熱症状のある救急患者や中等症以下の感染症患者の受入れを行う。【新型コロナウイルス感染症関係】
〇市民病院間での相互協力のもと、症状に応じた受入体制を提供し、一般診療を含めた市内の医療提供体制を支える。
【新型コロナウイルス感染症関係】
〇感染対策の徹底に努め、院内感染発生時には迅速な対応により感染拡大を最小限に抑えるなど、有事に機動的かつ効率
的な対応ができるよう、引き続き体制を整備する。【新型コロナウイルス感染症関係】
◯年間を通じて24時間体制で救急医療を提供し、地域住民の安心及び安全を守る。
◯医師をはじめとする全職種が救急医療の重要性を認識し、地域医療支援病院の役割として実践することで、救急車搬送
応需率かつ受入れ件数を高い水準で維持する。また、市や地域の関係機関と連携し、地域全体の救急医療の充実を目指
す。

年
度
計
画
の
進
捗

具体的な取り組み 法人の自己評価（実施状況、判断理由）

④
救急車搬送患者の受け入れを断った理由を分析するととも
に、受入促進について救急委員会で引き続き検討を行い、応
需率および応需件数の向上を図る

・新型コロナウイルス感染症患者に対応するため、発熱等受
診・相談センターを継続するとともに、拡張した救急外来を
活用し、感染症対応及び救急受入体制の強化を行った。
・新型コロナウイルス感染症への対応に伴い応需率及び応需
件数は減少したが、救急車の受け入れができなかった事例に
ついては、引き続き幹部会等を通じて原因分析を行うととも
に、内容によっては診療科部長等に状況確認し、改善策につ
いて検討・実施した。
・院内感染発生時及び受入体制拡大時には外来等の通常診療
を継続する一方、救急外来や地域からの紹介については一部
制限を行った。

②
市民病院間での相互協力のもと、症状に応じた受入体制を提
供し、一般診療を含めた市内の医療提供体制を支える。【新
型コロナウイルス感染症関係】

・軽症・中等症患者を受入れ、挿管が必要な症状になれば、
保健所を通じて転送を行うなど、市民病院としての役割を果
たしてきた。
・第４波では重症患者が増加したため、重症受入病院への転
送までの期間、当院で挿管し対応も行った。

①

行政および地域医療機関との連携のもと、発熱外来をはじ
め、必要に応じて専用病棟を開設し、地域医療機関において
対応が困難な発熱症状のある救急患者や中等症以下の感染症
患者の受入れを行う。【新型コロナウイルス感染症関係】

・新型コロナウイルス感染症に対応するため、発熱外来を設
置し多くの発熱患者を受入れた。９月には発熱外来専用の電
話を設置した。
・コロナ専用病棟を設置し、流行期には2病棟に拡大した。

※機構３病院で共通して実施した項目については前述の共通
項目に記載

【新型コロナウイルス感染症に関する実績】
コロナ病床　20床
休床病床（令和3年度最大数）100床
入院患者総数（累計）802人
退院患者総数（治癒）（累計）691人（※重症転送　47人）
退院患者総数（死亡）（累計）102人

③

感染対策の徹底に努め、院内感染発生時には迅速な対応によ
り感染拡大を最小限に抑えるなど、有事に機動的かつ効率的
な対応ができるよう、引き続き体制を整備する。【新型コロ
ナウイルス感染症関係】

・感染マニュアルに基づき、サージカルマスク、アイガード
の着用など感染防御を行っており、オミクロン株の流行以
降、対応するすべてのスタッフがN95マスクの着用を徹底し
た。
・院内感染発生時は、接触の可能性のある患者、職員のPCR
検査を行い、陰性確認が取れるまでコホート隔離を行った。

⑤
拡張した救急外来やテレワーク環境を活用し、全職種・診療
科による連携のもと、安定した救急医療体制を提供する

・新型コロナウイルス感染症患者への対応として、状況に応
じて専用病棟を開設、併せて予定手術の延期や一般病床の受
入制限を行いながら、感染管理室・総合内科・呼吸器内科を
中心に全職種・全診療科による連携のもと中等症患者を中心
に多数の受け入れを行った（令和３年度入院受け入れ患者総
数：504人）
・新型コロナウイルス感染症患者に対して、市民病院間での
相互協力のもと、症状に応じた受入体制を提供した。
・救急医師から自宅にいる専門医にコンサルトした際、自宅
から電子カルテを参照できる体制を整えた。
・救急診療マニュアルの改訂を行い、救急受入体制や対応等
について院内に周知、共有を図った。
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中
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ン
タ
ー

〇行政および地域医療機関との連携のもと、専用外来での診察・ＰＣＲ検体採取や、 地域医療機関において対応が困難な
発熱症状のある救急患者の診察、専用病棟での中等症以下の感染症患者の受入れを行う。【新型コロナウイルス感染症関
係】
〇感染対策として院内マニュアル整備・相談体制の構築などを行うとともに、院内フェーズに応じた術前ＰＣＲ検査の実
施、入院患者の水際対策としての問診、救急外来でのゾーニング等の徹底を行う。【新型コロナウイルス感染症関係】
〇新興感染症対策とともに、近年増加している高齢者の救急需要への対応を合わせて、救急機能及び感染対策を強化す
る。【新型コロナウイルス感染症関係】
◯地域医療機関と連携し、引き続き年間を通じて24時間体制の安定した救急医療体制を提供することで、地域住民の安心
及び安全を守る。
◯西神戸医療センターの位置する地域特性を踏まえ、地域の中核病院として、重症・重篤な救急患者に対しても、救急隊
との連携を密にし、より迅速な救命措置を行える体制の維持・向上に努める。
◯全職員への救急車受入れの方針徹底と促進策の実施による救急車受入れ件数の増加に努める。

年
度
計
画
の
進
捗

具体的な取り組み 法人の自己評価（実施状況、判断理由）

④
救急科をはじめとする全診療科の連携の下、24時間体制の安
定した救急医療体制を提供する

・新型コロナウイルス感染症疑いも含めた感染症患者の受け
入れを行うとともに、患者及び職員の感染防止対策の徹底を
図り、救急医療体制の制限を最小限に留めながら市民の生命
を守ることに努めた。
・救急に関する業務への貢献として、兵庫県救急医療功労者
表彰を受賞。

⑦
脳卒中、循環器、吐下血ホットラインの運用で、救急患者の
スムーズな搬送及び受け入れを行う

・新型コロナウイルス感染症で受け入れ先となる病床数を削
減せざるを得ない状況においても、各ホットラインを中断す
ることなく継続し、救急患者のシームレスな受け入れに努め
た。

①

行政および地域医療機関との連携のもと、専用外来での診
察・ＰＣＲ検体採取や、 地域医療機関において対応が困難
な発熱症状のある救急患者の診察、専用病棟での中等症以下
の感染症患者の受入れを行う。【新型コロナウイルス感染症
関係】

・専用外来におけるＰＣＲ検体採取や地域医療機関で対応困
難な発熱症状のある救急患者の診察
・神戸市の要請を受け、コロナ病床を増床するために、新た
に救急病棟をコロナ専用化し、コロナ患者の受入体制を拡大
するとともに、神戸西消防署と２次救急のあり方に関して綿
密な協議を実施（西消防署とは、電話やメールで情報交換を
隔週で実施継続）
・神戸市の要請に応じて、コロナ入院患者を夜間に受入れる
体制を構築
・コロナ患者が院内で重症化し、重症者用病床を有する病院
に転送できない場合に、ＣＣＵで治療を実施（令和３年度実
績：9件）
・感染症看護専門看護師による市内訪問看護ステーション及
びクラスター発生施設等への感染対策に関する支援

※機構３病院で共通して実施した項目については前述の共通
項目に記載

【新型コロナウイルス感染症に関する実績】
コロナ病床　45床 　※別途、院内重症化用にCCU２床確保
休床病床（令和3年度最大数） 96床
入院患者総数（累計）996人
退院患者総数（治癒）（累計）919人
退院患者総数（死亡）（累計） 65人

②

感染対策として院内マニュアル整備・相談体制の構築などを
行うとともに、院内フェーズに応じた術前ＰＣＲ検査の実
施、入院患者の水際対策としての問診、救急外来でのゾーニ
ング等の徹底を行う。【新型コロナウイルス感染症関係】

・感染管理専従看護師の２名配置による感染症対策の強化
・感染防止対策室において、院内感染防止対策マニュアルを
整備するとともに適宜、更新を行い院内に周知することで、
院内の感染対策を徹底した。
・手術部において、院内フェーズに合わせた「術前スクリー
ニング＆手術室感染防止策ガイダンス」を整備し、院内に周
知を行うことで入院患者の水際対策を行った。

③
新興感染症対策とともに、近年増加している高齢者の救急需
要への対応を合わせて、救急機能及び感染対策を強化する。
【新型コロナウイルス感染症関係】

・救急病棟の各病室に扉を付けるとともに、ナースステー
ションにガラススクリーンを設置するなど、コロナ患者の増
加に対応できる設備に改修
・救急外来において、感染対策と迅速な初療診断に必要なＣ
Ｔ室を整備した。また、感染対策と救急機能向上のため、救
急外来改修工事に着手した。

⑤

救急車の応需状況を、院長・副院長会において毎週報告する
とともに、受け入れられなかった救急車搬送患者について、
その理由を把握し、救急車の受入れ推進方策を検討・実施す
る

・院長・副院長会議及び救急委員会において、救急車搬送患
者の受け入れに至らなかった理由を適時適切に共有・分析・
議論するとともに、救急車の受入れ数向上に努めるべく、病
院運営協議会において報告し、各診療科長への受け入れ促進
を図った。

⑥
西消防署、垂水消防署の消防署員と意見交換を行い、救急隊
との密接な連携を図る

・新型コロナウイルス感染症の流行により、定例的な意見交
換会は実施できなかったものの、実務レベルの情報共有を密
に行うことで、各病院の状況や消防署の懸案事項の把握に努
め、引き続き救急隊との連携を図った。
・西消防署の救急隊立ち会いの下、当院が実施する救急受入
の訓練を実施し、意見交換を行った。

19



（

年
度
計

画
）

中
期
計
画

共
通
項
目

◯阪神・淡路大震災及び東日本大震災等の経験を生かし、大規模災害発生時等には、中央市民病院は災害拠点病院とし
て、西市民病院及び西神戸医療センターは災害対応病院としてそれぞれの役割を果たし、市、県及び地域医療機関と連携
を図りながら市民の安全確保に率先して取り組む。
◯非常時にも継続して医療を提供できるように平時からＢＣＰ（事業継続計画）の考え方を踏まえた防災・災害対応マ
ニュアルを改訂するとともに、積極的に訓練及び研修に取り組み、危機対応能力を高め、自ら考え行動できる職員を育成
する。

（

年
度
計
画
）

中
期
計
画

神

戸

ア

イ

セ

ン

タ
ー

病

院

〇眼科中核病院として、病室及び手術室各２室の陰圧化、自院でのＰＣＲ検査実施体制のもと、眼科新型コロナウイルス
感染患者の受入体制を確保する。【新型コロナウイルス感染症関係】
〇ＷＥＢでの地域連携機関との研修会実施等の工夫をするなど、地域医療機関との新たな連携策を検討する。【新型コロ
ナウイルス感染症関係】
〇職員だけでなく委託職員等も含めて感染対策を徹底するとともに、安心して入院や通院ができる環境づくりに努める。
【新型コロナウイルス感染症関係】

年
度
計
画
の
進
捗

西
神
戸
医
療
セ
ン
タ
ー

ＢＣＰの考え方を踏まえたマニュアルを基とし、防災訓練等
を実施することで危機対応能力を高め、神戸市の災害対応病
院としての役割を果たせるよう、取り組みを進める

・神戸市災害対応病院として、必要な医薬品や衛生資材等の
買い替えを行い、備蓄管理を継続するとともに、緊急時の利
便性を高めることを目的に災害対応時の職員用非常食料品
（9,000食分）の一元管理を行っている。
・備蓄倉庫を毎日１回のチェックを行い、倉庫環境の管理を
強化している。
・医師・看護師・コメディカル等を対象とした心肺蘇生法ト
レーニング（ＩＣＬＳコース３回実施）についても継続的に
開催した。

②
ＷＥＢでの地域連携機関との研修会実施等の工夫をするな
ど、地域医療機関との新たな連携策を検討する。【新型コロ
ナウイルス感染症関係】

・感染対策の取り組み状況や平日夜間・土日祝日に緊急に診
療が必要な場合の対応方法について、県下全眼科医療機関等
（各約560か所）に周知した。
・新型コロナウイルス感染症下での地域連携策として、地域
医療機関を対象としたＷＥＢでの臨床懇話会（院外57名）や
兵庫県眼科医会と共催でハイブリッド形式でのオープンカン
ファレンス（186名）を実施し、地域連携に取り組んだ。

③
職員だけでなく委託職員等も含めて感染対策を徹底するとと
もに、安心して入院や通院ができる環境づくりに努める。
【新型コロナウイルス感染症関係】

・新型コロナウイルス対策の研修会の実施や院長通知の発出
等、感染防止対策を継続した。
・全委託業者代表が参加する院内連絡協議会において、患者
数等主要項目を共有するとともに、病院が実施する感染防止
対策等を共有し、各事業者においても感染対策の徹底を図っ
た。

具体的な取り組み 法人の自己評価（実施状況、判断理由）

①

眼科中核病院として、病室及び手術室各２室の陰圧化、自院
でのＰＣＲ検査実施体制のもと、眼科新型コロナウイルス感
染患者の受入体制を確保する。【新型コロナウイルス感染症
関係】

・眼科中核病院として、コロナ患者に緊急・準緊急に治療を
必要とする眼科疾患を有する患者の受入体制を継続した（手
術室病室各２室陰圧化、ＰＣＲ体制構築）。
・コロナ感染症疑い患者等の全身麻酔での受入れを中央市民
と連携して継続した。
・涙道手術・持続陽圧呼吸療法（ＣＰＡＰ）患者への入院前
のＰＣＲ検査を継続した。
・安心して入院や通院ができる環境づくりのため、入館時の
体温測定、長椅子から一人掛け椅子への変更及び空気洗浄機
の設置等、感染対策内容の周知を継続した。

＜法人の自己評価：評価を「５」または「１」とした場合のみ記載＞

特筆すべき事項

新型コロナウイルス感染症への対応については、中央市民病院は市内で唯一の『新型コロナウイルス感染症重症等特定病
院』としてコロナ重症患者に対応し、西市民病院や西神戸医療センターでは、軽症・中等症患者を受け入れるといった役
割分担のもと、機構全体で連携をとりながら市内の新型コロナウイルス感染症に対する中核的医療機関としての役割を果
たした。

年
度
計
画
の
進
捗

具体的な取り組み 法人の自己評価（実施状況、判断理由）

中
央
市
民
病
院

病院ＢＣＰを基本に院内合同防災訓練、各部署での訓練を実
施し、一人一人の危機対応能力を高めるとともに、ポートア
イランド内の医療機関など地域との連携を強化し、災害拠点
病院としての役割を果たせるよう、取り組みを進める

・12月に近畿府県合同防災訓練へ参加し、近畿地方の警察や
消防、近隣の医療機関等と災害時の協力体制を確認した。
・毎月１度危機管理体制整備会議を行い、病院の防災・危機
管理・施設整備について議論や情報共有を行い、年１回院内
総合防災訓練を実施するなど院内の危機管理体制維持に努め
ている。
・各部署ごとの防災訓練を年間で合計35回実施した。

西
市
民
病
院

災害時の病院組織の危機対応能力を高め、職員が自ら考え行
動できるように、災害対応訓練や研修会を実施するととも
に、阪神・淡路大震災の経験を踏まえて、災害対策について
病院全体で取り組みを進める

・11月に夜間想定自衛消防訓練を実施するとともに、火災マ
ニュアルの改訂を行った。
・各部署ごとで防災訓練を実施（計41回）し、危機対応能力
の向上、課題等の共有に取り組んだ。
・災害時や感染症対応時の業務維持を図ることを目的にＢＣ
Ｐを策定した。
・医師・看護師・救急隊員等を対象とした心肺蘇生法トレー
ニングを継続して開催した（ＩＣＬＳコース：２回、ＢＬＳ
コース：２回）。

抜本的改善が必
要な事項
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関連指標（中央市民病院） H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 5年平均 R3年度
5年平均比

21,230

（前年度比） (％) 102.4 92.9 95.9 55.4 70.2

救急外来患者数 (人) 34,415 35,244 32,747 31,408 17,413 30,245

7,868 6,017 7,514 7,272

（前年度比） (％) 108.9 99.5 97.2

うち入院 (人) 7,463 8,130 8,092

76.5 96.8

9,157 7,034

（前年度比） (％) 109.0 96.6 90.0 68.5 76.8

うち救急車受入 (人) 9,659 10,532 10,171 9,154 6,267

92.7

（前年度比） 0.6 0.3 ▲ 0.5 ▲ 2.0 94.2

救急車搬送応需率 (％) 98.3 98.9 99.2 98.7 96.7 98.4

関連指標（西市民病院） H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 5年平均 R3年度
5年平均比

11,818

（前年度比） (％) 98.1 107.5 104.7 80.1 82.6

救急外来患者数 (人) 14,235 13,967 15,009 15,710 12,585 14,301

3,332 3,302 3,190 3,398

（前年度比） (％) 100.0 104.4 104.3

うち入院 (人) 3,060 3,060 3,195

99.1 106.5

3,350 3,106

（前年度比） (％) 96.0 131.2 105.1 81.9 92.7

うち救急車受入 (人) 2,976 2,857 3,749 3,942 3,227

70.8

（前年度比） 2.8 17.0 1.6 ▲ 5.1 97.8

救急車搬送応需率 (％) 60.3 63.1 80.1 81.7 76.6 72.4

関連指標（西神戸医療センター） H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 5年平均 R3年度
5年平均比

19,019

（前年度比） (％) 108.8 106.7 102.6 67.9 80.0

救急外来患者数 (人) 22,655 24,650 26,308 26,990 18,330 23,787

4,122 3,440 3,509 3,304

（前年度比） (％) 125.1 113.2 106.9

うち入院 (人) 2,721 3,405 3,855

83.5 94.2

4,003 3,813

（前年度比） (％) 101.9 119.6 109.5 86.8 95.3

うち救急車受入 (人) 3,493 3,559 4,255 4,661 4,045

66.2

（前年度比） 0.9 4.4 3.3 ▲ 2.4 89.9

救急車搬送応需率 (％) 69.4 70.3 74.7 78.0 75.6 73.6

関連指標（中央市民病院） H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 5年平均 R3年度
5年平均比

34 33 35

災害訓練参加者数 (人) 1,256 1,300 1,332

災害訓練回数 (回) 27 28 38

1,322 631 931

11

被災地等への派遣件数 (件) 1 0 1 0 0 0

災害研修回数 (回) 6 6 8 7 7

関連指標（西市民病院） H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度
5年平均比5年平均

41

災害訓練参加者数 (人) 530 738 731 740 751 752

災害訓練回数 (回) 40 42 41 42 40

0

被災地等への派遣件数 (件) 2 0 0 0 0 0

災害研修回数 (回) 3 2 2 2 0

(回) 37 37 37

R1年度 R2年度 5年平均 R3年度
5年平均比関連指標（西神戸医療センター） H28年度 H29年度 H30年度

被災地等への派遣件数 (件) 0 0 1

災害研修回数 (回) 0 0 0

災害訓練参加者数 (人) 566 562 557

災害訓練回数

0

0 0 0

0 0

36 28 25

526 410 412
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中期目標
市民が安心して子どもを産み、育てられるよう、地域医療機関との連携及び役割分担に基づき、地域の需要に応じ、小
児・周産期医療を担うこと。

中期計画
（年度計画）

◯地域医療機関との連携及び役割分担のもと、市民が安心して子どもを産み、かつ、育てられるように、質の高い小児・
周産期医療を安定的に提供する。
◯次世代を担う子ども達が健やかな成長・発達を遂げられるように医療の面から支援する。

（

年
度
計
画
）

中
期
計
画

中
央
市
民
病
院

◯総合周産期母子医療センターとして、県立こども病院等との連携及び役割分担のもと、切迫早産、異常妊娠・分娩など
の産科合併症のほか、合併症妊娠（心血管疾患、免疫血液疾患、腎疾患、感染症、精神疾患等）といった、母子にとって
ハイリスクとなるあらゆる出産に対し、専門各科と連携して、小児・周産期医療を安定的に提供する。

第１ 市民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置

１ 本市の基幹病院・中核病院としての役割

(2) 市評価 4自己評価 4小児・周産期医療

年
度
計
画
の
進
捗

具体的な取り組み 法人の自己評価（実施状況、判断理由）

①

総合周産期母子医療センターとして、母体リスク管理能力を
活用し、合併症妊娠、重症妊娠中毒症、切迫早産、胎児異常
等ハイリスク母体への診療対応を積極的に行い、低出生体重
児や病気をもった新生児についても、最新の医療技術を用い
た診療により、救命に努めていく

・新型コロナウイルス感染症への対応に伴い、分娩件数や患
者数はコロナ前の令和元年度に比べ減少したが、総合周産期
母子医療センターとして、母体に病気がある場合は、各診療
科と協力して対応するとともに、胎児に異常がある場合は、
胎児超音波検査、胎児血流波形分析、胎児治療等、最新の医
療技術を用いて救命に努め、ハイリスク出産への対応を行っ
た。

②
連携登録医など地域医療機関と定期的な情報交換と患者情報
の共有を図るとともに、母体搬送・産褥への受け入れ、小児
科受診への円滑な対応に努める

・連携登録施設（産科・産婦人科で30施設、小児科で95施
設）について、患者情報の共有化等を図るとともに、産科
ホットライン、小児科ホットラインの運用を継続。

③
地域で唯一の小児二次救急輪番体制確保を継続し、小児救急
医療を安定的に提供する

・小児救急患者数は新型コロナウイルス感染症の影響もあ
り、コロナ前の令和元年度以前の水準を下回ったが、令和２
年度と比較すると増加しており、引き続き長田区で唯一の小
児二次救急輪番体制確保を維持し、地域における小児救急医
療に対応した。

④
各科・多職種による協力のもと、アレルギーをはじめとした
小児疾患に対応するとともに、病児保育所の運営等、医療の
面から地域で子育てができる環境の支援を行う

・各科・多職種による協力のもと、引き続きアレルギーをは
じめとした小児疾患の対応を行った。
・保護者や子供の保育等に関わる人を対象とした小児アレル
ギー講習会を実施（９回、総参加者数389人）するほか、学
校や保育現場で生じたアレルギー児対応について、専門医を
はじめ地域の多職種で考える「アレルギー児に対する地域連
携の会」を開催した（参加者59名）。
・病児保育室を運営し、地域の病児に対する受け入れを行う
等、医療の面から地域の子育て環境の支援を行った。（利用
人数277人）
・医療専門サイト（m3.com）を通じて、地域医療機関向け
に、食物アレルギーの診断や治療について案内し、治療連携
等に向けた啓発を行った。

（

年
度
計
画
）

中
期
計
画

西
市
民
病
院

◯市街地西部（兵庫区、長田区、及び須磨区）における周産期医療施設として、正常分娩を中心とした質の高い周産期医
療を安定的に提供するとともに、ハイリスク妊娠・ハイリスク分娩等への対応も含めた役割を継続する。
◯小児二次救急体制を継続し、小児救急医療の安定的な提供に努める。
◯急性期疾患を中心に、地域の医療機関では困難な小児疾患に対応する。

年
度
計
画
の
進
捗

具体的な取り組み 法人の自己評価（実施状況、判断理由）

①

診療体制を強化するとともに、市街地西部で唯一の総合的診
療機能を持つ分娩取扱医療機関として、正常分娩や高齢出
産・基礎疾患等をもつ妊婦をはじめとしたハイリスク分娩へ
の対応など、地域で安心して出産ができる周産期医療体制を
提供する

・分娩件数は減少したが、市街地西部唯一の総合的診療機能
を持つ分娩取扱医療機関として、診療体制を強化するととも
に、院内各科と連携し、正常分娩や基礎疾患等をもつ妊産婦
をはじめとしたハイリスク分娩・妊娠にも対応した。
・他院受診中の妊婦も含め、コロナ陽性になった患者の受入
れ、分娩にも対応した。

②
助産師外来など引き続き産前産後の患者支援に積極的に取り
組み、妊産婦の多様なニーズに応える

・助産師外来など引き続き産前産後の継続的な患者支援に取
り組んだ。
・ホームページを改修し、産科特設サイトを開設するほか、
出産時におけるアメニティの充実や助産師だよりを通じた情
報発信等を行った。
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②
合併症妊娠や切迫早産等リスクの高い妊娠への対応の充実を
図ることで、質の高い周産期医療を提供する

・小児科対応可能な32週以降の母体搬送を引き続き受け入れ
た。
・分娩件数のうち約29％がハイリスク妊娠及びハイリスク分
娩であり、地域の需要に応じた周産期医療が提供できるよう
努めた（母体搬送の受入件数は令和２年度22件、令和３年度
23件）。
・産後うつ病予防や新生児及び乳児への虐待予防など出産後
間もない時期の育児不安の解消を図るため、産後２週間健診
を導入（10月）。

＜法人の自己評価：評価を「５」または「１」とした場合のみ記載＞

特筆すべき事項

（

年
度
計
画
）

中
期
計
画

西
神
戸
医
療
セ
ン
タ
ー

◯神戸西地域（須磨区、垂水区及び西区）の中核病院として、小児救急においては、引き続き二次救急体制に参加すると
ともに、全日準夜帯（17時～24時）の救急受入れを安定的に継続する。
◯地域の医療機関と連携し、幅広い小児疾患に対応する。
◯地域医療機関との連携及び役割分担に基づき、地域医療機関での対応が困難なハイリスクな妊婦や救急時の受入れをは
じめ、地域の需要に対応し安定した周産期医療を提供することで、妊娠から出産、子どもの成長まで総合的に対応する地
域周産期母子医療センターと同等の機能を果たす。

年
度
計
画
の
進
捗

具体的な取り組み 法人の自己評価（実施状況、判断理由）

①

地域の小児医療への需要に対応し、小児救急においては、全
日準夜帯（17時～24時）の救急受診の受け入れを継続する。
また、小児二次救急輪番に参加し、毎週土曜宿直帯（17時～
翌９時）、第２・５日曜日直帯（９時～17時）および第２・
３水曜宿直帯（17時～翌９時）において当番対応を行い、神
戸こども初期急病センターの受け皿となる等、小児医療を安
定的に提供する

・新型コロナウイルス感染症の蔓延期においても、救急外来
で連日、小児救急患者の受け入れを継続した。
・毎週土曜日と第２、第３水曜日の小児救急輪番を担当し、
一次診療所からの紹介患者の対応も継続した。
・救急外来の受け入れ時間中に要請のあった救急車はほぼ
100％受け入れ、神戸西地域のみならず、明石市や三木市な
どの周辺地域の小児救急体制を安定的に提供した。

抜本的改善が必
要な事項

関連指標（中央市民病院） H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 5年平均 R3年度
5年平均比

8,663

（前年度比） (％) 109.3 99.0 99.0 51.3 80.0

小児科患者数 入院延 (人) 11,292 12,347 12,228 12,102 6,208 10,835

12,189 8,362 12,290 9,265

（前年度比） (％) 98.8 100.2 89.7

小児科患者数 外来延 (人) 13,735 13,568 13,596

68.6 75.4

818

（前年度比） (％) 87.5 70.0 92.8 40.1 57.6

小児科救急患者数 (人) 2,161 1,891 1,324 1,229 493 1,420

478

（前年度比） (％) 114.5 104.1 103.0 32.1 63.1

うち入院 (人) 763 874 910 937 301 757

2,738

（前年度比） (％) 109.2 93.8 105.0 84.6 95.9

ＮＩＣＵ患者数 (人) 2,799 3,056 2,867 3,010 2,545 2,855

827 580 749 633

（前年度比） (％) 95.7 102.2 106.0

分娩件数 (件) 797 763 780

70.1 84.5

247

（前年度比） (％) 85.2 103.4 111.0 77.2 89.2

うち帝王切開 (件) 310 264 273 303 234 277

91

（前年度比） (％) 93.3 78.6 131.2 58.4 103.4

ハイリスク妊娠件数（実患者数） (件) 105 98 77 101 59 88

109

（前年度比） (％) 67.9 93.7 138.2 78.9 100.2

ハイリスク分娩件数（実患者数） (件) 140 95 89 123 97 109

133 15 154 5

（前年度比） (％) 98.7 75.4 78.7

助産師外来患者数 （人） 227 224 169

11.3 3.3
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関連指標（西市民病院） H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 5年平均 R3年度
5年平均比

1,937

（前年度比） (％) 99.3 85.3 94.7 63.2 64.9

小児科患者数 入院延 (人) 3,595 3,571 3,047 2,885 1,824 2,984

5,605

（前年度比） (％) 85.9 90.9 113.9 70.3 75.9

小児科患者数 外来延 (人) 8,890 7,635 6,943 7,905 5,557 7,386

476 226 419 338

（前年度比） (％) 111.6 99.0 99.8

小児科救急患者数 (人) 432 482 477

47.5 80.7

272

（前年度比） (％) 111.1 77.6 106.1 69.9 158.9

うち入院 (人) 189 210 163 173 121 171

（前年度比） (％)

ＮＩＣＵ患者数 (人)

408 335 409 301

（前年度比） (％) 91.9 87.5 106.0

分娩件数 (件) 479 440 385

82.1 73.5

70

（前年度比） (％) 68.5 113.2 100.0 94.2 79.5

うち帝王切開 (件) 111 76 86 86 81 88

31

（前年度比） (％) 146.9 48.9 126.1 106.9 95.7

ハイリスク妊娠件数（実患者数） (件) 32 47 23 29 31 32

45

（前年度比） (％) 122.9 81.4 77.1 137.8 92.6

ハイリスク分娩件数（実患者数） (件) 48 59 48 37 51 49

493 286 429 387

（前年度比） (％) 78.9 99.8 117.9

助産師外来患者数 （人） 531 419 418

58.0 90.1

関連指標（西神戸医療センター） H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 5年平均 R3年度
5年平均比

6,371

（前年度比） (％) - 119.9 97.6 91.8 63.7 83.2

小児科患者数 入院延 (人) 7,468 8,952 8,735 8,018 5,109 7,656

15,891

（前年度比） (％) - 107.7 102.2 94.7 72.3 88.8

小児科患者数 外来延 (人) 17,987 19,375 19,795 18,738 13,541 17,887

6,724 2,562 5,696 3,804

（前年度比） (％) - 112.9 105.5 97.6

小児科救急患者数 (人) 5,781 6,529 6,886

38.1 66.8

504

（前年度比） (％) - 147.3 109.1 109.1 43.5 78.9

うち入院 (人) 484 713 778 849 369 639

（前年度比） (％)

ＮＩＣＵ患者数 (人)

434

（前年度比） (％) - 108.3 91.6 88.8 81.9 72.5

分娩件数 (件) 640 693 635 564 462 599

187 171 209 158

（前年度比） (％) - 128.9 88.0 82.0

うち帝王切開 (件) 201 259 228

91.4 75.5

102

（前年度比） (％) - 122.4 83.9 103.8 86.4 128.1

ハイリスク妊娠件数（実患者数） (件) 76 93 78 81 70 80

76

（前年度比） (％) - 137.8 83.3 107.1 82.4 89.0

ハイリスク分娩件数（実患者数） (件) 74 102 85 91 75 85

0

（前年度比） (％) - 64.5 93.3 91.4 0.0 0.0

助産師外来患者数 （人） 231 149 139 127 0 129
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第１ 市民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置

１ 本市の基幹病院・中核病院としての役割

(3) 市評価 4

③

臓器別ユニット外来において、胃がんは消化器内科や消化器
外科、肺がんは呼吸器内科や呼吸器外科といった各臓器に対
応可能な医師が診療にあたり、また腫瘍内科、放射線治療
科、外来化学療法センター、手術部等とも協働し、専門的に
がんに対応する

・新型コロナウイルス感染症への対応に伴い、コロナ前の令
和元年度に比べ患者数は減少したが、臓器別ユニット外来に
おいて、各臓器に対応可能な医師が診療にあたるとともに、
外来化学療法センター、放射線治療部門、手術部等とも協働
し、各診療科と連携して、より専門的にがんに対応できるよ
う患者にとって最善の治療を行った。

④

５大がん（肺がん・胃がん・肝臓がん・大腸がん・乳がん）
の兵庫県統一「地域連携パス」を活用し地域の医療機関との
連携の下、患者の視点に立った、安心で質の高い医療を提供
していくことを目指す

・５大がん（肺がん・胃がん・肝臓がん・大腸がん・乳が
ん）の兵庫県統一「地域連携パス」を新規51件使用。

年
度
計
画
の
進
捗

具体的な取り組み 法人の自己評価（実施状況、判断理由）

①

がん治療については、手術支援ロボット（ダヴィンチ）など
による患者の負担が少ない手術や化学療法、放射線治療のほ
か、がんゲノム医療や治験等も活用し患者のＱＯＬも考慮し
ながら、患者にとって最適な医療を提供する

・新型コロナウイルス感染症対応の為、病床閉鎖や手術制限
等を行ったが、手術支援ロボット（ダヴィンチ）を使った手
術を継続するとともに、化学療法や放射線治療だけでなく、
がんゲノム医療等も活用し、治療を行った。
・難治性のがん治療であるＣＡＲ－Ｔ細胞療法（キムリア）
を継続した（実施件数：10件）。
・家族性腫瘍相談外来では、専任の遺伝カウンセラーを配置
し、相談に応じた（実績：125件)

②

診断初期から医師、看護師、薬剤師、管理栄養士等多職種か
らなる緩和ケアチームや緩和ケア外来において、がん患者の
症状コントロール、栄養管理、不安・不眠等の心理的問題へ
の対応、患者や家族の悩み相談、開業医に対する薬剤情報提
供等を行い、がん患者のＱＯＬの改善に努める

・新型コロナウイルス感染症への対応に伴い、コロナ前の令
和元年度に比べ患者数は減少したが、診断初期から緩和ケア
チームの介入を行い、緩和ケア外来において、がん患者の症
状コントロール、栄養管理、患者や家族の悩み相談、開業医
に対する薬剤情報提供等を行い、がん患者のＱＯＬの改善を
図った。

中期目標
地域医療機関と役割を分担した上で、各病院が有する医療機能に応じて、５疾病（がん、脳卒中、心血管疾患、糖尿病及
び精神疾患）に対応した専門医療を提供すること。

中期計画
（年度計画）

◯地域医療機関との役割分担及び連携を明確にしたうえで、各病院が有する医療機能に応じ、本市の基幹病院・中核病院
として求められている高度な専門医療を提供する使命を果たす。
◯疾病構造の変化や高度に進化した治療法に対応するため、各専門職がそれぞれの専門性を発揮するとともに緊密に連携
し、診療科の枠を超えた質の高い総合的な診療を充実させる。

（

年
度
計
画
）

中
期
計
画

中
央
市
民
病
院

◯がん治療については、メディカルクラスター（神戸医療産業都市に集積する高度専門病院群）と連携し、患者のＱＯＬ
（Quality Of Life、生活の質）向上のため、より身体の負担が少ない治療や検査の充実に取り組む。
◯地域がん診療連携拠点病院としての体制強化を図るほか、手術支援ロボットの活用、大学等と連携したがんゲノム医療
などの高度医療に積極的に取り組む。
◯一刻を争う脳卒中や急性心筋梗塞をはじめ、脳血管障害や心血管疾患などの疾患においては、内科系医師、外科系医
師、看護師及びコメディカル等がチームを組み、迅速かつ最適な医療を提供する体制を堅持する。また、糖尿病について
は関連診療科や神戸アイセンター病院との連携を図り、総合的な糖尿病教育・治療を行う。
◯精神疾患については、精神科身体合併症病棟を活用し、様々な患者の状態に応じた治療を行うとともに救命救急医療の
更なる充実を目指す。

自己評価 4

⑤

新規の抗がん剤についても積極的に導入し、最適ながん薬物
療法を提供する。新規の抗がん剤は未知の副作用発現の可能
性もあるため、薬剤師は副作用の早期発見ならびにモニタリ
ングに努める

・新規の抗がん剤について、医薬品医療機器総合機構（ＰＭ
ＤＡ）や製薬企業へ副作用報告を行うことで情報提供に協力
し、未知の副作用の早期発見に取り組んだ。

⑥

病棟および外来化学療法センターにおいて薬剤師による副作
用の説明や治療開始後のモニタリングを行うことにより、安
全な治療を提供する。また、外来化学療法センターでは、外
来通院治療機能の充実を図るために、がん患者に対する化学
療法の管理指導等を行う

・初めてがん化学療法を受ける患者や、がん化学療法の新た
な治療計画を開始する患者に対し、薬剤師が事前の副作用説
明・対策を行うことで、患者が安心、納得して有効な抗がん
剤治療が行えるよう取り組んだ。
・入院および外来の抗がん剤調製件数はそれぞれ5,267件お
よび19,728件で、さらに副作用をモニタリングすることによ
り用量・用法の変更、支持療法の処方提案をすることで患者
の副作用軽減を図った。経口抗がん薬の薬剤師外来において
は、新たに乳腺外科の薬剤師外来を開始した。（外来におけ
る初回副作用説明809件、副作用説明外来665件、疑義照会件
数2,984件、がん患者指導管理料1,340件）。

５疾病に対する専門医療の提供
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⑩
外来、入院ともがん患者や栄養不良、生活習慣病等栄養指導
の対象となる患者には積極的に栄養指導を実施する

・新型コロナウイルス感染症に関連する対象患者の減少は
あったが、入院1,506件、外来2,118件、計3,624件の個別栄
養指導ならびに195件の集団栄養指導を実施。

⑪

脳卒中センターでは、ＳＣＵ（脳卒中ケアユニット）を引き
続き設置し、救命救急センターとの連携の下、ホットライン
を活用し24時間体制で専門医による血管内治療等脳卒中診療
を行う

・新型コロナウイルス感染症への対応に伴い、コロナ前の令
和元年度に比べ患者数は減少したが、脳神経外科と脳神経内
科が協力して脳卒中センターの一体的運用を図り、救命救急
センターとの連携のもと、24時間体制で脳卒中専門医による
脳卒中診察を行い、救命率の向上、後遺症発生率の低減、早
期のリハビリへの移行を図った。

年
度
計
画
の
進
捗

⑦

保険薬局へのレジメン情報の提供ならびに施設間薬剤情報提
供書を活用した連携強化、外来での継続した薬学的管理によ
り経口抗がん剤服用期間中におけるアドヒアランス向上と副
作用管理の安全性を確保する

・地域医療連携センターへの薬剤師と病棟薬剤師が連携した
施設間薬剤情報提供書を活用することで、転院先ならびに保
険薬局へアレルギー・副作用、持参薬・常用薬、転院・退院
直前の処方等の薬剤情報提供を行った（施設間薬剤情報提供
書作成件数2,017件）。
・令和２年度から連携充実加算の算定を開始した。令和３年
度の算定件数は229件。

⑧
がん診療オープンカンファレンス及び研修会を開催し、地域
がん診療連携拠点病院としての役割を果たす

・がん診療連携オープンカンファレンスに替わり新型コロナ
ウイルス感染症関連セミナーを臨時開催した。
・がん診療に携わる医師に対する緩和ケア研修会を８月に開
催（受講者総数27名）。

⑨
入院患者には、緊急入院、予定入院とも、栄養不良患者への
早期介入を行い、医師看護師等と共同して改善を図る(栄養
管理体制の確立)

・全入院患者に対し栄養管理計画を立案し、栄養介入の必要
な患者に早期からの介入を実施。
・栄養不良が疑われる症例は積極的にＮＳＴメンバーと症例
を共有し、栄養状態の改善に繋げた。
・Ｇ－ＩＣＵ入室患者に対し、医師・看護師・薬剤師と共に
入室早期から栄養開始を実施するための介入を行い、早期栄
養介入管理加算算定に繋げた。

⑭
引き続き、ＴＡＶＩ（経カテーテル大動脈弁治療）やＥＣＭ
Ｏ（体外式膜型人工肺）等の高度専門医療の提供を行う

・新型コロナウイルス感染症への対応に伴い、コロナ前の令
和元年度に比べ患者数は減少したが、ＴＡＶＩ（経カテーテ
ル大動脈弁治療）（85件）、経皮的僧帽弁形成術（Ｍｉｔｒ
ａＣｌｉｐ）（14件）、急性呼吸不全症例に対する治療成績
の向上を目的とした体外式膜型人工肺（ＥＣＭＯ）（４件）
など高度な治療を継続して実施。

⑫
心臓センターでは圏域内の心・大血管疾患の中心的病院とし
て救命救急センターとの連携の下24時間対応できる体制によ
り、救命に寄与する

・新型コロナウイルス感染症への対応に伴い、コロナ前の令
和元年度に比べ患者数は減少したが、心臓センターでは、救
命救急センターとの連携の下、心筋梗塞、狭心症等の疾患だ
けでなく、入院患者を含め虚血性心疾患や大動脈疾患等の心
血管患者を対象とし、救命に寄与した。

⑬
精神疾患については、精神科身体合併症病棟を活用し、精神
疾患に合併した急性期の身体疾患により入院治療の必要性の
ある患者を受け入れていく

・平成28年８月から精神科身体合併症病棟（８床）を開設。
・新型コロナウイルス感染症への対応に伴い、コロナ前の令
和元年度に比べ患者数は減少した（延入院患者1,836人、平
均在院日数18.7日、新入院患者98人、利用率62.9％、平均単
価49,768円）。
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具体的な取り組み 法人の自己評価（実施状況、判断理由）

①

がん治療については、低侵襲かつ安全な手術や臓器機能の温
存術の実施、手術支援ロボット（ダヴィンチ）の活用、化学
療法等に取り組むとともに、放射線治療施設を有する市関連
病院や市内の医療施設と連携して放射線治療を実施する

・がん治療について、化学療法や他の医療機関との連携によ
り放射線治療を実施するとともに、保険適用拡大に向けた取
組を進める等、引き続き手術支援ロボット（ダヴィンチ）を
活用した手術に積極的に取り組んだ。
・医療専門サイト（m3.com）を通じて、地域医療機関向け
に、当院の各種治療法について紹介し、早期発見・治療連携
等に向けた案内を行った。

②
「がん看護相談」を継続し、がん患者及び家族に対する精神
的支援や啓発活動を行うなど、多様なニーズに対応する

・がん関連の認定看護師が相談を受ける仕組みとして「がん
看護相談」を毎日実施し、化学療法を受ける患者や家族に対
する副作用症状のマネジメントや意思決定への支援など、が
ん治療への精神的支援を実施した。
・神戸市子宮頚がん検診実施施設、子宮頚がんワクチン接種
契約医療機関として登録を行った。

（

年
度
計
画
）

中
期
計
画

西
市
民
病
院

◯がん治療については、患者の負担が少ない手術支援ロボットによる手術をはじめとした高水準の治療を積極的に行うと
ともに、化学療法の実施や他の医療機関との連携による放射線治療の充実を図る等、専門的ながん診療機能を有する医療
機関としての役割を発揮する。
◯糖尿病については、教育入院や糖尿病教室を引き続き行うとともに、糖尿病地域連携パスの利用を促進する等、生活習
慣病医療を強化する。また、糖尿病合併症については、院内の関係診療科との連携を図りながら取り組む。

⑧
糖尿病地域連携パスやワンタイム連携の運用により、引き続
き地域医療機関との連携を図る

・引き続き通常の紹介形式とは別に神戸糖尿病地域連携（Ｋ
ｏｂｅ ＤＭ ｎｅｔ）及び適切な薬物療法の選択・栄養相談
を１回の受診で行うワンタイム連携の運用を行い、地域医療
機関との連携を図った。
・医療専門サイト（m3.com）を通じて、地域医療機関向け
に、当院への糖尿病治療に関する紹介基準等を案内し、早期
からの積極的介入や合併症予防に向けた啓発を行った。

⑩
精神疾患については、各精神科病院から「精神保健福祉セン
ター」経由で身体合併症患者を受け入れるほか、地域の専門
病院との連携にも努める

・精神障害者の身体合併症病床（４床）を活用し、各精神科
病院から「精神保健福祉センター」経由で受入れを行った
（延患者数：173人）ほか、地域の専門病院との連携に取り
組んだ。

⑤
急性心筋梗塞については、循環器内科において冠動脈造影検
査や血管内治療を行うとともに、心臓リハビリテーションの
充実を図る

・時間内の救急受け入れ及び時間外救急受け入れを円滑に行
うとともに、血管造影検査、血管内治療を継続した。
・心臓運動負荷モニタリングシステム、心臓運動負荷試験装
置を活用した心臓リハビリテーションを継続した。

⑦
糖尿病については、保険者をはじめとした関係機関と連携を
進めるとともに、予防・健康増進のための啓発活動を実施
し、地域における生活習慣病の重症化予防に貢献する

・地域の生活習慣病重症化予防にむけ、保険者と協働のもと
地域の事業所において出張糖尿病チェックを実施し、未受診
者等への受診勧奨・啓発活動を行った。
・新型コロナウイルス感染症の影響による受診中断等が懸念
される中、健診勧奨に関するポスターを駅構内に掲示するほ
か、糖尿病に関する治療や予防等についてホームページや動
画配信を通じて情報発信を行い、健康向上に向けた教育・啓
発活動を行った。

③
専門的ながん診療機能を有する医療機関として、薬局との連
携や栄養管理を通じて質の高い医療を提供する

・専門的ながん診療機能を有する医療機関として、保険薬局
へのレジメン情報の提供や薬局薬剤師を対象とした研修会の
実施、化学療法患者への栄養指導等を実施し、引き続きがん
化学療法の質向上に向けた取組を行った。（連携充実加算算
定件数：1,131件）

④
緩和ケアチームをはじめとしてがん患者のＱＯＬの改善を図
る

・引き続き外来化学療法センターへ管理栄養士を配置し、栄
養に不安のある患者のピックアップ・栄養指導を実施した。
・緩和ケアチームによるラウンド診察を実施するとともに、
がん等の診療に携わる医療従事者に対する緩和ケア研修会を
実施し、緩和ケアの適切な提供、がん患者のＱＯＬ向上に努
めた。

⑥
脳卒中については、脳神経内科と脳神経外科による協力のも
と、スムーズな救急搬送及び受け入れ体制を継続する

・脳卒中について、脳神経内科と脳神経外科による協力のも
と、スムーズな救急搬送及び受け入れ体制を継続するととも
に、新たに施設基準として超急性期脳卒中加算を取得した。

⑨
教育入院をはじめ、院内多職種による協力のもと総合的に質
の高いサポートを行い、疾患の早期治療に取り組むとともに
引き続き専門性の高い人材を育成する

・教育入院をはじめ、院内多職種連携による協力のもと総合
的に質の高いサポートを行い、疾患の早期治療・生活習慣病
の重症化予防に取り組んだ。
・新型コロナウイルス感染症の影響により患者数は減少した
が、生活習慣病等、療養のため必要な栄養指導を積極的に実
施した。
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④

国立がん研究センター認定がん相談支援センターにおいて、
「認定がん専門相談員」による質の高い相談体制の充実を図
るほか、がん患者への精神的サポートや適切な情報提供を行
い、がん患者サロンやアピアランス支援、社会保険労務士に
よる暮らしの相談（就労支援）の開催など、がん患者支援の
強化を図る

・アピアランス支援のためのサロンは、新型コロナウイルス
感染症流行のため、開催を見合わせたものの、国立がん研究
センターによる「認定がん相談支援センター」の認定更新を
着実に行う等（認定期間：令和３年１月～令和６年12月）、
引き続きがん患者への支援や情報提供などの充実に努めた。
・平成28年３月に締結したハローワーク西神との就労支援協
定書に基づき、がん患者の就労支援への適時適切な取り組み
を継続した。
・令和元年10月より兵庫県社会保険労務士会と連携した社会
保険労務士による相談会「がん患者さんのための仕事と暮ら
しの相談会」は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止
のため、定期実施はできなかったものの、感染の流行状況等
を考慮しながら開催した（実施件数６件）。

②

ＰＥＴ－ＣＴ、ＭＲＩの活用により、更なるがん診断機能の
向上を図るとともに、内視鏡センターにおける早期発見・治
療、化学療法センターにおける最適ながん薬物療法など、総
合的ながん診療を実施していく

・平成30年２月に導入したＰＥＴ－ＣＴ、ＭＲＩの活用によ
りさらなるがん診断機能向上に取り組んだ。
・ＭＲＩは地域の医療機関から1,004件の検査依頼を受ける
等、合計10,536件の実績があった。

めのハイドロゲルスペーサ留置術の積極的な実施。
・引き続き内視鏡センターにおける早期発見・治療、化学療
法センターにおける最適ながん薬物療法など、総合的ながん
診療を実施した。

③

５大がん（肺がん・胃がん・肝臓がん・大腸がん・乳がん）
や前立腺がん・子宮体がんの兵庫県統一「地域連携パス」を
活用し地域の医療機関との連携の下、患者の視点に立った、
安心で質の高い医療を提供していくことを目指す

・新型コロナウイルス感染症流行下においても、５大がん
（肺がん・胃がん・肝臓がん・大腸がん・乳がん）や前立腺
がん・子宮体がんの「地域連携パス」の課題改善のための意
見交換を継続実施し、地域の医療機関とのシームレスな連携
を図った。

⑦
がんリハビリテーションを実施し、肺炎等の術後合併症の予
防や早期離床の促進、嚥下訓練・骨盤底筋体操等によるがん
患者のＱＯＬの改善に貢献する

・引き続き、がんリハビリテーションを実施し、肺炎等の術
後合併症の予防や早期離床の促進、嚥下訓練・骨盤底筋体操
等によるがん患者のＱＯＬの改善に貢献した。（がんリハ患
者延べ人数11,398人、骨盤底筋体操指導延べ患者数95人）

⑥

外来化学療法の施行時は、服薬指導・口腔ケア・栄養指導の
実施、レジメン情報の提供や服薬情報提供書のやりとりによ
る保険薬局との連携強化を行い、外来化学療法の質の向上に
努める

・引き続き、外来化学療法の施行時は、服薬指導・口腔ケ
ア・栄養指導の実施、レジメン情報の提供や服薬情報提供書
のやりとりによる保険薬局との連携強化を行い、外来化学療
法の質の向上に努めた。（がん患者指導管理料282件、連携
充実加算1,075件、外来化学療法導入時の歯科受診155件、外
来化学療法実施時の栄養指導980件、９診療科で合計167件の
レジメン情報を公開）

（

年
度
計
画
）

中
期
計
画

西
神
戸
医
療
セ
ン
タ
ー

○がん治療については、地域がん診療連携拠点病院として、がん治療の専門性を最大限に活かし、多職種のスタッフの力
を結集し、地域医療機関とともに患者・家族が安心して生活できる診療連携体制を整備・構築する。
○ＰＥＴ－ＣＴの活用によりがん診断機能を向上させるとともに、低侵襲な手術や化学療法、放射線治療を組み合わせた
集学的な治療の実施及びがん相談支援センターを中心とする患者支援に取り組む。
○市民が適切な医療を身近な地域で受けられるよう、手術支援ロボットや血管造影撮影装置等の高度医療機器を活用し、
内視鏡治療や血管内治療等の患者に負担の少ない低侵襲な高度専門医療を提供する。また、急性期の脳卒中症例など緊急
を要する症例に対し、迅速かつ適切な医療を行う。

具体的な取り組み 法人の自己評価（実施状況、判断理由）

①

がん治療については、手術支援ロボット（ダヴィンチを令和
２年１月に更新）などによる手術や、更新したリニアック
（令和２年６月１日再開）での高精度な放射線治療の適応症
例を拡大し、患者の負担が少ない高度専門医療を提供する

・引き続き、手術支援ロボット（ダヴィンチ）などによる低
侵襲な手術の提供に努め、令和４年１月より手術支援ロボッ
ト（ダヴィンチ）を活用した食道悪性腫瘍手術についても、
届出要件を満たし、保険適用となった。（ダヴィンチ実施件
数165件（前年比４件増））。
・令和２年６月に新しく更新を行ったリニアックでの高精度
な放射線治療（125件）を行った（頭頸部ＶＭＡＴ21件・体
幹部ＶＭＡＴ21件・骨盤部ＶＭＡＴ79件・肺部ＳＢＲＴ ４
件等）。

⑤

国指定地域がん診療連携拠点病院として、チーム医療や外来
を含めた診療の質の向上を目指し、緩和ケアの提供体制につ
いて院内組織基盤の強化を図るため、センター長、ジェネラ
ルマネージャー、専門資格を有する看護師やその他の職種か
ら構成される「緩和ケアセンター」を設置する

・国指定地域がん診療連携拠点病院として、チーム医療や外
来を含めた診療の質の向上を目指し、緩和ケアの提供体制に
ついて院内組織基盤の強化を図るため、センター長、ジェネ
ラルマネージャー、専門資格を有する看護師やその他の職種
から構成される「緩和ケアセンター」を令和３年４月に設置
し、より一層、がん患者への支援や情報提供などの充実を
図った。

28



年
度
計
画
の
進
捗

⑧

小児がん連携病院（令和元年11月指定）として、近畿におけ
る小児がん患者等の長期の診療体制強化に努める。兵庫県立
がんセンター・神戸大学医学部附属病院・兵庫医科大学病院
と連携（令和２年１月締結）して、乳がん、卵巣がんの化学
療法のためのＢＲＣＡ１遺伝子・ＢＲＣＡ２遺伝子検査の遺
伝カウンセリングの提供体制強化に努める

・引き続き、小児がん連携病院（令和元年11月指定）とし
て、近畿における小児がん患者等の長期の診療体制強化に努
めた。兵庫県立がんセンター・神戸大学医学部附属病院・兵
庫医科大学病院と連携（令和２年１月締結）して、乳がん、
卵巣がんの化学療法のためのＢＲＣＡ１遺伝子・ＢＲＣＡ２
遺伝子検査の遺伝カウンセリングの提供体制強化に努めた。

＜法人の自己評価：評価を「５」または「１」とした場合のみ記載＞

特筆すべき事項

抜本的改善が必
要な事項

⑫
糖尿病透析予防指導について、医師、看護師、管理栄養士が
取り組み、体制の強化を図る

・新型コロナウイルス感染症の流行により、食事療法や運動
療法等の自己管理が必要な患者・家族を対象とした「糖尿病
教室」の開催をやむなく見送ったものの、「糖尿病教室だよ
り」を毎月発行し、ＷＥＢ上での公開及び外来での配布を行
い、糖尿病患者の療養サポートに引き続き努めた。

⑬

入院や疾患に伴って生じるさまざまな問題について精神科リ
エゾンチームによる支援や、高齢者・認知症サポートチーム
による支援を行うなど、患者やその家族が安心して治療を受
けることが出来るよう努めていく

・精神科リエゾンチームについては、せん妄や抑うつ症状な
どの患者に対し多職種チームでのケアを行った。
・高齢者・認知症サポートチームについては、年々増加して
いる認知症患者に対し、身体疾患の治療を円滑に受けながら
安心安全な入院生活を送れるよう主治医や看護師等と協働し
ながら積極的な支援を行った。
※リエゾン：週１回の回診を継続／認知症：介入件数124件

⑨
がん患者に対して、服薬の継続が困難な抗がん剤等を中心と
した服薬指導、及び外来・入院それぞれの状況に応じた栄養
指導を適切に行う

・初めてがん化学療法を受ける患者や、がん化学療法の新た
な治療計画を開始する患者に対し、薬剤師が事前の副作用説
明・対策を行うことで、患者が安心、納得して有効な抗がん
剤治療が行えるよう取り組んだ。
・副作用のモニタリングによる用量・用法の変更、支持療法
の処方提案をすることで患者の副作用軽減を図った。
・緩和ケア介入患者に対して個々に食事調整を行い、栄養管
理に努めた（個別栄養食事管理加算253件）。
・外来ケモセンター、病棟でのがん患者の栄養相談を積極的
に進めた。
・ＮＳＴにおいてがんと栄養新聞を作成し、がん患者の食生
活・服薬・栄養管理の手引きとなるような内容を提供した。

⑩
脳卒中については、ホットラインの運用で、救急患者のス
ムーズな搬送及び受け入れ体制を継続する

・脳卒中については、脳神経外科と脳神経内科が協力し、新
型コロナウイルス感染症の蔓延期においても、受け入れ体制
を堅持し、市民の生命を守るための体制維持に努めた。

⑪
急性心筋梗塞については、ホットラインを活用するととも
に、引き続き循環器内科において冠動脈造影検査や血管内治
療への対応を行う

・急性心筋梗塞については、ホットラインの活用による迅速
かつスムーズな受け入れ体制により、冠動脈造影検査や血管
内治療を継続した。
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関連指標（中央市民病院） H28年度 H29年度 H30年度 R1年度

4,441 3,946 4,463 3,699

（前年度比） (％) 104.1 103.7 92.2

R2年度 5年平均 R3年度
5年平均比

がん退院患者数 (人) 4,464 4,645 4,819

978 1,161 1,029

（前年度比） (％) 113.9 97.8 102.0 78.3

88.9 82.9

脳卒中退院患者数 (人) 1,100 1,253 1,225 1,249

123 107

（前年度比） (％) 112.3 88.3 121.5 60.5

88.6

急性心筋梗塞退院患者数 (人) 122 137 121 147 89

68

（前年度比） (％) 96.4 112.5 59.4 73.8 49.1

86.9

糖尿病退院患者数 (人) 166 160 180 107 79 138

100.6

認知症鑑別件数 （件） 95 124 108 209 152

1,815 2,217 2,229

（前年度比） (％) 116.4 124.2 97.0 70.0

身体合併症受入延患者数 (人) 1,849 2,153 2,673 2,593

110.5

検査人数（ＣＴ） （人） 49,286 52,034 54,636 53,930 43,152 50,608

138 152

（前年度比） (％) 130.5 87.1 193.5 72.7

21,729 18,131 19,710 19,413

（前年度比） (％) 112.3 113.1 98.9

検査人数（ＭＲＩ） （人） 17,296 19,428 21,964

47,497

（前年度比） (％) 105.6 105.0 98.7 80.0 93.9

2,752 2,995 2,695

（前年度比） (％) 135.3 112.7 94.8 82.9

83.4 98.5

検査人数（ＰＥＴ） （人） 2,296 3,106 3,501 3,318

939 557

（前年度比） (％) 102.0 90.6 94.9 69.4

90.0

検査人数（心臓血管造影） （人） 1,060 1,081 979 929 645

656

（前年度比） (％) 112.0 83.0 105.9 85.7 92.6

59.3

検査人数（脳血管造影） （人） 726 813 675 715 613 708

23,509 19,005

（前年度比） (％) 101.8 98.2 94.3 74.0

79.2

薬剤管理指導件数 （件） 25,245 25,694 25,223 23,784 17,600

（前年度比） (％) 94.9 82.3 101.4 71.5

3,819

（前年度比） (％) 114.1 101.5 100.6 76.2 99.3

80.8

栄養指導件数（合計） （件） 3,594 4,099 4,162 4,187 3,191 3,847

101.7 133.2

口腔ケア実施件数 （件） 3,340 2,606 2,818 523

158,223 160,969 146,370 195,009

（前年度比） (％) 103.6 111.1 106.2

リハビリ実施件数（合計） （件） 129,508 134,161 148,988

9.4

128 1,883 177

（前年度比） (％) 78.0 108.1 18.6 24.5

　手術件数（入院・外来合計） 13,177 12,500 10,283 10,422 7,454 10,767 8,528（件）

107.9 111.7

10,854 11,714 11,146 12,454

（前年度比） (％) 117.5 112.1 86.8

がん患者化学療法数 （人） 9,496 11,156 12,510
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関連指標（西市民病院） H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 5年平均 R3年度

1,789

（前年度比） (％) 100.1 88.1 113.8 85.1 91.0

5年平均比

がん退院患者数 (人) 2,073 2,076 1,828 2,080 1,770 1,965

128.3 100.4

急性心筋梗塞退院患者数 (人) 12 12 9 15

60 77 57 57

（前年度比） (％) 87.0 97.9 130.4

脳卒中退院患者数 (人) 54 47 46

82.0

糖尿病退院患者数 (人) 114 112 127 161 117

13 12 10

（前年度比） (％) 100.0 75.0 166.7 86.7

72.1

身体合併症受入延患者数 (人) 273 160 90 162 48 147

126 91

（前年度比） (％) 98.2 113.4 126.8 72.7

353 253 219 255

（前年度比） (％) 44.4 435.9 126.5

認知症鑑別件数 （件） 144 64 279

173

（前年度比） (％) 58.6 56.3 180.0 29.6 118.0

16,601 16,604 16,488

（前年度比） (％) 101.5 106.3 105.7 92.8

71.7 116.7

検査人数（ＣＴ） （人） 15,684 15,919 16,926 17,888

4,480 4,320

（前年度比） (％) 99.4 100.9 108.5 87.4

99.3

検査人数（ＭＲＩ） （人） 4,449 4,422 4,461 4,838 4,230

（前年度比） (％)

検査人数（ＰＥＴ） （人）

96.4

169 180 106

（前年度比） (％) 76.1 97.6 113.6 91.8

検査人数（心臓血管造影） （人） 218 166 162 184

（前年度比） (％)

59.0

検査人数（脳血管造影） （人）

2,220

（前年度比） (％) 92.9 106.1 113.4 96.3 91.5

がん患者化学療法数 (人) 2,373 2,205 2,340 2,653 2,554 2,425

89.0 89.5

薬剤管理指導件数 （件） 13,784 13,288 14,485 14,794

3,251 2,893 3,017 2,700

（前年度比） (％) 96.6 101.6 109.2

手術件数（入院・外来合計） (件) 3,032 2,930 2,978

90.2

栄養指導件数（合計） （件） 1,985 2,167 2,231 3,191 3,531

12,681 13,806 12,459

（前年度比） (％) 96.4 109.0 102.1 85.7

145.6

リハビリ実施件数（合計） （件） 39,833 37,388 36,509 39,832 41,855 39,083

2,621 3,816

（前年度比） (％) 109.2 103.0 143.0 110.7

2,405 2,112 2,155 1,785

（前年度比） (％) 138.6 88.5 113.2

口腔ケア実施件数 （件） 1,732 2,400 2,124

43,268

（前年度比） (％) 93.9 97.6 109.1 105.1 110.7

87.8 82.8
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R3年度
5年平均比

がん退院患者数 (人) 3,131 2,921 3,073 3,066 2,918

関連指標（西神戸医療センター） H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 5年平均

90.6

脳卒中退院患者数 (人) 295 307 360 390 363 343

3,022 2,739

（前年度比） (％) 93.3 105.2 99.8 95.2

56 69 54 52

（前年度比） (％) 109.3 117.0 101.8

急性心筋梗塞退院患者数 (人) 43 47 55

363

（前年度比） (％) 104.1 117.3 108.3 93.1 105.8

96 110 111

（前年度比） (％) 124.5 78.0 107.8 86.5

123.2 96.3

糖尿病退院患者数 (人) 106 132 103 111

33 52

（前年度比） (％) 155.0 96.8 146.7 88.6

101.3

身体合併症受入延患者数 (人) 20 31 30 44 39

179

（前年度比） (％) 52.4 81.5

158.5

認知症鑑別件数 （件） 288 151 220

107.0 115.8

検査人数（ＭＲＩ） （人） 10,241 10,601 10,727 10,903

25,265 27,027 24,030 27,834

（前年度比） (％) 103.7 104.5 107.2

検査人数（ＣＴ） （人） 21,740 22,547 23,572

110.1

検査人数（ＰＥＴ） （人） 1,136 1,159 1,155

10,536 10,602 11,676

（前年度比） (％) 103.5 101.2 101.6 96.6

104.5

検査人数（心臓血管造影） （人） 564 628 519 576 427 543

1,150 1,202

（前年度比） (％) 102.0 99.7

181 135 170 148

（前年度比） (％) 94.4 115.0 94.3

検査人数（脳血管造影） （人） 177 167 192

373

（前年度比） (％) 111.3 82.6 111.0 74.1 68.7

6,272 5,564 6,048

110.4

7,130 6,631 7,320

（前年度比） (％) 110.2 99.7 111.4 99.0

74.6 86.9

がん患者化学療法数 (人) 5,884 6,482 6,460 7,199

20,710 17,607 20,485 17,328

（前年度比） (％) 100.9 109.0 91.3

薬剤管理指導件数 （件） 20,627 20,809 22,673

5,504

（前年度比） (％) 100.2 102.5 100.5 88.7 91.0

手術件数（入院・外来合計） (件) 6,075 6,088 6,241

3,326 2,507 3,856

（前年度比） (％) 113.8 105.5 118.1 121.2

85.0 84.6

栄養指導件数（合計） （件） 1,936 2,203 2,324 2,744

51,496 58,267

（前年度比） (％) 143.4 89.1 101.3 102.7

153.8

リハビリ実施件数（合計） （件） 40,659 58,290 51,928 52,583 54,021

109

（前年度比） (％) 80.2 146.9 150.4 89.4 85.2

113.1

口腔ケア実施件数 （件） 101 81 119 179 160 128
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中期目標
地域医療支援病院として地域医療機関との連携をさらに進めるとともに、介護・福祉施設等との連携を強化し、的確な情
報共有を図ることにより、退院後の医療支援や施設入所のための調整を行うなど、高齢者等に対する医療・介護・福祉間
の切れ目のないサービスの提供に努めること。

中期計画
（年度計画）

◯地域医療支援病院として地域医療機関との連携をより一層推進するため、地域医療機関のニーズを把握し、各病院の役
割に応じた患者の紹介・逆紹介や医療機器の共同利用を行う。
○患者が安心して地域で療養できるように、地域の在宅診療医や介護施設、訪問看護ステーション等との多職種での連携
を強化するなど、市の地域包括ケアシステム推進における市民病院としての役割を果たす。
○オープンカンファレンス等を積極的に開催し、地域の医療従事者の育成に努める。

（

年
度
計
画
）

中
期
計
画

中
央
市
民
病
院

○地域包括ケアシステム構築に貢献するため、ケアマネジャー、在宅介護支援事業者、福祉施設等と顔の見える連携を実
施するとともに、地域の医師、訪問看護師等との退院前カンファレンスを積極的に実施する。
○患者が安心して地域で療養できるように、入院初期から積極的に退院支援を行うなど、患者の状況に応じた支援を行
う。特に、在宅復帰を目指す患者が在宅へ円滑に移行できるよう、回復期リハビリテーション病棟・地域包括ケア病棟を
設けている病院と連携を強化する。

第１ 市民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置

１ 本市の基幹病院・中核病院としての役割

(4) 市評価 4自己評価 4地域包括ケアシステム推進への貢献

③

大腿骨頸部骨折や脳卒中等急性期から回復期へのリハビリ
テーションについては、地域連携パスを活用し、患者や家族
のニーズを踏まえたうえで、できるだけ早期に継続したリハ
ビリテーションが実施できるよう地域との連携を密に機能回
復を図る。また、５大がんやその他の疾患についても地域連
携パスの導入及び活用を進め、地域の医療機関との連携を図
る

・大腿骨頸部骨折や脳卒中地域連携パスを積極的に活用（地
域連携パスで転院した患者数：大腿骨頸部骨折18人、脳卒中
171人）。
・がん連携パスについても積極的に活用。
・一般財団法人神戸マリナーズ厚生会ポートアイランド病
院・西記念ポートアイランドリハビリテーション病院と３ヶ
月毎に具体的な紹介実績や問題事例を挙げながら協議を行う
連携会議の継続実施（転院支援各195件、248件）。

④
高度医療に対応した最新医療機器の導入等により、高度医療
機器の共同利用等の促進に取り組み患者にやさしい検査・治
療を提供する

・ＣＴ、ＭＲＩ、ＰＥＴ－ＣＴ等の高度医療機器検査につい
て、引き続きＦＡＸによる予約申込を受け付け、地域医療機
関からの利用を図った（地域医療機関からの ＦＡＸ検査予
約924件、前年度比110.9％）。

具体的な取り組み 法人の自己評価（実施状況、判断理由）

①
地域医療連携センターにおいて、入院前準備センター等と連
携して、患者が円滑かつ安心な治療を受けられるよう支援を
行う

・入院前準備センターにおいて、入院前から退院後の生活を
見据えたリスクアセスメント・療養環境整備支援を実施（入
院時支援加算２算定実績：479件）。
・退院支援については今年度より専門部署による算定以外に
セラピストによる算定を開始した（811件）。合計して入退
院支援加算１実績：3,742件（前年度比175.1％））。
・入院前より多職種による周術期サポートチーム活動を外
科・心臓血管外科患者に対して実施。

②
神戸市民間病院協会の会員病院など地域の医療機関との情報
交換を密にし、急性期及び亜急性期の患者の転院や後方連携
の強化に取り組む

・神戸市民間病院協会加盟病院への転院については患者情報
シートを活用し、円滑な転院を図った。
・病病連携の強化のため、中央区内病院の地域連携部門の連
携の場として、神戸市中央区地域医療連携部門連絡協議会に
参加した。

⑤
地域医療機関との顔の見える連携促進を図り、新たな連携先
を開拓する

・新規開院の医療機関に患者紹介を呼びかける等、連携登録
医の登録勧奨を実施した。
・新たな連携先として、登録医療機関19機関、登録医29人を
追加した。
・より広域に情報を発信するために、医療専門サイト
（m3.com）で当院の診療トピックスについて配信を行った
（令和３年１月～12月、計12回）。

⑥
連携登録医に対しては、病院の情報を積極的に提供し連携し
やすい環境を作るとともに、顔の見える連携の強化を図り、
地域連携懇話会を開催する

・圏域内の地域医療機関を対象に連携登録医を引き続き募集
し、登録を行った（登録医療機関数1,182機関、登録医数
1,547）。
・「中央市民病院ニュース」を引き続き発行し、中央市民病
院の取り組みやカンファレンスの情報を地域医療機関へ発信
するとともに、連携登録医へは、講演会やカンファレンス開
催のお知らせ等をＥメールでも発信した。
・地域医療懇話会は新型コロナウイルス感染症をテーマにＷ
ＥＢ配信で実施した。（院外86名、院内39名参加）

年
度
計
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⑧
入院を機に内服処方内容を総合的に評価したうえで、入院か
ら外来・在宅における薬物療法において、病院と薬局薬剤師
の連携のもとポリファーマシー対策を推進していく

・診療報酬においても医師が内服薬を調整する際に薬剤師が
共同で業務にあたる必要性が求められており、積極的にポリ
ファーマシ－対策に取り組んだ（薬剤総合評価調整加算算定
件数51件）。
・回復期リハビリテーション病床・地域包括ケア病床といっ
た包括入院料病院への転院に当たり問題となったがん治療等
の高額薬剤処方の連携方法について、薬剤師を中心に多職種
で検討し、継続療養方法を選定した。

⑩
薬剤師は薬剤が原因（高額医薬品の代替、合剤への切り替え
など）で転院が難渋するケースの対応や外来・在宅調整に注
力し転院・退院を支援する

薬剤の継続使用について、適応や患者さんの意向も含めて患
者・家族・多職種で話し合う取り組みを行った。

⑦
オープンカンファレンス、地域連携セミナー等の研修会を引
き続き開催し、地域医療機関等にとって有用な情報を提供す
る等内容の充実に努め、院外からの参加の促進を図る

・新型コロナウイルス感染症の最新治療法を中心に地域連携
セミナーを４回実施した。
・地域合同カンファレンス34回、在宅交流セミナー２回を開
催。開催時点での流行状況により、ＷＥＢ・ハイブリッドで
実施した。

⑨

薬剤師が退院支援カンファレンスならびに退院前カンファレ
ンスに積極的に参加し、地域保険薬局薬剤師の参加を促進す
るとともに、薬・薬連携のもと退院から在宅へのシームレス
な薬物療法提供するための患者支援体制を整え地域での薬学
的管理につなぐ

・薬剤師が退院支援カンファレンスならびに退院前カンファ
レンスに参加するシステムを構築しており、入院早期から多
職種で退院後の患者の暮らしを考えた支援体制を協議し、退
院から在宅へのシームレスな薬物療法を提供している（退院
支援カンファレンス参加件数238件、退院前カンファレンス
参加件数14件）。
・地域医療推進センター担当薬剤師が病棟薬剤師との連携を
強化することで、地域医療推進センター担当薬剤師は転院難
渋症例に注力する体制を構築した。
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（

年
度
計
画
）

中
期
計
画

西
市
民
病
院

○市民や地域の医療機関から信頼される病院であり続けるため、各診療科の医師と地域医療機関の医師との顔の見える連
携を図り、紹介・逆紹介をさらに推進し、地域医療支援病院の役割を堅持する。
○地域の訪問看護ステーションや医療、介護、福祉等の関係機関との後方支援機能を充実させる等、在宅支援を中心とし
た地域社会との連携を図り、入院医療から在宅医療への移行機能を強化する。
○地域の歯科診療所で診察を受けることが困難な方々に、こうべ市歯科センターと連携し、安全で安心な歯科医療サービ
スを提供する。

年
度
計
画
の
進
捗

具体的な取り組み 法人の自己評価（実施状況、判断理由）

①
地域医療支援病院としての役割の継続・強化に向け、地域医
療機関との連携を進め、紹介・逆紹介のさらなる推進を図る

・新型コロナウイルス感染症対応に伴う病床制限の影響によ
り、コロナ前の令和元年度以前の水準を下回ったが、地域医
療機関との連携強化・調整を進め、令和２年度と比較すると
紹介患者数は増加した。
・地域医療在宅支援室の看護師を担当としたかかりつけ医相
談窓口業務を継続し、相談体制を確立した。（かかりつけ医
相談件数：381件）

④
オープンカンファレンスのオンライン開催等により、地域の
医療従事者の育成に貢献するとともに、顔の見える連携を図
る

・オープンカンファレンスについて、オンライン又はバイブ
リッドでの開催とし、地域の医療従事者と顔の見える連携に
努めた。
・地域医療機関との連携強化を図るため、３区（長田・兵
庫・須磨）医師会との交流会である「地域連携のつどい」
（参加者143名）を開催し、新型コロナウイルス対応等につ
いて情報提供を行った。

⑤
有識者会議の意見も踏まえながら、市街地西部の急性期中核
病院として、関係機関との連携のもと、救急をはじめ地域で
完結できる医療提供体制の構築・役割の検討を進める

・院内にワーキンググループを立ち上げ（令和３年７月）、
有識者会議の報告書及び基本方針に基づき、市街地西部の中
核病院として今後担うべき役割や診療機能の方向性などにつ
いて検討を行った。

②
地域医療機関訪問やオープンカンファレンスを通じて、連携
強化に取り組むとともに求められる役割・課題について迅速
に対応する

・西市民連携セミナー（参加者41名）や市内訪問看護ステー
ションとの交流会（参加者32名）および院内外多職種交流会
（参加者71名）を通じて、コロナ禍での連携等について情報
提供・意見交換を行った。
・感染拡大防止の観点から、オープンカンファレンスについ
てオンラインまたはバイブリッドでの開催にするとともに、
医療専門サイトを通じて当院の診療内容等について配信を
行った。

③
患者が安心して地域で療養できるように、地域の医師、訪問
看護師等との退院前カンファレンスを積極的に実施する

・入院早期から患者家族の意向に沿い、多職種でカンファレ
ンスを実施の上、退院支援を実施した。（退院調整実施件
数：2,011件、看護師やケアマネージャーとの退院カンファ
レンス実施件数222件）
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○地域医療支援病院として、神戸西地域の地域完結型医療を推進する。
○開院当初より開催している医師会や歯科医師会と組織する協議会や地域医師会との合同カンファレンスを実施する。医
師による地域医療機関への訪問等により信頼関係を更に深め、紹介・逆紹介の推進、円滑な転院調整等を行い、地域医療
機関との役割分担を積極的に進める。
○神戸西地域の医療介護サポートセンターが主催する会議や研修会へ参加し、在宅医療・介護資源の把握や課題等を共有
することで切れ目のない連携に取り組み、在宅医療への円滑な移行に努める。

年
度
計
画
の
進
捗

具体的な取り組み 法人の自己評価（実施状況、判断理由）

①
医療機関検索システムを活用するなど、地域医療支援病院と
しての役割の継続・強化に向け、新たな紹介患者の増加、逆
紹介のさらなる推進を図る

・引き続き地域医療支援病院として紹介・逆紹介を推進し、
円滑な転院調整等、地域医療機関との役割分担の確立を図っ
た。
・新型コロナウイルス感染拡大の影響がある中でも、医師会
や歯科医師会と組織する協議会をＷＥＢ会議形式で開催し
た。
・新型コロナウイルスの感染状況を考慮しながら、合同カン
ファレンスを２回開催した。開催時は事前予約制とし、感染
防止対策を充分に講じたうえで開催した。

④
大腿骨頸部骨折や脳卒中・前立腺がんなどの疾患についても
地域連携パスの導入及び活用を進め、地域医療機関との連携
を図る

・地域連携パスの活用を進め、地域の医療機関との連携を
図った（大腿骨頸部骨折連携パス転院52人、脳卒中地域連携
パス転院100人、泌尿器科がん地域連携パス転院49人）。

＜法人の自己評価：評価を「５」または「１」とした場合のみ記載＞

特筆すべき事項

②

新型コロナウイルス感染症の拡大状況を踏まえつつ、診療科
部長等とともに、より目的を明確化して地域医療機関訪問を
行うことによって、「顔の見える連携」としてさらなる連携
強化に取り組む

・地域における新型コロナウイルス感染症の感染状況を考慮
しながら地域医療機関訪問を行った（実績32施設）。
・訪問時は専門分野や医療機能等についての情報交換を行
い、連携強化に取り組んだ。

③
各診療科・部門については、積極的にオープンカンファレン
スを実施し、地域医療機関との連携強化に取り組む（新型コ
ロナウイルス感染症の状況を考慮して実施方法を検討する）

・引き続き、広く連携先を開拓し「顔の見える連携」につな
げるために地域の医療関係者等を対象に、在宅医療を含めた
カンファレンス、研修を開催し、患者の希望やニーズに沿っ
た連携の円滑化、普及に取り組む予定であったが、令和２年
度に引き続き、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、
オープンカンファレンスの開催件数は低調であったものの、
院内ＷＥＢ会議環境の充実に伴い積極的なＷＥＢ会議による
開催を促すなど、感染対策を充分に講じたうえで開催した。

抜本的改善が必
要な事項
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関連指標（中央市民病院） H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 5年平均 R3年度 目標値
5年平均比 進捗

68.5 72.5

（前年度比） 2.3 ▲ 1.5 9.1 2.0 101.5 94.5

紹介率（地域医療支援病院算定式による） (％) 62.5 64.8 63.3 72.4 74.4 67.5

125.3 130.0

（前年度比） ▲ 3.5 1.3 13.0 13.3 94.5 96.4

逆紹介率（地域医療支援病院算定式による） (％) 126.7 123.2 124.5 137.5 150.8 132.5

202

（前年度比） 133.5 92.1 76.0 89.6 83.4

地域連携パス適用患者数 （人） 227 303 279 212 190 242

4

（前年度比） 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

地域医療機関向け広報誌発行回数 （回） 4 4 4 4 4 4

60

（前年度比） 101.7 89.8 73.6 38.5 133.9

オープンカンファレンス開催回数 （回） 58 59 53 39 15 45

2,150

（前年度比） 93.5 84.8 128.4 16.5 114.4

オープンカンファレンス院外参加人数 （人） 2,400 2,244 1,904 2,445 404 1,879

3,742

（前年度比） 93.4 144.6 95.7 103.5 198.1

退院調整実施件数 （件） 1,596 1,491 2,156 2,064 2,137 1,889

206 86 162 127

（前年度比） 151.5 90.1 112.6

ケアマネージャーとのカンファレンス件数 （件） 134 203 183

41.7 78.2

関連指標（西市民病院） H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 5年平均

55.0

（前年度比） 0.4 4.4

R3年度 目標値
5年平均比 進捗

紹介率（地域医療支援病院算定式による） (％) 53.0 53.4 57.8 57.9 54.0 55.2 56.6

101.4 108.0 118.6 106.8 121.4

（前年度比） 3.7 ▲ 3.4

逆紹介率（地域医療支援病院算定式による） (％) 101.1 104.8 100.0

0.1 ▲ 3.9 102.5 102.9

10.6 113.7 121.46.6

60 46 57 27

（前年度比） 122.4 116.7 85.7 76.7 47.4

地域連携パス適用患者数 （人） 49 60 70

13

（前年度比） 100.0 108.3 107.7 85.7 103.2

地域医療機関向け広報誌発行回数 （回） 12 12 13 14 12 13

27

（前年度比） 116.7 80.0 107.1 23.3 103.8

オープンカンファレンス開催回数 （回） 30 35 28 30 7 26

591

（前年度比） 94.6 79.0 93.3 22.4 77.2

オープンカンファレンス院外参加人数 （人） 1,079 1,021 807 753 169 766

2,245 2,070 1,962 2,011

（前年度比） 110.8 113.0 109.7

退院調整実施件数 （件） 1,636 1,812 2,047

92.2 102.5

114

（前年度比） 108.9 98.8 52.4 49.8 36.3

ケアマネージャーとのカンファレンス件数 （件） 392 427 422 221 110 314

関連指標（西神戸医療センター） H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 5年平均 R3年度 目標値
5年平均比 進捗

紹介率（地域医療支援病院算定式による） (％) 70.3 70.9 75.7 77.7 75.8 74.1 74.9 70.0

（前年度比） - 0.6 4.8 2.0

（前年度比） - ▲ 25.9 ▲ 1.9

▲ 1.9 101.1 107.0

逆紹介率（地域医療支援病院算定式による） (％) 103.4 77.5 75.6

6.5 ▲ 1.1 96.7 108.2

82.1 81.0 83.9 81.1 75.0

190 175 180 152

（前年度比） 83.2 79.2 134.8

地域連携パス適用患者数 （人） 214 178 141

92.1 84.6

13

（前年度比） 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

地域医療機関向け広報誌発行回数 （回） 13 13 13 13 13 13

15

（前年度比） 97.1 80.8 86.3 8.7 21.1

オープンカンファレンス開催回数 （回） 102 99 80 69 6 71

241

（前年度比） 108.1 80.2 77.6 9.5 20.0

オープンカンファレンス院外参加人数 （人） 1,633 1,765 1,416 1,099 104 1,203

1,379 1,315 2,577 1,429

（前年度比） 79.2 41.6 87.1

退院調整実施件数 （件） 4,803 3,805 1,583

57.9

51 423 245

（前年度比） 91.4 109.1 73.6 12.3

95.4 55.5

ケアマネージャーとのカンファレンス件数 （件） 567 518 565 416
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具体的な取り組み 法人の自己評価（実施状況、判断理由）

各種医療技術の実施にあたっては、できるだけシミュレー
ション用の器具や人形を用いた研修を実施する。必要な研修
を終えたものには資格証を発行し、その認証によって初めて
侵襲的な処置の実施を許可する。ただし各診療科独自の専門
的手技は除外する

・全職員を対象としてＢＬＳ、ＩＣＬＳ合わせて７回実施。
・各部署で多職種でのＢＬＳ、ＩＣＬＳトレーニングを実
施、映像医学部門ではＥ－ＣＰＲシミュレーション研修を実
施。
・医師に対する研修として、ＣＶＣ（中心静脈カテーテル）
研修、胸腔ドレーン研修等のシミュレーターを使用した研修
を各４回実施、また死戦期帝王切開シミュレーションも行っ
た。
・初期研修医・看護師・コメディカルに関しては、『医療ガ
ス講習会』『ＭＲＩ検査を安全に行うために』『安全な輸血
医療を目指して』などＷＥＢ研修を実施し、医療、看護技術
の研修を実施。

全職員年２回以上の医療安全研修の受講ができるよう計画的
に研修企画を行う。新型コロナウイルス感染症拡大防止の観
点からケーススタディｅラーニングの環境を強化し、各々の
職員が安全かつ計画的に受講できるように働きかける

・新型コロナウィルス感染拡大防止の観点から参加型研修の
実施は最低限にとどめた。
・対策としてｅラーニングを用いた研修受講を積極的にすす
め、全職員(ＫＭＣＰ、協力法人含む）の年２回以上の医療
安全研修の受講率は100％となった。

市民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置

共通の役割

中期目標

十分な医療安全管理体制を構築するとともに、職員の医療安全意識の醸成に努めること。医師をはじめとした全ての職員
が意識してインシデント（医療の全過程のうちいずれかの過程において発生した、患者・医療従事者に被害を及ぼすこと
はなかったが注意を喚起すべき事例）及びアクシデント（ 医療の全過程のうちいずれかの過程において発生した、患者・
医療従事者に傷害を及ぼした事例）に関する報告を行い、事例の分析と共有を図るなど、医療事故の予防及び再発の防止
に取り組むこと。また、クリニカルパス（入院患者に対する治療の計画を示した日程表）の充実と活用に継続して取り組
むことに加え、診療情報データや臨床評価指標の分析を行い、 法人全体で共有することにより、医療の質の向上と標準化
を図り、患者に最適な医療を提供すること。

（

年
度
計
画
）

中
期
計
画

共
通
項
目

○全職員が患者の安全を最優先に万全な対応を行うことができるように、医師及び看護師等からなる医療安全管理室を中
心に、医療安全に関する情報の収集及び分析を行い、医療安全対策を徹底する。

(1) 市評価 3

第１

2

年
度
計
画
の
進
捗

中
央
市
民
病
院

自己評価 3安全で質の高い医療を提供する体制の構築

医療安全教育のためのケーススタディｅラーニングをベース
とした機材を活用し、医療安全研修の一環とする

・実際に起きた過去の医療事故に基づいたｅラーニングを受
講することにより、医療事故を動画で疑似体験し、テストや
解説で理解を深めた（受講者数延べ12,650名、実人数2,388
名）。
・ｅラーニングは、各部門やＮＳＴなど院内サポートチーム
も独自コースを作成し、48コースの院内独自コースを含む内
容となった。

医療安全マニュアルの見直しを各部門（ＫＭＣＰ、協力法人
含む）において行えるよう準備し、実施する

・各部門が閲覧出来るよう医療安全マニュアルをＷＥＢＭＩ
ＮＫに掲載している。
・各職種のポケットマニュアルの見直しを行い、更新を行っ
た。

改定が必要なマニュアルに関しては医療安全管理会議等で討
議し、決定事項について医療安全リーダーを通じて各部署の
職員へ周知する

・内視鏡診療における鎮静管理マニュアル、ホルマリン取扱
いマニュアル、造影剤マニュアルの改定を行い、各部署の職
員へ周知した。
・毎月のリーダー会は感染拡大防止を考慮し、紙面開催をし
たが、必要に応じて周知を行っている。

医療安全のためのチームワーク推進活動である「ＴｅａｍＳ
ＴＥＰＰＳ」に関しては、一般社団法人日本専門医機構の共
通講習認定を受け、研修を企画・実施する

・ＴｅａｍＳＴＥＰＰＳは、Ｃｏｖｉｄ－19で応援体制や組
織体系が変化していくため看護部を中心に計13回研修を行っ
た。

ＲＲＳ（Ｒａｐｉｄ Ｒｅｓｐｏｎｓｅ Ｓｙｓｔｅｍ：院内
迅速対応システム）を全部署で展開しているが、平成30年８
月から実施の院内発症脳梗塞に対する治療開始時間短縮を目
的としたＲＲＳ起動基準変の変更と手順の迅速化による更な
る成果を目指す。昨年南館も本館と同じ運用に変更し、急変
時の体制を整えたが、南館の運用拡大に足る円滑な運営を継
続する

・看護師だけでなく、コメディカルもＲＲＳ（院内救急対応
システム）を起動できるようになってきており、医師のシ
ミュレーション研修を実施し、患者の安全を守る体制整備を
図った（ＣＰＡ件数：22件、ＲＲＳ起動件数：85件）。
・南館外来リハビリ開始を契機に南館でのＲＲＳシミュレー
ションを計４回多職種で行った。
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・新型コロナウィルス感染拡大の影響から予定した講習会
(インスリンに関する講習会）は、ｅラーニングで実施し
た。

プロトコールに基づいた薬剤師と医師との協働による薬物治
療管理を積極的に導入することで、医師・看護師の負担軽
減、薬物療法の安全性の向上を図る

・医師に対して薬剤師からの臨床検査値による処方の変更提
案、変更依頼、用法・用量・再開・継続・中止の依頼等、積
極的な薬学的介入を行った。
・医師や看護師などからの質問・相談対応、情報提供を行っ
ており、同種同効薬の重複や副作用の回避等、ヒヤリハット
の事前回避を行った。

全職員年２回以上の医療安全研修の受講ができるよう医療安
全研修会を計画的に企画・実施するとともに、医療安全教育
のためのケーススタディｅラーニングをベースとした機材を
活用し、医療安全研修の一環とする

・全職員年２回以上の医療安全研修の受講ができるようｅ
ラーニングを用いた研修受講を積極的に進め、職員の医療安
全意識の醸成に努めた。

中
央
市
民
病
院

西
市
民
病
院

インスリン療法に関する研修を医師・看護師・薬剤師を講師
として企画し、実施する

・安全にインスリンを取り扱うための講習会について、当院
スタッフ（医師・看護師・薬剤師）が作成したコースをｅ
ラーニングとして公開し、初期研修医及び新規採用看護師は
必修とした。

他施設と相互に監査することにより、自施設の医療安全対策
の質の向上を図る

所見見落とし防止対策として、令和元年６月から「院内レ
ポートチェックシステム」の運用を開始しており、今後は診
療科部長やオーダー医師のシステムの活用状況を確認し、シ
ステムの更なる浸透化を図る

・更なる医療安全の向上を目的に、新たに「画像所見漏れ対
策ＷＧ」を立ち上げ、画像診断オーダーに関するインシデン
ト削減に向け事例及び対策について検討、検討結果について
は医療安全管理者会議等を通じ、院内職員へ周知した。

・医療安全集中管理ソフト「セーフマスター」を活用し、迅
速な情報収集を行うとともに、週１回の医療安全管理室での
事例検討会において、インシデント・アクシデントに関して
討議し、情報共有等を行った。
・医療安全対策専従看護師を中心に、医療安全管理室メン
バーによるインシデント・アクシデント調査及び分析を実施
した。

週１回の医療安全管理室会議を継続的に開催し、迅速な情報
収集と対応策の検討及び職員啓発を行う

・週１回の医療安全管理室での事例検討会において、インシ
デント・アクシデントに関して討議し、情報共有等を行っ
た。
・医療安全対策専従看護師を中心に、医療安全管理室メン
バーによりインシデント・アクシデント調査・分析を実施し
た。
・中央市民病院及びアイセンター病院との間で医療安全に関
する相互監査を行った。

医療安全管理委員会を通じて、医療安全マニュアルの内容に
ついて見直しを行うとともに、ニューズレターの発行等によ
り、全職員に周知する

・医療安全管理委員会を通じて、医療安全マニュアルの内容
について見直しを行うとともに、ニューズレターを適宜発行
し、患者誤認防止や鎮静剤投与時の注意事項等について全職
員に周知した。

画像診断レポートの見落としを防ぐため、画像診断の既読管
理システムを導入、運用する。さらに、検査結果や画像デー
タの統合管理に向けた検討を行う

・画像診断レポートの見落としを防ぐため、病院全体の医療
安全の一環として、画像診断の既読管理システムを導入、運
用開始（令和３年６月本格稼働）し、検査結果や画像データ
の統合管理、体制づくりを行った。

医療安全管理室を中心として医療安全集中管理ソフトを活用
し、インシデント事例の迅速な収集と共有を図るとともに、
要因分析に努め、再発防止及び発生予防に取り組む

医療安全管理室・薬剤部との連携による院内講習会の開催に
より、医薬品適正使用の推進を啓発する

年
度
計
画
の
進
捗

・西市民病院と臨床工学技術部門について相互監査を実施。
・あんしん病院へ監査を実施し、患者相談窓口について患者
に分かりやすい掲示を行うこと、定期的に職員に研修を行う
ことを提案した。
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医療機器安全管理委員会の設置により、医療機器に関わる安
全管理のための体制を確保するとともに、各部署横断的な連
携を促進させる

・各部署と連携し、医療機器安全管理委員会の設置を行い、
委員会を実施した。医療機器安全管理責任者へ安全管理実績
の共有が行えた。
・部分的ではあるが修理伝票のペーパーレス化も行った。

・高難度新規医療技術評価委員会での審査・評価部での承認
体制をもとに適応の適否について審査を実施した（令和３年
度実績２件）。

・あかし医療安全ネットワークに参加し、病院間での医療安
全相互評価を実施し、情報共有と連携強化を促進すること
で、安全対策の質の向上を図った。

医療安全集中管理ソフトを活用し、迅速な情報収集を図ると
ともに、週１回の医療安全推進室コア・ミーティングにおい
てインシデント・アクシデントに関して分析にも努め、再発
防止及び発生予防に取り組む

・医療安全集中管理ソフト「セーフマスター」を活用し、迅
速な情報収集を行うとともに、週１回医療安全推進室でコ
ア・ミーティングを開催し、インシデント・アクシデントに
関して調査・分析及び対策の検討を行った。 

画像診断の既読管理システムによる、画像診断レポートの見
落とし防止策を平成31年２月から、また同既読管理システム
による病理診断レポート見落とし防止策を令和３年３月から
それぞれ実施している。今後も各診療科医師のシステム利用
状況を定期的に確認し、システムの更なる浸透化を図る

・画像診断レポートと病理診断レポートの既読状況に関し
て、医療安全推進室とも情報共有を図り、委員会等で報告を
行うなど、院内全体で見落とし防止に努めた。

改定が必要なマニュアルに関しては医療安全推進委員会等で
討議し、決定事項について各部署の職員へ周知・徹底する

・インシデント報告を機にマニュアルの改定が必要な際は、
医療安全推進委員会等で討議し、決定事項について各部署の
職員へ周知・徹底を図った。

医療安全推進委員会作業部会を定期的に開催するとともに、
要点を病院運営協議会で報告することにより、各診療科･各
部門に周知する

・医療安全推進委員会作業部会を月１回に開催するとともに
（計12回）、病院運営協議会で報告し、各診療科･各部門に
周知を行った。

全職員年２回以上の医療安全研修の受講ができるよう計画的
に研修企画を行う

・第１回はeラーニングを活用し、各部門別で課題設定を行
い実施。第２回は対象者を絞って医療安全集合研修「患者誤
認防止について」を企画し実施した。残りの職員には資料研
修を実施するなど計画的に研修企画を行った（第１回：10
月、第２回：３月）。

新しい医療技術を安全に導入するため、高難度新規医療技術
評価委員会での審査を行う

人工呼吸器等、患者の生命維持に直結する医療機器等が更新
等になった場合に、使用する職員に対して、臨床工学技士よ
り操作研修や使用方法等のマニュアル配備を徹底すること
で、誤操作等の事故を防止する

・人工呼吸器、生体情報モニタ、電気メス、シリンジポン
プ、持続吸引器等の医療機器等操作研修を実施し、誤操作に
よる事故の防止を図った（医療機器等操作研修回数：62
回）。

病院間の医療安全相互評価による情報共有と連携強化を促進
することで、安全対策の質の向上を図る

西
神
戸
医
療
セ
ン
タ
ー
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全職員が患者の安全を最優先に万全な対応を行うことができ
るよう、業務の標準化等を検討し、医療安全対策を図る

・事例検討で出されたインシデントに対して、業務手順の見
直しを行い、各部署での周知徹底を図った。

全職員年２回以上の医療安全研修の受講ができるよう計画的
に研修企画を行い、勤務の都合で参加が困難な職員のため、
スタッフサイトを利用したＷｅｂ研修を行う

・全職員を対象とした医療安全研修（医薬品安全講習・医療
ガス研修）を複数回実施するとともに、スタッフサイトを用
いた動画の配信を行った。
・視覚に障害がある方に対しての歩行誘導研修をＮＥＸＴ
ＶＩＳＩＯＮと連携し実施した（５回実施：30名参加）【再
掲】
・院内の写真を用いてＫＹＴ（危険予知）研修を実施した。

改定が必要なマニュアルに関しては医療安全管理会議等で討
議し、決定事項について各部署の職員へ周知・徹底する

・月１回の医療安全管理会議を行い、現場での運用を踏まえ
た、救急カートの物品変更を行い、マニュアルを改定した。
・日本医療安全評価機構の医療安全情報を電子カルテに掲載
し、周知した。

神
戸
ア
イ
セ
ン
タ
ー

病
院

医療安全委員のメンバーにより院内パトロールを実施し、現
状の把握とともに、提出されたレポートに関わる場面に赴
き、確認動作の方法について確認・指導・検討を実施する

・医療安全メンバーによる週１回のミーティングを継続し、
事例検討や確認作業を実施した。
・多く発生したインシデント事例に対しての啓発ポスターを
作成し、再発防止に務めた。
・インシデントレポートの目標提出件数（30件/月）を設定
し、報告への意識が高まるように各部署に啓発し、目標件数
を達成した（報告件数　429件/年（35.7件/月））。

年
度
計
画
の
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・医療安全ミーティング（185回）において、多職種で改善
策を検討することが望ましい事例に関してはアクシデント報
告会を行い、改善策を検討した（30回）。
・改善策については医療安全管理会議（月１回）、幹部会に
おいても検討し、その結果を運営協議会にて周知し、必要に
応じてメールや文書等で職員全体への院内周知を行った。

・新型コロナウイルス感染拡大の観点からＲＣＡ分析など複
数人で長時間を要する改善策の検討は実施していないが、各
部署でＫＹＴ分析を行っている。。

インシデント、アクシデントを未然に防ぐことを目的に、ヒ
ヤリハット報告の提出促進を図る

・看護部にはｓａｆｅｔｙⅠからｓａｆｅｔｙⅡの考え方が
重要で、未然に防げた事例から改善策を検討することが重要
であるという考え方の研修を実施し、ＧＯＯＤＪＯＢ報告の
推進を図っている。
・薬剤部やリハビリテーション技術部でもプレアボイド（薬
による有害事象を防止・回避）やヒヤリハット報告が増えて
きている。

・医師からのインシデントレポート提出促進を図るため、他
職種からのインシデントレポートで医師の関与が大きい事例
等は、医療安全管理室から直接医師へレポート提出を依頼し
た（他職種からのインシデントレポートで医師に提出を依頼
した件数：14件）。

レポート提出にあたっては、各科で振り返ってもらい医療の
質改善を図るきっかけとするため、従来から定められている
事例報告に加え、合併症報告基準を定め、提出の促進を図
り、医師のレポート提出が全体の10％になることを目標とす
る

・医師のレポート提出に関し、平成28年12月からは明らかな
合併症であっても一定の基準（侵襲的な外来検査・処置後の
緊急入院、同意書で十分説明しなかった合併症等）を設定し
て自主的に報告することを取り組み、レポート提出促進を
図っている。
・医師のレポート提出が全体の10％になることを目標として
おり、令和２年度は6.8％、令和３年度は10.9％であった。
今後も医療安全リーダー会、医療安全管理会議で医師のレ
ポート提出件数割合を都度報告し、医師のレポート提出が全
体の10％以上になることを目標とする。

提出されたレポートについて、カルテ記録、指示内容などを
確認して対応するとともに、必要時は事実確認を行うため現
場視察により、問題点を明確にしたうえで、医療安全ミー
ティングで改善策を検討する

院内事故調査制度について、中央市民病院医療安全会議で決
定した院内事故調査の方針に基づいて、院内全死亡・死産例
に対して対応する。２次検証が必要な事例に関しては事例検
証会を実施し、報告事例かどうかの検証と改善策について検
討する

・院内死亡事例について、全例医療安全管理室で入院から死
亡退院までの診療録を１次検証として確認を行い、その中で
２次検証が必要な事例は２例であった。そのうち１例につい
て、医療事故調査・支援センターへの報告事例を行った。

法人の自己評価（実施状況、判断理由）

中
央
市
民
病
院

医療安全ニュースや注意喚起文を発行するとともに、他病院
での医療事故報道も含め、関連事項に関する研修会を企画
し、実施する

・医療安全管理会議、医療安全リーダー会、看護部安全対策
委員会、看護部セーフティーマネジメントナース会等でイン
シデント事例を共有し、多職種で改善策を検討した。
・その結果を各部署で報告し、事例の共有と注意喚起を行っ
た。

ＷＥＢＭＩＮＫに掲載している医療安全ニュース、安全情
報、ＰＭＤＡ警告文書に関しても情報を全職員に周知する。
また、当院で発生したインシデント、アクシデント事例に関
しても、ＰＭＤＡ等に情報提供を行っていく

・提出されたインシデントレポートについて、医療安全ミー
ティングにおいて、カルテ記録や必要時は現場を確認し、改
善策を多職種で検討している。

アクシデント報告および患者からのクレーム事例について
は、報告会を開催し、医療過誤の有無、改善対策について検
討する

引き続きインシデントレポート提出促進を行い、安全文化の
醸成を図る。特に、医師からのインシデントレポート提出促
進を図るため、他職種からのインシデントレポートで医師の
関与が大きい事例等は、医療安全管理室から直接医師へレ
ポート提出を依頼する

同様のインシデント報告が続くときなどは、多職種でＲＣＡ
分析（根本原因分析）を行い、改善策を検討する

・医療安全ニュース、安全情報、ＰＭＤＡ警告文書に関して
は、適宜ＷＥＢＭＩＮＫに掲載し、職員への周知を図った。

（

年
度
計
画
）

中
期
計
画

共
通
項
目

◯院内で発生したインシデント（医療の全過程のうちいずれかの過程において発生した、患者・医療従事者に被害を及ぼ
すことはなかったが注意を喚起すべき事例）及びアクシデント（医療の全過程のうちいずれかの過程において発生した、
患者・医療従事者に傷害を及ぼした事例）についての報告を強化し、その内容を分析し、法人全体で共有することにより
再発防止に取り組むなど、医療安全意識を醸成する。

具体的な取り組み

年
度
計
画
の
進
捗
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・週１回の医療安全管理室での事例検討会において、インシ
デント・アクシデントに関して討議し、情報共有等を行っ
た。【再掲】
・医療安全対策専従看護師を中心に、医療安全管理室メン
バーによりインシデント・アクシデント調査・分析を実施し
た。【再掲】
・中央市民病院及びアイセンター病院との間で相互監査を
行った。【再掲】

有害事象の共有、再発防止、医療事故の発生予防のために、
安全管理ニューズレターを発行し、職員への周知・徹底に努
める

週１回の医療安全管理室会議を継続的に開催し、迅速な情報
収集と対応策の検討及び職員啓発を行う

・安全管理ニューズレターを適宜発行し、指示出し指示受け
エラーや患者確認の徹底、有害事象の共有化、再発防止、予
防の徹底を図った。
・医療安全ラウンドを月１回行い、インシデント事例が起
こった現場で再発防止策が取り組まれているか確認を行っ
た。

インシデントレポート提出促進を行い、安全文化の醸成を図
る

・インシデントレポートの提出件数を毎月開催の医療安全管
理会議で確認した。
・インシデントレポートの目標提出件数（30件/月）を設定
し、報告への意識が高まるように各部署に啓発し、目標件数
を達成した（報告件数　429件/年（35.7件/月））。【再
掲】

インシデント報告の提出促進に努める。とくに医師のレポー
ト提出について、事例発生時に記入を促す

・事例発生時に医療安全担当者から医師にインシデントレ
ポートの記入を促した。

アクシデント事例が発生した場合は、速やかに検討会を開催
し、医療過誤の有無や対策について検討する

・アクシデント発生時はマニュアルに基づき、速やかに検討
会を行い、医療過誤の有無の判定・対応策の検討、対策を実
施。

医療安全に関するニュースや注意喚起文を発行するととも
に、他病院での医療事故報道も含め、職員への周知・徹底を
図る

・医療安全ニュースの発行により（７回発行）、発生件数の
多いインシデントに対する予防策や取り組みを周知した。
（代表的な事例報告・研修会の報告等）
・日本医療安全評価機構の医療安全情報を電子カルテに掲載
し、周知。【再掲】

週１回、医療安全担当者（医師・看護師・薬剤師・視能訓練
士・管理栄養士・事務局）で集まり、医療安全ミーティング
を実施し、問題点の把握、検証を行う

・週１回の医療安全ミーティングを実施し、インシデントレ
ポートを検証し、問題点の把握を行い、改善を行った。

神
戸
ア
イ
セ
ン
タ
ー

病
院

西
市
民
病
院

インシデントレポート提出促進を行い、安全文化の醸成を図
る。特に、医師からのインシデントレポート提出促進を図る
ため、医療安全推進委員会等で啓発する

年
度
計
画
の
進
捗

西
神
戸
医
療
セ
ン
タ
ー

・医師からのインシデントレポート提出促進を図るため、総
報告件数の目標値（237件）を設定し、達成進捗率について
月１回の作業部会及び病院運営協議会等において報告を行っ
た（医師からの総報告件数：128件）。

・医療安全管理委員長をトップとしたミーティングを週１回
行い、個別事例の分析・共有を行うとともに、診療科毎に医
師の参加を呼びかけ、医師への啓発を引き続き行った。

・医療安全推進室コア・ミーティング（計45回）を開催し、
改善対策等について検討を行った。
・院内の医療安全管理指針においてインシデント及びアクシ
デントの報告のみならず、ヒヤリ・ハット事例や合併症の報
告を求めるとともに、事例に対して報告者だけでなく関連当
事者にも報告を促した。

注意喚起文を発行するとともに、他病院での医療事故報道も
含め、関連事項に関する研修会を企画し、実施する

・実際のインシデント等への対策として注意喚起文やレター
を適宜発行するとともに、関連事項について研修内容に盛り
込む等、職員への啓発を図った。

アクシデント報告については、症例検討会を開催し、医療過
誤の有無、改善対策について検討する

・アクシデントについては、医療安全推進委員会作業部会
（１回／月）で報告・検討を行った。症例検討が必要な事例
については、速やかに関係者が集まり、状況報告・分析・対
策等を検討した（事例検討会：８回）。
・外部委員を交えた医療事故調査制度に基づき報告した。
（１例）

引き続き、医師等からの自発的なインシデント報告を安全管
理ニューズレター等で促すとともに、報告事例の改善対策に
ついて検討する

医療安全推進室長である専任医師及び専従看護師を中心とし
た医療安全推進室コア・ミーティングを週１回実施し、迅速
な情報収集、問題点の把握・改善に努める
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具体的な取り組み 法人の自己評価（実施状況、判断理由）

西
市
民
病
院

ＤＰＣデータ分析を行い、院長ヒアリングやカンファレンス
において、各診療科に向けて入院診療に関する改善提案等を
積極的に行う

・適切なコーディングを行うため、ＤＰＣ保険対策委員会を
毎月開催し、毎月の査定事例の詳細な検討や情報共有を行
い、引き続き査定減対策を実施した。
・院長ヒアリングやカンファレンスにおいて、各診療科に改
善提案を行うとともに、各部署協働のもと、ＤＰＣを意識し
た入院期間の適正化にむけクリニカルパスの見直しを実施し
た。
・入院を機に内服処方内容を総合的に評価した上で、処方内
容の変更、必要な指導（ポリファーマシー対策）を行った。
（薬剤総合評価調整加算算定件数：７件）

クリニカルパスに関する「パスワンポイントマニュアル」や
トピックスを記載したニューズレターを活用し、パスの普及
を行う

・クリニカルパスに関する「パスワンポイントマニュアル」
やトピックスを記載したニューズレターを活用し、パスの普
及を行った。

公表にあたっては、引き続き外部委員、中央、西、西神戸医
療センター及び神戸アイセンター病院を交えた市民病院医療
安全会議において検討を行い、信頼性と透明性の確保に努め
る

医療安全会議の開催回数 ４，６、８、11、２月の５回
※４月開催分は書面開催

医療事故公表件数
Ｒ３.５.21 包括公表（Ｒ２.８～12）…３件（中央１、西
１、西神戸１）
Ｒ３.８.13 個別公表（Ｒ３.１～３）…１件（中央１）
Ｒ３.９.３ 包括公表（Ｒ３.１～３）…１件（中央１）
Ｒ３.12.27 包括公表（Ｒ３.７～９）…２件（中央１、西神
戸１）
Ｒ４.３.25 包括公表（Ｒ３.10～12）…１件（西神戸１）

①

○質の高い医療を提供するため、クリニカルパス（入院患者に対する治療の計画を示した日程表）、臨床評価指標（Ｃ
Ｉ：クリニカルインディケーター）及びＤＰＣデータ等を法人全体で共有し、相互に分析を行い、評価・活用する。

具体的な取り組み 法人の自己評価（実施状況、判断理由）

臨床評価指標を更新するとともに、電子カルテ導入による
データの蓄積状況を踏まえ、より有用な指標の設定に向けた
検討を行う

クリニカルパス学会標準のマスタを導入したクリニカルパス
をシステムに即した形で積極的に運用する

・院内クリニカルパス大会を感染防止の観点から、動画視聴
形式にて開催し、７診療科の演題について、視聴者38名によ
り評価を行った。
・引き続き、クリニカルパスを導入するメリットや当該患者
に適用する妥当性、評価（アウトカム）等の課題を、クリニ
カルパス委員を中心として検討する。

臨床評価指標、医療の質評価指標（ＱＩ：クオリティイン
ディケーター）について定期的な検討会で分析内容を検討し
た上で、改善策を講じ、医療の質の向上を図る。また、年度
ごとの冊子を刊行し院内外に配布していく

・ＣＩ検討会およびＱＩワーキングを開催し、当院独自の指
標を取り入れながら医療・診療の質の指標を数値化し、客観
的に評価を行った。
・その結果をホームページに掲載すると共に、ＱＩ冊子を作
成し、院内外に配布することで、情報開示による説明責任を
果たした。

クリニカルパスについては、実状に合わせて追加・改定及び
削除を行い、医療の標準化を進める

・クリニカルパス委員会を毎月開催し、現状の把握とパス適
用率向上に向けた進め方について検討を行った。

・臨床評価指標を用いた分析を行い、各診療科に対し情報提
供を行った。

年
度
計
画
の
進
捗

（

年
度
計
画
）

中
期
計
画

共
通
項
目

（

年
度
計
画
）

中
期
計
画

法
人
本
部

中
央
市
民
病
院

年
度
計
画
の
進
捗

○医療事故が発生した場合には、医療事故調査制度等に基づき適切な対応を取るとともに、公表指針に基づき公表し、信
頼性と透明性を確保する。
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・ＮＰＯ法人卒後臨床研修評価機構（ＪＣＥＰ）の訪問審査
を受け、指摘を受けた外来診察研修等について、指摘内容を
踏まえた改善を進め、実施可能な体制を整えた。（令和３年
度より実施）

クリニカルパスについては、実状に合わせて追加・改訂、及
び削除を行い医療の質の標準化を進める

・診療記録委員会においてパスの追加・訂正等の対応を行っ
た。
・パス適応率は99.9%であり、緊急入院・薬物治療でパスの
適応がない場合を除き、すべてのケースでパスを適用し、医
療の質の標準化を図った。

院長ヒアリング等において、ＤＰＣデータ等を参考に増収に
つなげていくための改善提案及び現状分析等を各診療科に向
けて積極的に行う

・院長ヒアリングにおいて、ＫＰＩ及びＤＰＣデータから算
出される各種指標を提示するとともに、各診療科の現状分析
や特性の共有を図った。
・毎月院長直轄の経営企画会議を開催し、夜間100対１急性
期看護補助体制加算をはじめとした新たな施設基準の取得に
向けた検討を行うとともに、病院のイメージ向上のための施
策の実施など、組織横断的に経営改善の取り組みを進めた。

クリニカルパスについては、実状に合わせて追加・改定、及
び削除を行い医療の質の標準化を進める

・クリニカルパス小委員会を定期的に開催し、現状の把握
と、パス適用率向上に向けた今後の進め方について検討し
た。
・各医療職への積極的な働きかけや、ＤＰＣデータを用いた
疾患別パスの提案を引き続き行った。

・ＮＰＯ法人卒後臨床研修評価機構の施設認定更新時の評価
を踏まえ、引き続き医療の質の向上に取り組んだ（平成30年
８月１日～令和５年７月31日）。

・診療情報管理室にて、診療録及び退院時サマリの全件質的
監査を実施し、診療科別・項目別に評価を行った。
・その評価については、診療情報委員会において共有すると
ともに意見を交換し、評価の低かった項目は記載のためのテ
ンプレートを作成する等、診療録記載の質の改善に取り組ん
だ。

◯病院機能評価の受審等、外部評価も積極的に活用し、医療の質向上を図る。

具体的な取り組み 法人の自己評価（実施状況、判断理由）

中
央
市
民
病
院

平成30年度に受審した病院機能評価の結果、指摘事項への対
応進捗状況を令和２年度の期中報告において確認し、引き続
き医療の質の向上に取り組んでいく

病院機能評価の更新時の評価を踏まえ、引き続き、医療の質
向上に努める（令和元年５月17日～令和６年５月16日）

・病院機能評価の更新時の評価を踏まえ、引き続き、医療の
質向上に取り組んだ（令和元年５月17日～令和６年５月16
日）。

ＮＰＯ法人卒後臨床研修評価機構の施設認定更新時の評価を
踏まえ、引き続き医療の質の向上に取り組んでいく（平成30
年８月１日～令和５年７月31日）

共
通
項
目

西
市
民
病
院

・前回の審査（平成30年度）および「期中の確認」（令和２
年度）を通じて顕在化した課題について、各部門にて次回更
新審査（令和５年度）に向けた整理を行った。

臨床検査部門において平成31年３月15日に取得した国際規格
ＩＳＯ15189の認定を維持し、引き続き医療の質の向上を図
る

・ＩＳＯ国際認定を平成31年３月15日に取得。
・ＩＳＯが求める基本的要求事項に則り、臨床検査室の品質
と能力を構築・維持するため、内部監査による指摘や是正処
置による改善を継続的に行い、ＰＤＣＡを通してその有効性
の確認に取り組んだ。

医療情報システムの内部監査を年１回行い、医療情報システ
ム運用の安全性の向上を図る

・１２月から1月にかけて医療情報システム内部監査を実施
し、一部不適切な部分については改善計画を提出させ適切に
指導した。具体的な指摘項目は、ＵＳＢメモリー利用時の毎
時のウイルスチェック実施などである。
・定期的にセキュリティ通信を発行し、ＵＳＢメモリーや個
人情報の取り扱い等、注意すべき点を案内し周知した。

卒後臨床研修評価の更新時の評価項目を踏まえ、引き続き医
療の質の向上に取り組んでいく

年
度
計
画
の
進
捗

（

年
度
計
画
）

中
期
計
画

神
戸
ア
イ
セ
ン
タ
ー

病
院

西
神
戸
医
療
セ
ン
タ
ー

年
度
計
画
の
進
捗

全退院患者に対する診療録質的監査を行い、診療録の記載の
充実を図り、医療の質の向上に努める
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60.0

91.0

49.6

（前年度比） (％) ▲ 1.2 0.4 0.6 0.8 104.7

クリニカルパス適用率 (％) 47.7 46.5 46.9 47.5 48.3 47.4

54.6

（前年度比） (％) ▲ 0.2 ▲ 4.2 0.2 ▲ 3.6 92.1

クリニカルパス適用率 (％) 62.6 62.4 58.2 58.4 54.8 59.3

（前年度比） (％)

アクシデントレポート報告件数
※（ ）内は合併症（治療上ある確率で
 不可避の症状）を含む

(件)
6 8 5 3 1 5

(4) (2) (3)

R2年度 5年平均

(50.0)(50.0)(66.7)

66.750.066.7

447 459 476 454

H30年度 R1年度

インシデントレポート数 (件) 1,784 1,674 1,673 1,542 1,464 1,627

（前年度比） (％) 93.8 99.9 92.2

（前年度比） (％)

（種類） 445 444

90.0

(63.2)

関連指標（西市民病院） H28年度 H29年度

(5)

6

(9)

2

(2)

5,670

（前年度比） (％) 102.3 96.7 107.6 84.6 111.5

インシデントレポート数 (件) 5,106 4,600 5,085

アクシデントレポート報告件数
※（ ）内は合併症（治療上ある確率で
 不可避の症状）を含む

(件)
10

(19)

9

(12)

6 3

(8) (4)

5,224 5,054 5,439

（％） 6.4 7.4 7.4 6.5 6.9

病院機能評価の更新認定（令和３年10月予定）に向けて、受
審の準備を進めるとともに、改善の必要な事項に関して対策
を実践し、医療の質向上に努める

新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う特例措置とし
て、訪問審査が延期されることとなった中、マニュアルの整
備及び自己調査票の更新手続きを行う等、受審に向けた取り
組みを実施。令和４年２月10日に延長審査を受審し更新認定
（令和５年２月まで）された。令和４年９月の本審査受審に
向け、引き続き、関係部署と課題解決に向けた取り組みを実
施中である。

西
神
戸
医
療
セ
ン
タ
ー

＜法人の自己評価：評価を「５」または「１」とした場合のみ記載＞

年
度
計
画
の
進
捗

関連指標（中央市民病院） H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 5年平均 R3年度
5年平均比

目標値
進捗

特筆すべき事項

抜本的改善が必
要な事項

0

1,385

85.1

(0)

133.3 62.5 60.0 33.3 0.0

94.9

58

（前年度比） (％) 115.0 53.1 96.1 24.5 49.7

医療安全研修等実施回数 （回） 167 192 102 98 24 117

6.8 10.9

（前年度比） (％) 1.0 0.0 ▲ 0.9 0.3 158.0

うち医師の報告割合

5年平均比

4

3.9

2.5

219

R3年度

(55.6)

83.3

2.8 3.4 2.8 3.0 3.3

（前年度比） (％) 121.4 82.4 110.0

職員１人当たりのインシデント
レポート数

（件/人）

5

464

（前年度比） (％) 99.8 100.7 102.7 103.7 102.2

クリニカルパス数（種類）

医療安全研修等実施回数 （回） 19 15 16 12 8 14

（前年度比） (％) 78.9 106.7 75.0 66.7 28.6

うち医師の報告割合 （％） 3.9 3.9 4.8 4.6 2.9 4.0

（前年度比） (％) 0.0 0.9 ▲ 0.2 ▲ 1.7 97.0

職員１人当たりのインシデント
レポート数

（件/人） 2.7 2.5 2.3 2.5

（前年度比） (％) 92.6 92.0 100.0

（前年度比） (％) 100.0 103.7 105.3 93.2

クリニカルパス数（種類） （種類） 217 217 225 237 221 223

目標値
進捗

50.0

99.2

98.0
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（前年度比） (％) 100.1 99.7 100.1

（前年度比） (％) 0.1 ▲ 2.9 ▲ 1.7 1.2

99.9クリニカルパス適用率 (％) 99.8 99.9 99.6 99.8

クリニカルパス適用率 (％) 62.7 62.8 59.9 58.2 59.4 60.6

関連指標（神戸アイセンター病院） H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 5年平均

（前年度比） (％)
183.3 100.0 245.5

(89.5) (141.2) (104.2) (188.0)

150.0

429

（前年度比） (％) 138.8 98.4 123.3

インシデントレポート数 (件) 278 386 380 348

アクシデントレポート報告件数
※（ ）内は合併症（治療上ある確率で
 不可避の症状）を含む

(件) 2 0 1 1

（前年度比） (％)

アクシデントレポート報告件数
※（ ）内は合併症（治療上ある確率で
 不可避の症状）を含む

(件)
4 6 11 11 27

(19) (17) (24) (25) (47)

関連指標（西神戸医療センター） H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 5年平均

（前年度比） (％) 101.1 109.3 83.7 111.1

インシデントレポート数 (件) 2,426 2,452 2,679 2,242 2,491 2,458

(203.8)

13

(53)

12

(26)

2,645

58.9

110.2

0.0

0

5年平均比
R3年度

107.6

97.2

5年平均比
R3年度

218

4.8

2.4

274

4

6.5

6.5

112.7

79.6

80.0

110.2

（前年度比） (％) 310.0 127.2 102.7 118.5

医療安全研修等実施回数 （回） 190 589 749 769 911 642

1.3 ▲ 1.3

うち医師の報告割合 （％） 5.3 6.6 5.3 5.7

108.7 100.0

クリニカルパス数（種類） （種類） 214 223 254 276 276 249

（前年度比） (％) 104.2 113.9

（前年度比） (％) 140.0 42.9

医療安全研修等実施回数 （回） 5 7 3 5

（前年度比） (％) ▲ 1.9 0.1

うち医師の報告割合 （％） 9.4 7.5 7.6 8.2

（前年度比） (％) 113.7 110.3

職員１人当たりのインシデント
レポート数

（件/人） 5.1 5.8 6.4 5.8

47

（前年度比） (％) 100.0 93.6 102.2

クリニカルパス数（種類） （種類） 47 47 44 46

目標値
進捗

99.0

100.9

目標値
進捗

60.0

98.2

82.8

83.7

34.0

（前年度比） (％) 81.3 111.5

職員１人当たりのインシデント
レポート数

（件/人） 3.2 2.6 2.9 2.9

（前年度比） (％)
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西
神
戸
医
療
セ
ン
タ
ー

患者からの依頼に応じ、引き続きセカンドオピニオンについ
ても対応する

・患者が十分納得して治療を受けることができるよう、病
状、治療内容、診断や今後の治療方針について、引き続き、
セカンドオピニオンを実施した（８件）。
・「患者の権利と責務」の見直しを行った。

患者からの依頼に応じ、引き続きセカンドオピニオンについ
ても対応する

・患者が十分納得して治療を受けることができるよう、病
状、治療内容、診断や今後の治療方針について、セカンドオ
ピニオンを実施。（実績：１件）

周術期患者を支援するための体制を整備し、医師、看護師、
コメディカル等多職種の術前準備チームと術後のＡＰＳ
（Acute Pain Service）チームにより、術前の身体機能評
価、栄養指導、内服管理と術後の疼痛管理、吐気対策等で包
括的に患者をサポートすることで、早期の離床や経口摂取に
つなげ、入院期間の短縮、早期社会復帰を目指す

第１

西
市
民
病
院

(2)

市民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置

共通の役割

患者サポートセンター（かかりつけ医相談窓口・患者相談窓
口）においては、引き続き患者や家族に対する総合的支援の
強化を図る。かかりつけ医相談窓口では、患者が治療の不安
を解消しながら、「かかりつけ医」を持てるよう患者支援の
充実と逆紹介機能の強化を図る。また、患者相談窓口では、
医療・医療安全・介護・福祉等の相談について看護師と医療
ソーシャルワーカーが対応する

・かかりつけ医相談窓口では、かかりつけ医を持っていない
患者に、自宅や職場から近い地域の医療機関を案内して、逆
紹介の強化を図った。（676件）
・患者相談窓口では、医療・介護・福祉、医療安全等の相談
について、看護師と医療ソーシャルワーカーが対応。

中期目標

インフォームド・コンセント（患者が自ら受ける医療の内容を納得し、及び自分にあった治療法を選択できるよう、患者
への分かりやすい説明を行った上で同意を得ること。）を徹底すること。また、患者のニーズを的確に把握し、療養環境
の改善や待ち時間の短縮に取り組むなど、患者及びその家族の立場を踏まえ、患者に対するサービスの向上に努めるこ
と。

（

年
度
計
画
）

中
期
計
画

共
通
項
目

○「患者の権利章典」のもと、患者中心の医療を常に実践し、インフォームド・コンセントを徹底するとともに、患者自
身が治療方針を適切に自己決定できるように支援する。

具体的な取り組み 法人の自己評価（実施状況、判断理由）

中
央
市
民
病
院

2

自己評価 3患者の権利を尊重し、信頼と満足が得られる体制の構築

患者からの依頼に応じ、引き続きセカンドオピニオン（患者
及びその家族が病状や治療法等について主治医と別の専門医
の意見を聴くこと）についても対応する

・患者が十分納得して治療を受けることができるよう、病
状、治療内容、診断や今後の治療方針について、セカンドオ
ピニオンを実施（138件）。

市評価 3

・令和３年５月に、入院前準備センターで外科の患者を対象
に周術期サポートチームによる術前の介入を開始した。令和
４年１月には、心臓血管外科の患者にも対象を広げた。
（569件）

患者が治療の不安を解消しながら「かかりつけ医」を持てる
よう患者支援を行うとともに、介護・福祉等の医療福祉相談
について医療ソーシャルワーカーが対応する等、相談内容に
応じて患者や家族に対する総合的支援を行う

・患者が治療の不安を解消しながら「かかりつけ医」を持て
るよう患者支援を行うとともに、医療福祉相談について医療
ソーシャルワーカーが対応する等、相談内容に応じて患者や
家族に対する支援を継続した。（かかりつけ医相談件数：
381件）
・周術期サポートチームを設置し、早期の栄養介入、リハビ
リ介入による術後合併症の予防、術後のＱＯＬ、ＡＤＬ維持
向上等、周術期患者の支援を開始した。

年
度
計
画
の
進
捗
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（

年
度
計
画
）

中
期
計
画

共
通
項
目

○市民病院の基本理念に基づき、常に患者やその家族の立場を考え、温かく心のこもった応対ができるよう、職員の接遇
能力の向上を図る。

法人の自己評価（実施状況、判断理由）

中
央
市
民
病
院

患者やその家族への接遇能力及び職員間のコミュニケーショ
ン能力向上のために、接遇マナー研修を実施する

・接遇＆アサーション研修を対面研修（係長級以上対象）を
７回、うち６回で同時ＷＥＢ配信を開催し、病院職員・協力
法人職員の計509名が参加した。
・新入職員向けの接遇マナー研修をオンデマンド（動画視
聴）形式で実施し、計93名（非対象者も含めると124名）が
受講した。
・いずれもアンケート結果としては、今後の職務に活かせ
る、研修について有意義と感じるという回答が98％以上で
あった。

神
戸
ア
イ
セ
ン
タ
ー

病
院

患者からの依頼に応じ、セカンドオピニオンについても対応
する

・セカンドオピニオンを希望される患者がいる場合は、希望
したセカンドオピニオンが受けられるよう調整を行い適切に
対応した。

西
市
民
病
院

委託職員も含めた全職員を対象とした患者応対研修やｅラー
ニングの活用による多職種教育を継続的に実施するなど、心
のこもった医療を提供できるよう、接遇能力の向上を図る

・新型コロナウイルス感染拡大の影響により接遇研修（集合
研修）の実施は見合わせたが、ｅラーニングを活用し、全職
員を対象とした接遇マナー研修を実施することで、接遇能力
の向上に努めた。（受講者：620名）

患者意見箱に投書された患者意見の内容と病院回答を引き続
き院内に掲示するとともに、いただいた意見について改善に
向けた迅速な対応に努める

・患者意見箱に投稿された意見については、回答を院内に掲
示、各診療科長・部門長による業務経営会議において報告、
情報共有を行うとともに、改善に向けた対応を図った。

西
神
戸
医
療
セ
ン
タ
ー

病院スタッフの接遇能力向上のため、定期的に研修を実施す
る

・新型コロナウイルス感染拡大の影響により接遇研修（講演
会等）はやむなく見合わせることとなったが、あいさつ推進
ポスターを複数回作成の上、院内で啓発する等、新型コロナ
ウイルス流行下にあっても、可能な範囲での接遇向上の取り
組みを継続した。

地域の医療機関と連携を行うため「かかりつけ医」を持てる
よう患者等からの相談に対応するなど、患者等が安心できる
ように患者支援を行う

・地域の医療機関へ適切な紹介が行えるよう、地域医療機関
との予約調整や、患者からのかかりつけ医を探す相談に応じ
る体制を継続した。

引き続き患者相談窓口では看護師と連携を行い、患者や家族
からの医療安全等の相談を行う

・看護師と連携し、患者家族からの医療安全や診察内容に関
する相談に応じる体制を継続した。

年
度
計
画
の
進
捗

年
度
計
画
の
進
捗

具体的な取り組み
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多職種勉強会やコンセプト研修に加えて、院内発表会を実施
するなど研修の充実を図る

・コンセプト研修として、全職員を対象としたアイセンター
全体研修を２回実施した（髙橋研究センター長によるアイセ
ンターの理念を共有するための講演会）。【再掲】
・人材育成委員会の新たな取り組みとして、ＮＥＸＴ ＶＩ
ＳＩＯＮと共同し、パッチアダムスが実践するウェルビーイ
ングの精神を学ぶ対話力研修を実施し（計８回）、市民病院
機構全体で受講可能な研修とした。【再掲】

機能向上推進室を設置し、人材育成をより積極的に進めるこ
とで、医療機能や患者サービス等の機能向上を図る

・人材育成を強化するため、毎週水曜日を研修日とし、医師
による眼科疾患に関する勉強会、各部署において学会発表を
行った内容の報告、接遇研修等、幅広い内容の研修を実施し
た。【再掲】

神
戸
ア
イ
セ
ン
タ
ー

病
院

目標をもって患者サービスの向上に取り組むため、病院年度
計画を踏まえた各部門計画を策定し、進捗管理していく

・部門計画の項目に「顧客」のカテゴリーを設け、患者サー
ビスの観点からも各部門において計画を策定し、院長ヒアリ
ング（年３回）において進捗確認を行った。

研修を全職員が受講できるようスタッフサイトを活用したＷ
ｅｂ配信を行う

計画的な研修実施を行い、委託職員を含めた全職員で患者に
寄り添う接遇能力向上に努める

・「クレーム対応」をテーマに、外部講師を招き、当院で実
際にあった事例を用いて、その対応方法に関する研修を実施
した。【再掲】
・人材育成委員会の新たな取り組みとして、ＮＥＸＴ　ＶＩ
ＳＩＯＮと共同し、パッチアダムスが実践するウェルビーイ
ングの精神を学ぶ対話力研修を実施し（計８回）、市民病院
機構全体で受講可能な研修とした。【再掲】

・スタッフサイトを活用し、研修に参加できない職員のため
に各研修内容を動画で配信した。【再掲】

ＮＥＸＴ ＶＩＳＩＯＮと連携し、視覚障害者の視点に立っ
た研修やカンファレンスを行うことで、患者サービスの向上
につなげる

・視覚障害者支援を実践するＮＥＸＴ　ＶＩＳＩＯＮ担当者
も患者サービス委員会及び週１回の患者サービス委員会のコ
アミーティング（看護部門長、ＮＥＸＴ　ＶＩＳＩＯＮ担当
者、事務局）に参画し、より視覚障害者の視点に立った意見
出しをしてもらうとともに、新たに患者目線に立った院内ラ
ウンドを開始した。【再掲】
・日本初の実証実験である、視覚障害者の移動援助ツール
「ナビレンズ」を医療センター駅等に利用範囲を拡大した
（ＮＰＯ法人アイ・コラボレーション、ＮＥＸＴ　ＶＩＳＩ
ＯＮとの共同実施）。【再掲】
・ＮＥＸＴ　ＶＩＳＩＯＮと連携し、視覚障害者が利用しや
すいよう読み上げ機能等の便利アプリを入れたタブレット端
末の貸出を開始した。【再掲】

患者サービス委員会を中心に、職員の接遇に関する組織風土
の醸成を図る

・退院時アンケート、意見箱、外来アンケートの内容を、全
件、幹部会や患者サービス委員会で、情報共有等を行った。
特に、接遇関係の意見については、各部署でのフィードバッ
クを徹底し、再発防止に務めた。
・「クレーム対応」をテーマに、外部講師を招き、当院で実
際にあった事例を用いて、その対応方法に関する研修を実施
した。【再掲】

年
度
計
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ＦＡＸ予約・インターネット予約については、地域医療機関
の要望に沿えるよう受け入れの円滑化に努める。また、予約
患者については、診療予約時間内に診察を行うよう取り組
み、地域医療機関のニーズに応じた予約取得体制を構築する

・ＦＡＸ予約患者はできるだけ待ち時間なく診察が受けられ
るよう優遇措置を徹底した。（ＦＡＸ予約件数13,894件、前
年度比120.2％、ＦＡＸ予約率78.9％、前年度比102.1％）。
・地域の医療機関の利便性向上のため、令和２年７月よりＷ
ＥＢ予約を開始した（2,551件、前年度比224.8％）。

外来に設置したデジタルサイネージを有効活用することで、
患者サービス向上に努める

・待ち時間を有効活用できるよう、平成28年度からデジタル
サイネージを外来に３か所設置し、病院からのお知らせ、四
季の風景、生活情報、ニュース、天気、クイズ等を放送し、
患者サービス向上を図った。また、４月に救急外来３か所に
追加で設置した。

外国人患者が安心して適切な医療を受けられるように、外国
語に対応できるスタッフの配置や音声翻訳機（ポケトーク）
の活用、遠隔通訳を含めた医療通訳制度の活用、院内表記の
多言語化等の対応を行う

マイナンバーカードによるオンライン資格確認の円滑な運用
を図る

・10月よりマイナンバーカードによるオンライン資格確認の
本格運用を開始した（利用実績：147件）。
・患者の同意のもと、限度額認定証のオンラインでの資格確
認を実施した。

新型コロナウイルス感染症拡大防止のための面会制限に対応
するため、全病棟でｉＰａｄによるオンライン面会の円滑な
運用を図る

・新型コロナウイルス感染症拡大防止に伴う面会制限に対応
するため、インターネットを使用した面会予約システムを構
築し、自宅にいながら、患者さんとｉＰａｄによるオンライ
ン面会が出来る環境を整えた。

令和２年11月より開始した予約変更のＷｅｂ申込について周
知を行う

・ホームページのトップ画面に予約変更のＷｅｂ申込につい
て掲載するとともに、院内掲示を行い、利用について周知を
図った。

年
度
計
画
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・医療通訳制度を利用し、外国人患者にとっても安心かつ適
切な医療を受けられるよう取り組んだ。また、タブレット端
末を用いた遠隔医療通訳も実施した。
≪医療通訳実績≫
中央市民病院：172件（中国語76件、ベトナム語48件、英語
25件、スペイン語12件、フランス語５件、韓国語２件、イン
ドネシア語１件、タガログ語１件、ヒンディー語１件、ウル
ドゥー語１件）
・音声自動翻訳機（ポケトーク）を病棟・外来に配置し、外
国人患者に対応した。

（

年
度
計
画
）

中
期
計
画

共
通
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目

○病院長のリーダーシップのもと、職種・部門横断的に連携し、療養環境の改善や総合的な待ち時間対策及び国際化の更
なる進展による多言語への対応等、だれもが利用しやすい病院づくりを行う。

具体的な取り組み 法人の自己評価（実施状況、判断理由）

中
央
市
民
病
院

携帯端末を用いた呼び出しシステムによる待ち時間の有効活
用及び自動精算機による会計待ち時間の短縮を推進する。ま
た、令和３年３月に新たに導入した医療費後払いの利用を促
進する。引き続き外来の待ち時間調査を実施し対策を検討す
る

・外来患者待ち時間調査を実施し、現状の把握を行うととも
に、待ち時間のより一層の短縮及び外来の混雑緩和に向け検
討を行った。
・入口での検温・問診用紙に医療費後払いシステムの案内を
印刷し、周知及び利用促進を図った。
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院内コンサートの継続開催等によるやすらぎの提供のほか、
患者サービスの向上を図る

・院内職員の演奏・合唱によるがん患者向けのクリスマスコ
ンサートについて、ビデオ配信の形式で実施し、引き続き療
養中の患者にやすらぎのひとときを提供できるよう努めた。
・新型コロナウイルス感染症の流行により、ボランティアス
タッフによる活動は中止としたものの、多職種の院内職員で
構成される院内アメニティグループメンバーが交代で病院花
壇の入替・手入れを継続し、引き続き来院者へのやすらぎの
提供に努めた。
・昨年度に刷新した患者への案内・周知を目的とした掲示に
ついて管理を継続し、病院全体の雰囲気の統一及び訴求力の
維持を図った。
・地元アパレルブランドと連携し、新生児との記念撮影のた
めのフォトブースの設置や肌着一体型ベビー服の導入を行
い、病院のイメージ向上の施策を実施した。

西
神
戸
医
療
セ
ン
タ
ー

引き続き、病棟および外来における無料Ｗｉ－Ｆｉサービ
ス、駐車場における外来患者等への一部無料サービスの実施
など、より利用しやすい病院づくりを進める

・病棟及び外来における無料Ｗｉ－Ｆｉサービスの継続及び
要望に応じた電波強度の見直し、駐車場における外来患者等
への一部無料サービスの継続や駐車場精算機キャッシュレス
化改修を行うなどサービス向上に努めた。
・地域医療ホールでオンラインによる地域のカンファレンス
や講演会等を実施できるよう、インターネットが利用できる
環境を整備した。

パンフレット類などの印刷物について、引き続き訴求力の向
上に努めるとともに、問診票など使用頻度の高いものについ
ては、一層の多言語化対応を進める

・入院案内及び産婦人科関連の印刷物について、英語版のパ
ンフレットを作成し、外国人患者のサービス向上を図った。
・英語、中国語、アラビア語の問診票を作成し、多言語化対
応を進めた。

総合案内機能を強化し、どの診療科を受診して良いか分から
ない患者へのアドバイス、患者が多い時のきめ細かい応対を
行う

・平日の来院患者数がピークとなる時間帯については、総合
案内に看護副部長または外来看護師長と委託職員を配置し、
診療科相談や受診手続き等の説明やアドバイスを継続して実
施した。
・新型コロナウイルス感染症の流行により、ボランティアス
タッフによる活動は中止となったが、外来には引き続きフロ
アマネジャーを配置し、移動時の付き添いや案内等、来院時
にきめ細やかなサポートができるよう努めた。
・マイナンバーカードによる医療保険のオンライン資格確認
を開始し、利便性の向上を図った。（利用実績：221件）

外国人患者が安心かつ適切に医療を受けられるよう、医療通
訳制度を継続する

・平成30年12月より導入した遠隔通訳及びポケトークを継続
して活用するとともに、地域の需要を勘案し、アラビア語の
産科問診票を新たに作成する等、外国人患者が安心かつ適切
な医療サービスを受けられる体制構築に取り組んだ。
同行通訳45件（前年度比＋36件）・遠隔通訳０件（前年度比
▲11）、ポケトーク設置数５台
・市の施策と歩調を合わせ、「神戸市新型コロナウイルス感
染症外国人検査相談コールセンター」に参画し、外国人の新
型コロナウイルス感染症にかかる検査の受け入れに努めた。
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・感染拡大防止の観点から、院内コンサートをはじめとした
イベントの定期開催は見送りとしたが、待ち時間を有効活用
できるよう引き続きデジタルサイネージによる病院からのお
知らせ等の放送を行った。
・入院、外来パンフレットの刷新・多言語化対応（ベトナム
語、英語）を行うほか、外来サインの改修等を実施し、療養
環境の改善・患者サービス向上に向けた取組を進めた。

院内コンサートや夏まつりの継続開催等による、やすらぎの
提供のほか、患者サービスの向上を図る

西
市
民
病
院

総合案内機能を継続し、どの診療科を受診して良いか分から
ない患者へのアドバイス、患者が多い時のきめ細かい応対等
を行う

・外来看護担当マネージャー（外来患者の診察に関するアド
バイス等）、フロアマネージャー（案内や苦情の対応）、医
事課職員の配置を継続し、来院される方の不安や質問にきめ
細かく対応できるよう、総合案内機能の充実を継続した。

外国人患者が安心かつ適切に医療を受けられるよう、医療通
訳制度やモバイル端末などの活用を継続する

・医療通訳制度を利用し、外国人患者にとっても安心かつ適
切な医療を受けられるよう取り組んだ。また、音声で入出力
できる翻訳用の端末であるポケトークの活用やタブレット端
末による遠隔医療通訳も実施した。
《医療通訳実績》
　329件（ベトナム語296件、中国語１件、英語25件、ネパー
ル語７件）

引き続き外来の待ち時間調査を実施するとともに、自動精算
機及び会計案内表示システムの活用により会計待ち時間の短
縮に向けた取組を進める

・８月に外来待ち時間調査を行い、原因分析と対応策につい
て検討した。
・受付業務の見直し（電話予約変更業務の集約化）を行い、
混雑緩和及び外来診療の効率化に取り組んだ。
・自動精算機及び会計案内表示システムの活用により会計待
ち時間の短縮を図った。
・10月よりマイナンバーカードによるオンライン資格確認の
本格運用を開始した。（利用実績：111件）
・受付待ち時間の短縮、感染予防への寄与、混雑緩和を図る
ため、３月に放射線受付にかかる自動受付機を導入した。
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○患者やその家族が院内で快適に過ごすことができるよう、定期的なアンケート調査や意見箱の設置等によりニーズを的
確に把握し、院内で情報共有するとともに問題点の評価・改善を繰り返すことで、きめ細やかなサービスを提供する。

待ち時間を院内で快適に過ごすための取組みを継続して行う
ほか、待ち時間対策等患者サービスをより一層進める

・待ち時間対策として、院外でも診察の呼び出し状況が確認
できるようにＹｏｕｔｕｂｅによる外来表示盤のライブ配信
を開始した。【再掲】
・待合のサイネージで、各疾患の説明動画や点眼方法に関す
る動画放映を開始した。【再掲】
・10月よりマイナンバーカードによるオンライン資格確認の
本格運用を開始した。（利用実績：133件）

自動精算機導入に伴い、引き続き、案内担当を配置し、きめ
細かい患者対応ができるようにする

・受付前の職員の配置を継続し、受付方法や自動精算機の操
作方法の案内、外来フロア全体の巡回等を行い、患者サービ
スの向上に努めた。

外国人患者が安心かつ適切に医療を受けられるように、医療
通訳制度・モバイル端末を活用する

・医療通訳制度を活用し、外国人患者にとっても安心かつ適
切な医療を受けられるよう取り組んだ。また、ポケトークの
活用やタブレット端末による遠隔医療通訳も実施した。
≪令和３年度医療通訳実績≫
１件（中国語）
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病棟個室アメニティの改善など、患者サービスの向上を図る

・予約変更センターの混雑緩和を目的に、令和２年11月より
ＷＥＢでの予約変更申込システムを開始した。
・新型コロナウイルス感染症対策のため、定期的に受診して
おり、医師が可能と判断した患者を対象に、令和２年３月よ
り電話再診を実施した。
・新型コロナウイルス感染症患者や面会制限に伴う入院患者
のため、ＷＥＢ面会を継続した。
・急な入院や患者家族の持ち込み荷物軽減のため、紙おむつ
セットサービスを令和３年３月より開始した。
・外来の待合ソファについて、３月に入れ替えを行い、環境
改善を図った。

ポートライナーの混雑緩和及び患者サービス向上のため、市
と連携した無料バスの運行を継続する

・ポートライナーの朝ラッシュ時の混雑緩和及び患者サービ
ス向上のため、社会実験として、ＪＲ神戸駅から中央市民病
院行きの無料バスを、令和２年１月14日から平日の７:30～
９:00の時間帯に10分間隔で運行した（所要時間約20分）
（年間利用者30,014人）。
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引き続き、入院前準備センターでの入院オリエンテーショ
ン、入院時のリスク評価の実施による患者への安心感・安全
性の向上に努めるとともに、社会的背景の確認による早期の
患者支援を図る

・入院前準備センターにて入院オリエンテーション、入院時
のリスク評価と介入を行った（実績8,573件）。
・うち、令和３年度より入院前準備センターにおいて周術期
サポートチーム活動を外科・心臓血管外科患者に対しそれぞ
れ５月・１月から開始した。（実績569件）

具体的な取り組み 法人の自己評価（実施状況、判断理由）

病院スタッフの接遇や療養環境などに対する患者ニーズを患
者満足度調査及び意見箱、退院時アンケート等から把握し、
サービスの向上に努める

・患者満足度調査（外来：5,891部配布・回収率70.2％、入
院：339部配布・回収率89.1％）及び待ち時間調査を実施
し、病院スタッフの接遇や療養環境等に対する患者満足度の
現状把握及び改善すべき事項の抽出を行った。

外来待ち時間対策を検討し、さらなる待ち時間短縮に努める

・外来待ち時間調査を行い、原因分析と対応策について検討
した。
・令和３年３月より外来診療費や入院費の精算を後日クレ
ジットカードで行う医療費後払いシステムを導入し、会計待
ち時間の短縮を図った。
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抜本的改善が必
要な事項

引き続きボランティアとの意見交流会を定期的に実施し、現
場での患者ニーズの把握を行い、必要な改善を行う

・新型コロナウイルス感染症の流行により、ボランティアス
タッフによる活動は中止としているが、引き続き、患者提案
箱や患者満足度調査により患者ニーズの把握を行い、改善へ
の取り組みを進めた。

＜法人の自己評価：評価を「５」または「１」とした場合のみ記載＞

特筆すべき事項

患者満足度調査や患者意見箱、退院時アンケート等で患者
ニーズを把握に努め、院内での情報共有、必要に応じた改善
を図る

・退院患者アンケート・外来患者アンケートを継続し、全
件、幹部会や患者サービス委員会で、情報共有を行い、適宜
必要な改善を行った（自動支払機の音声機能を導入、待合椅
子の変更、駐車場の進行方向の案内版設置等）。【再掲】
・患者満足度調査を実施し、入院は４年連続100％、外来は
98.4％であった。【再掲】
・糖尿病網膜症外来受診の患者を対象に「診察前アンケー
ト」を実施し、アンケートに結果に基づき、糖尿病の食事療
法に関する栄養指導を開始した。【再掲】
・白内障の手術説明のための冊子を作成した。【再掲】

外来患者アンケートの常時実施し、さらなる患者ニーズの把
握に努める

・外来患者アンケートを継続し、より記載しやすいようアン
ケート用紙の見直しを行い、さらなる患者ニーズの把握に務
めた（自動支払機の音声機能を導入、待合椅子の変更、ナビ
レンズの拡充、案内表示のリニューアル等を実施）。

年
度
計
画
の
進
捗

引き続き、ボランティアとの意見交流会を定期的に実施し、
患者ニーズの把握を行い、必要な改善を行う

・新型コロナウイルス感染拡大の影響によりボランティア活
動は停止中であるが、患者ニーズの把握に取り組み、外来看
護担当マネージャー及びフロアマネージャーとの意見を随時
徴取することで改善に努めた。

患者満足度調査の実施や提案箱の設置等により患者ニーズを
把握し、サービス向上に努める

・患者提案箱の設置及び患者満足度調査の継続実施により、
適宜利用者の要望を把握するとともに、寄せられたご意見を
ワーキンググループで共有したうえで検討を行い、改善に着
手した（入院準備にかかる負担軽減や付き添い者の感染防止
対策のための入院セットの導入等）。

西
神
戸
医
療
セ
ン
タ
ー

入院前支援センターを拡充し、入院時のリスク評価の実施に
よる患者への安心感・安全性の提供に努めるとともに、社会
的背景の確認による早期の患者支援を図る

・引き続き入院前面談におけるオリエンテーションにおい
て、患者へ安心感やリスク評価による安全性の向上を図り、
社会的背景の確認による早期の患者支援を図った。
・入院前支援チーム（薬剤師、理学療法士、管理栄養士、看
護部）の他、多分野の専門職や専門チームとも連携し、継続
的かつ効果的に支援できるよう活動した。

西
市
民
病
院

患者満足度調査の実施や意見箱の設置・退院時アンケート等
により患者ニーズを把握し、患者サービス向上に努める

・病院スタッフの接遇や療養環境等に対する患者満足度の現
状把握及び改善すべき事項の抽出を行った。
・意見箱の設置に加え、退院時アンケートの実施を継続し、
全ての意見について幹部職員・該当部署と共有し、患者ニー
ズの把握、改善を行った。
・新型コロナウイルス感染拡大の影響で面会制限を行う中、
患者と家族が接する機会確保のためタブレットによる面会を
継続した。
・急な入院や患者家族の持ち込み荷物軽減のため、入院セッ
ト・紙おむつセットサービスを令和４年２月より開始した。
・入院前オリエンテーションを実施し、入院時のリスク評価
による安全性の向上を図り、社会的背景の確認による早期の
患者支援を図るとともに、多職種による連携・協働のもと、
入院患者の一貫した支援を行い、より質の高い医療サービス
の提供が行えるよう入退院支援に関する運用構築・見直しの
検討を進めた。（入院前オリエンテーション：381件）

神
戸
ア
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1

（前年度比） (％) 4.3 0.0 12.5

医療通訳実施件数 （件） 23 1 0 8

40

（前年度比） (％) 115.4

患者応対研修等参加者数 （人） 53 0 51 35

7 12 20 10 45

（前年度比） (％) 225.0 77.8 171.4 166.7 432.7

医療通訳実施件数 （件） 4 9

41.9 179.5 0.0 839.7

患者応対研修等参加者数 （人） 88 93 39 70 0 58 487

（前年度比） (％) 105.7

117.3 180.3 495.5 385.3

（前年度比） (％) 289.3 68.8 166.7 86.2 111.8

329医療通訳実施件数 （件） 122 353 243 405 349 294

404 429 170 319 172

（前年度比） (％) 195.0 103.1 106.2 39.6 53.9

医療通訳実施件数 （件） 201 392

830

（前年度比） (％) 218.1 347.1 88.0 36.1 57.5

患者応対研修等参加者数 （人） 364 794 2,756 2,426 876 1,443

93.3 95.9 95.9 94.4

（前年度比） ▲ 0.4 ▲ 0.9 2.6 0.0

94.2

関連指標（中央市民病院） H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 5年平均 R3年度
5年平均比

95.0

（前年度比） ▲ 0.6 0.6 ▲ 0.7 0.5 95.8

患者満足度調査結果（入院患者）（満足
+やや満足）

(％) 99.5 98.9 99.5 98.8 99.3 99.2

88.6

（前年度比） 0.5 ▲ 0.5 0.4 0.2 91.3

患者満足度調査結果（外来患者）（満足
+やや満足）

(％) 97.2 97.7 97.2 97.6 97.8 97.0

102.4

96.7

関連指標（西市民病院） H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 5年平均 5年平均比

患者満足度調査結果（入院患者）（満足
+やや満足）

(％) 94.3 94.2 95.1 97.5 97.1 95.6

R3年度

患者満足度調査結果（外来患者）（満足
+やや満足）

(％) 94.6

98.1

（前年度比） ▲ 0.1 0.9 2.4 ▲ 0.4 102.6

関連指標（西神戸医療センター） H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 5年平均 R3年度
5年平均比

98.3

（前年度比） ▲ 0.7 2.8 ▲ 2.5 1.0 102.4

患者満足度調査結果（入院患者）（満足
+やや満足）

(％) 95.7 95.0 97.8 95.3 96.3 96.0

0.7 0.0 5.0 ▲ 1.5 103.0

患者満足度調査結果（外来患者）（満足
+やや満足）

(％) 92.3 93.0 93.0 98.0 96.5 93.6

98.4

（前年度比） 1.1 3.0 102.4

患者満足度調査結果（外来患者）（満足
+やや満足）

(％) 94.4 95.5 98.5 96.1

0.0 100.0

患者満足度調査結果（入院患者）（満足
+やや満足）

(％) 100.0 100.0 100.0 100.0

関連指標（神戸アイセンター病院） H28年度 H29年度 H30年度 R1年度

100.0

5年平均比

96.4

（前年度比）

625

（前年度比） (％) 120.9

0.0

R2年度 5年平均 R3年度

患者応対研修等参加者数 （人） 43 52 61 110 545 162

（前年度比）
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（

年
度
計
画
）

中
期
計
画

共
通
項
目

◯各病院の役割や機能、特色、治療方針、地域医療機関との連携状況及び経営状況について市民及び患者に広く知っても
らうため、広報誌やホームページを活用して、積極的に情報を発信する。

年
度
計
画
の
進
捗

具体的な取り組み 法人の自己評価（実施状況、判断理由）

中
央
市
民
病
院

引き続き、市民への情報提供を強化するために、ホームペー
ジの充実や適宜更新に努めるとともに、患者向け広報誌「し
おかぜ通信」を定期的に発行する等市民に適切な情報をわか
りやすく提供する

・新型コロナウイルス感染拡大の影響下において、市民への
情報発信のツールとして、ホームページを活用し、新型コロ
ナウイルス感染症専用ページを作成し、迅速に情報を掲載す
るなど効果的な情報発信に務めた。
・患者向け広報誌「しおかぜ通信」の発行（年２回）や取材
への応対を通じ、院内の状況を発信するほか、通常診療につ
いても、ホームページ充実の他、医療推進マガジン等、様々
な手法を用いて情報を発信した。
・情報をわかりやすく提供するためにホームページの全面リ
ニューアルを行った。
・新築・移転10周年記念動画を作成しホームページやM-INT
ビジョン（ミント神戸）、三宮センター街大型ビジョンで発
信した。また、神戸医療産業都市の一般公開でも動画を公開
した。
・NHKより救命救急センターの密着取材をしたいと依頼が
あった。11月から12月にかけて撮影があり、令和４年４月に
「１００カメ」で放送予定。

利用者及び一般市民を対象とした広報誌「虹のはし」の発行
等を通じて、診療情報や新しい取り組みについて情報を提供
する西

市
民
病
院

・利用者及び一般市民を対象とした広報誌「虹のはし」を定
期的に発行（年３回）し、診療情報や医療スタッフの役割、
新しい取り組みについて情報を発信した。

西
神
戸
医
療
セ
ン
タ
ー

引き続き、市民への情報提供を強化するために、ホームペー
ジを充実させ、適宜更新に努めるとともに、患者向け広報誌
「そよかぜ」を定期的に発行する等市民に適切な情報をわか
りやすく提供する

・患者及び一般市民を対象とした広報誌「そよかぜ」を定期
的に発行し、各診療科が持ち回りで更新する診療科紹介や、
当院で取り組んでいる効率的ながん治療法の紹介、更新した
大型医療機器の説明、新型コロナウイルス感染症に関する対
応等、市民に向けて分かりやすく情報を発信した。
・ホームページはリニューアルを行い、市民等にわかりやす
く新しい情報を提供することに努めた。

ホームページ等を通じて、診療情報や新しい取り組みについ
て市民に分かりやすく提供するとともに、定期的な広報を行
うことで、積極的に市民への情報提供を行う

・ホームページを通じて、新型コロナウイルス感染症に対す
る対応、新たな臨床研究の情報、行事食のお知らせ等、病院
の新たな取り組みを分かりやすく提供した。
・新しく開始するiPSを用いた臨床研究（網膜色素上皮
（RPE）細胞凝集紐移植）について記者会見を行い、市民に
も分かりやすい情報提供に務めた。
・国内外からの視察（文部科学大臣、日台交流サミット等）
や国内外の取材対応（国内各マスメディア、韓国国営局等）
にも幅広く対応した。
・定期的に患者向け広報誌の発行（年４回発行）を行い、兵
庫県内の電子書籍を無料で閲覧できる兵庫イーブックスへの
掲載を開始した。
・世界緑内障週間の啓発活動（ライトアップ＆グリーン活
動）に継続して参加するとともに、今年度より、緑内障に関
する動画放映及び職員がオリジナルＴシャツを着用して業務
にあたり、啓発活動を行った。
・待合のサイネージで、各疾患の説明動画や点眼方法に関す
る動画放映を開始した。【再掲】

神
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ホームページを通じて、市民に迅速かつ積極的な情報発信を
行う

・ホームページの全面リニューアルを行い、内容の充実を図
るとともに、産科、ダヴィンチについて特化したサイトを作
成した。また、各疾患の症状や予防等について動画配信を活
用し、積極的な情報発信に努めた。

市民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置

共通の役割

第１

2

4(3) 市評価

中期目標
市民及び患者に対し、市民病院の役割、機能及び経営状況などについてホームページ等によりわかりやすく情報提供を行
うとともに、健康づくりのための情報発信を積極的に行うことにより、市民及び患者へ開かれた病院になるよう務めるこ
と。

自己評価 4市民への情報発信
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（

年
度
計
画
）

中
期
計
画

共
通
項
目

◯市民の健康向上のため、最新の治療情報や日常生活の注意点等を公開講座、各種教室等を通じて発信し、市とともに健
康づくり施策に取り組む。

具体的な取り組み 法人の自己評価（実施状況、判断理由）

糖尿病教室や禁煙教室、がん患者サロン等各種患者向け教室
及び「身近な保健医療講座」、「がん市民フォーラムｉｎ
ＫＯＢＥ」等の市民向け講座を、動画作成やその公開等、新
型コロナウイルス感染症拡大防止策を講じた上で、開催と充
実に取り組む

中
央
市
民
病
院

健康・疾病予防・疾病と食事の関連を具体的に示し、情報を
発信する

・しおかぜ通信にて塩分と疾患の関係について説明し、上手
な減塩の仕方と疾病予防について情報発信を行った。

糖尿病教室や消化器病教室等、各種患者及び市民向け教室の
開催や、新型コロナウイルス感染症の感染拡大期は、集合型
教室の代替としてホームページ上でスライドや動画を配信し
て情報提供を行う

・例年、患者や市民に各疾患についての教室を開催し地域へ
の情報発信を行っているが、新型コロナウィルス感染症感染
拡大防止のため集合型教室を中止し、病院ホームページ上で
スライドや動画を閲覧できるようにした。

がん相談支援センターにおいて、がん患者への支援や情報提
供を行い、「がん市民フォーラムｉｎ ＫＯＢＥ」、がんサ
ロン開催や暮らしの相談（就労支援）に取り組む等、がん患
者支援の強化を図る

西
市
民
病
院

市民公開講座や患者向け教室において、医師やコメディカル
がそれぞれの立場で講師を行うとともに、オンライン開催の
実施等を検討し、市民の健康向上や患者へのきめ細かい情報
提供に努める

・感染状況を考慮しながら、患者向け教室を開催（禁煙１
回、小児アレルギー９回、糖尿病12回、市民公開講座６回）
するとともに、オンラインによる開催やホームページ・動画
配信（視聴総件数25,583件/５テーマ）を活用して健康づく
りにむけた地域への情報発信を行った。

・国立がん研究センターの認定を受けた「認定がん相談支援
センター」の認定更新を行い、より一層、がん患者への支援
や情報提供などの充実を図った（認定期間令和３年１月～令
和６年12月）。
・がん相談担当者の離席時等不在時においても、随時相談受
付が可能となるよう録音装置等の設備を充実させて（平成29
年５月）利便性の向上を図っており、継続して電話による相
談も受け付けている。
・令和元年10月より兵庫県社会保険労務士会と連携した社会
保険労務士による相談会「がん患者さんのための仕事と暮ら
しの相談会」は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止
のため、定期実施はできなかったものの、感染の流行状況等
を考慮しながら開催した（６件）。

・新型コロナウイルス感染症の流行により、禁煙教室、糖尿
病教室、腎臓病教室の開催についてはやむなく見送ったが、
「糖尿病教室だより」をはじめ、各教室に関する広報紙をＷ
ＥＢ上等で定期的に発行するなど、可能な限り患者の療養サ
ポートに引き続き努めた。
・新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から、身近な保
健医療講座とがん市民講座をＷＥＢで公開し、患者や市民へ
の情報提供を行った。

院内外を問わず、あらゆるがんの患者やその家族への開かれ
た相談窓口としてがん相談支援センターを運営していく

年
度
計
画
の
進
捗

地域がん診療連携拠点病院として、院内外を問わず、あらゆ
るがんの患者やその家族への開かれた相談窓口として運営し
ていく

・がん相談支援センターに相談員が常駐し、院内外問わず、
がん相談を実施した（704件）

・がん患者やその家族を対象としたがんサロンは感染防止の
観点から実施を見送った。
・社会保険労務士による「がん患者の仕事と暮らしの相談
会」とハローワークによる「就労支援相談会」は毎月開催し
た。
・新型コロナウイルス感染症の影響により、がん市民フォー
ラムの開催は見送ったが、ホームページ上で動画配信を実施
した。
・ウィッグの展示や、がんに関する書籍・パンフレットの設
置等、がん関連の資料の充実を図った。

西
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戸
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316

（前年度比） (％) 2,633.3 99.0 91.3 118.2

がん患者相談受付件数 (件) 15 395 391 357 422

関連指標（中央市民病院） H28年度 H29年度 H30年度 R1年度

特筆すべき事項

抜本的改善が必
要な事項

＜法人の自己評価：評価を「５」または「１」とした場合のみ記載＞

ＮＥＸＴ ＶＩＳＩＯＮと連携し、市民公開講座を行う

・ＮＥＸＴ　ＶＩＳＩＯＮ主催の「ロービジョンの集い」
に、アイセンター病院としても参画し、当院での遺伝子検査
の取組みについて講演を行った（参加者：159名）。【再
掲】

関係団体と連携のもと、生活支援等に関する情報を発信し、
治療のみならず生活支援も含めた橋渡しの役割を果たす

・新型コロナウイルス感染症対応として、オンラインでの相
談窓口等を設置し、遠隔での相談業務を継続した。【再掲】
・身体障害者手帳（視覚）の取得要件に該当する方をＮＥＸ
Ｔ ＶＩＳＩＯＮへ紹介し、障害者手帳取得の具体的な手続
きや、取得により得られる公的な支援の説明を行う等、障害
者手帳の取得に関する支援を実施した。【再掲】

神
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R1年度 R2年度 5年平均 R3年度
5年平均比

986 711

R2年度 5年平均 R3年度
5年平均比

880 704

95.7 72.1 80.0

2

3,329,416

29

3

245,118

613

194.0

777 498 782 1,079

78.9 64.1 137.9

がん患者相談受付件数 (件) 735 917

関連指標（西神戸医療センター）

がん患者相談受付件数 (件) 691 983 1,030

（前年度比） (％) 124.8 107.4

985

H28年度 H29年度 H30年度

（前年度比） (％) 142.3 104.8

各種教室等開催回数 （回） 33 33 33 28 4 26 0

（前年度比） (％) 100.0 100.0 84.8 14.3 0.0

市民向け広報発行回数 （回） 4 4 4 3 2 3

（前年度比） (％) 100.0 100.0 75.0 66.7 58.8

ホームページアクセス回数 （回） 3,144,352 2,704,874 2,952,299 3,288,718 3,792,751 3,176,599

（前年度比） (％) 86.0 109.1 111.4 115.3 104.8

関連指標（西市民病院） H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 5年平均 R3年度
5年平均比

各種教室等開催回数 （回） 26 33 35 35 14 29

（前年度比） (％) 126.9 106.1 100.0 40.0 101.4

市民向け広報発行回数 （回） 3 3 3 3 3 3

（前年度比） (％) 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

ホームページアクセス回数 （回） 82,895 127,592 201,596 214,940 236,248 172,654

（前年度比） (％) 153.9 158.0 106.6 109.9 142.0

0

（前年度比） (％) 53.3 181.3 127.6 16.2 0.0

各種教室等開催回数 （回） 30 16 29 37 6 24

3

（前年度比） (％) - 100.0 100.0 100.0 -

市民向け広報発行回数 （回） #REF! 3 3 3 3 #REF!

498,879

（前年度比） (％) 99.4 205.0 110.4 145.0 144.6

ホームページアクセス回数 （回） 180,726 179,625 368,202 406,518 589,395 344,893

関連指標（神戸アイセンター病院） H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 5年平均 R3年度
5年平均比

（前年度比） (％)

各種教室等開催回数 （回）

4

（前年度比） (％) 100.0 100.0

市民向け広報発行回数 （回） 4 4 4 4

90,838

（前年度比） (％) 123.9 108.0 101.2

ホームページアクセス回数 （回） 75,268 93,259 100,760 89,762
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業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置

優れた専門職の確保と人材育成

第２

１

4

就職説明会への参加や各種媒体を用いた積極的な採用活動を
展開するとともに、Ｗｅｂも活用しながら看護師養成学校へ
の訪問を行うなど、引き続き、優れた職員の確保に努める

・看護職員
新型コロナウイルス感染症の影響により、看護職員の確保が
難しい中、今年度も「特別推薦選考」を実施し、必要数の確
保に努めた。また、学校訪問や現場での病院見学会の実施が
難しい中、オンラインで実施するなど工夫して取り組みを進
めた。
・事務、医療技術職員
筆記試験については、検温の実施やソーシャルディスタンス
の確保で感染対策を行うとともに、面接試験については、Ｗ
ＥＢ面接を導入するなど柔軟な対応を行い、必要数の確保に
務めた。

段階的な診療報酬請求業務の内製化について、検討を行う
・新型コロナウイルス感染症の影響等もあり、着手できてい
ない状況であり、令和４年度に検討を進めていく必要があ
る。

診療報酬請求業務の見直しのための取り組みを進めるととも
に、医事課中堅職員等で編成するプロジェクトチーム等によ
り、制度を熟知した職員の人材育成の強化に着手する

・新型コロナウイルス感染症の影響等もあり、着手できてい
ない状況であり、令和４年度に検討を進めていく必要があ
る。

柔軟な採用形態を用いて、引き続き、専門的な知識や経験を
有する職員の確保に努める

・将来性のある新卒世代の人材確保に努めた。
・新型コロナウイルス感染拡大が続く中、即戦力として活躍
できる人材を対象とした年度途中採用選考についても実施し
た。
【実績】
・令和３年度途中採用　７名（うち、看護職員２名、薬剤師
２名、臨床研究コーディネーター１名、視能訓練士１名、理
学療法士１名）
・令和４年４月採用　314名（うち、看護職員266名、薬剤師
７名、臨床検査技師３名、診療放射線技師３名、理学療法士
６名、言語聴覚士１名、作業療法士３名、視能訓練士１名、
臨床工学技士７名、管理栄養士４名、看護補助者４名、事
務・技術職員９名）

医療従事者が安全に、かつ安心して医療の提供に専念できる
環境を整えるとともに、モチベーションの維持につながる制
度の創設・確保に努める。【新型コロナウイルス感染症関
係】

・新型コロナウイルス感染症対応の最前線で、日々奮闘して
いる全機構職員に対し感謝の気持ちとして、慰労金を支給す
るなど、職員のモチベーション維持に務めた。

集中治療看護に要する技術を備えた看護師を育成するため
に、必要数に加えた採用を行う。【新型コロナウイルス感染
症関係】

・集中治療看護に要する技術を備えた看護師育成のため、令
和３年度より必要数より50名多く採用することで、育成に努
めている。

(1) 市評価

中期目標
病院で働く職員の能力の高度化及び専門化を図るため、職員の資格取得等に対する支援や研究制度の充実など人材育成に
努めること。特に、病院経営や臨床研究に必要な専門知識を持つ人材の育成にも努めること。

共
通
項
目

○市民病院職員としての使命感を持ち、高い専門性と協調性、豊かな人間性を兼ね備えた医師、看護師、コメディカルス
タッフ、事務職員等の確保・育成に継続して取り組む。
○すべての職員が必要な技能や知識を習得できるよう教育及び研修制度を充実し、４病院体制での人事交流やジョブロー
テーションの観点を踏まえ、指導者も含めた次世代医療を担う人材を育成する。特に病院経営や臨床研究に関する人材確
保と育成に努める。

具体的な取り組み 法人の自己評価（実施状況、判断理由）

（

年
度
計
画
）

中
期
計
画

〇医療従事者が安全に、かつ安心して医療の提供に専念できる環境を整えるとともに、モチベーションの維持につながる
制度の創設・確保に努める。【新型コロナウイルス感染症関係】
〇集中治療看護に要する技術を備えた看護師を育成するために、必要数に加えた採用を行う。【新型コロナウイルス感染
症関係】
○職員一人ひとりがより良い将来の展望を持てるよう、働きがいのある職場環境を構築するとともに働き方の改革を推進
し、優れた専門職の確保と人材育成に取り組む。
○女性の活躍できる労働環境の整備を推進するとともに、全職員がワークライフバランス（仕事と生活の調和）と自己研
鑽の両立が可能となるよう取り組む。特に医師については、国の動向も踏まえ、積極的に時間外勤務時間の削減に努め
る。

自己評価 4職員の能力向上等への取り組み
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・新型コロナウイルス感染症の影響により、令和３年度の４
病院合同学術研究フォーラムは中止となった。

事務職員について、優秀な職員確保・育成のためのワーキン
グチームによる検討を継続し、採用活動及び基礎教育期間の
教育の大幅な見直しを行うとともに、キャリアパスへの取組
みを開始する

・日本専門医機構及び基本領域の学会からの情報収集を積極
的に行った上で採用活動を行った。
・新専門研修プログラムの各領域の関係施設と連携を図り、
専攻医の相互派遣なども引き続き実施した。

臨床研修センターが中心となって研修環境の整備や研修生活
の充実等の支援を行うことにより、研修医のモチベーション
の向上を図る

・専任の事務担当者を配置し、事務的なサポートや相談役を
継続して行った。また、隔月でレジデントミーティングを実
施し、現状の問題点の拾い上げや、その他の相談を受け付
け、医師をはじめとしたセンタースタッフが直接、研修医の
相談相手となり、モチベーションの向上に努めている。

・新型コロナウイルス感染症対策のため集合研修は実施して
いないが、英語論文の書き方、基礎的な統計手法と関連ソフ
トの使い方などをテーマにＷＥＢ形式によるセミナーを11回
開催し、機構全体で延べ230名以上が参加した。

法
人
本
部

薬剤師レジデント制度、リハビリ職員レジデント制度、管理
栄養士レジデント制度、放射線技師レジデント制度を活用
し、優れた医療スタッフの育成ならびに確保に努めるととも
に優れた専門職を地域に輩出する

・薬剤師レジデント制度を引き続き活用するとともに、レジ
デント教育を充実・定着させるために、教育内容の評価基準
を策定した。
・リハビリテーションレジデント制度を活用し、有望な人材
の確保および地域包括ケアシステムを見据えて地域に人材を
輩出するため、メンターシップの導入により教育・診療レベ
ルの向上に努めた。
・より臨床に対応できる管理栄養士の育成を目指すため、管
理栄養士レジデント制度を活用し、教育を行った。
・各レジデント数は、理学療法士（26名）、作業療法士（３
名）、言語聴覚士（７名）、薬剤師（９名）、診療放射線技
師（５名）、管理栄養士（４名）【令和４.４.１現在】

４病院合同学術研究フォーラムを開催して研究発表の機会を
設け、職員の専門性、学術研究に対する意識の向上を図る

・ワーキングでの検討を基に、キャリアパスを設定し、また
基礎教育期間における教育を見直した。
具体的には、入職１年目を対象に「病院マネジメント基礎講
座」として６講座、入職５年目を対象に「病院マネジメント
応用講座」として５講座実施し、配属先病院・部署・業務内
容に関わらず病院職員として統一した育成を開始した。

各階層における研修や、資格取得支援制度、研究休職制度、
短期国内外派遣制度、自己啓発等休業制度及び看護職員に対
する留学制度を継続的に実施し、職員の資質や専門性の向上
を図る

・引き続き、資格取得支援制度、看護職員長期留学制度等を
実施し、職員の専門性の充実を図った。
【実績】
資格取得支援制度：39名、看護職員長期留学制度：３名、助
産師学校留学制度：1名、看護職員大学院留学制度：３名
・すべての職員が必要な技術や知識を習得できるよう、各階
層や職種毎における研修を実施した。

人材育成センターを利用した教育・研修機能を強化するとと
もに、多職種研修等の企画・実施により、優れた能力と豊か
な人間性を持った医療人を育成する

・全ての職種を対象に、病院職員の資質向上のための能力開
発・スキルアップ支援を目的とし、教育・研修の充実を図っ
た。
・定例研修として、階層別研修、コーチング研修（月１回*
６ヵ月）などを実施した。

学術研究支援部門内外のスタッフによるセミナー、講習会を
開催し、学術研究の一助とする

ｅラーニングの活用による多職種教育の実施等、職員の必要
な技能や知識の習得に向けた支援を行う

・すべての職員が必要な技能や知識の習得ができるよう引き
続きｅラーニングの活用を図り、多職種教育の実施、充実を
図った。
・医療保険制度やＤＰＣ制度等について研修を実施し、病院
事務職員として病院経営に必要な知識の習得、人材育成に努
めた。

臨床実習や臨床研修、専門医研修等の支援体制の構築を進め
る

・新専門医研修プログラムの各領域の関係施設と連携を図
り、専攻医の相互派遣などを引き続き行った。
・動画作成・配信等を活用し、引き続き臨床実習の充実を
図った。

西
市
民
病
院

年
度
計
画
の
進
捗

中
央
市
民
病
院

新専門医制度に円滑に対応し、人材の確保に繋げるため、臨
床実習や臨床研修、専門医研修等の支援体制の構築を進める
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学会や院内外の研修会等にも積極的に参加し、すべての職員
が必要な技能や知識の習得に努める

・人材育成を強化するため、毎週水曜日を研修日とし、医師
による眼科疾患に関する勉強会、各部署において学会発表を
行った内容の報告、接遇研修等、幅広い内容の研修を実施し
た。【再掲】
・スタッフサイトを開設し、研修に参加できない職員のため
に各研修内容を動画で配信した。【再掲】
・学会発表78件（内訳：医師72、看護師2、薬剤師2、視能訓
練士1、管理栄養士1）（前年度比▲7件増加）
・論文56件（うち英語論文16件、国内・国外の査読のある雑
誌に掲載されたもの27件）（前年度比34件）【再掲】

研修を全職員が受講できるようスタッフサイトを活用したＷ
ＥＢ配信を行う

・スタッフサイトを活用し、研修に参加できない職員のため
に各研修内容を動画で配信した。【再掲】

年
度
計
画
の
進
捗

事務職員を含めた研修環境の構築のほか、各職種への教育体
制の充実等に引き続き取り組むことにより、職員の資質や専
門性の向上を図り、病院運営の中心となるべき人材を育成す
る

・診療報酬や医療法・医師法等関連法規、医療従事者に必要
なコンプライアンス等についての基礎研修会を開催し、病院
事務職員として必要な知識を学んだ。

神
戸
ア
イ
セ
ン
タ
ー

病
院

目標をもって人材育成に取り組むため、病院年度計画を踏ま
えた各部門計画を策定し、進捗管理していく

・部門計画の項目に「人材育成」のカテゴリーを設け、教育
の観点からも各部門において計画を策定し、院長ヒアリング
（年３回）において進捗確認を行った。

学術研修部を中心に、臨床実習や臨床研修、専門医研修等の
研修支援体制の充実を図る。また、学術研究の支援のためセ
ミナー、講演会を開催する

・新専門医制度の開始に伴い、従来の初期臨床研修に係る管
理委員会に加えて、新専門医制度プログラム管理委員会を組
織し、専門医研修の進捗状況の確認のほか指導医やその他医
療職からの360度評価等を行うなど支援体制の充実を図っ
た。
・職員の学術意欲を高め、当院の学術の発展を図ることを目
的に、学術研修部運用委員会主催による「ＮＫＭＣ　Ｂｅｓ
ｔ　Ｉｎｖｅｓｔｉｇａｔｏｒ　Ａｗａｒｄ 2021」を実施
し、秀でた学術研究を顕彰した（応募件数：学会発表部門５
件、論文発表部門４件）。

西
神
戸
医
療
セ
ン
タ
ー

研修が機能向上に結び付くよう病院年度計画を踏まえた各部
門計画を策定し、進捗管理していく

・部門計画の項目に「人材育成」のカテゴリーを設け、教育
の観点からも各部門において計画を策定し、院長ヒアリング
（年３回）において進捗確認を行った。【再掲】

機能向上推進室を設置し、人材育成をより積極的に進めるこ
とで、医療機能や患者サービス等の機能向上を図る

・人材育成を強化するため、毎週水曜日を研修日とし、医師
による眼科疾患に関する勉強会、各部署において学会発表を
行った内容の報告、接遇研修等、幅広い内容の研修を実施し
た。【再掲】

多職種勉強会やコンセプト研修に加えて、院内発表会を実施
するなど研修の充実を図る

・コンセプト研修として、全職員を対象としたアイセンター
全体研修を２回実施した（髙橋研究センター長によるアイセ
ンターの理念を共有するための講演会）。【再掲】
・人材育成委員会の新たな取り組みとして、ＮＥＸＴ ＶＩ
ＳＩＯＮと共同し、パッチアダムスが実践するウェルビーイ
ングの精神を学ぶ対話力研修を実施し（計８回）、市民病院
機構全体で受講可能な研修とした。【再掲】

院内での部門ごとの勉強会や複数部門合同での勉強会を実施
する

・全部署において、各テーマを決めて、部署内で勉強会を実
施した。【再掲】
・年間の研修プログラムにて、各部門からも発表等を行い、
幅広い内容の研修を実施した。
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＜法人の自己評価：評価を「５」または「１」とした場合のみ記載＞

R3年度
5年平均比

専門医数（延人数）
※平成27年度より常勤職員数へ変更

(人) 288 343 321 332 364 330 403

関連指標（中央市民病院） H28年度 H29年度 H30年度 R1年度

特筆すべき事項

抜本的改善が必
要な事項

認定医数（延人数）
※平成27年度より常勤職員数へ変更

（前年度比） (％) 119.1 93.6

R2年度 5年平均

103.4 109.6 122.3

(人) 169 220 193 194 205 196 215

109.6

専門看護師数（合計） (人) 13 13 11 12 12 12 15

（前年度比） (％) 130.2 87.7

臨床教授等（延人数） (人) 23 21 25

119.0

(人）

（前年度比） (％) 100.0 84.6

　認定看護師数（合計）

（前年度比） (％) 91.3

123.0

(人） 33 33 29 30 34 32 33

139 137

100.5 105.7

109.1 100.0

22 19 20 21

104.8 86.4 105.3

136 145 142 140

103.4 113.3 103.8（前年度比） 100.0 87.9

R2年度 5年平均 R3年度
5年平均比

(人) 125 120 120 123 126 123 129
専門医数（延人数）

※平成27年度より常勤職員数へ変更

関連指標（西市民病院） H28年度 H29年度 H30年度 R1年度

（前年度比） (％) 92.4 102.4

102.5 102.4 105.0

(人) 92 85 87 88 89 88 77

（前年度比） (％) 96.0 100.0

101.1 101.1 87.3

(人) 4 5 5 5 5 5 5

5

100.0 100.0 104.2

（人） 7 9 10 10 11 9 11

（前年度比） (％) 125.0 100.0

100.0 110.0 117.0（前年度比） 128.6 111.1

認定医数（延人数）
※平成27年度より常勤職員数へ変更

専門看護師数（合計）

認定看護師数（合計）

126　研修指導医数

（前年度比） 98.6 99.3 106.6 97.9 90.1

臨床教授等（延人数） (人) 6 6 6 5 2 5

（前年度比） (％) 100.0 100.0 83.3 40.0 100.0

(人） 19 16 37 45 41 32 38研修指導医数

（前年度比） 84.2 231.3 121.6 91.1 120.3

4

（前年度比） (％) 133.3 75.0 66.7 0.0 166.7

研究休職制度等利用者数 (人) 3 4 3 2 0 2

(人） 36 15 12 11 6 16 17　資格取得支援制度利用者数

（前年度比） 41.7 80.0 91.7 54.5 106.3

1

（前年度比） (％) 50.0 100.0 100.0 0.0 100.0

研究休職制度等利用者数 (人) 2 1 1 1 0 1

(人） 9 3 9 10 1 6 11資格取得支援制度利用者数

（前年度比） 33.3 300.0 111.1 10.0 171.9
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156 162 167 161 166(人) 162 156

（前年度比） (％) 97.5 85.7

103.8 103.1 103.4

(人) 79 77 66 70 77 74 92

（前年度比） (％) 96.3 100.0

110.0 124.7

(人) 5 5 5 6 7 6 7

4

87.5 100.0 95.9（前年度比） 107.1 106.7

120.0 116.7 125.0

（人） 14 15 16 14

認定医数（延人数）
※平成27年度より常勤職員数へ変更

専門看護師数（合計）

認定看護師数（合計）

R2年度 5年平均 R3年度
5年平均比

専門医数（延人数）
※平成27年度より常勤職員数へ変更

関連指標（西神戸医療センター） H28年度 H29年度 H30年度 R1年度

14 15 14

（前年度比） (％) 100.0 100.0

106.1

臨床教授等（延人数） (人) 8 7 4 4 4 5

（前年度比） (％) 87.5 57.1 100.0 100.0 74.1

(人） 90 89 101 117 140 107 103研修指導医数

（前年度比） 98.9 113.5 115.8 119.7 95.9

2

（前年度比） (％) 50.0 0.0 - 0.0 250.0

研究休職制度等利用者数 (人) 2 1 0 1 0 1

137.5 63.6 28.6 142.9

(人） 7 8 11 7 2 7 10資格取得支援制度利用者数

114.3

2

（前年度比） (％) 200.0 100.0 120.0

臨床教授等（延人数） (人) 1 2 2 2

90.0

(人） 4 4 2 3 3研修指導医数

研究休職制度等利用者数 (人) 0 0 0 0

85.7 116.7

専門医数（延人数）
※平成27年度より常勤職員数へ変更

(人) 8

150.0

(人） 1 1 0 1 1資格取得支援制度利用者数

0

（前年度比） (％)

（前年度比） 100.0 0.0

（前年度比） 100.0 50.0

120.0

6 7 7

（前年度比） (％) 125.0 80.0

7

（前年度比）

認定医数（延人数）
※平成27年度より常勤職員数へ変更

(％)

9

8

10

115.4

関連指標（神戸アイセンター病院） H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 5年平均 R3年度
5年平均比

（前年度比）

10 8

(人)
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〇職員一人ひとりがより良い将来の展望を持てるよう、働きがいのある職場環境を構築するとともに働き方の改革を推進
し、優れた専門職の確保と人材育成に取り組む。
〇女性の活躍できる労働環境の整備を推進するとともに、全職員がワークライフバランス（仕事と生活の調和）と自己研
鑽の両立が可能となるよう取り組む。特に医師については、国の動向も踏まえ、積極的に時間外勤務時間の削減に努め
る。

（

年
度
計
画
）

中
期
計
画

③

業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置

優れた専門職の確保と人材育成

第２

１

3(2) 市評価

・引き続き、主任選考を実施し、優秀な職員を積極的に登用
した。
・主任選考（看護職員以外）
【主任選考結果】
合格者18名（全て固有職員）
職種別内訳（薬剤師４名、臨床検査技師３名、診療放射線技
師４名、理学療法士１名、視能訓練士１名、心理判定員１
名、事務職員４名）
・主任選考（看護職員）
【主任看護師選考結果】
合格者６名（うち、固有職員５名、市派遣職員１名）

②

年
度
計
画
の
進
捗

職務発明規程に基づき、産業財産権の管理を適切に行う体制
を構築する

・職務発明規程に基づき、１件の職務発明認定を行った。

法人職員の主任選考を実施し、意欲の高い職員を積極的に登
用する

中期目標
職員の努力や貢献度が適正に評価され、ワークライフバランス（仕事と生活の調和）が実現される人事給与制度を構築す
るなど、職員が意欲的に働くことができ、やりがいのある病院となるよう努めること。

法
人
本
部

◯全職員が意欲的に働くことができるよう、職員の能力や貢献度が各病院の特性に応じて適正に評価される人事給与制度
を構築する。

①
全職種において人事評価を実施し、組織目標の達成や個人の
能力伸長を図る

・医師
平成28年度から、機構独自の人事評価制度を４年間試行実施
し、令和２年度から本格実施した。
・医師以外
平成28年度から、神戸市と同様に人事評価制度を本格実施し
ており、人事評価結果を勤勉手当及び査定昇給へ反映してい
る。課長級以下については、職員のモチベーション向上のた
め、神戸市に準じて、勤勉手当への反映拡大を行った。

具体的な取り組み 法人の自己評価（実施状況、判断理由）

自己評価 3職員が意欲的に働くことのできる人事給与制度の構築
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Ｗｅｂ会議システム、在宅勤務支援システムなどＩＣＴを積
極的に活用し、業務の効率化を進める

・Ｗｅｂ会議は法人全体で月平均147件、延6,670時間であ
り、通常の会議に加えカンファレンスや研修、採用面接等広
く活用されている。
・新型コロナウイルス感染症の感染対策として主に事務局を
対象とした在宅勤務制度導入した。

法人の自己評価（実施状況、判断理由）具体的な取り組み

育児・介護と仕事を両立できるよう、育児・介護に関する制
度の充実を図る

職員の出退勤時間を適切に把握するとともに、計画的な休暇
取得の推進等、職員の健康確保、ワークライフバランスの向
上、働きやすい職場づくりの推進を図る

・勤務管理システムにより職員の出退勤状況を適切に把握す
るとともに、計画的な休暇取得の実施を推進した。
・柔軟な出勤形態の導入を目指し、時差勤務制度の活用、診
療科において週末当番医制の導入促進を行った。
・研修及び会議について、ＷＥＢ開催を推進し、業務の効率
化及び参加の負担軽減を図った。

・新型コロナウイルス感染症の感染拡大の中、妊娠中職員の
就業による母体又は胎児の健康保持への対応として、産前休
暇に入るまでの希望する期間を休職（休業）できる制度を設
けている。
・妊娠、出産を希望する職員が退職することなく、妊娠のた
めに必要な期間について休職できるよう、令和３年度から家
庭支援休職制度を創設した。

西
神
戸
医
療
セ
ン
タ
ー

法
人
本
部

（

年
度
計
画
）

中
期
計
画

共
通
項
目

○全職員が高いパフォーマンスを発揮できるよう、ＩＣＴの活用や柔軟な勤務制度の導入を検討する。また、ワークライ
フバランスの確保に向けた取組みを実施する。

中
央
市
民
病
院

職種間の業務分担見直しや業務改善を行うとともに、国が進
める医師の働き方改革等に沿って、一層の時間外労働の削減
に取り組み、女性や子育て世代、介護者、病気治療者など、
すべてのスタッフの働きやすさや多様性を踏まえた労働環境
の整備に努める

・柔軟な出勤形態の導入を目指し、一部診療科にて早出・遅
出制を実施している。
・医師の時間外労働削減のため、令和４年１月に医局秘書を
６名新規導入した。
・令和２年10月に「仕事と生活の両立支援アンケート」を実
施し、労働環境の改善に向けた課題やニーズを把握した。
・各種申請や承認手続きの簡素化、柔軟な出勤形態に対応し
た新しい勤怠管理システムの導入に向けた準備や、育児・介
護休暇や時短制度、福利厚生について相談できる窓口を設置
した。

育児をしながら安心して勤務が続けられるよう、引き続き院
内保育所の利用しやすい運営に努める。また、病児保育につ
いても利用しやすい運営となるよう努め、職員が働きやすい
職場づくりをより一層図る

・ベビーシッター利用割引券制度を継続運用。令和３年度よ
り電子券化に対応。
・院内保育所の設置及び21時までの延長保育を継続実施。登
降園管理システムを導入。運用管理の効率化を推進。
・院内保育所の受け入れ定員を25人増加し最大145人へと変
更。
・病児保育室の運用を平成28年度より開始（利用者数延べ
343名）（新型コロナウイルス感染症対応に伴い病児保育室
は令和３年６月より閉室中）。

医師事務作業補助者の外来への導入拡大等のタスクシフティ
ングを推進するとともに、令和２年度に実施した各会議室等
へのＷｅｂ会議システム環境整備や会議用タブレットＰＣな
どＩＣＴを活用した業務の効率化を進め、柔軟な勤務制度の
活用等による時間外労働の適正化など、働き方改革を進める

・医師事務作業補助体制の安定的な運営を目的とした医療ク
ラーク室を設置し、外来診察室への更なるドクターズクラー
ク導入、退院サマリーやクリニカルパス入力補助などのタス
クシフティングの推進に取り組んだ。
・医師の負担軽減に向けた取り組みとして、看護師による静
脈路確保等タスクシフト／シェアを推し進めた。
・時差勤務制度の積極的な活用による時間外勤務の縮減に取
り組んだ。
・予定手術前日に当直勤務とならない外科系当直当番表の調
製に加え、外来前日に当直勤務とならない内科系当直当番表
の調製にも取り組んだ。

育児をしながら安心して勤務が続けられるよう、引き続き院
内保育所の利用しやすい運営に努める。また、病児保育所の
運営を行い、働きやすい職場環境づくりを図る

・育児をしながら安心して勤務が続けられるよう、引き続き
院内保育所及び病児保育所を運営し、働きやすい職場環境づ
くりを図った。
（参考）病児保育所
・令和３年２月より開始
・令和３年度利用者数（職員：209名、一般：68名）

テレワーク環境を活用し、自宅から電子カルテシステムを参
照することで、専門的判断を求められた場合の診療支援を行
うとともに、医師の勤務負担の軽減を図る

・電子カルテ用テレワーク環境を活用し、自宅から電子カル
テシステムを参照することで、専門的判断を求められた場合
の診療支援を行うとともに、医師の勤務負担の軽減を図っ
た。

西
市
民
病
院

年
度
計
画
の
進
捗

育児をしながら安心して勤務が続けられる環境づくりに取り
組む。また、病児保育の運営については、地域の病児に対す
る受け入れと併せて行う

・子育てをしながら働きやすい環境づくりの一環として、院
内保育所を継続的に運営し、病児保育及び20時までの延長保
育も引き続き実施した。
・10月からは地域の病児の受け入れを開始した。
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年
度
計
画
の
進
捗

年
度
計
画
の
進
捗

（

年
度
計
画
）

中
期
計
画

神
戸
ア
イ
セ
ン
タ
ー

病
院

勤務管理システムの導入により職員の出退勤時間を適切に把
握するとともに、職員の健康確保、ワークライフバランスの
向上、働きやすい職場環境づくりの推進を図る

・部門ごとの時間外勤務目標値を設定するともに、各部門長
に時間外勤務及び年休取得の状況報告を毎月行い、効率的な
業務を促した。
・勤怠管理システムを導入することで、所属長が出退勤の時
間を管理することが可能となった。

院内保育及び病児保育については、中央市民病院と連携し、
育児をしながら安心して勤務が続けられる体制を確保する

・医師の負担軽減を図るため、医師事務作業補助者として、
外来クラーク（85名）、医師事務作業入力（11名）、救急ク
ラーク（１名）を引き続き配置した。

ＤＰＣ管理室において、引き続き代行入力を行い、医師の負
担軽減に努める

・令和２年４月からＤＰＣ管理室の体制を強化し、医師の負
担軽減を図るため病名の代行入力を行った。

共
通
項
目

○医師をはじめとする職員の負担軽減と医療の質の向上を両立させるため、業務の効率化を進めるとともに、業務の量や
質に応じた適切な人員配置を行う。

具体的な取り組み 法人の自己評価（実施状況、判断理由）

健康診断受診率100％の達成や面接指導の取組みをはじめ、
健康確保のための就業上の措置を計画的に推進する

・定期健康診断、メンタルヘルスチェックなどの各種健康診
断を実施するとともに、医師の面接指導や医療機関受診を勧
奨するなど、アフターフォローも行うことで、職員の健康確
保のための取り組みを行った。
・新型コロナウイルス感染症に対応する職員の心身の健康確
保のため、各病院において「メール相談」・「電話相談」を
行うとともに、ホテル等の宿泊施設を確保している。

・院内保育及び病児保育については、中央市民病院と連携
し、育児をしながら安心して勤務が続けられる体制確保を継
続した。

特定行為に係る看護師の育成支援など、タスク・シフト/
シェアの取組みを進める

・看護職員について、特定行為研修を組み込んだ認定看護師
教育課程の研修に職員を派遣するなど、特定行為に係る看護
師の育成支援の取り組みを進めている。
・その他コメディカル職種についても、業務範囲拡大に伴う
指定研修費用について機構で負担するなど、職員へ積極的に
受講を促し、タスク・シフト／シェアへの取り組みを進めて
いる。

中
央
市
民
病
院

外来クラークと文書作成補助等を行う医療クラークについ
て、医師の負担軽減に繋がるよう引き続き業務内容の検討を
行う

多職種連携のもとタスク・シフト/シェアの推進、業務の効
率化、労働時間の適正化など、医療従事者の負担軽減、働き
方改革の推進に取り組む

・日中の患者搬送や介助補助等を行う病院業務員に加え、引
き続き夜間看護補助者を配置し、看護職員及び看護補助者と
の業務分担・協働の推進、看護職員の負担軽減、働き方改革
の推進に取り組んだ。

法
人
本
部

病棟クラーク、ナースエイド、令和３年２月より新たに配置
した夜間看護業務補助者を活用し、看護職員等の負担軽減を
図る

・患者搬送や介助補助等の患者周辺業務を行う病院業務員
（ナースエイド）及び文書入力等の機器操作に関する業務等
を行う病棟クラークの配置を継続し、看護師の負担軽減を
図った。
・令和３年２月より夜間看護補助者の配置を開始し、患者の
移送・移乗の補助、食事の配下膳、環境整備、物品補充など
を行った。

外来クラークや病棟クラーク等の配置を継続し、職種間の連
携や役割分担により、医師・看護職員の負担軽減に努める

・事務的な作業の支援、診断書作成の補助業務等を行う外来
クラークや病棟クラークの配置を継続し、医師・看護職員の
負担軽減を図った。
・医師の負担軽減に向けて、医師事務作業補助者との業務分
担の見直しに取り組んだ。

西
市
民
病
院
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年
度
計
画
の
進
捗

＜法人の自己評価：評価を「５」または「１」とした場合のみ記載＞

特筆すべき事項

抜本的改善が必
要な事項

神
戸
ア
イ
セ
ン
タ
ー

病
院

外来クラークや病棟クラークを配置し、職種間の連携や役割
分担や書類作成補助により、医師をはじめとした医療職全体
の負担軽減に努める

・医療職との役割分担を行い、書類の作成補助・診療業務の
補助、病棟業務の補助を行った。
・役割分担推進委員会を開催し、職種間の連携による医師の
負担軽減に資する計画を評価した。
（外来クラーク10名、病棟クラーク２名）

外来クラークや病棟クラーク、ナースヘルパーやナースサ
ポーター等の配置を継続し、職種間の連携や役割分担による
タスク・シフト/シェアを推進し、医師・看護職員の負担軽
減に努める

・外来クラーク・病棟クラークの他、薬剤部・臨床検査技術
部・放射線技術部のクラークについても継続配置し、医師及
び看護職員だけでなく幅広い医療従事者の負担軽減に引き続
き取り組んだ。
・コロナ専用病棟の開設に伴い、休日にも病棟クラークを配
置することにより、看護師の負担軽減を行った。
・医師事務作業補助者の導入拡大によるタスク・シフト/
シェアを行った。
・看護職員の負担軽減策としてナースサポーター・ヘルパー
の採用説明会を計４回行い、２名の採用につながった。

医師事務作業補助者の体制強化に取り組むことによる医師の
負担軽減及び職種間における連携や役割分担を引き続き進め
る

・医師事務作業補助体制の安定的な運営を目的とした医療ク
ラーク室を設置し、外来診察室への更なるドクターズクラー
ク導入、退院サマリーやクリニカルパス入力補助などのタス
クシフティングの推進に取り組んだ。【再掲】
・法令を遵守しながらＤＰＣ入力事務における医師業務の負
担軽減にも着手した。

医師事務作業補助者の体制強化に取り組むことによる医師の
負担軽減及び職種間における連携や役割分担を引き続き進め
る

・ＤＰＣ入力事務にかかる医師の負担軽減を目的とした代行
入力（コーディング部分除く）実施診療科を拡大した。（計
15診療科）

西
神
戸
医
療
セ
ン
タ
ー
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R2年度 5年平均 R3年度
5年平均比

医師事務作業補助者の配置数 (人) 91 92 89 91 96

関連指標（中央市民病院） H28年度 H29年度 H30年度 R1年度

101.1 96.7 105.9（前年度比） (％)

関連指標（西市民病院） H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 5年平均 R3年度
5年平均比

107.4（前年度比） (％)

25 26 30 27 29医師事務作業補助者の配置数 (人)

H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 5年平均

104.0 115.4

9 14 18 14

関連指標（西神戸医療センター） H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 5年平均
R3年度

5年平均比

21医師事務作業補助者の配置数 (人)

155.6 128.6 153.7（前年度比） (％)

関連指標（アイセンター病院）
R3年度

5年平均比

医師事務作業補助者の配置数

（前年度比） (％) 110.0 109.1 109.1

11 12 11 12(人) 10

H28年度

12.8

（前年度比） (％) 111.0 141.8 127.2

１人当たりの年次有給休暇消化数 (日/人) 8.2 9.1 12.9 10.1

99.9

（前年度比） (％) 0.0 ▲ 0.1 99.9

健康診断受診率 （％） 100.0 100.0 99.9 100.0

12.7

（前年度比） (％) 95.7 140.0 122.9

１人当たりの年次有給休暇消化数 (日/人) 9.4 9.0 12.6 10.3

100.0

（前年度比） (％) 0.0 0.0 100.0

健康診断受診率 （％） 100.0 100.0 100.0 100.0

10.6

（前年度比） (％) 107.7 123.8 119.5

１人当たりの年次有給休暇消化数 (日/人) 7.8 8.4 10.4 8.9

100.0

（前年度比） (％) 0.0 0.0 100.0

健康診断受診率 （％） 100.0 100.0 100.0 100.0

100.0

11.5

（前年度比） (％) 96.5 101.8

１人当たりの年次有給休暇消化数 (日/人) 11.5 11.1 11.3

10.8 9.7

R3年度

１人当たりの年次有給休暇消化数 (日/人) 12.3

100.0

（前年度比） (％) 0.0 0.0 100.0

健康診断受診率 （％） 100.0 100.0 100.0

（％） 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

（前年度比） (％) 0.0 0.0 100.0

健康診断受診率

（前年度比） (％) 137.7 101.9 126.8

関連指標（法人本部） H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 5年平均
5年平均比

7.7 10.6
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・オンラインによる開催も活用しながら、地域の医療従事者
との間で勉強会及び研修を引き続き開催し、連携を深めると
ともに、地域における人材の育成、医療の質向上に取り組ん
だ。（オープンカンファレンス開催数：27回　合計1,054
名）
・医療介護従事者向けに新型コロナウイルス感染症予防に関
する動画配信を行った。（視聴件数：10,950件）

西
市
民
病
院

神戸市看護大学等と連携を図り、看護学生の受け入れを行
い、看護学生の能力向上に寄与する

・神戸市看護大学に対しては、神戸市看護大学の学生を対象
としたＷＥＢによる就職説明会を実施するとともに、学校主
催の合同就職説明会に参加するなど、密な連携を図った。
・新型コロナウイルス感染症の影響により中断していた実習
も再開し、地元の学生の受け入れに貢献した。

中期目標
臨床研修医・専攻医の受入れ及び神戸市看護大学をはじめとした神戸市内の看護学生の受入れに努め、薬剤師や理学療法
士等を目指す医療系学生に対する教育研修制度を充実させるなど教育病院としての役割を果たすこと。また、学生だけで
なく地域の医療従事者への研修を行うことをはじめとして、地域全体の医療の質の向上に取り組むこと。

具体的な取り組み 法人の自己評価（実施状況、判断理由）

業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置

優れた専門職の確保と人材育成

第２

１

4(3) 市評価

共
通
項
目

○公的病院の使命である救急及び高度・急性期医療に加え、福祉との連携を踏まえた地域医療等を学ぶ場として、初期研
修医及び専攻医のみならず、医学部生、看護学生、薬学部生をはじめとした、医療系学生及び地域医療を支える人材を積
極的に受け入れる体制の充実等、地域における優秀な人材の育成と医療の質向上に貢献する。特に、新専門医制度への対
応や、神戸市看護大学をはじめとした神戸市内の看護学生の受入れに努める。

〇職員一人ひとりがより良い将来の展望を持てるよう、働きがいのある職場環境を構築するとともに働き方の改革を推進
し、優れた専門職の確保と人材育成に取り組む。
〇女性の活躍できる労働環境の整備を推進するとともに、全職員がワークライフバランス（仕事と生活の調和）と自己研
鑽の両立が可能となるよう取り組む。特に医師については、国の動向も踏まえ、積極的に時間外勤務時間の削減に努め
る。

（

年
度
計
画
）

中
期
計
画

自己評価 3人材育成等における地域貢献

年
度
計
画
の
進
捗

神

戸

ア

イ

セ

ン

タ
ー

病

院

医師、視能訓練士等の医療系学生の実習を引き続き受け入
れ、人材の育成に貢献する

・医療系学生の実習については、当院の感染対策を周知徹底
の上で、実習を受入れ人材育成に貢献した（視能訓練士122
名）。
・令和４年度に新たな医学系研修生を受け入れるため、関係
機関との調整を行った（国内大学からの受入れ２名、フラン
スからの受入れ１名）。

西
神
戸
医
療
セ
ン
タ
ー

薬剤師や技師等、医師・看護職員以外の専門職についても引
き続き学生等の受け入れを行い、人材の育成に貢献する

・医師について、優秀な初期研修医の確保に繋がるよう京都
大学の臨床実習、病院見学など受け入れを行うとともに、看
護師及び助産師について、各看護学校からの実習は、可能な
限り受け入れを行い、困難な場合はオンラインでのカンファ
レンスなどで実習の機会を確保した。
・また、薬剤師、臨床検査技師、診療放射線技師、理学療法
士、視能訓練士、臨床工学技士、管理栄養士等の学生の受け
入れも行い、引き続き人材の育成に貢献した。

中
央
市
民
病
院

医師、看護師、薬剤師等医療系学生の卒前教育としての実習
を積極的に受け入れる

・医学生については春・夏・冬休みに合わせ、病院見学プロ
グラムを開催し、研修医と直接話をする機会を設け、実態や
魅力を知ってもらう機会を設けている。また、これとは別
に、診療科見学は随時受け付けている。
・看護やコメディカル部門では、実習受け入れを実施してお
り、質の高い医療スタッフとなるための育成を行っている。

「がん専門薬剤師研修施設」および「地域薬学ケア専門薬剤
師研修施設」として、資格取得を目指す薬剤師を外部より受
け入れ、講習会等を開催する

・がん薬物療法の地域連携に関する講習会を実施した。
・従来からの「がん薬物療法認定薬剤師研修施設」の認定に
加え、日本医療薬学会の「地域薬学ケア専門薬剤師研修施設
（基幹施設）」の認定を受けた。
・地域の保険薬局から研修生を受入れた。
・厚生労働省主体にて薬剤師の卒後教育制度のモデル事業が
進められており、当院も積極的に参加し、全国の病院から研
修生（１年目薬剤師）を受け入れた。

薬剤師等、医師・看護職員以外の専門職についても引き続き
学生等の受け入れを行い、人材の育成に貢献する

・医学生には引き続き院内で病院見学プログラムを開催し、
事前に当院の研修内容を知ることができるようにした。ま
た、プログラムの内容を継続的に吟味し、積極的な受け入れ
を行った。
・感染状況に配慮しながら、看護職をはじめ各職種におい
て、可能な範囲で臨地実習の受け入れを行うとともに、臨地
実習が困難な場合は、リモート講義・実習・見学会を開催す
ることで地域における教育支援に取り組んだ。

法
人
本
部

潜在看護師の復職支援対策として、兵庫県看護協会が実施す
る合同就職説明会への参加や、各病院において研修会を開催
し、潜在看護師の復職支援についての取組みを進める

・新型コロナウイルス感染症の影響により、例年実施してい
る機構主催の復職支援研修は中止としたが、兵庫県看護協会
主催の合同就職説明会に参加するなど取り組みを進めた。

勉強会の開催等を通じて連携を深めるとともに，地域におけ
る人材の育成，医療の質向上に貢献する
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特筆すべき事項

抜本的改善が必
要な事項

＜法人の自己評価：評価を「５」または「１」とした場合のみ記載＞

93.3 96.7

R2年度 5年平均 R3年度
5年平均比

学生実習等受入人数（医学部・歯学部
生）

(人) 1,057 986 953 784 284 813 650

関連指標（中央市民病院） H28年度 H29年度 H30年度 R1年度

初期研修医数

30
学生実習等受入人数（医学部・歯学部
生）

(人) 221 199

82.3 36.2 80.0

関連指標（西市民病院） H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 5年平均 R3年度
5年平均比

学生実習等受入人数（看護学生） (人)

（前年度比） (％)

3,296 2,121

（前年度比） (％) 103.2 105.9 99.0 35.4 64.4

3,589 3,705 3,925 3,885 1,375

2,186 2,318 1,980 2,113 2,255学生実習等受入人数（薬学部生） (人) 1,946 2,134

1,200

106.0 85.4 106.7（前年度比） (％) 109.7 102.4

154.3 97.7 5.3 14.4（前年度比） (％) 90.0

307 300 16 209

学生実習等受入人数（看護学生） (人) 2,509 2,339 1,862 2,030 998 1,948

109.0 49.2 61.6

学生実習等受入人数（薬学部生） (人) 805 1,010 840 849 825 866 550

（前年度比） (％) 93.2 79.6

101.1 97.2 63.5（前年度比） (％) 125.5 83.2

250

（前年度比） (％) 99.5 96.8 129.5 99.2 120.9

学生実習等受入人数（臨床検査） (人) 190 189 183 237 235 207

110

（前年度比） (％) 99.5 64.6 96.7 0.0 88.9

学生実習等受入人数（診療放射線） (人) 190 189 122 118 0 124

1,679

（前年度比） (％) 93.8 116.3 96.6 33.9 89.4

学生実習等受入人数（理学療法・作業療
法・言語聴覚）

(人) 2,115 1,984 2,307 2,228 756 1,878

376

（前年度比） (％) 71.6 80.4 105.6 66.0 87.9

学生実習等受入人数（臨床工学） (人) 648 464 373 394 260 428

160

（前年度比） (％) 115.8 109.1 110.0 104.5 134.5

学生実習等受入人数（栄養管理） (人) 95 110 120 132 138 119

0

（前年度比） (％) 0.0 - - - 0.0

学生実習等受入人数（視能訓練） (人) 36 0 0 0 0 7

37

（前年度比） (％) 88.5 117.6 44.2 332.4 25.4

学生実習等受入人数（臨床検査） (人) 148 131 154 68 226 145

(人) 39 41 41 39 36 39 34

（前年度比） (％) 105.1 100.0 95.1 92.3 86.7

131

（前年度比） (％) 87.7 106.5 98.2 112.5 112.7

専攻医数 (人) 122 107 114 112 126 116

1,144

（前年度比） (％) 128.5 82.7 117.2 71.8 94.0

講師派遣数（延人数） (人) 1,108 1,424 1,178 1,381 992 1,217

62

（前年度比） (％) 83.9 66.2 182.6 47.1 51.5

講師派遣数（延人数） (人) 155 130 86 157 74 120

15

（前年度比） (％) 107.1 106.7 100.0 106.3 96.2

初期研修医数 (人) 14 15 16 16 17 16

20

（前年度比） (％) 123.8 92.3 87.5 95.2 89.3

専攻医数 (人) 21 26 24 21 20 22
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（前年度比） (％) 104.8

R2年度 5年平均 R3年度
5年平均比

学生実習等受入人数（医学部・歯学部
生）

(人) 293 307 350 367 36 271 283

関連指標（西神戸医療センター） H28年度 H29年度 H30年度 R1年度

R2年度 5年平均 R3年度
5年平均比

学生実習等受入人数（医学部・歯学部
生）

(人) 350 14 12 125 0

関連指標（アイセンター病院） H28年度 H29年度 H30年度 R1年度

講師派遣数（延人数） (人)

4.0 85.7 0.0（前年度比） (％)

学生実習等受入人数（看護学生） (人) 3,166 3,430 2,828 2,855 1,712 2,798 1,458

114.0 104.9 9.8 104.6

101.0 60.0 52.1

学生実習等受入人数（薬学部生） (人) 668 667 667 859 330 638 660

（前年度比） (％) 108.3 82.4

128.8 38.4 103.4（前年度比） (％) 99.9 100.0

0

（前年度比） (％)

学生実習等受入人数（診療放射線） (人) 0 0 0 0 0 0

262

（前年度比） (％) 54.9 314.3 114.8 84.2 185.6

学生実習等受入人数（理学療法・作業療
法・言語聴覚）

(人) 102 56 176 202 170 141

127

（前年度比） (％) 107.8 63.6 91.4 253.1 125.0

学生実習等受入人数（臨床工学） (人) 102 110 70 64 162 102

216

（前年度比） (％) 105.0 95.2 105.0 47.6 117.4

学生実習等受入人数（栄養管理） (人) 200 210 200 210 100 184

0

（前年度比） (％)

学生実習等受入人数（視能訓練） (人) 0 0 0 0 0 0

69

（前年度比） (％) 99.5 49.1 132.7 71.0 45.1

学生実習等受入人数（臨床検査） (人) 213 212 104 138 98 153

76

（前年度比） (％) 75.0 129.4 103.0 0.0 42.6

学生実習等受入人数（診療放射線） (人) 240 180 233 240 0 179

291

（前年度比） (％) 120.4 95.2 79.1 59.3 134.8

学生実習等受入人数（理学療法・作業療
法・言語聴覚）

(人) 225 271 258 204 121 216

49

（前年度比） (％) 70.6 56.9 92.7 331.6 64.6

学生実習等受入人数（臨床工学） (人) 102 72 41 38 126 76

20

（前年度比） (％) 100.0 93.8 53.3 100.0 31.7

学生実習等受入人数（栄養管理） (人) 80 80 75 40 40 63

96

（前年度比） (％) 82.8 142.0 107.7 41.0 32.5

学生実習等受入人数（視能訓練） (人) 308 255 362 390 160 295

60

（前年度比） (％) 91.4 93.6 104.6 76.3 27.1

講師派遣数（延人数） (人) 255 233 218 228 174 222

20

（前年度比） (％) 105.3 95.0 100.0 105.3 103.1

初期研修医数 (人) 19 20 19 19 20 19

29

（前年度比） (％) 81.3 111.5 89.7 130.8 98.6

専攻医数 (人) 32 26 29 26 34 29

45 44 29 39 16

（前年度比） (％) 97.8 65.9 40.7

0

（前年度比） (％)

初期研修医数 (人) 0 0 0 0

2

（前年度比） (％) 100.0 200.0 150.0

専攻医数 (人) 1 1 2 1

関連指標（西市民病院） H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 5年平均 R3年度
5年平均比
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（全職種）法令遵守及び職員の健康確保の観点から、毎月の
常任理事会で時間外勤務や休暇取得の状況報告を行うなど、
引き続き、時間外勤務の適正化や休暇取得の推進を図る

・常任理事会において、前月の時間外勤務状況及び休暇取得
状況の報告・共有を行うとともに、所属及び個人宛（対象
者：月80時間超）への通知やヒアリングを実施するなど取り
組みを進めた。

③

④

①

中期目標

中期目標及び中期計画を着実に達成するために、各病院の基本理念や使命を全職員が理解した上で、経営状況や問題点を
共有し、ＰＤＣＡサイクル（計画、実行、評価及び改善の４段階を繰り返すことによって業務を継続的に改善すること）
を通じて目標管理を確実に行うこと。その際、関係法令の遵守（コンプライアンス）を徹底し、業務運営の透明化を推進
すること。

年度計画について四半期ごとに進捗状況を報告し、課題を明
確にするヒアリングを実施する

・年度計画については四半期ごとに常任理事会及び理事会に
おいて、各病院の進捗状況の報告、上半期終了時に理事長ヒ
アリング、第３四半期に本部長ヒアリングを実施し年度計画
の達成状況及び課題を共有するなど目標達成に向けた取り組
みを進めた

（

年
度
計
画
）

中
期
計
画

法
人
本
部

①

コンプライアンスの重要性を全職員が認識・実践することを
目的として、引き続き、職場内研修や新規採用職員研修・
フォローアップ研修等の各階層における研修において、コン
プライアンスや服務事故防止策等を取り入れた研修を実施す
る

・新型コロナウイルス感染症の影響により、昇給等に必要な
もの等に絞った上で、コンプライアンスの重要性を認識・実
践してもらうため、新規採用職員研修、中堅職員研修、主任
看護師研修・看護師長研修、係長・主任昇任時研修等におい
て、コンプライアンス研修を実施した。また各職場向けに
は、ｅラーニングによるコンプライアンス研修を導入した。

◯市民病院としての使命を適切に果たし、市民からの信頼を確保するために、医療法（昭和23年法律第205号）をはじめ市
の条例が適用される個人情報保護や情報公開等も含めた関係法令の遵守の徹底と業務運営の透明化を推進する。

（医師）時間外労働の上限時間水準を第３期中期計画期間中
の早期に達成できるよう、各病院の状況に応じた時間外勤務
の適正化に取り組む

・常任理事会において、前月の時間外勤務状況の報告・共有
を行うとともに、所属及び個人宛（対象者：月80時間超）へ
の通知やヒアリングを実施するなど取り組みを進めた。

自己評価 3ＰＤＣＡサイクルが機能する仕組みの構築及び法令遵守（コンプライアンス）の徹底

業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置

効率的な業務運営体制の構築

第２

２

具体的な取り組み 法人の自己評価（実施状況、判断理由）

年
度
計
画
の
進
捗

・月次決算において、毎月の経営状況を迅速に把握し、常任
理事会を通じて周知した。
・決算見込みにおいても経営状況を適切に把握し、常任理事
会、理事会等にて周知し、新型コロナウイルス感染症をはじ
めとする損益悪化要因を踏まえたうえで必要な対策に取り組
んだ。

（

年
度
計
画
）

中
期
計
画

法
人
本
部

○全職員が目標及び課題を共有し、各年度計画の進捗管理をＰＤＣＡサイクル（計画、実行、評価及び改善の４段階を繰
り返すことによって業務を継続的に改善すること）に基づき確実に行うことにより、経営改善に取り組み、長期的視点に
立った質の高い経営を進める。
○理事長のリーダーシップのもと、常任理事会、理事会が運営に関するチェック機能を働かせ、課題が発見された際は迅
速な対応を行う。

(1)

具体的な取り組み 法人の自己評価（実施状況、判断理由）

市評価 3

月次決算や四半期毎の決算見込みと予算を比較、分析し、課
題の把握及び収支改善に向けた取組みを実施していく

②
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抜本的改善が必
要な事項

年
度
計
画
の
進
捗

具体的な取り組み 法人の自己評価（実施状況、判断理由）

臨床研究をはじめとした科研費等の外部資金に係る内部監
査、特定臨床研究に関する監査等を実施する

・公的な科研費について、内部監査（通常監査、リスクアプ
ローチ監査）を行った。
・規程に基づき特定臨床研究監査委員会を開催し、監査を実
施した。

（

年
度
計
画
）

中
期
計
画

法
人
本
部

○臨床研究を含めた業務全般について内部監査を実施するとともに職場研修を定期的に実施するなど、法令及び行動規範
遵守の重要性を全職員が認識し、実践する。

特筆すべき事項

①

＜法人の自己評価：評価を「５」または「１」とした場合のみ記載＞

R2年度 5年平均R1年度

140.0 214.3

R3年度
5年平均比

コンプライアンス研修等実施回数 （回） 5 7 15 9 16

関連指標（法人本部） H28年度 H29年度 H30年度

177.8

94.5

（前年度比） (％)

1.5 ▲ 22.2 105.5（前年度比） (％)

コンプライアンス研修受講率 （％） 96.0 97.5 75.3 89.6
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中期目標 ４病院体制における医療情報システムの最適化を目指した取り組みなど、市民病院間の更なる情報連携を図ること。

市評価 3自己評価 3市民病院間における情報連携体制の強化

業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置

効率的な業務運営体制の構築

第２

２

（

年
度
計
画
）

中
期
計
画

法
人
本
部

○医療情報についてのシステム最適化に向けた検討や診療情報の相互閲覧など、４病院を連携していく取組みを推進する
とともに、統括できる体制を強化する。

具体的な取り組み 法人の自己評価（実施状況、判断理由）

(2)

年
度
計
画
の
進
捗

④

①

４病院の医療情報システムの最適化について、各施設間を結
ぶネットワークを新設するとともに、施設ごとに作成管理さ
れている患者ＩＤについて、専用システムを導入し紐づけ作
業を開始する

・４病院間で患者ＩＤの情報を連携するための新たな診療系
ネットワークの専用回線を新設し、令和４年４月より患者Ｉ
Ｄ紐づけシステムの運用を開始した。

市民病院のデジタル化への取組みとして、今後、市と連携し
た診療支援のあり方やインフラ整備などを具体的に検討する

・法人全体のＩＣＴ化を推進し働き方改革や業務の効率化を
促進するため、法人本部内に「ＤＸ推進室 」を設置。
・健康局と連携して令和４年度に、神戸市における「市民病
院を中心とした地域医療ＤＸ推進のグランドデザイン策定業
務」を実施することとした。

② ４病院共同ＤＷＨの仕様書作成を行う

・仕様書の作成にあたり、４病院のデータを効果的に活用す
る方法等について検討をおこなった。なお、「医療情報シス
テム最適化プロジェクト基本計画」における基本計画につい
ては、実施計画ごとに実施の可否、実施年度を検証しながら
最適な計画を策定していく。

③
業務用端末のセキュリティ一元管理を目的に、法人本部、ア
イセンター、西神戸医療センターに専用システムを導入し運
用を開始する

・法人本部、アイセンター、西神戸医療センターにＳＫＹＳ
ＥＡ Ｃｌｉｅｎｔ Ｖｉｅｗを導入し運用を開始した。
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（

年
度
計
画
）

中
期
計
画

法
人
本
部

○高度化するサイバー攻撃等の情報セキュリティリスクに対し、これを回避、低減する技術的対策を講じるほか、定期的
な人的訓練を職員に対して実施することにより安全性を高め、病院間の情報連携を推進する。
○各病院間の連携会議や研修会等を積極的に開催し、法人内の情報連携を促進する。

具体的な取り組み 法人の自己評価（実施状況、判断理由）

①
セキュリティの強化を目的とした段階的取り組みをさらに進
め、機構全体の安全なネットワーク環境を構築する

・資産管理ソフトを３年計画で導入する計画を立て、令和２
年度は法人本部、西神戸医療センター、神戸アイセンター病
院の事務系端末に導入し、令和３年度は中央市民病院の事務
系端末に導入した。

＜法人の自己評価：評価を「５」または「１」とした場合のみ記載＞

特筆すべき事項

・新型コロナウイルス感染症対策のため集合研修は実施しな
かったが、ｅラーニングシステムにより研修を実施した。

②

年
度
計
画
の
進
捗

情報システムだけでなく、関連するネットワークやメンテナ
ンス用回線も含めた脆弱性について調査を進める

・診療系ネットワークに繋がる検査機器のリモートメンテナ
ンス回線について調査し、厚生労働省が策定している医療情
報システムの安全管理に関するガイドラインに準拠されてい
ることを確認した。

③

全職員を対象とした情報セキュリティ研修を実施する

⑥
技術の進歩や社会情勢など現状に合わせたセキュリティポリ
シの見直しを行う。またこれに関連する運用管理規程、マ
ニュアル等の見直しを行う。

・神戸市及び他施設のセキュリティポリシの調査を実施し、
セキュリティポリシの改訂作業に着手した。

④ 標的型攻撃メールに対する抜打ち訓練を年１回以上実施する
・新型コロナウイルス感染症対策を優先したため実施してい
ない。

H29年度 H30年度 R1年度

抜本的改善が必
要な事項

R2年度 5年平均 R3年度
5年平均比関連指標（法人本部） H28年度

8情報セキュリティ訓練等実施回数 （回）

⑤ 情報セキュリティに関する内部監査を実施する ・病院ごとに内部監査を実施した。

161.5 52.4 53.3（前年度比） (％)

13 21 11 15
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①
神戸市をはじめ、国・兵庫県等行政機関との調整を密に行
い、財源の確保に努めるなど、病院の機能維持と経営の安定
化に努める【新型コロナウイルス感染症関係】

・新型コロナウイルス感染症対策の補助制度を運用する兵庫
県・神戸市と連携をしながら、同感染症患者を受け入れる３
病院で共通する事項は取りまとめて調整するなどし、病院の
機能維持と経営の安定化のために必要な財源を確保した。

2,393

医業収支比率 (％)

（前年度比）

単年度資金収支（病院ごと） （百万円） ▲ 64

0.0 7.8

971 6,453

経常収支比率 (％) 100.3

（前年度比） - ▲ 0.4 1.7 106.7 106.7

100.0 99.6 101.3 100.3 107.0

584

＜法人の自己評価：評価を「５」または「１」とした場合のみ記載＞

特筆すべき事項

抜本的改善が必
要な事項

・財務データや診療データの各種経営指標を用いた他病院比
較を実施し各病院の現状を把握するとともに、年度当初に
「経営改善計画」を策定し、第２、第３四半期に進捗管理を
行うなど収益の確保、費用の縮減による収支改善に取り組ん
だ。

・毎月、常任理事会で経営指標を報告し、情報の共有と課題
の抽出に取り組んだ。また、年度途中で適切な執行管理がで
きているかどうか、四半期ごとの決算見込みや予算編成時な
どの機会を通じて、各病院と法人本部にヒアリングを実施
し、新たな課題への対策や適切な執行管理に努めた。

96.3

（前年度比） ▲ 1.2 ▲ 10.2 95.8 92.0

96.7 95.5 85.3 92.5 88.6

5年平均 R3年度 目標値
5年平均比 進捗関連指標【法人本部（法人全体）】 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度

財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置

経営改善の取り組みと経常収支目標の達成

第３

１

年
度
計
画
の
進
捗

具体的な取り組み 法人の自己評価（実施状況、判断理由）

②
財務データや診療データの各種経営指標を用いた他病院比較
等による要因分析を確実に行い、安定した経営基盤の確立に
取り組む

③
常任理事会へ毎月経営指標を報告することにより、定期的に
経営指標の確認・収支改善に向けた取組みを実施していく

(1)

中期目標
市民病院としての役割に応じた運営費負担金交付のもとで、 ４病院それぞれが機動的かつ戦略的な病院経営を行い、 年
度ごとの経常収支目標を達成することにより、 法人全体で中期目標期間を通じて収支を均衡させるよう取り組むこと。

中
期
計
画
（

年
度
計
画
）

〇神戸市をはじめ、国・兵庫県等行政機関との調整を密に行い、財源の確保に努めるなど、病院の機能維持と経営の安定
化に努める【新型コロナウイルス感染症関係】
◯運営費負担金交付のもと、市民病院としての役割に応じた政策的医療を提供し、各病院が経営改善の取組みを進め、機
動的かつ戦略的な病院経営を行うことで、年度ごとの経常収支目標を達成する。
◯効率的な病床運営、地域医療機関との連携推進等による新規患者の確保、診療機能の強化等により医業収益を確保する
とともに経費削減に努め、法人全体で収支を均衡させるよう取り組む。
〇平成29年度実績及び平成30年度上期実績等を踏まえて、目標値を設定した。

法
人
本
部

◯医療を取り巻く環境の変化を踏まえ、経営にかかる課題の抽出・分析を実施するなど、各病院への経営改善支援を効果
的かつ効率的に行う。
◯各病院と法人本部との適切な役割分担を行い、効率的な業務運営体制を踏まえた組織運営を行う。

市評価 3

R2年度

給与費比率 (％) 47.6 47.6 55.4 50.2 52.0

（前年度比） (％)

材料費比率 (％) 29.9 30.8 30.7 30.5

103.6

31.2

102.4

7.4 8.1

21.1

105.5

4.1

0.9 ▲ 0.1

20.0

6.74.6

（前年度比）

18.6 19.0 22.4経費比率 (％)

自己評価 3法人本部

61.2（前年度比）

0.4 3.4

運営費負担金比率 (％)

▲ 3.5

（前年度比）

0.7
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財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置

経営基盤の強化

(1)

中期目標

新規患者数の確保や適正な在院日数に基づく病床管理に取り組むことに加えて、高度医療機器の効率的な運用や、診療報
酬改定等に的確かつ速やかに対応するなど、確実に収入を確保すること。また、市民病院として市の政策課題に協力する
場合には必要な負担を求めるとともに、４病院体制のメリットを生かした費用の削減やコストの管理、各部門での業務内
容や委託業務等の見直しによる業務の効率化を通じて費用の最適化を図ること。

第３

２

年
度
計
画
の
進
捗

法人の自己評価（実施状況、判断理由）

①

新型コロナウイルス感染症の対応を最優先としつつ、可能な
限りの積極的な救急受入や紹介患者確保による利用率の向上
に加え、ＤＰＣ入院期間を意識した病床運営の取組みによる
入院単価の向上等により収益確保を図る

・常任理事会における月次決算の報告において、新規患者数
や救急患者の受入状況、診療科別の患者数・紹介率等の各種
指標を確認のうえ、単価の向上、収益の確保を図った。
・新型コロナウイルス感染症の対応を優先し診療制限や休床
等を実施したが、感染状況を見ながら可能な限り通常診療を
継続し、利用率の維持、収益確保を図った。

具体的な取り組み

（

年
度
計
画
）

中
期
計
画

法
人
本
部

◯新規患者数の確保や適正な在院日数に基づく病床管理に取り組むことに加えて、高度医療機器の効率的な運用を行い、
確実に収入を確保する。
◯医療を取り巻く環境の変化に迅速に対応できるよう、適時、的確な経営分析を進めるとともに、診療報酬改定にも的確
かつ速やかに対応し、新たな収入の確保を図る。

市評価 3

算定率向上やＤＰＣ医療機関別係数向上への支援を行うとと
もに、診療報酬改定を含めた国の医療政策等の動向に注視
し、環境の変化に速やかに対応することで新たな収入の確保
に取り組む

・施設基準の届出等の状況や医学管理料の算定状況を把握
し、他施設等の比較も行いながら新たな加算や施設基準の取
得に向けた取り組みを行った。
・令和４年度の診療報酬改定に向けて情報収集や院内講習会
を実施し収益確保を図った。

②

③
機構の資金需要を予測した上で、留保資金について、大口定
期、債券での資金運用を積極的に行う

④

寄付金を積極的に受け入れるため、引き続き院内でＰＲチラ
シを配布するほか、寄付方法の利便性向上等に向けた取組み
を行うとともに寄付をいただいた方をホームページで紹介す
る等の取組みを行う。また、研究奨励を目的とする企業から
の寄付についても受け入れを行う

・今後の資金需要が不透明なため、新たな長期運用は行わず
半年間の大口定期の運用を継続した。
【運用益】
運　用　額：大口定期預金60-70億円(運用期間0.5年, 2回)

債券等12億円(運用期間10～30年)
利息収入額：8,181千円

・当機構の新型コロナウイルス感染症対応への支援として、
多くの企業・個人の方から寄付を頂いた。（実績：126,093
千円。うち新型コロナウイルス感染症関連32,340千円）。
・平成29年11月より制度を設けた研究奨励寄付金についても
引き続き寄付の受け入れを行った（実績：8,600千円）。

自己評価 3収入の確保及び費用の最適化
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法人の自己評価（実施状況、判断理由）具体的な取り組み

②

・契約期間を10月～９月とすることで、薬価改定に対応した
交渉期間を確保するとともに、引き続き医薬品卸会社の契約
数を３社にすることで、各社の競争意識を高め、費用の削減
を図った。
・４病院の薬剤部、事務局及び法人本部で薬価交渉を行った
結果、９月末までに薬価総額50％以上を妥結し、年間約58百
万円の費用を削減することで、2,422百万円の薬価差益の獲
得につながった。

⑥
各種調達において、透明性・公正性を高め、競争性がより働
くよう取り組む

・制度に則った公平・公正な入札、契約に努めた。

⑤
在庫管理については、４病院は使用実績を基に適正な在庫数
量を設定し、在庫金額削減に努める

・各病院で在庫定数の見直しや、採用材料の１増１減の周知
等を継続的に行い、在庫金額削減に努めた。

令和３年４月の薬価改定を踏まえ、法人本部と各病院の薬剤
部および事務局が一体となった積極的な価格交渉を行い、９
月末までに薬価総額50％以上を妥結し、高い値引き率を維持
する。また、９月の契約更新時においては、効果的な手法に
より値引き率の維持・向上を図る

③

抜本的改善が必
要な事項

＜法人の自己評価：評価を「５」または「１」とした場合のみ記載＞

特筆すべき事項

①
診療材料や消耗品の共通化に引き続き取り組み、４病院のス
ケールメリットを活かした価格交渉により、費用の削減に努
める

・消耗品の共通化については、価格交渉や４病院共同で入札
を行うことで、費用の縮減を図った。
・病院間の購入価格の統一や同種同効品の集約等による材料
費の削減を図るため、令和４年度の償還改定に合わせ実施す
る４病院合同価格交渉に向けた準備に着手した。

年
度
計
画
の
進
捗

（

年
度
計
画
）

中
期
計
画

④
調達から使用までの一貫したコストマネジメントの取組みを
行い、中長期的な視点に立って費用の最適化につながる購入
を選択する

・機構全体でスケールメリットを活かした値引き交渉を行う
ほか、各病院の材料委員会を通じて必要以上に材料の種類が
増えないよう啓発に努めるとともに、収支等を十分に意識
し、費用の合理化を図った。

診療材料については、ベンチマークの活用、他の病院の価格
情報の提供等を行うとともに、各病院が行う価格交渉におけ
る側面的支援や４病院の材料委員会での助言の充実を図るこ
とで費用の削減に努める

・ベンチマークを活用し、各病院と法人本部で継続して価格
交渉を行ったほか、４病院の材料委員会に出席し、医療者等
に対して的確に助言を行い費用の縮減を図った。

法
人
本
部

◯４病院体制のメリットを活かした費用削減として、一括購入の促進を図るとともに、医薬品については価格交渉の徹底
を、診療材料については引き続き品目の統一化や在庫の適正化等への取組みを推進する。

関連指標【中央市民病院】 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 5年平均 R3年度
5年平均比

35

（前年度比） 5 17 ▲ 19 ▲ 1 79

未収金額・現年 （百万円） 38 43 60 41 40 44

72

（前年度比） 2 15 ▲ 3 ▲ 42 68

未収金額・滞納繰越 （百万円） 105 107 122 119 77 106

47.9

（前年度比） ▲ 1.6 0.1 ▲ 0.1 9.3 102.4

給与費比率 (％) 46.2 44.6 44.7 44.6 53.9 46.8

33.8

（前年度比） 0.9 ▲ 0.2 1.0 0.7 104.8

材料費比率 (％) 31.1 32.0 31.8 32.8 33.5 32.2

20.7

（前年度比） 0.5 1.2 0.0 4.1 105.9

経費比率 (％) 17.6 18.1 19.3 19.3 23.4 19.5
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0.4 3.4 105.5（前年度比）

0.9 ▲ 0.1 102.4

経費比率 (％) 18.6 19.0 22.4 20.0 21.1

（前年度比）

52.0

0.0 7.8 103.6

材料費比率 (％) 29.9 30.8 30.7 30.5 31.2

（前年度比）

給与費比率 (％) 47.6 47.6 55.4 50.2

R2年度 5年平均 R3年度
5年平均比関連指標【法人本部（法人全体）】 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度

0 0

（前年度比） 57

未収金額・滞納繰越 （百万円） 0 0

▲ 0 0

（前年度比）

関連指標【アイセンター病院】 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 5年平均 R3年度
5年平均比

未収金額・現年 （百万円） 0 0 0

97

（前年度比） 27 ▲ 20 98

未収金額・現年 （百万円） 88 115 95 99

152

（前年度比） 5 16 84

未収金額・滞納繰越 （百万円） 173 178 194 182

1 0 0

（前年度比） ▲ 0 1 30

33.4

（前年度比） ▲ 1.9 0.3 97.9

給与費比率 (％) 35.3 33.4 33.7 34.1

31.6

（前年度比） ▲ 1.2 ▲ 4.2 104.3

材料費比率 (％) 32.5 31.3 27.1 30.3

経費比率 (％) 18.3 17.0 17.1 17.5 17.2

▲ 1.3 0.1 98.5

関連指標【西神戸医療センター】 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 5年平均 R3年度
5年平均比

35

（前年度比） ▲ 2 ▲ 4 164

未収金額・現年 （百万円） 24 22 18 21

29

（前年度比） ▲ 13 13 105

未収金額・滞納繰越 （百万円） 32 19 32 28

54.4

（前年度比） 1.2 4.7 108.0

給与費比率 (％) 48.0 49.2 53.9 50.4

29.4

（前年度比） 1.2 ▲ 0.6 102.1

材料費比率 (％) 28.2 29.4 28.8 28.8

21.6

（前年度比） 1.6 2.3 108.9

経費比率 (％) 18.0 19.6 21.9 19.8

関連指標【西市民病院】 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 5年平均 R3年度
5年平均比

31

（前年度比） 1 12 3 ▲ 14 117

未収金額・現年 （百万円） 20 21 33 36 22 26

46

（前年度比） ▲ 7 3 5 4 115

未収金額・滞納繰越 （百万円） 41 34 37 42 46 40

70.2

（前年度比） 1.0 0.6 ▲ 1.1 9.5 114.3

給与費比率 (％) 58.8 59.8 60.4 59.3 68.8 61.4

23.4

（前年度比） ▲ 0.4 ▲ 0.4 0.8 ▲ 1.4 93.3

材料費比率 (％) 25.6 25.2 24.8 25.6 24.2 25.1

22.9

（前年度比） 0.2 0.3 0.3 3.9 131.3

経費比率 (％) 16.2 16.4 16.7 17.0 20.9 17.4
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経年劣化した既存設備の保全・改修を計画的に実施する
・引き続き、経年劣化した既存設備の保全・改修を計画的に
実施した。

経年劣化した既存設備の保全・改修を計画的に実施する
・熱源設備や搬送設備等、経年劣化した既存設備について、
必要な保全・改修を計画的に実施した。

高度医療機器の更新・整備については、経年劣化した機器の
更新、安全性や精度がより高い機器等の導入を図るととも
に、院長等によるヒアリングを行い、長期的な収益性を考慮
した上で判断する

・医療機器等要求について、院長ヒアリングを実施し、経年
劣化した機器の更新、安全性や精度がより高い機器等の導入
を図るとともに、各部門の収益状況や今後の方針を踏まえ
て、長期的な収益性も考慮したうえで購入予定機器の優先順
位を決定した。

第３

２

神戸市の基幹病院として、患者中心の質の高い医療を安全に
提供し、市民の生命と健康を守るため、経年劣化した機器の
更新や、安全性や精度がより高い機器等の導入を図る

・平成30年度に、各診療科・コメディカル部門・看護部に対
し、第３期中期計画期間中の３千万円を超える投資について
ヒアリングを実施し、今後の投資について計画を策定。

(2)

中期目標
４病院の役割や社会情勢の変化、市民ニーズ等を踏まえ、状況に応じた的確な投資を検討すること。その際、投資効果を
勘案するとともに、投資後の収支の見通しを立てた上で計画的に投資を行うこと。加えて、実施後はその効果を検証し、
業務運営上の課題が検出された場合には、当該課題の改善に努めること。

（

年
度
計
画
）

中
期
計
画

共
通
項
目

◯少子高齢化等の社会情勢や医療需要の変化、並びに医療政策の動向等を踏まえ、４病院の役割や特徴、収益性を勘案し
た計画的な投資を推進する。
◯高度医療機器の更新及び整備等総合的な投資計画を策定し、状況に応じた的確な投資を行うとともにその効果を病院長
が毎年度継続的に検証し、課題が検出された場合には当該課題の改善に取り組む。
◯建物設備の経年劣化に対応するため、中長期的な視点に立った計画的な保全整備等を実施する。

市評価 3

中
央
市
民
病
院

経営基盤の強化

財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置

計画的な投資の実施と効果の検証

西
神
戸
医
療
セ
ン
タ
ー

抜本的改善が必
要な事項

＜法人の自己評価：評価を「５」または「１」とした場合のみ記載＞

特筆すべき事項

開院後４年間の検証を行い、さらなる診療機能の強化や患者
サービスの向上に向けた改善を検討し、経営基盤を強固にす
る

年
度
計
画
の
進
捗

西
市
民
病
院

具体的な取り組み 法人の自己評価（実施状況、判断理由）

神

戸

ア

イ

セ

ン

タ
ー

病

院

・開院後の検証及び課題抽出を行うため、委託職員を含む各
部門にヒアリングを実施し、 現状の諸課題について検討を
行った。

・院内にワーキンググループを立ち上げ（令和３年７月）、
有識者会議の報告書及び基本方針に基づき、市街地西部の中
核病院として今後担うべき役割や診療機能の方向性などにつ
いて検討を行った。

有識者会議の意見も踏まえながら、市街地西部の急性期中核
病院として必要な医療提供体制の構築、役割の検討を進める

自己評価 3

高額な医療機器について、投資額の平準化に努めるととも
に、大型放射線機器を更に延命化するなど、経営状況に応じ
た投資に努める

・予算編成において、大型放射線機器の投資額の平準化を進
めるとともに、医療機器の更新について、更新対象の基準を
引き続き取得後８年とした。
・複数台の更新対象機器について、投資額の平準化を図った
計画に基づき導入を進めた。

高度医療機器の更新及び整備について院長ヒアリングを行
い、長期的な収益性を考えた判断を行うとともに、その効果
を検証する

・医療機器の更新及び整備にあたり、ヒアリングを実施し、
経年劣化した機器の更新、安全性や精度がより高い機器等の
導入を図るとともに、長期的な収益性等も考慮した上で購入
予定機器の優先順位を決定した。
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抜本的改善が必
要な事項

西市民病院に関し、引き続き市が実施する有識者会議に合わ
せて、市街地西部の中核病院としての今後のあり方を検討す
る

・市と連携し有識者会議を開催するとともに、西市民病院が
市街地西部の中核病院としての役割を果たしていくための再
整備の方向性について検討を行った。
【参考】
・有識者会議より神戸市へ報告書を提出(令和３年５月)
・神戸市において新西市民病院整備基本方針を策定(令和３
年８月)

有識者会議の報告をもとに再整備の方針を具体的に検討し、
市民や議会の意見を踏まえ、市と連携し基本方針を策定す
る。

・有識者会議の報告書及び市民や議会の意見を踏まえ、西市
民病院の再整備についての基本方針の策定に向けて、市と連
携し検討を行った。
・新西市民病院整備基本方針に基づき、基本的な考え方や新
病院の特徴等、市街地西部の中核病院として今後担うべき役
割や診療機能の方向性をとりまとめた基本構想を市と連携し
策定した。(令和３年11月)

＜法人の自己評価：評価を「５」または「１」とした場合のみ記載＞

特筆すべき事項

年
度
計
画
の
進
捗

具体的な取り組み 法人の自己評価（実施状況、判断理由）

法
人
本
部

中期目標
西市民病院の建替え整備について，新西市民病院整備基本方針を踏まえ，市と十分に連携を図りながら取り組む。
また，地域医療機関との連携及び役割分担のもと，地域包括ケアシステムを推進するため，市街地西部の中核病院として
担うべき役割及び機能について検討を進める。

（

年
度
計
画
）

中
期
計
画

共
通
項
目

西市民病院の建替え整備について，新西市民病院整備基本方針を踏まえ，市と十分に連携を図りながら取り組む。
また，地域医療機関との連携及び役割分担のもと，地域包括ケアシステムを推進するため，市街地西部の中核病院として
担うべき役割及び機能について検討を進める。

第４ その他業務運営に関する重要事項を達成するためにとるべき措置

自己評価 3 市評価 4
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(1) 市評価 5

中期目標 日本屈指の救命救急センターとして、あらゆる救急疾患から市民の生命を守るため全力を尽くすこと。

自己評価 5日本屈指の救命救急センターとしての役割の発揮

中央市民病院の役割

（

年
度
計
画
）

中
期
計
画

中
央
市
民
病
院

◯日本屈指の救命救急センターとして、病院全職員が一丸となって多職種が連携した救急医療を行い、あらゆる救急疾患
から市民の生命を守る。
○地域医療機関との役割分担を明確にした上で密接に連携し、よりスムーズな受入れのため、疾患に応じたホットライン
を活用するなど、一刻を争う重症及び重篤な患者に対して年間を通じて24時間救急医療を提供する。
○救急医療に携わる人材の育成を更に推進し、地域における救急医療向上への役割を果たす。

年
度
計
画
の
進
捗

具体的な取り組み 法人の自己評価（実施状況、判断理由）

①

④

他院からの転送依頼については３次救急扱いとし、引き続き
優先的に受け入れを行う。受け入れられなかった症例につい
ては、他院からの転送依頼だけでなく、救急車搬送も含めて
検証を行い、応需率の向上に努める

・毎月の救急委員会において、救急車搬送の不応需件数と理
由について検証し、病院幹部会で報告するとともに、他病院
からの要請に対して不応需のケースについては、妥当な判断
であるか院内で検討のうえ、内容によっては各診療科部長に
指導を行った。【再掲】

＜法人の自己評価：評価を「５」または「１」とした場合のみ記載＞

特筆すべき事項

市内で唯一の『新型コロナウイルス感染症重症等特定病院』として、コロナ重症患者の受入れを行いながらも、院内全体
の病床運営の効率化に努め、救急医療の提供を継続するなど、コロナ対応と救急医療の提供を両立させ、24時間365日市民
の生命と健康を守った。
厚生労働省より発表された全国救命救急センター評価において、８連続で１位を獲得した。

救命救急センター、ＭＰＵ病棟、ＧＩＣＵ・ＧＨＣＵ、臨時
病棟の効率的な運用と病床の一元管理の徹底に努め、病院職
員が一丸となって、24時間体制で重症の新型コロナウイルス
感染症及び一般の救急疾患に対応する

・救急病床の充実と院内全体の病床運営の効率化のため、第
２救急病棟（８床）（平成28年５月）や、精神科身体合併症
（ＭＰＵ）病棟（８床）（平成28年８月）の運用を継続。
【再掲】
・全国救命救急センター評価で８年連続で第１位を獲得し
た。【再掲】

②
チームによる救急医療体制を展開し、より迅速かつ的確な診
断及び処置を行う

・救急救命士の資格を持ったクラーク（５名）や専門看護師
（急性・重症患者看護）（２名）の配置、総合内科と救急科
との連携により、救急医療も含め個々の患者に最も適した医
療を提供する体制を継続した。【再掲】

③
脳卒中、胸痛、心臓血管外科、産科、小児科ホットラインの
運用で、救急患者のスムーズな搬送及び受け入れ体制を強化
する

・救急患者数及び応需率は新型コロナウイルス感染症の影響
で、コロナ前の令和元年度以前に比べて減少したが、救急患
者の円滑な搬送及び受入れを行うため、脳卒中、胸痛、産
科、小児科、心臓血管外科ホットラインを継続した。【再
掲】
・救急患者の受入れ体制確保のため、他病院からの搬送依頼
のうち３次救急相当の患者については、直接救急科の医師が
対応する運用を継続した【再掲】

抜本的改善が必
要な事項

関連指標 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 5年平均 R3年度
5年平均比

21,230

（前年度比） (％) 102.4 92.9 95.9 55.4 70.2

救急外来患者数 (人) 34,415 35,244 32,747 31,408 17,413 30,245

7,868 6,017 7,514 7,272

（前年度比） (％) 108.9 99.5 97.2

うち入院 (人) 7,463 8,130 8,092

76.5 96.8

9,157 7,034

（前年度比） (％) 109.0 96.6 90.0 68.5 76.8

うち救急車受入 (人) 9,659 10,532 10,171 9,154 6,267

救急車搬送応需率 (％) 98.3 98.9 99.2 98.7

94.2

96.7 98.4 92.7

（前年度比） 0.6 0.3 ▲ 0.5 ▲ 2.0
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(2) 市評価 3

中期目標
メディカルクラスター（神戸医療産業都市に集積する高度専門病院群）との連携により、市民に先進的ながん治療等を提
供するとともに、患者のＱＯＬ（Quolity of Life、生活の質）の向上を目指すこと。

自己評価 3メディカルクラスターとの連携による先進的ながん治療等の提供

中央市民病院の役割

（

年
度
計
画
）

中
期
計
画

中
央
市
民
病
院

◯グローバルな視点を持ちながら、メディカルクラスター（神戸医療産業都市に集積する高度専門病院群）との連携を推
進する。
○疾患、診療内容の変化や医療需要と供給のバランスに応じて市民に最新最良の医療の提供を目指すとともに、患者のＱ
ＯＬ（Quality Of Life、生活の質）向上のため、より身体の負担が少ない治療や検査の充実に取り組む。
○地域がん診療連携拠点病院としての体制強化を図るほか、手術支援ロボットの活用、大学等と連携したがんゲノム医療
などの高度医療に積極的に取り組む。
○今後の医療の動向を踏まえ、周辺の先端医療技術の研究拠点等との連携に努めるとともに、市民の健康増進に向けた取
組みに協力する。

年
度
計
画
の
進
捗

具体的な取り組み 法人の自己評価（実施状況、判断理由）

①

④
がん診療オープンカンファレンス及び研修会を開催し、地域
がん診療連携拠点病院としての役割を果たす

・がん診療連携オープンカンファレンスは地域連携セミナー
と合同で開催。【再掲】
・がん診療に携わる医師に対する緩和ケア研修会を８月に開
催（受講者総数27名）。【再掲】

＜法人の自己評価：評価を「５」または「１」とした場合のみ記載＞

特筆すべき事項

がん治療については、手術支援ロボット（ダヴィンチ）など
による患者の負担が少ない手術や化学療法、放射線治療のほ
か、がんゲノム医療や治験等も活用し患者のＱＯＬも考慮し
ながら、患者にとって最適な医療を提供する

・新型コロナウイルス感染症対応の為、病床閉鎖や手術制限
等を行ったが、手術支援ロボット（ダヴィンチ）を使った手
術を継続するとともに、化学療法や放射線治療だけでなく、
がんゲノム医療等も活用し、治療を行った。【再掲】
・難治性のがん治療であるＣＡＲ－Ｔ細胞療法（キムリア）
を継続した（実施件数：10件）。【再掲】
・家族性腫瘍相談外来では、専任の遺伝カウンセラーを配置
し、相談に応じた（実績：125件)【再掲】

②
神戸低侵襲がん医療センターや神戸陽子線センター等との連
携を図り、メディカルクラスターの中核病院として、高度な
がん医療の提供を行う

・メディカルクラスター内でのがん医療連携を継続的に実
施。
・神戸低侵襲がん医療センター実績：紹介患者数121人、逆
紹介患者数751人。
・神戸陽子線センター実績：紹介患者数５人、逆紹介患者数
０人。

③

５大がん（肺がん・胃がん・肝臓がん・大腸がん・乳がん）
の兵庫県統一「地域連携パス」を活用し地域の医療機関との
連携の下、患者の視点に立った、安心で質の高い医療を提供
していくことを目指す

・５大がん（肺がん・胃がん・肝臓がん・大腸がん・乳が
ん）の兵庫県統一「地域連携パス」を新規51件使用。【再
掲】

抜本的改善が必
要な事項

関連指標 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 5年平均 R3年度
5年平均比

2,695

（前年度比） (％) 135.3 112.7 94.8 82.9 90.0

検査人数（ＰＥＴ） (人) 2,296 3,106 3,501 3,318 2,752 2,995

4,441 3,946 4,463 3,699

（前年度比） (％) 104.1 103.7 92.2

がん退院患者数 (人) 4,464 4,645 4,819

88.9 82.9

12,454

（前年度比） (％) 117.5 112.1 86.8 107.9 111.7

がん患者化学療法数 (人) 9,496 11,156 12,510 10,854 11,714 11,146

9,699

（前年度比） (％) 119.7 114.6 91.0 77.6 89.0

がん患者放射線治療数 (人) 9,420 11,273 12,922 11,757 9,124 10,899

704

2,398

（前年度比） (％) 87.3 79.4 128.3 117.4 130.1

緩和ケア外来延患者数 (人) 2,048 1,788 1,420 1,822 2,139 1,843

がん患者相談受付件数 (件) 691 983 1,030 986 711 880

（前年度比） (％) 142.3 104.8 95.7 72.1 80.0

658

（前年度比） (％) 99.6 81.8 111.9 77.6 103.3

周辺病院からの紹介件数 (件) 719 716 586 656 509 637

1,454

（前年度比） (％) 92.3 131.1 76.7 81.2 81.1

周辺病院への逆紹介件数 (件) 1,862 1,718 2,253 1,727 1,403 1,793
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(3) 市評価 4

中期目標 神戸医療産業都市の中核病院として、治験・臨床研究実施体制を構築し、臨床研究中核病院を目指すこと。

自己評価 4神戸医療産業都市の中核機関として治験・臨床研究の更なる推進

中央市民病院の役割

（

年
度
計
画
）

中
期
計
画

中
央
市
民
病
院

◯神戸医療産業都市の中核機関として治験・臨床研究を積極的に推進し、生命の維持と生活の質の向上につながる新たな
医療を創造することで、市民の健康の増進と医療の発展に貢献するため、臨床研究中核病院を目指す。
○医薬品医療機器等の治験を含む臨床研究を適切に実施するため、法令や指針に則り、円滑かつ安全に研究を遂行できる
よう、管理体制及び支援体制を構築する。なお、実施に際しては、患者の自由意思によるインフォームド・コンセント
（患者が自ら受ける医療の内容に納得し、及び自分に合った治療法を選択できるよう、患者への分かりやすい説明を行っ
た上で同意を得ること）を得るとともに、人権の保護、安全性の確保、倫理的配慮等を確実に行う。

年
度
計
画
の
進
捗

具体的な取り組み 法人の自己評価（実施状況、判断理由）

①

④
再生医療等の高度な医療の早期実用化等に貢献するため、医
療産業都市推進機構や国立研究開発法人理化学研究所神戸事
業所と連携し、治験及び臨床研究に取り組んでいく

・医療現場の改善・革新につながる神戸発の医療機器創出を
目的として開催している「医療現場革新プログラム～医療現
場ニーズ発表会～」を昨年度に引き続き、医療産業都市推進
機構等と共同で実施した。(マッチング件数は、３月末時点
で９件、そのうち現在進行中のものは８件。）
・新型コロナウイルスに係る医療産業都市進出企業との共同
研究では、中和抗体の作製につながった（株式会社イーベッ
ク）ほか、診断薬が承認された（株式会社カネカ）。

⑤

学術研究支援部門において、研究発表の実績数及び質の向上
を図るため、研究の立案から論文発表までの各段階におい
て、統計解析、英文翻訳など、学術研究を引き続きサポート
する。市民病院機構内の他病院についても可能な範囲のサ
ポートを行い、機構全体の学術研究に対する意欲を高めてい
く

・新型コロナウイルス感染拡大の影響下ではあったが、支援
実績は増加傾向にある。
・更に令和３年４月より、臨床研究を始めたい方向けの教育
プログラム(Ｗｅｂ)を開始した。

最新の医療技術をいち早く市民に提供できるよう、治験・臨
床研究の実施・支援・管理体制の更なる充実を図るととも
に、臨床研究中核病院の要件である特定臨床研究や医師主導
治験の実施を推進する

・医師主導治験や特定臨床研究は前年度並の実施件数となっ
た。
・新型コロナウイルス関連研究を昨年度に引き続き実施した
（99件）。
・品質管理部門を設置して同意書の一元管理による研究の進
捗管理を行うことで研究支援を強化した。

②
認定臨床研究審査委員会（ＣＲＢ）の安定的な運営を図るた
め体制の充実及び特定臨床研究の継続的な審査を実施する

・臨床研究法に定められた要件に則り、年12回開催し審査を
行った。

③

講演会等を通じて臨床研究倫理についての啓発に努めるとと
もに、利益相反についての透明性の確保や適正な管理に取り
組む

・研究倫理、利益相反に関する講演会を３回開催した。
・研究倫理ｅ－ラーニング（ＡＰＲⅠＮ）に加え、院内動画
配信システムを活用することで受講しやすい環境を整え受講
推進を図った結果、受講率100%を達成した。
・利益相反管理委員会における審査件数は43件（前年比+11
件）となっており、透明性の確保や適正な管理に取り組ん
だ。

＜法人の自己評価：評価を「５」または「１」とした場合のみ記載＞

特筆すべき事項

抜本的改善が必
要な事項
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関連指標 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 5年平均 R3年度
5年平均比

180

（前年度比） (％) 141.1 98.9 96.5 101.2 111.4

治験実施件数 (件) 124 175 173 167 169 162

141

（前年度比） (％) 93.9 94.0 90.9 87.6 76.9

受託研究件数 (件) 212 199 187 170 149 183

256

（前年度比） (％) 165.8 88.5 113.5 122.9 107.5

臨床研究件数 (件) 152 252 223 253 311 238

13

（前年度比） (％) 300.0 100.0 122.2 118.2 144.4

医師主導治験実施件数 (件) 3 9 9 11 13 9

3 3 2 1

（前年度比） (％) - 100.0 300.0

うち研究責任人者としての実施件数 (件) 0 1 1

100.0 62.5

84

（前年度比） (％) 104.9 100.0

特定臨床件数実施件数 (件) 82 86 84

7

（前年度比） (％) 200.0 116.7

うち研究責任人者としての実施件数 (件) 4 8 6

416

（前年度比） (％) 152.5 65.8 92.1 151.4 149.3

論文掲載件数 (件) 238 363 239 220 333 279

773 532 741 627

（前年度比） (％) 85.7 108.8 96.4

学会発表件数 (件) 860 737 802

68.8 84.6

99

（前年度比） (％) 126.8 87.8 102.5 118.5 118.7

研究計画相談件数 (件) 71 90 79 81 96 83

217

（前年度比） (％) 137.2 66.3 139.1 143.1 141.1

英語論文校閲相談 (件) 121 166 110 153 219 154

16,342

（前年度比） (％) 129.8 100.5 105.3 101.1 112.6

データ入力実績 (件) 11,392 14,791 14,872 15,659 15,829 14,509
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(4) 市評価 3

総合周産期母子医療センターとして、母体リスク管理能力を
活用し、合併症妊娠、重症妊娠中毒症、切迫早産、胎児異常
等ハイリスク母体への診療対応を積極的に行い、低出生体重
児や病気をもった新生児についても、最新の医療技術を用い
た診療により、救命に努めていく

・新型コロナウイルス感染症への対応に伴い、分娩件数や患
者数はコロナ前の令和元年度に比べ減少したが、総合周産期
母子医療センターとして、母体に病気がある場合は、各診療
科と協力して対応するとともに、胎児に異常がある場合は、
胎児超音波検査、胎児血流波形分析、胎児治療等、最新の医
療技術を用いて救命に努め、ハイリスク出産への対応を行っ
た。【再掲】

自己評価 3県立こども病院等と連携した高度な小児・周産期医療の提供

中央市民病院の役割

②
連携登録医など地域医療機関と定期的な情報交換と患者情報
の共有を図るとともに、母体搬送・産褥への受け入れ、小児
科受診への円滑な対応に努める

・連携登録施設（産科・産婦人科で30施設、小児科で95施
設）について、患者情報の共有化等を図るとともに、産科
ホットライン、小児科ホットラインの運用を継続。【再掲】

＜法人の自己評価：評価を「５」または「１」とした場合のみ記載＞

中期目標
総合周産期母子医療センターとして、県立こども病院等との連携及び役割分担に基づき、高度な小児・周産期医療を安定
的に提供すること。

（

年
度
計
画
）

中
期
計
画

中
央
市
民
病
院

◯総合周産期母子医療センターとして、県立こども病院等との連携及び役割分担のもと、切迫早産、異常妊娠・分娩など
の産科合併症のほか、合併症妊娠（心血管疾患、免疫血液疾患、腎疾患、感染症、精神疾患等）といった、母子にとって
ハイリスクとなるあらゆる出産に対し、専門各科と連携して、小児・周産期医療を安定的に提供する。

年
度
計
画
の
進
捗

具体的な取り組み 法人の自己評価（実施状況、判断理由）

①

特筆すべき事項

抜本的改善が必
要な事項

関連指標 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 5年平均 R3年度
5年平均比

8,663

（前年度比） (％) 109.3 99.0 99.0 51.3 80.0

小児科患者数　入院延 (人) 11,292 12,347 12,228 12,102 6,208 10,835

9,265

（前年度比） (％) 98.8 100.2 89.7 68.6 75.4

小児科患者数　外来延 (人) 13,735 13,568 13,596 12,189 8,362 12,290

818

（前年度比） (％) 87.5 70.0 92.8 40.1 57.6

小児科救急患者数 (人) 2,161 1,891 1,324 1,229 493 1,420

937 301 757 478

（前年度比） (％) 114.5 104.1 103.0

うち入院 (人) 763 874 910

32.1 63.1

2,738

（前年度比） (％) 109.2 93.8 105.0 84.6 95.9

ＮＩＣＵ患者数 (人) 2,799 3,056 2,867 3,010 2,545 2,855

633

（前年度比） (％) 95.7 102.2 106.0 70.1 84.5

分娩件数 (件) 797 763 780 827 580 749

247

（前年度比） (％) 85.2 103.4 111.0 77.2 89.2

うち帝王切開 (件) 310 264 273 303 234 277

101 59 88 91

（前年度比） (％) 93.3 78.6 131.2

ハイリスク妊娠件数（実患者数） (件) 105 98 77

58.4 103.4

109

（前年度比） (％) 67.9 93.7 138.2 78.9 100.2

ハイリスク分娩件数（実患者数） (件) 140 95 89 123 97 109

助産師外来患者数 （人） 227 224 169 133 15

3.3

154 5

（前年度比） (％) 98.7 75.4 78.7 11.3

86



中央市民病院の役割

(5) 市評価 5自己評価 5第一種感染症指定医療機関としての役割の発揮

年
度
計
画
の
進
捗

具体的な取り組み 法人の自己評価（実施状況、判断理由）

①
新興感染症発生時に対応できるよう、行政機関が行う訓練に
参加する等、関係機関と連携した対応を円滑に行うほか、市
全域における安全確保に向けて率先した対応を行う

・神戸市インフルエンザ等対策病院連絡協議会に毎回出席
し、市内の主な病院、関係機関と平時から有事に備えてき
た。
・新型コロナウイルス感染症においては、保健所と連携し、
市内の医療機関や施設に向けて、感染対策や治療の情報提供
を行った。
・新型コロナウイルス感染症の重症患者診療拠点として診療
を行ったノウハウを広く医療者等に公開し今後の医療活動に
資することを目的に、令和３年10月にマニュアル本を出版し
た。

②

エボラ出血熱をはじめとした一類感染症、鳥インフルエン
ザ、結核等に対応する感染症指定医療機関としての役割を果
たすため、感染管理室が中心となって、職員の安全面を確保
のうえ取り組む

・令和４年の１月、２月、３月に院内感染が発生した。２月
の院内感染では、患者・職員50名以上の規模となったが、約
１カ月で終息し、令和２年の院内感染に比較し、早期に終息
することができた。また、職員・家族の体調不良時には速や
かに休務すること、入院患者への注意点等を周知し、院内へ
の持ち込み対策を行った。

④
市と協力し、「当院における新型インフルエンザ等発生時に
おける診療継続計画」の内容を更新する

・「当院における新型インフルエンザ等発生時における診療
継続計画」の更新は行っていない。「新型コロナウイルス感
染症の院内マニュアル」を適宜更新した。

③
個人防護具着脱訓練、新型インフルエンザ発生時の患者発生
時の対応訓練を継続して実施する

・新型コロナウイルス感染症に対応するため、関連する職員
対象に、個人防護具着脱訓練を実施した（看護師延べ約360
名、医師コメディカル延べ約360名）。

中期目標 市内唯一の第一種感染症指定医療機関として、 法定の感染症医療に対する中核機能を果たすこと。

（

年
度
計
画
）

中
期
計
画

中
央
市
民
病
院

○新興感染症発生時においては、新型インフルエンザ患者の受入経験を生かし、市内唯一の第一種感染症指定医療機関と
して、市、県及び地域医療機関と連携を図りながら、速やかに患者を受け入れられる体制を整備し、市民の安全を確保す
る。
○非常時にも継続して医療を提供できるよう、平時から「新型インフルエンザ等発生における診療継続計画」等、マニュ
アルの整備と訓練を行うとともに、研修会への参加等に積極的に取り組み、危機対応能力を高め、自ら考え行動できる職
員を育成する。

H29年度 H30年度 R1年度

＜法人の自己評価：評価を「５」または「１」とした場合のみ記載＞

特筆すべき事項
新型コロナウイルス感染症への対応については、中央市民病院は市内で唯一の『新型コロナウイルス感染症重症等特定病
院』としてコロナ重症患者に対応し、市内の新型コロナウイルス感染症に対する中核的医療機関としての役割を果たし
た。

抜本的改善が必
要な事項

R2年度 5年平均 R3年度
5年平均比関連指標 H28年度

0感染症延患者数（一類） (人) 0 0

85.9

0 0 0 0

感染症延患者数（二類） (人) 20 64

(％) 320.0（前年度比）

1,489

（前年度比） (％)

93 1,437 33455

50 46

（前年度比） (％) 80.3 87.7 92.0

感染症管理研修等実施回数 (回) 71 57

169.1 446.1

97.6

22 49 48

47.8

1,545.2
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中央市民病院の役割

中期目標
市民病院としての役割に応じた運営費負担金交付のもとで、４病院それぞれが機動的かつ戦略的な病院経営を行い、年度
ごとの経常収支目標を達成することにより、法人全体で中期目標期間を通じて収支を均衡させるよう取り組むこと。

中
期
計
画
（

年
度
計
画
）

〇神戸市をはじめ、国・兵庫県等行政機関との調整を密に行い、財源の確保に努めるなど、病院の機能維持と経営の安定
化に努める【新型コロナウイルス感染症関係】
◯運営費負担金交付のもと、市民病院としての役割に応じた政策的医療を提供し、各病院が経営改善の取組みを進め、機
動的かつ戦略的な病院経営を行うことで、年度ごとの経常収支目標を達成する。
◯効率的な病床運営、地域医療機関との連携推進等による新規患者の確保、診療機能の強化等により医業収益を確保する
とともに経費削減に努め、法人全体で収支を均衡させるよう取り組む。
〇平成29年度実績及び平成30年度上期実績等を踏まえて、目標値を設定した。

中
央
市
民
病
院

◯南館の更なる活用に向けて、本館との一体的な病床運営や手術部門、外来部門、救急部門など各部門の診療機能の強化
に取り組むとともに、新たな診療報酬加算の検討等、医業収益の増収を図る。
◯材料費の削減、効率的・効果的な業務執行など、費用の削減に努め、職員一丸となって経営改善を行う。

(6) 市評価 4自己評価 4経営改善の取り組みと経常収支目標の達成

⑦
ＤＰＣ管理室においてコーディングの精度を高めるととも
に、ＤＰＣデータを活用して、入院期間の適正化を進める。

・令和２年４月からＤＰＣ管理室の体制を強化し、代行入力
を行うことで医師の負担軽減だけでなく、副傷病名の入力及
び出来高差マイナス症例の検討を行い、収益面の改善にも取
り組んだ。
・院長ヒアリング等でＤＰＣ期間別の患者数や副傷病名あり
の割合を明示し、カルテへの病名登録を行うように各診療科
に依頼した。
・夜間100対１急性期看護補助体制加算等の取得によるＤＰ
Ｃ係数の向上を図り、収益確保に向けた取り組みを進めた。

年
度
計
画
の
進
捗

診療報酬制度に対応しながら、一体的な病床運営や手術部
門、外来部門、救急部門など各部門の診療機能の強化に取り
組むなど、医業収益の増収を図るとともに、材料費の削減、
効率的・効果的な業務執行など、費用の削減に努め、職員一
丸となって経営改善を行う

・新型コロナウイルス感染症に対応するため、流行状況を見
ながら、一般病床（５階南・９階東・第２救急）の閉鎖や看
護スタッフの異動による臨時病棟・感染症病棟への人員の集
約を行った。
・新型コロナウイルス感染症以外の病床に関しては受け入れ
可能患者数に合わせた病床の配分をフレキシブルに行った。

⑤

具体的な取り組み 法人の自己評価（実施状況、判断理由）

①

常任理事会へ毎月経営指標を報告することにより、定期的に
経営指標の確認を行うとともに、経費については、経費比率
を意識しながら適切な執行管理に努める

・毎月、常任理事会で経営指標を報告し、情報の共有と課題
の抽出に取り組んだ。
・年度途中で適切な執行管理ができているかどうか、四半期
ごとの決算見込みや予算編成時などの機会を通じて、各病院
と法人本部にヒアリングを実施した。

システムや医療機器の更新時期を調整する等、減価償却費の
平準化を図る工夫を行う

専門外来等を積極的にＰＲし、新たな患者獲得を図るととも
に、紹介・逆紹介をより一層推進し、地域医療機関との連携
を進め新規患者確保に努める

④

診療科別原価計算を活用した院長ヒアリングを実施し、各診
療科の傾向把握・分析を通じて、機動的・戦略的に課題解決
を行い、診療機能を強化させるとともに、各診療科部長が経
営の視点を踏まえて業務を行うことを徹底し、安定した経営
基盤の確立に取り組む

・院長ヒアリングを年２回実施（８月、２月）。
・診療科別収支資料・ＤＰＣ資料をもとに各診療科の現状を
分析し特性を把握した。
・働き方改革や病院ＤＸなど各診療科部長が取り組んでいる
経営改善や、南館の有効活用策、新型コロナウイルス感染拡
大に伴う診療体制への影響とそれを踏まえた今後の方策・課
題などを確認するとともに、各診療科の課題を明確にし改善
を促すことで、安定した経営基盤の確立に取り組んだ。

・新規患者を確保するため、ホームページや病院ニュース、
病院機能案内での広報を行った。また、令和２年度より、医
療専門サイト（m3.com）に計12回記事を掲載し積極的にア
ピールした。
・地域の医療機関の利便性向上のため、令和２年７月よりＷ
ＥＢ予約を開始した（2,551件、前年度比224.8％）。
・新型コロナウイルス感染症の影響により件数はわずかだ
が、院長・診療科部長を交えた病院訪問を行い、連携をお願
いした。（病院訪問件数５件　うち院長訪問件数２件、診療
科部長訪問件数３件）。

②

③

⑥

・第３期中期計画期間中において、大型放射線機器をはじめ
とする医療機器の計画的な更新を検討した。

手術室の安全で効率的な運用を行い、手術室稼働を高水準で
安定させるとともに、外来化学療法センターや、診察室を有
効活用し、より一層外来機能を充実させる

・新型コロナウイルス感染症への対応のため、流行状況に合
わせ、予定手術の制限を行ったが、稼働状況を確認しなが
ら、手術枠の見直しを行い効率的な運用を図った。
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91,312

（前年度比） (％) 102.3 101.2 99.1 65.0 82.7 74.4

89,443 88,656 57,584 82,085 67,919新規患者数・外来（一般） (人) 86,392 88,352

23,941

78.2

22,724 22,742 16,497 21,590 18,719新規患者数・入院（一般） (人) 22,701 23,288

（前年度比） (％) 102.6 97.6 100.1 72.5 86.7

10.4

（前年度比） (％) 100.0 104.8 100.9 103.6 103.5 107.7

10.9 11.0 11.4 10.8 11.2平均在院日数 (日) 10.4 10.4

93.0

（前年度比） ▲ 1.2 ▲ 2.2 0.3 ▲ 22.5 87.4 82.2

90.7 91.0 68.5 87.4 76.4病床利用率 (％) 94.1 92.9

100.1

（前年度比） 1.3 ▲ 1.3 ▲ 0.3 1.6 109.0 109.1

99.7 99.4 101.0 100.2 109.2経常収支比率 (％) 99.7 101.0

97.1

（前年度比） 1.4 ▲ 2.1 ▲ 1.2 ▲ 12.6 94.9 92.4

97.0 95.8 83.2 94.6 89.7医業収支比率 (％) 97.7 99.1

R2年度 5年平均 R3年度 目標値
5年平均比 進捗関連指標 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度

抜本的改善が必
要な事項

特筆すべき事項

⑧
在庫管理については、使用実績を基に適正な在庫数量を設定
し、在庫金額削減に努める

・新型コロナウイルス感染症の影響により、供給情況が不安
定になっているため、通常以上の在庫確保を行い、医療提供
に必要な物品の確保に努めた。

・医療機器の保守委託について予算編成時に各診療科、コメ
ディカル部門にヒアリングを行い保守内容の見直しを行っ
た。

民間の共同購入組織に加盟し、引き続き診療材料の共同購入
を進めるとともに、薬価改定の動向も考慮し、後発薬品への
積極的な切り替え検討や薬価交渉をさらに強化するなど、材
料費の削減に努める

・民間の共同購入組織に加盟しており、令和３年度では新た
に整形外科分野につき加盟範囲の拡大を行った。

⑨

⑩

＜法人の自己評価：評価を「５」または「１」とした場合のみ記載＞

ＰＦＩ業務をはじめとした委託業務の内容見直しを継続的に
行い、経費の削減に努める

年
度
計
画
の
進
捗

4,294

（前年度比） (％) 94.9 82.3 101.4 71.5

手術件数（入院・外来合計） (件) 13,177 12,500 10,283 10,422 7,454 10,767

▲ 900 1,317

8,528

▲ 571

99.3 102.5 111.2

79.2

患者１人１日当たり診療単価・入院 (円) 95,833 98,286 97,578 100,046 111,264 100,601

関連指標 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度

117,318

R2年度 5年平均 R3年度
5年平均比

（前年度比） (％) 108.3 107.9 107.6 116.5

116.6

患者１人１日当たり診療単価・外来 (円) 19,172 20,767 22,412 24,110 28,079 22,908 28,956

126.4

（前年度比） (％) 102.6

129 971 189

（前年度比） (％)

単年度資金収支（病院ごと） （百万円）

47.9

（前年度比） ▲ 1.6 0.1 ▲ 0.1 9.3 102.4

給与費比率 (％) 46.2 44.6 44.7 44.6 53.9 46.8

33.8

（前年度比） 0.9 ▲ 0.2 1.0 0.7 104.8

材料費比率 (％) 31.1 32.0 31.8 32.8 33.5 32.2

20.7

（前年度比） 0.5 1.2 0.0 4.1 105.9

経費比率 (％) 17.6 18.1 19.3 19.3 23.4 19.5

4.0

（前年度比） 0.7 0.6 0.7 ▲ 4.1 56.5

運営費負担金比率 (％) 6.7 7.4 8.0 8.7 4.6 7.1

0.10 ▲ 0.07 ▲ 0.22 79.5

査定減率・入院 (％) 0.94 1.10 1.20 1.13 0.91 1.06 0.84

（前年度比） 0.16

0.35

（前年度比） 0.06 0.15 0.08 ▲ 0.13 123.2

査定減・外来 (％) 0.14 0.20 0.35 0.43 0.30 0.28
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(1) 市評価 5

救急車搬送患者の受け入れを断った理由を分析するととも
に、受入促進について救急委員会で引き続き検討を行い、応
需率および応需件数の向上を図る

・新型コロナウイルス感染症患者に対応するため、発熱等受
診・相談センターを継続するとともに、拡張した救急外来を
活用し、感染症対応及び救急受入体制の強化を行った。【再
掲】
・新型コロナウイルス感染症への対応に伴い応需率及び応需
件数は減少したが、救急車の受け入れができなかった事例に
ついては、引き続き幹部会等を通じて原因分析を行うととも
に、内容によっては診療科部長等に状況確認し、改善策につ
いて検討・実施した。【再掲】
・院内感染発生時及び受入体制拡大時には外来等の通常診療
を継続する一方、救急外来や地域からの紹介については一部
制限を行った。【再掲】

自己評価 5地域の患者を24時間受け入れる救急医療の提供

西市民病院の役割

②
拡張した救急外来やテレワーク環境を活用し、全職種・診療
科による連携のもと、安定した救急医療体制を提供する

・新型コロナウイルス感染症患者への対応として、状況に応
じて専用病棟を開設、併せて予定手術の延期や一般病床の受
入制限を行いながら、感染管理室・総合内科・呼吸器内科を
中心に全職種・全診療科による連携のもと中等症患者を中心
に多数の受け入れを行った。（令和３年度入院受け入れ患者
総数：504人）【再掲】
・新型コロナウイルス感染症患者に対して、市民病院間での
相互協力のもと、症状に応じた受入体制を提供した。【再
掲】
・救急担当医師から自宅にいる専門医にコンサルトした際、
自宅から電子カルテを参照できる体制を整えた。【再掲】
・救急診療マニュアルの改訂を行い、救急受入体制や対応等
について院内に周知、共有を図った。【再掲】

中期目標 地域の患者を24時間受け入れる救急医療を提供すること。

（

年
度
計
画
）

中
期
計
画

西
市
民
病
院

○年間を通じて24時間体制で救急医療を提供し、地域住民の安心及び安全を守る。
○医師をはじめとする全職種が救急医療の重要性を認識し、地域医療支援病院としての役割として実践することで、救急車
搬送応需率及び受入れ件数を高い水準で維持する。また、市や地域の関係機関と連携し、地域医療体制の確保を図るととも
に、地域全体の救急医療の充実を目指す。

年
度
計
画
の
進
捗

具体的な取り組み 法人の自己評価（実施状況、判断理由）

①

＜法人の自己評価：評価を「５」または「１」とした場合のみ記載＞

特筆すべき事項
市街地西部の中核病院として、コロナ軽症・中等症患者の受入れを行いながらも、拡張した救急外来を活用し、受入れ体制
の強化による安定した救急医療を提供するなど、コロナ対応と救急医療の提供を両立させ、24時間365日市民の生命と健康を
守った。

抜本的改善が必
要な事項

関連指標 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 5年平均 R3年度
5年平均比

11,818

（前年度比） (％) 98.1 107.5 104.7 80.1 82.6

救急外来患者数 (人) 14,235 13,967 15,009 15,710 12,585 14,301

3,398

（前年度比） (％) 100.0 104.4 104.3 99.1 106.5

うち入院 (人) 3,060 3,060 3,195 3,332 3,302 3,190

3,350 3,106

（前年度比） (％) 96.0 131.2 105.1 81.9 92.7

うち救急車受入 (人) 2,976 2,857 3,749 3,942 3,227

救急車搬送応需率 (％) 60.3 63.1 80.1 81.7 76.6

97.8

72.4 70.8

（前年度比） 2.8 17.0 1.6 ▲ 5.1
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(2) 市評価 4

助産師外来など引き続き産前産後の患者支援に積極的に取り
組み、妊産婦の多様なニーズに応える

・助産師外来など引き続き産前産後の継続的な患者支援に取
り組んだ。【再掲】
・ホームページを改修し、産科特設サイトを開設するほか、
出産時におけるアメニティの充実や助産師だよりを通じた情
報発信等を行った。【再掲】

自己評価 4地域のハイリスク出産に対応できる周産期医療の提供

西市民病院の役割

＜法人の自己評価：評価を「５」または「１」とした場合のみ記載＞

特筆すべき事項

抜本的改善が必
要な事項

中期目標 地域のハイリスク出産に対応できる周産期医療を提供すること。

（

年
度
計
画
）

中
期
計
画

西
市
民
病
院

○市街地西部における周産期医療施設として、正常分娩を中心とした質の高い周産期医療を安定的に提供するとともに、
ハイリスク妊娠・ハイリスク分娩等への対応も含めた役割を継続する。

年
度
計
画
の
進
捗

具体的な取り組み 法人の自己評価（実施状況、判断理由）

②

①

診療体制を強化するとともに、市街地西部で唯一の総合的診
療機能を持つ分娩取扱医療機関として、正常分娩や高齢出
産・基礎疾患等をもつ妊婦をはじめとしたハイリスク分娩へ
の対応など地域で安心して出産ができる周産期医療体制を提
供する

・分娩件数は減少したが、市街地西部唯一の総合的診療機能
を持つ分娩取扱医療機関として、診療体制を強化するととも
に、院内各科と連携し、正常分娩や基礎疾患等をもつ妊産婦
をはじめとしたハイリスク分娩・妊娠にも対応した。【再
掲】
・他院受診中の妊婦も含め、コロナ陽性になった患者の受入
れ、分娩にも対応した。【再掲】

5年平均 R3年度
5年平均比

分娩件数 (件) 479 440 385 408

関連指標 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度

335 409 301

（前年度比） (％) 91.9 87.5 106.0 82.1 73.5

70

（前年度比） (％) 68.5 113.2 100.0 94.2 79.5

うち帝王切開 (件) 111 76 86 86 81 88

31

（前年度比） (％) 146.9 48.9 126.1 106.9 95.7

ハイリスク妊娠件数（実患者数） (件) 32 47 23 29 31 32

37 51 49 45

（前年度比） (％) 122.9 81.4 77.1

ハイリスク分娩件数（実患者数） (件) 48 59 48

137.8 92.6

助産師外来患者数 （人） 531 419 418 493

90.1

286 429 387

（前年度比） (％) 78.9 99.8 117.9 58.0
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(3) 市評価 3

地域で唯一の小児二次救急輪番体制確保を継続し、小児救急
医療を安定的に提供する

・小児救急患者数は新型コロナウイルス感染症の影響もあ
り、コロナ前の令和元年度以前の水準を下回ったが、令和２
年度と比較すると増加しており、引き続き長田区で唯一の小
児二次救急輪番体制確保を維持し、地域における小児救急医
療に対応した。【再掲】

自己評価 3地域需要に対応した小児医療の提供

西市民病院の役割

②
各科・多職種による協力のもと、アレルギーをはじめとした
小児疾患に対応するとともに、病児保育所の運営等、医療の
面から地域で子育てができる環境の支援を行う

・各科・多職種による協力のもと、引き続きアレルギーをは
じめとした小児疾患の対応を行った。【再掲】
・保護者や子供の保育等に関わる人を対象とした小児アレル
ギー講習会を実施（９回、参加総数389名）するほか、学校
や保育現場で生じたアレルギー児対応について、専門医をは
じめ地域の多職種で考える「アレルギー児に対する地域連携
の会」を開催した（参加者59名）。【再掲】
・病児保育室を運営し、地域の病児に対する受け入れを行う
等、医療の面から地域の子育て環境の支援を行った。（利用
人数277人）【再掲】
・医療専門サイト（m3.com）を通じて、地域医療機関向け
に、食物アレルギーの診断や治療について案内し、治療連携
等に向けた啓発を行った。【再掲】

＜法人の自己評価：評価を「５」または「１」とした場合のみ記載＞

中期目標 入院・手術が必要な患者を中心に、地域需要に対応した小児医療を提供すること。

（

年
度
計
画
）

中
期
計
画

西
市
民
病
院

○市街地西部の中核病院として、小児二次救急体制を継続し、小児救急医療の安定的な提供に努める。
○急性期疾患を中心に、地域の医療機関では困難な小児疾患に対応する。

年
度
計
画
の
進
捗

具体的な取り組み 法人の自己評価（実施状況、判断理由）

①

特筆すべき事項

抜本的改善が必
要な事項

関連指標 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 5年平均 R3年度
5年平均比

1,937

（前年度比） (％) 99.3 85.3 94.7 63.2 64.9

小児科患者数　入院延 (人) 3,595 3,571 3,047 2,885 1,824 2,984

5,605

（前年度比） (％) 85.9 90.9 113.9 70.3 75.9

小児科患者数　入院延 (人) 8,890 7,635 6,943 7,905 5,557 7,386

338

（前年度比） (％) 111.6 99.0 99.8 47.5 80.7

小児科救急患者数 (人) 432 482 477 476 226 419

173 121 171 272

（前年度比） (％) 111.1 77.6 106.1

うち入院 (人) 189 210 163

69.9 158.9

小児アレルギー教室開催件数 （回） 0 9 8 8

155.2

4 6 9

（前年度比） (％) 100.0 50.0
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(4) 市評価 3

認知症疾患医療センターとして、認知症鑑別診断等を引き続
き実施するとともに、認知症予防及び認知症となっても困ら
ない生活様式の啓発活動に取り組み、神戸市の政策である
「認知症の人にやさしいまちづくり」の推進に協力する

・認知症疾患医療センターとして、認知症鑑別診断や認知症
専門医療相談を実施するとともに、診断後に困ることなく生
活を送ることができるように介護生活相談を引き続き実施し
た。（認知症鑑別診断：255件、認知症専門医療相談：1,386
件）
・認知症への理解を深めるため、映画「ケアニン」オンライ
ン上映会を開催した。
・感染拡大防止の観点から、音楽療法については１回のみの
開催となったが、「認知症へのそなえ・認知症となっても困
らない生活様式」等について動画配信を活用（視聴件数530
回）しつつ、啓発活動に取り組んだ。
・認知症関連の新規試験に参画するほか、県が実施する認知
症施策（認知症本人ミーティング）への協力を行った。

自己評価 3認知症患者に対する専門医療の提供

西市民病院の役割

②
神戸市認知症診断助成の第２段階の実施、研修会・事例検討
会の開催など、地域の医療・介護機関と協力しながら認知症
疾患への対応を強化する

・医療介護者向けに多職種事例検討会を開催（４回、参加者
52名）し、地域の認知症疾患への対応強化に努めた。
・認知症ケアに関するオープンカンファレンスを実施した。
(参加者70名)
・長田区医師会、歯科医師会、薬剤師会、長田区医療介護サ
ポートセンターと医療連携研究会を開催し、医療介護の連携
課題の検討を行った。

＜法人の自己評価：評価を「５」または「１」とした場合のみ記載＞

中期目標 地域の高齢化により増加する認知症患者に対する専門医療を提供すること。

（

年
度
計
画
）

中
期
計
画

西
市
民
病
院

○認知症疾患医療センターとして、認知症疾患に対する鑑別診断等を実施し、認知症に対して進行予防から地域生活の維
持まで必要となる医療を提供できる体制の構築を図る。
○市の施策である「認知症の人にやさしいまちづくり」の推進に協力するとともに、地域の医療機関と協力しながら、長
田区認知症多職種連携研究会をはじめ院内外の交流会、研修会を開催するなど、認知症疾患に携わる医療、介護等の多職
種の連携を強化する。

年
度
計
画
の
進
捗

具体的な取り組み 法人の自己評価（実施状況、判断理由）

①

特筆すべき事項

抜本的改善が必
要な事項

関連指標 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 5年平均 R3年度
5年平均比

255

（前年度比） (％) 44.4 435.9 126.5 71.7 116.7

認知症鑑別診断数 (件) 144 64 279 353 253 219

1,386

（前年度比） (％) 132.1

専門医療相談件数 (件) 1,049 1,049

8

（前年度比） (％) 133.3

研修等の実施回数 （回） 6 6

102.8 95.2

7,515 7,726 7,072 6,731

（前年度比） (％) 109.9 110.0

認知症ケア件数 (件) 6,214 6,832
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西市民病院の役割

(5) 市評価 4自己評価 4生活習慣病患者の重症化予防に向けた取り組み

＜法人の自己評価：評価を「５」または「１」とした場合のみ記載＞

中期目標 市の施策と連携し、生活習慣病患者の重症化予防に向けて取り組むこと。

（

年
度
計
画
）

中
期
計
画

西
市
民
病
院

○市の施策と連携し、生活習慣病患者に対する重症化予防に向けた取組みに加え、疾患の早期発見・早期治療に向けた取
組みを行う。
○患者のみならず広く市民を対象とした公開講座や禁煙教室、糖尿病教室など各種教室等の充実を図り、全ての市民の健
康向上のため、市とともに健康づくり施策に取り組む。

年
度
計
画
の
進
捗

具体的な取り組み 法人の自己評価（実施状況、判断理由）

①
糖尿病については、保険者をはじめとした関係機関と連携を
進めるとともに、予防・健康増進のための啓発活動を実施
し、地域における生活習慣病の重症化予防に貢献する

・地域の生活習慣病重症化予防にむけ、保険者と協働のもと
地域の事業所において出張糖尿病チェックを実施し、未受診
者等への受診勧奨・啓発活動を行った。【再掲】
・新型コロナウイルス感染症の影響による受診中断等が懸念
される中、健診勧奨に関するポスターを駅構内に掲示するほ
か、糖尿病に関する治療や予防等についてホームページや動
画配信を通じて情報発信を行い、健康向上に向けた教育・啓
発活動を行った。【再掲】

③
教育入院をはじめ、院内多職種による協力のもと総合的に質
の高いサポートを行い、疾患の早期治療に取り組むとともに
引き続き専門性の高い人材を育成する

・教育入院をはじめ、院内多職種連携による協力のもと総合
的に質の高いサポートを行い、疾患の早期治療・生活習慣病
の重症化予防に取り組んだ。【再掲】
・新型コロナウイルス感染症の影響により患者数は減少した
が、生活習慣病等、療養のため必要な栄養指導を積極的に実
施した。【再掲】

特筆すべき事項

抜本的改善が必
要な事項

関連指標 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 5年平均 R3年度
5年平均比

成人病関連教室等開催件数 （件） 26 33 27 21 10 23 19

81.2

糖尿病地域連携パス連携診療所数 （箇所） 92 93 95 97 98 95 101

（前年度比） (％) 126.9 77.8 47.681.8

102.1 101.0

621 531 652

（前年度比） (％) 101.1 102.2

(例) 438 484 538 574

②

・引き続き通常の紹介形式とは別に神戸糖尿病地域連携（Ｋ
ｏｂｅ ＤＭ ｎｅｔ）及び適切な薬物療法の選択・栄養相談
を１回の受診で行うワンタイム連携の運用を行い、地域医療
機関との連携を図った。【再掲】
・医療専門サイト（m3.com）を通じて、地域医療機関向け
に、当院への糖尿病治療に関する紹介基準等を案内し、早期
からの積極的介入や合併症予防に向けた啓発を行った。【再
掲】

糖尿病地域連携パスやワンタイム連携の運用により、引き続
き地域医療機関との連携を図る

106.7 108.2 122.8（前年度比） (％) 110.5 111.2

106.3

糖尿病地域連携パス連携症例数
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(6) 市評価 4

・院長をはじめ診療科長による地域医療機関への訪問を行う
とともに、紹介に対する丁寧な返書の徹底やかかりつけ医相
談を継続実施し、地域医療機関との紹介・逆紹介の推進、連
携強化に努めた。
・医療専門サイト（m3.com）を通じて、地域医療機関向けに
当院の診療内容及び取組みに関する記事を掲載し、積極的な
広報・情報発信を行った。
・紹介患者数については、新型コロナウイルス感染症の影響
もあり、コロナ前の令和元年度以前の水準を下回ったが、令
和２年度と比較すると増加した。

自己評価 4経営改善の取り組みと経常収支目標の達成

外来診療の効率化、医師の負担軽減に向けて医師事務作業補
助者との業務分担の見直しに取り組むとともに、入退院支援
に関する運用構築・見直しを検討する

・外来診療の効率化、医師の負担軽減に向けて電話予約変更
業務の集約化（令和３年６月）や医師事務作業補助者との業
務分担の見直しに取り組んだ。
・多職種による連携・協働のもと、入院患者の一貫した支援
を行い、より質の高い医療サービスの提供が行えるよう入退
院支援に関する運用構築・見直しの検討を進めた。

②

年
度
計
画
の
進
捗

⑤
看護部病床一元管理者や地域医療部による連携のもと、円滑
かつ効率的な病床利用に努めるとともに、入退院支援に関す
る運用構築・見直しを検討する

・新型コロナウイルス感染症に対応するため、流行状況に応
じて、一般病床の閉鎖や専用病棟への人員の集約を行った。
また、専用病棟以外の病床数が制限される中、予定入院患者
の調整、他院への転送等を行い、円滑な病床運営・専用病棟
の確保を行った。
・多職種によるカンファレンスや病棟ラウンド実施により、
退院調整を行い、在院日数の短縮を図った。
・効率的な病床利用を図るため、有償個室２室について重症
者個室への機能転換を行った。（令和３年12月）
・多職種による連携・協働のもと、入院患者の一貫した支援
を行い、より質の高い医療サービスの提供が行えるよう入退
院支援に関する運用構築・見直しの検討を進めた。【再掲】

市民病院としての役割に応じた運営費負担金交付のもとで、４病院それぞれが機動的かつ戦略的な病院経営を行い、年度ご
との経常収支目標を達成することにより、法人全体で中期目標期間を通じて収支を均衡させるよう取り組むこと。

中
期
計
画
（

年
度
計
画
）

施設基準における上位基準の維持、各種加算の算定率向上、
入院期間の適正化を図り、収益の最大化に努めるとともに、
体制の最適化や徹底した価格交渉等による費用の効率化につ
いて取組みを進め、収支均衡を目指す

・新型コロナウイルス感染症への対応に伴い、医業収支比率
等は未達成となったが、総合入院体制加算２をはじめ施設基
準における上位基準を維持するとともに、他病院と比較検討
した上で、各種加算の算定率向上に取り組んだ。
・クリニカルパスの見直しや病棟ラウンドを通じた退院調
整・適切なコーディングの検証等、各部署協働のもと、ＤＰ
Ｃを意識した入院期間の適正化に取り組んだ。
・診療報酬請求にかかる精度向上に向けて、外部事業者によ
る精度調査を実施した。（令和３年12月、令和４年２月）
・各種委託業務について、体制及び業務内容の見直しを進
め、費用の縮減に努めた。（電話予約変更業務の集約化、シ
ステム運用管理業務の体制見直し検討、清掃業務の仕様見直
し等）

〇神戸市をはじめ、国・兵庫県等行政機関との調整を密に行い、財源の確保に努めるなど、病院の機能維持と経営の安定化
に努める【新型コロナウイルス感染症関係】
◯運営費負担金交付のもと、市民病院としての役割に応じた政策的医療を提供し、各病院が経営改善の取組みを進め、機動
的かつ戦略的な病院経営を行うことで、年度ごとの経常収支目標を達成する。
◯効率的な病床運営、地域医療機関との連携推進等による新規患者の確保、診療機能の強化等により医業収益を確保すると
ともに経費削減に努め、法人全体で収支を均衡させるよう取り組む。
〇平成29年度実績及び平成30年度上期実績等を踏まえて、目標値を設定した。

西
市
民
病
院

○地域医療支援病院としての役割を果たし続けていくため、医師の確保等による診療科の強化、救急車受入れ方針の徹底に
よる応需率の向上、外来機能の強化に加え、地域医療機関との連携強化等による増収を図る。
◯新たな診療報酬加算の検討等による増収、粘り強い価格交渉等による費用の削減に積極的に取り組む。
◯効果的な経営分析や院内外に向けた情報発信の強化に努め、院内全体での経営改善に努める。

中期目標

具体的な取り組み 法人の自己評価（実施状況、判断理由）

①
院長ヒアリングの機会を活用し、各診療科・部署と目標およ
び課題の共有を行い、経営の視点を踏まえた業務の執行を促
す

・院長ヒアリング（４月・10月）において、各診療科・部署
と現状や課題の共有を行うとともに、診療報酬加算の算定率
向上・入院期間の適正化等、経営の視点を踏まえた業務の遂
行や改善に向けた議論を行った。

③

④
紹介・逆紹介のより一層の推進、地域医療機関との連携強化
とともに、新規患者確保に努める

⑥
常任理事会へ毎月経営指標を報告することにより、定期的に
経営指標の確認を行う

・毎月、常任理事会で経営指標を報告し、状況と課題の共有
を行った。
・毎週、幹部会で患者数等の動向を報告し、改善にむけて迅
速に意思決定するとともに、各診療科長・部門長による業務
経営会議において運営方針や状況を伝達することで全部門間
の情報共有を図り、経営等に対する職員の意識醸成を図っ
た。

西市民病院の役割
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22,003

（前年度比） (％) 94.6 101.7 103.0 72.5 75.8 68.5

20,721 21,334 15,465 19,882 15,076新規患者数・外来（一般） (人) 21,524 20,366

9,651

（前年度比） (％) 100.2 98.1 105.9 85.6 90.6 83.1

8,838 9,363 8,013 8,843 8,016新規患者数・入院（一般） (人) 8,992 9,009

12.3

（前年度比） (％) 101.6 96.8 96.7 100.0 89.6 88.6

12.2 11.8 11.8 12.2 10.9平均在院日数 (日) 12.4 12.6

90.8

（前年度比） 2.3 0.4 0.5 ▲ 15.3 79.0 93.4

88.3 88.8 73.5 84.8 67.0病床利用率 (％) 85.6 87.9

91.0 90.1

100.1

（前年度比） ▲ 0.4 ▲ 0.5 2.4 6.3 112.4 98.0

95.6 98.0 104.3 98.1 110.3経常収支比率 (％) 96.5 96.1

関連指標 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度

95.2

（前年度比） ▲ 0.9 ▲ 0.5 2.0 ▲ 8.8 90.3 93.5

89.6 91.6 82.8 89.0 80.4医業収支比率 (％)

年
度
計
画
の
進
捗 ⑧

後発医薬品への切替検討や価格交渉等により費用の削減に積
極的に取り組む

・供給状況等を勘案しながら、引き続き後発医薬品への切替
を進め、費用の削減に取り組んだ。
（参考）令和３年度切替品目：７品目

抜本的改善が必
要な事項

⑦
環境の変化等に対応すべく情報収集・分析を行うとともに、
経営改善に向けた取組みを着実に進める

・医療情勢の把握や組織横断的な経営改善を目的に引き続き
経営企画会議を開催し、新たな経営改善・業務改善に向けた
検討及び取組みを進めた。

＜法人の自己評価：評価を「５」または「１」とした場合のみ記載＞

特筆すべき事項

1305▲ 320 ▲ 301 ▲ 537 ▲ 546 298 ▲ 281単年度資金収支（病院ごと） （百万円）

R2年度 5年平均 R3年度 目標値
5年平均比 進捗

（前年度比） (％)

70.2

（前年度比） 1.0 0.6 ▲ 1.1 9.5 114.3

給与費比率 (％) 58.8 59.8 60.4 59.3 68.8 61.4

23.4

（前年度比） ▲ 0.4 ▲ 0.4 0.8 ▲ 1.4 93.3

材料費比率 (％) 25.6 25.2 24.8 25.6 24.2 25.1

22.9

（前年度比） 0.2 0.3 0.3 3.9 131.3

経費比率 (％) 16.2 16.4 16.7 17.0 20.9 17.4

4.1

（前年度比） 0.7 0.2 0.2 ▲ 4.8 52.6

運営費負担金比率 (％) 8.0 8.7 8.9 9.1 4.3 7.8

2,700

（前年度比） (％) 96.6 101.6 109.2 89.0 89.5

手術件数（入院・外来合計） (件) 3,032 2,930 2,978 3,251 2,893 3,017

64,553

（前年度比） (％) 98.3 100.5 104.2 110.4 117.1

患者１人１日当たり診療単価・入院 (円) 53,698 52,759 53,027 55,246 61,019 55,150

16,621

（前年度比） (％) 99.4 102.0 109.4 102.7 107.3

患者１人１日当たり診療単価・外来 (円) 14,732 14,650 14,947 16,348 16,785 15,492

68.9

査定減率・入院 (％) 0.32 0.47 0.52 0.53 0.41 0.45 0.31

（前年度比）

0.41

（前年度比） ▲ 0.02 ▲ 0.01 ▲ 0.02 0.06 127.3

査定減・外来 (％) 0.34 0.32 0.31 0.29 0.35 0.32

0.15 0.05 0.01 ▲ 0.12
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(1) 市評価 5

中期目標 地域の医療機関と連携した24時間体制の救急医療を提供すること。

自己評価 5地域の医療機関と連携した24時間体制での救急医療の提供

西神戸医療センターの役割

（

年
度
計
画
）

中
期
計
画

西
神
戸
医
療
セ
ン
タ
ー

○地域医療機関と連携し、引き続き年間を通じて 24時間体制の安定した救急医療体制を提供することで、地域住民の安心
及び安全を守る。
○西神戸医療センターの位置する地域特性を踏まえ、地域の中核病院として、重症・重篤な救急患者に対しても、救急隊
との連携を密にし、より迅速な救命措置を行える体制の維持・向上に努める。
○全職員への救急車受入れの方針徹底と促進策の実施による救急車受入れ件数の増加に努める。

年
度
計
画
の
進
捗

具体的な取り組み 法人の自己評価（実施状況、判断理由）

①

④
脳卒中、循環器、吐下血ホットラインの運用で、救急患者の
スムーズな搬送及び受け入れを行う

・新型コロナウイルス感染症で受け入れ先となる病床数を削
減せざるを得ない状況においても、各ホットラインを中断す
ることなく継続し、救急患者のシームレスな受け入れに努め
た。【再掲】

＜法人の自己評価：評価を「５」または「１」とした場合のみ記載＞

特筆すべき事項

神戸西地域の中核病院として、コロナ軽症・中等症患者の受入れを行いながらも、救急医療体制の制限を最小限に留め、
コロナ対応と救急医療の提供を両立させ、24時間365日市民の生命と健康を守った。
救急外来に感染対策と迅速な初療診断に必要なＣＴ室を整備するとともに、救急外来改修工事にも着手した（令和４年４
月末完成）。
兵庫県救急医療功労者表彰を受賞した。

救急科をはじめとする全診療科の連携の下、24時間体制の安
定した救急医療体制を提供する

・新型コロナウイルス感染症疑いも含めた感染症患者の受け
入れを行うとともに、患者及び職員の感染防止対策の徹底を
図り、救急医療体制の制限を最小限に留めながら市民の生命
を守ることに努めた。【再掲】
・救急に関する業務への貢献として、兵庫県救急医療功労者
表彰を受賞【再掲】
・救急外来において、感染対策と迅速な初療診断に必要なＣ
Ｔ室を整備した。また、感染対策と救急機能向上のため、救
急外来改修工事に着手した。【再掲】

②

救急車の応需状況を、院長・副院長会において毎週報告する
とともに、受け入れられなかった救急車搬送患者について、
その理由を把握し、救急車の受入れ推進方策を検討・実施す
る

・院長・副院長会議及び救急委員会において、救急車搬送患
者の受け入れに至らなかった理由を適時適切に共有・分析・
議論するとともに、救急車の受け入れ数向上に努めるべく、
病院運営協議会において報告し、各診療科長への受け入れ促
進を図った。【再掲】

③
西消防署、垂水消防署の消防署員と意見交換を行い、救急隊
との密接な連携を図る

・新型コロナウイルス感染症の流行により、定例的な意見交
換会は実施できなかったものの、実務レベルの情報共有を密
に行うことで、各病院の状況や消防署の懸案事項の把握に努
め、引き続き救急隊との連携を図った。【再掲】
・西消防署の救急隊立ち会いの下、当院が実施する救急受入
の訓練を実施し、意見交換を行った。【再掲】

抜本的改善が必
要な事項

関連指標 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 5年平均 R3年度
5年平均比

19,019

（前年度比） (％) 108.8 106.7 102.6 67.9 80.0

救急外来患者数 (人) 22,655 24,650 26,308 26,990 18,330 23,787

4,122 3,440 3,509 3,304

（前年度比） (％) 125.1 113.2 106.9

うち入院 (人) 2,721 3,405 3,855

83.5 94.2

4,003 3,813

（前年度比） (％) 101.9 119.6 109.5 86.8 95.3

うち救急車受入 (人) 3,493 3,559 4,255 4,661 4,045

救急車搬送応需率 (％) 69.4 70.3 74.7 78.0

89.9

75.6 73.6 66.2

（前年度比） 0.9 4.4 3.3 ▲ 2.4
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(2) 市評価 4

地域の小児医療への需要に対応し、小児救急においては、全
日準夜帯（17時～24時）の救急受診の受け入れを継続する。
また、小児二次救急輪番に参加し、毎週土曜宿直帯（17時～
翌９時）、第２・５日曜日直帯（９時～17時）および第２・
３水曜宿直帯（17時～翌９時）において当番対応を行い、神
戸こども初期急病センターの受け皿となる等、小児医療を安
定的に提供する

・新型コロナウイルス感染症の蔓延期においても、救急外来
で連日、小児救急患者の受け入れを継続した。【再掲】
・毎週土曜日と第２、第３水曜日の小児救急輪番を担当し、
一次診療所からの紹介患者の対応も継続した。【再掲】
・救急外来の受け入れ時間中に要請のあった救急車はほぼ
100％受け入れ、神戸西地域のみならず、明石市や三木市な
どの周辺地域の小児救急体制を安定的に提供した。【再掲】

自己評価 4地域における小児救急・小児医療の拠点機能の提供

西神戸医療センターの役割

＜法人の自己評価：評価を「５」または「１」とした場合のみ記載＞

特筆すべき事項

抜本的改善が必
要な事項

中期目標 全日深夜までの小児救急医療をはじめ、地域における小児救急・小児医療の拠点機能を果たすこと。

（

年
度
計
画
）

中
期
計
画

西
神
戸
医
療
セ
ン
タ
ー

○神戸西地域の中核病院として、小児救急においては、引き続き二次救急体制に参加するとともに、全日準夜帯（17時～
24時）の救急受入れを安定的に継続する。
○地域の医療機関と連携し、幅広い小児疾患に対応する。

年
度
計
画
の
進
捗

具体的な取り組み 法人の自己評価（実施状況、判断理由）

①

5年平均 R3年度
5年平均比

小児科患者数　入院延 (人) 7,468 8,952 8,735 8,018

関連指標 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度

5,109 7,656 6,371

（前年度比） (％) 119.9 97.6 91.8 63.7 83.2

15,891

（前年度比） (％) 107.7 102.2 94.7 72.3 88.8

小児科患者数　入院延 (人) 17,987 19,375 19,795 18,738 13,541 17,887

3,804

（前年度比） (％) 112.9 105.5 97.6 38.1 66.8

小児科救急患者数 (人) 5,781 6,529 6,886 6,724 2,562 5,696

43.5 78.9

849 369 639 504

（前年度比） (％) 147.3 109.1 109.1

うち入院 (人) 484 713 778
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(3) 市評価 4

合併症妊娠や切迫早産等リスクの高い妊娠への対応の充実を
図ることで、質の高い周産期医療を提供する

・小児科対応可能な32週以降の母体搬送を引き続き受け入れ
た。【再掲】
・分娩件数のうち約29％がハイリスク妊娠・ハイリスク分娩
であり、地域の需要に応じた周産期医療が提供できるよう努
めた（母体搬送の受入件数は令和２年度22件、令和３年度23
件）。【再掲】
・産後うつ病予防や新生児及び乳児への虐待予防など出産後
間もない時期の育児不安の解消を図るため、産後２週間健診
の導入（10月）。【再掲】

自己評価 4地域周産期母子医療センター機能の提供

西神戸医療センターの役割

＜法人の自己評価：評価を「５」または「１」とした場合のみ記載＞

特筆すべき事項

抜本的改善が必
要な事項

中期目標 地域医療機関での受入れが困難なハイリスク出産への対応など、地域周産期母子医療センター機能を果たすこと。

（

年
度
計
画
）

中
期
計
画

西
神
戸
医
療
セ
ン
タ
ー

○地域医療機関との連携及び役割分担に基づき、地域医療機関での対応が困難なハイリスクな妊婦や救急時の受入れをは
じめ、地域の需要に対応し安定した周産期医療を提供することで、妊娠から出産、子どもの成長まで総合的に対応する地
域周産期母子医療センターと同等の機能を果たす。

年
度
計
画
の
進
捗

具体的な取り組み 法人の自己評価（実施状況、判断理由）

①

5年平均 R3年度
5年平均比

分娩件数 (件) 640 693 635 564

関連指標 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度

462 599 434

（前年度比） (％) 108.3 91.6 88.8 81.9 72.5

158

（前年度比） (％) 128.9 88.0 82.0 91.4 75.5

うち帝王切開 (件) 201 259 228 187 171 209

102

（前年度比） (％) 122.4 83.9 103.8 86.4 128.1

ハイリスク妊娠件数（実患者数） (件) 76 93 78 81 70 80

91 75 85 76

（前年度比） (％) 137.8 83.3 107.1

ハイリスク分娩件数（実患者数） (件) 74 102 85

82.4 89.0

0

（前年度比） (％) 64.5 93.3 91.4 0.0 0.0

助産師外来患者数 （人） 231 149 139 127 0 129

低出生体重児数 （人） 79 100 96 86 75

83.7

87 73

（前年度比） (％) 126.6 96.0 89.6 87.2
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(4) 市評価 4

がん治療については、手術支援ロボット（ダヴィンチを令和
２年１月に更新）などによる手術や、更新したリニアック
（令和２年６月１日再開）での高精度な放射線治療の適応症
例を拡大し、患者の負担が少ない高度専門医療を提供する

・引き続き、手術支援ロボット（ダヴィンチ）などによる低
侵襲な手術の提供に努め、令和４年１月より手術支援ロボッ
ト（ダヴィンチ）を活用した食道悪性腫瘍手術についても、
届出要件を満たし、保険適用となった。（ダヴィンチ実施件
数165件（前年比４件増））。【再掲】
・令和２年６月に新しく更新を行ったリニアックでの高精度
な放射線治療（125件）を行った（頭頸部ＶＭＡＴ21件・体
幹部ＶＭＡＴ21件・骨盤部ＶＭＡＴ79件・肺部ＳＢＲＴ ４
件等）。【再掲】

自己評価 4幅広いがん患者への支援と集学的治療の提供

年
度
計
画
の
進
捗

②

ＰＥＴ－ＣＴ、ＭＲＩの活用により、更なるがん診断機能の
向上を図るとともに、内視鏡センターにおける早期発見・治
療、化学療法センターにおける最適ながん薬物療法など、総
合的ながん診療を実施していく

・平成30年２月に導入したＰＥＴ－ＣＴ、ＭＲＩの活用によ
りさらなるがん診断機能向上に取り組んだ。【再掲】
・ＭＲＩは地域の医療機関から1,004件の検査依頼を受ける
等、合計10,536件の実績があった。【再掲】
・令和３年３月に1.5テスラの装置を更新し、３テスラ装置
２台体制と充実を図った。【再掲】

めのハイドロゲルスペーサ留置術の積極的な実施。【再掲】
・引き続き内視鏡センターにおける早期発見・治療、化学療
法センターにおける最適ながん薬物療法など、総合的ながん
診療を実施した。【再掲】

③

５大がん（肺がん・胃がん・肝臓がん・大腸がん・乳がん）
や前立腺がん・子宮体がんの兵庫県統一「地域連携パス」を
活用し、地域の医療機関との連携の下、患者の視点に立っ
た、安心で質の高い医療を提供していくことを目指す

・新型コロナウイルス感染症流行下においても、５大がん
（肺がん・胃がん・肝臓がん・大腸がん・乳がん）や前立腺
がん・子宮体がんの「地域連携パス」の課題改善のための意
見交換を継続実施し、地域の医療機関とのシームレスな連携
を図った。【再掲】

中期目標
地域がん診療連携拠点病院として、幅広いがん患者への支援を行うとともに、集学的治療（様々な治療法を組み合わせた
治療）を提供すること。

（

年
度
計
画
）

中
期
計
画

西
神
戸
医
療
セ
ン
タ
ー

○地域がん診療連携拠点病院として、がん治療の専門性を最大限に活かし、多職種のスタッフの力を結集し、地域医療機
関とともに患者・家族が安心して生活できる診療連携体制を整備・構築する。
○ＰＥＴ－ＣＴの活用によりがん診断機能を向上させるとともに、低侵襲な手術や化学療法、放射線治療を組み合わせた
集学的な治療の実施及びがん相談支援センターを中心とする患者支援に取り組む。

具体的な取り組み 法人の自己評価（実施状況、判断理由）

①

④

国立がん研究センター認定がん相談支援センターにおいて、
「認定がん専門相談員」による質の高い相談体制の充実を図
るほか、がん患者への精神的サポートや適切な情報提供を行
い、がん患者サロンやアピアランス支援、社会保険労務士に
よる暮らしの相談（就労支援）の開催など、がん患者支援の
強化を図る

・アピアランス支援のためのサロンは、新型コロナウイルス
感染症流行のため、開催を見合わせたものの、国立がん研究
センターによる「認定がん相談支援センター」の認定更新を
着実に行う等（認定期間：令和３年１月～令和６年12月）、
引き続きがん患者への支援や情報提供などの充実に努めた。
【再掲】
・平成28年３月に締結したハローワーク西神との就労支援協
定書に基づき、がん患者の就労支援への適時適切な取り組み
を継続した。【再掲】
・令和元年10月より兵庫県社会保険労務士会と連携した社会
保険労務士による相談会「がん患者さんのための仕事と暮ら
しの相談会」は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止
のため、定期実施はできなかったものの、感染の流行状況等
を考慮しながら開催した（６件）。【再掲】

⑤

国指定地域がん診療連携拠点病院として、チーム医療や外来
を含めた診療の質の向上を目指し、緩和ケアの提供体制につ
いて院内組織基盤の強化を図るため、センター長、ジェネラ
ルマネージャー、専門資格を有する看護師やその他の職種か
ら構成される「緩和ケアセンター」を設置する

・国指定地域がん診療連携拠点病院として、チーム医療や外
来を含めた診療の質の向上を目指し、緩和ケアの提供体制に
ついて院内組織基盤の強化を図るため、センター長、ジェネ
ラルマネージャー、専門資格を有する看護師やその他の職種
から構成される「緩和ケアセンター」を令和３年４月に設置
し、より一層、がん患者への支援や情報提供などの充実を
図った。【再掲】

⑥

外来化学療法の施行時は、服薬指導・口腔ケア・栄養指導の
実施や、レジメン情報の提供や服薬情報提供書のやりとりに
よる保険薬局との連携強化を行い、外来化学療法の質の向上
に努める

・引き続き、外来化学療法の施行時は、服薬指導・口腔ケ
ア・栄養指導の実施、レジメン情報の提供や服薬情報提供書
のやりとりによる保険薬局との連携強化を行い、外来化学療
法の質の向上に努めた。（がん患者指導管理料282件、連携
充実加算1,075件、外来化学療法導入時の歯科受診155件、外
来化学療法実施時の栄養指導980件、９診療科で合計167件の
レジメン情報を公開）【再掲】

西神戸医療センターの役割
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⑨
がん患者に対して、服薬の継続が困難な抗がん剤等を中心と
した服薬指導、及び外来・入院それぞれの状況に応じた栄養
指導を適切に行う

・初めてがん化学療法を受ける患者や、がん化学療法の新た
な治療計画を開始する患者に対し、薬剤師が事前の副作用説
明・対策を行うことで、患者が安心、納得して有効な抗がん
剤治療が行えるよう取り組んだ。【再掲】
・副作用のモニタリングによる用量・用法の変更、支持療法
の処方提案をすることで患者の副作用軽減を図った。【再
掲】
・緩和ケア介入患者に対して個々に食事調整を行い、栄養管
理に努めた（個別栄養食事管理加算253件）。【再掲】
・外来ケモセンター、病棟でのがん患者の栄養相談を積極的
に進めた。【再掲】
・ＮＳＴにおいてがんと栄養新聞を作成し、がん患者の食生
活・服薬・栄養管理の手引きとなるような内容を提供した。
【再掲】

＜法人の自己評価：評価を「５」または「１」とした場合のみ記載＞

特筆すべき事項

⑧

小児がん連携病院（令和元年11月指定）として、近畿におけ
る小児がん患者等の長期の診療体制強化に努める。兵庫県立
がんセンター・神戸大学医学部附属病院・兵庫医科大学病院
と連携（令和２年１月締結）して、乳がん、卵巣がんの化学
療法のためのＢＲＣＡ１遺伝子・ＢＲＣＡ２遺伝子検査の遺
伝カウンセリングの提供体制強化に努める

・引き続き、小児がん連携病院（令和元年11月指定）とし
て、近畿における小児がん患者等の長期の診療体制強化に努
めた。兵庫県立がんセンター・神戸大学医学部附属病院・兵
庫医科大学病院と連携（令和２年１月締結）して、乳がん、
卵巣がんの化学療法のためのＢＲＣＡ１遺伝子・ＢＲＣＡ２
遺伝子検査の遺伝カウンセリングの提供体制強化に努めた。
【再掲】

がんリハビリテーションを実施し、肺炎等の術後合併症の予
防や早期離床の促進、嚥下訓練・骨盤底筋体操等によるがん
患者のＱＯＬの改善に貢献する

⑦

・引き続き、がんリハビリテーションを実施し、肺炎等の術
後合併症の予防や早期離床の促進、嚥下訓練・骨盤底筋体操
等によるがん患者のＱＯＬの改善に貢献した。（がんリハ患
者延べ人数11,398人、骨盤底筋体操指導延べ患者数95人）
【再掲】

年
度
計
画
の
進
捗

抜本的改善が必
要な事項

関連指標 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 5年平均 R3年度
5年平均比

1,202

（前年度比） (％) 102.0 99.7 104.5

検査人数（ＰＥＴ） (人) 1,136 1,159 1,155 1,150

3,066 2,918 3,022 2,739

（前年度比） (％) 93.3 105.2 99.8

がん退院患者数 (人) 3,131 2,921 3,073

95.2 90.6

7,320

（前年度比） (％) 110.2 99.7 111.4 99.0 110.4

がん患者化学療法数 (人) 5,884 6,482 6,460 7,199 7,130 6,631

7,726

（前年度比） (％) 96.8 104.5 53.4 125.9 91.0

がん患者放射線治療数 (人) 10,112 9,791 10,227 5,457 6,873 8,492

174.0 126.1 94.3 82.1 102.4

緩和ケア外来延べ患者数 (人) 1,198 2,085 2,629 2,479 2,035 2,085

64.1 137.9

777 498 782 1,079

（前年度比） (％) 124.8 107.4 78.9

がん患者相談受付件数 (件) 735 917 985

2,136

（前年度比） (％)
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(5) 市評価 4

日本語が話せない結核入院患者に対して、外国語の入院案
内、簡易翻訳器を用意し、病棟内のＷｉ－Ｆｉ環境を整える
ことで母国や外部と連絡ができ、継続した入院治療ができる
よう引き続きサポートしていく。

・外国語の入院案内、簡易翻訳器を用意し、病棟内のＷｉ－
Ｆｉ環境を整え、継続した入院治療ができるようサポートを
続けた。

自己評価 4結核医療の中核機能の提供

西神戸医療センターの役割

＜法人の自己評価：評価を「５」または「１」とした場合のみ記載＞

特筆すべき事項

抜本的改善が必
要な事項

中期目標 市内唯一の結核病棟における結核医療の中核機能を提供すること。

（

年
度
計
画
）

中
期
計
画

西
神
戸
医
療
セ
ン
タ
ー

○市内唯一の結核病床を有する病院として、結核患者の専用病棟、結核患者にも対応できる手術室などの設備を活用し、
引き続き総合的な結核医療を提供する。

年
度
計
画
の
進
捗

具体的な取り組み 法人の自己評価（実施状況、判断理由）

③

結核患者の入院および通院治療に対し、地域医療機関や地域
保健所と連携し、引き続き保健所と毎月ＤＯＴＳカンファレ
ンスを行い、結核治療が中断なく完了できるように推進して
いく。

①
・保健所との毎月のＤＯＴＳカンファレンスを通して、結核
治療が中断なく完了できるように推進した。

結核入院患者に対して、病棟薬剤師による薬剤指導、栄養サ
ポートチーム、高齢者・認知症サポートチーム、など多職種
による介入協力のもと、総合的な結核診療を続ける。

・多職種による介入協力のもと、総合的な結核診療を続け
た。
・市内で唯一の結核診療を継続して実施し、さらに令和３年
９月には結核患者にも対応できるように血液透析室の感染症
対策工事を行った。

②

5年平均 R3年度
5年平均比

延患者数・入院（結核） (人) 10,641 11,115 10,806 8,895

関連指標 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度

8,545 10,000 9,451

（前年度比） (％) 104.5 97.2 82.3 96.1 94.5

202

（前年度比） (％) 74.4 82.2 91.5 82.2 70.9

延患者数・外来（結核） (人) 422 314 258 236 194 285

144

（前年度比） (％) 95.2 94.9 96.6 91.7 96.4

新規患者数・入院（結核） (人) 165 157 149 144 132 149

118 125 123 90

（前年度比） (％) 110.3 98.4 93.7

新規患者数・外来（結核） (人) 116 128 126

105.9 73.4

結核病床利用率 (％) 58.3 60.9 59.2 48.6

94.6

46.8 54.8 51.8

（前年度比） (％) 2.6 ▲ 1.7 ▲ 10.6 ▲ 1.8
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(6)

中期目標

市評価 4自己評価 3経営改善の取り組みと経常収支目標の達成

市民病院としての役割に応じた運営費負担金交付のもとで、４病院それぞれが機動的かつ戦略的な病院経営を行い、年度ご
との経常収支目標を達成することにより、法人全体で中期目標期間を通じて収支を均衡させるよう取り組むこと。

西神戸医療センターの役割

〇神戸市をはじめ、国・兵庫県等行政機関との調整を密に行い、財源の確保に努めるなど、病院の機能維持と経営の安定化
に努める【新型コロナウイルス感染症関係】
◯運営費負担金交付のもと、市民病院としての役割に応じた政策的医療を提供し、各病院が経営改善の取組みを進め、機動
的かつ戦略的な病院経営を行うことで、年度ごとの経常収支目標を達成する。
◯効率的な病床運営、地域医療機関との連携推進等による新規患者の確保、診療機能の強化等により医業収益を確保すると
ともに経費削減に努め、法人全体で収支を均衡させるよう取り組む。
〇平成29年度実績及び平成30年度上期実績等を踏まえて、目標値を設定した。

西
神
戸
医
療
セ
ン
タ
ー

○高齢化等による地域医療需要の変化に対応し、地域医療機関との連携強化、救急車の積極的な受け入れによる新規患者の
確保に努めるとともに、新たな診療報酬加算の取得による増収に取り組む。
◯診療材料の採用品目見直し、価格交渉等による材料費の削減、及び業務の効率化による経費の削減等に取り組む。

中
期
計
画
（

年
度
計
画
）

具体的な取り組み 法人の自己評価（実施状況、判断理由）

②

年２回の院長ヒアリングを実施することで、経営状況につい
て直接各診療科部長に伝達するとともに、経営の視点を踏ま
えて業務を行うことを促進し、安定した経営基盤の確立に取
り組む

年
度
計
画
の
進
捗

診療報酬制度と診療報酬請求内容の分析を徹底し、収入増に
繋がる新たな加算の取得、査定分析業務に取り組むととも
に、既存算定項目の適正な請求を目的としたモニタリングを
実施する

するとともに、医師へのフィードバック及び具体的なアク
ションプランの提示に取り組んだ。
・輸血の査定・返戻対策の一環として、記載内容の標準化及
び医師の負担軽減を目的とした輸血実施の詳記例文集を策定
した。

た上で、医師への積極的なＤＰＣコーディング提案促進に着
手した。
・看護職員の業務負担軽減及び更なる入院収益の確保を目的
に、「夜間100対１急性期看護補助体制加算」の取得を目指し
て組織横断的に夜勤時間帯における看護補助者の導入に向け
た検討に着手した。
・新型コロナウイルス感染症にかかる診療報酬についても、
収益の最大化を図るための入院基本料の日ごと算定を行うと
ともに、随時発出される厚労省通知の把握に努め、臨時・特
例措置を踏まえた対応をタイムリーに実践した。

システムや医療機器の更新時期を調整する等、減価償却費の
平準化を図る

・補助金を活用し、新型コロナウイルス感染症対策に必要な
備品や医療機器の購入を迅速に行い、併せて計画的なシステ
ムや医療機器の更新を行った。

⑦
常任理事会へ毎月経営指標を報告することにより、定期的に
経営指標の確認を行うとともに、経費については、経費比率
を意識しながら適切な執行管理に努める

・常任理事会へ毎月経営指標を報告し、経営指標の確認を
行った。
・毎月経費比率を計算し、適切な執行管理を行った。

①

④
ＰＥＴ－ＣＴや、内視鏡センター、外来化学療法センターな
どの機能を活用することで、医業収益の確保を進める

・新型コロナウイルス感染症流行下においても、ＰＥＴ－Ｃ
Ｔや手術支援ロボットといった高度医療機器をはじめ、当院
の持つ医療機能を活用した診断・治療に関する実施状況を引
き続きモニタリングし、月次決算報告時等の機会を捉まえて
評価・分析することで医業収益の確保を図った。

⑤

ⅮＰＣ機能評価係数Ⅰ向上への取組みを推進する

・院長直轄の経営企画会議及び保険対策・医事委員会等にお
いて、上位の施設基準または夜間100対１急性期看護補助体制
加算をはじめとした新たな施設基準の取得に向けた検討を行
い、ⅮＰＣ機能評価係数Ⅰ向上への取り組みを進めた。

・年２回院長ヒアリングにおいて、各診療科の現状や特性を
共有するとともに、各診療科の前年度の取り組み状況に関す
るサマリを活用し、各診療科部長とともに課題や今後の方向
性についての議論を行い、持続可能な病院経営のための取り
組みを行った。

③
紹介・逆紹介をより一層推進し地域医療機関との連携を強化
するとともに、救急車の積極的な受入れによる新規患者確保
に努める

・地域における新型コロナウイルス感染症の感染状況を考慮
しながら、医療機関への訪問を行い連携強化に努めた。ま
た、院長・副院長会議及び救急委員会において、救急車搬送
患者の受け入れに至らなかった理由を適時適切に共有・分
析・議論するとともに、救急車の受入れ数向上のため、病院
運営協議会において報告し、各診療科長への受け入れ促進を
図った。

⑥
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抜本的改善が必
要な事項

＜法人の自己評価：評価を「５」または「１」とした場合のみ記載＞

37,396

82.3

90.0

101.5

98.7

91.0

82.6

10.5

98.1

13,326

84.8

特筆すべき事項

R2年度 5年平均 R3年度 目標値
5年平均比 進捗関連指標 H28年度

年
度
計
画
の
進
捗

在庫管理については、使用実績を基に適正な在庫数量を設定
し、在庫金額削減に努める

・在庫管理について、使用実績を基に高額材料の預託在庫化
や在庫定数の適正化を行うなど、在庫数量の削減に努めた。

⑧

⑨ 引き続き、後発医薬品のさらなる導入促進に努める

・後発品への切り替えについては、内服薬12品目、外用薬３
品目、注射薬11品目を実施した。
・薬剤部門と事務部門での連携を密にし、薬事委員会（年９
回）等の機会を捉えて、後発医薬品のさらなる導入に取り組
み、年度を通して後発医薬品使用体制加算１（置き換え率
85％以上）を算定した。

H29年度 H30年度 R1年度

99.1100.7 96.7 90.1 95.8医業収支比率 (％) 89.2

（前年度比）

経常収支比率

▲ 4.0 ▲ 6.6 93.1

(％) 103.6 100.1 100.3 101.3 100.2

（前年度比）

病床利用率

▲ 3.5 0.2 98.9

(％) 89.2 91.0 91.0 90.0 78.4 87.9 75.2

（前年度比）

平均在院日数

1.8 0.0 ▲ 1.0 ▲ 11.6 85.5

(日) 10.8 10.5 10.6 10.4 10.4 10.5 10.3

（前年度比）

新規患者数・入院（一般）

(％) 97.2 101.0 97.8 100.3 97.8

(人) 12,838 13,233 13,332 13,498 11,704 12,921 11,304

（前年度比）

新規患者数・外来（一般）

(％) 103.1 100.7 101.2 86.7 87.5

(人) 37,833 37,639 37,951 37,520 28,671 35,923 30,788

85.7

825 654 889 789 893

（前年度比）

単年度資金収支（病院ごと） （百万円）

(％) 99.5 100.8 98.9 76.4

（前年度比） (％)

給与費比率 (％) 48.0 49.2 53.9 50.4 54.4

（前年度比）

材料費比率

1.2 4.7 108.0

(％) 28.2 29.4 28.8 28.8 29.4

（前年度比）

経費比率

1.2 ▲ 0.6 102.1

(％) 18.0 19.6 21.9 19.8 21.6

（前年度比）

運営費負担金比率

1.6 2.3 108.9

(％) 5.3 6.2 4.7 5.4 4.4

（前年度比）

手術件数（入院・外来合計）

0.9 ▲ 1.5 81.5

(件) 6,075 6,088 6,241 6,272 5,564 6,048 5,504

（前年度比）

患者１人１日当たり診療単価・入院

(％) 100.2 102.5 100.5 88.7 91.0

(円) 65,562 65,777 67,457 67,861 72,218 67,775 76,110

（前年度比）

患者１人１日当たり診療単価・外来

(％) 100.3 102.6 100.6 106.4 112.3

(円) 13,669 14,717 15,384 16,487 17,735 15,598 18,963

（前年度比）

査定減率・入院

(％) 107.7 104.5 107.2 107.6 121.6

(％) 0.59 0.47 0.50 0.64 0.50 0.54 0.51

（前年度比）

査定減・外来

▲ 0.12 0.03 0.14 ▲ 0.14 94.4

(％) 0.19 0.23 0.25 0.26 0.30 0.25 0.34

138.2（前年度比） 0.04 0.02 0.01 0.04
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神戸アイセンター病院の役割

中期目標
世界水準の眼科高度専門病院として、市民をはじめ全ての患者に対し標準医療から最先端の高度な眼科医療まで質の高い
医療を提供すること。

（

年
度
計
画
）

中
期
計
画

神
戸
ア
イ
セ
ン
タ
ー

病
院

○地域医療機関との連携や機能分担を推進するとともに、隣接する中央市民病院との連携を行い、安全で質の高い標準医
療を提供する。
○全身的な症状にも関連する眼の疾患に関して、市民病院や地域医療機関と連携して対応する。
○高機能眼内レンズ挿入術や再生医療分野など、より高度で専門性を必要とする眼疾患に対応するとともに、臨床研究及
び治験を推進することで次世代医療の開発を進め、その成果を世界に発信していく。

(1) 市評価 5自己評価 5標準医療から最先端の高度な眼科医療まで質の高い医療の提供

具体的な取り組み 法人の自己評価（実施状況、判断理由）

①

紹介・逆紹介をより一層推進して地域との信頼関係を緊密に
していくため、地域医療機関のニーズを的確に把握し、広報
活動やＷｅｂでの研修会実施等によって必要な情報を提供す
るとともに、眼科中核病院としての役割を果たす

・地域連携推進のため、地域医療機関向け広報誌を発行（年
４回）するとともに、医師の専門分野等を記載した医師紹介
パンフレット及び地域医療機関向けアンケートを送付した。
・感染対策の取り組み状況や平日夜間・土日祝日に緊急に診
療が必要な場合の対応方法について、県下全眼科医療機関等
（各約560か所）に周知した。【再掲】
・新型コロナウイルス感染症下での地域連携策として、地域
医療機関を対象としたＷｅｂでの臨床懇話会（院外57名）や
兵庫県眼科医会と共催でハイブリッド形式でのオープンカン
ファレンス（186名）を実施し、地域連携に取り組んだ。
【再掲】

医師・視能訓練士を増員し、検査・診療体制を強化すること
で増加する患者に対応するとともに、専門的な医療の充実を
図る

・医師を３名増員し、外来診療体制の強化を図るため、外来
の運用見直し及び必要機器の整備を行い、10診体制から11診
体制へ増診するとともに、増加傾向が続いている硝子体注射
への対応として、段階的に注射枠を増加し、眼科専門的治療
への充実を図った。
・視能訓練士を１名増員し、ハンフリー検査（視野検査）枠
を増加し、検査体制を強化した。
・包括連携契約を締結しているシスメックスの協力のもと、
遺伝性網膜変性疾患を対象とした遺伝子パネル検査システム
の臨床実装を目的とした「遺伝性網膜ジストロフィーにおけ
る遺伝子診断と遺伝カウンセリング」について、市民病院機
構初となる先進医療Ｂ（新規技術）として承認され、検査を
実施した。

④
中央市民病院との連携による眼科救急や、全身的な症状にも
関連する眼の疾患への対応を図る

・日中は当番医、休日夜間はオンコール体制により24時間
365日体制で眼科救急への対応を継続した。
・中央市民病院と連携し、全身疾患を有する眼科患者への対
応を継続して実施した。
・新型コロナウイルス感染症が疑われ全身麻酔が必要な症例
について、中央市民病院と連携して受け入れ態勢を整えた。
・中央市民病院での眼科診療：入院39人/年、外来612人/
年、手術33件/年、休日夜間のオンコール診療：62件/年、電
話コンサル50件/年、中央市民からアイセンター病院への紹
介357件/年、アイセンター病院から中央市民病院への紹介
654件/年

③
新たに予防活動として検診の試行実施に取り組み、緑内障等
の早期発見・早期治療につなげる

・緑内障の早期発見・早期治療に努めるため、神戸医療産業
都市の約300社に勤める40歳以上の社員を対象として、緑内
障検診の試行実施を開始した。（受診者：２名）

②

年
度
計
画
の
進
捗

⑤
緑内障患者への薬剤師による点眼指導や服薬管理をすること
で、患者のアドヒアランス向上に努める

・緑内障薬剤師外来を継続し、患者のアドヒアランス向上の
ため、点眼手技や患者が点眼薬を安全に継続することの指導
を実施した（109件/年）。
・患者同意の元でかかりつけ薬局へ情報提供を行い、地域全
体で治療の向上に努めた。
・病院と院外薬局間での説明方法の統一を目的として点眼薬
の説明シートを作成した。
・腎機能低下時の用量調整プロトコールに基づく薬物治療管
理（ＰＢＰＭ）を継続した。
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抜本的改善が必
要な事項

＜法人の自己評価：評価を「５」または「１」とした場合のみ記載＞

特筆すべき事項
遺伝性網膜変性疾患を対象とした遺伝子パネル検査システムの臨床実装を目的とした「遺伝性網膜ジストロフィーにおけ
る遺伝子診断と遺伝カウンセリング」について、市民病院機構初となる先進医療Ｂ（新規技術）として承認され、検査を
実施した。

R2年度 5年平均 R3年度 目標値
5年平均比 進捗関連指標 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度

9.4

（前年度比） (％) 103.1 76.8 109.6 105.3

9.6 9.9 7.6 9.0 9.9紹介患者数 （人/日）

7.6

（前年度比） (％) 117.3 85.3 114.4 128.9

8.1 9.5 8.1 8.6 9.8逆紹介患者数 （人/日）

2,768 3,036 2,496 2,767 2,962手術件数（入院・外来合計） (件)

109.7 82.2 107.1

うち先進医療実施件数 (件) 145 266 - 206 -

（前年度比） (％)

183 - -

硝子体注射件数 (件) 2,269 2,571 2,963 2,601 3,561

（前年度比） (％)

113 115 136.9（前年度比） (％)

105 88 92.8

専門外来患者数 (人) 17,568 18,496 16,201 17,422 16,173

（前年度比） (％)

243

（前年度比） (％) 16 912 262.2

臨床懇話会・オープンカンファレンス
院外参加者数

(人) 106 17 155 93
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4(2) 市評価

・「網膜色素上皮（ＲＰＥ）不全症に対する同種ｉＰＳ細胞
由来ＲＰＥ細胞懸濁液移植に関する臨床研究」に関して、令
和２年度に実施した１例の経過観察を継続した。
・網膜色素上皮（ＲＰＥ）細胞移植に関して、移植細胞の生
着の更なる向上が期待できる剤型技術を開発し、本技術を用
いた新たな研究「網膜色素上皮（ＲＰＥ）不全症に対する同
種ｉＰＳ細胞由来ＲＰＥ細胞凝集紐移植に関する臨床研究」
を立ち上げ、国の了承を得て、移植手術に向けた準備を進め
た。
・「網膜色素変性に対する同種ｉＰＳ細胞由来網膜シート移
植に関する臨床研究」に関して、令和２年度に実施した２例
の経過観察を継続した。

②
再生医療に関する「疾患・組織別実用化研究拠点（拠点
Ａ）」の認定を受け、ｉＰＳ細胞を用いた臨床研究の日本の
拠点の一つとして研究を継続する

・ｉＰＳ細胞に関する基礎研究を継続するとともに、ヒトＥ
Ｓ細胞を用いた基礎研究を開始した。
・網膜再生治療に関する基礎研究について、ＮＩＨ（米国国
立衛生研究所）の研究事業への採択が決定し（研究開始は令
和４年度）、研究開始のための準備を進めた。
・これまでの研究活動等が評価され、髙橋研究センター長
が、フランス国家厚労勲章レジオン・ドヌール勲章シュバリ
エ賞を受賞し、フランス大使館による授与式を開催した。
・中国 大連市第三人民病院(眼科)より、神戸市を通して、
病院間での連携依頼があり、具体的な連携項目を検討するた
め、大連市第三人民病院(眼科)とキックオフミーティングを
開催した。

⑤ 研究に関わる医師を新たに採用し、体制強化を図る

・研究に従事する医師を採用し、ｉＰＳ細胞を用いた網膜色
素上皮細胞移植に関する共同研究を開始するなど、研究の加
速に寄与した。
・ビジョンケアグループからの職員出向協定に基づき、医師
免許を持つ研究員についても出向を継続した。
・研究の推進、若手人材の研究機会の確保等のため、大学院
生リサーチ・アソシエイト制度を構築した。
・大学院生を受入れ、研究指導などを行う連携大学院制度に
ついて、神戸大学と協定を締結し、令和４年度より大学院生
の受入れを行うことが決定した。

自己評価 4治験・臨床研究を通じた次世代医療の開拓

神
戸
ア
イ
セ
ン
タ
ー

病
院

○より有効で安全性の高い治療を目指し、国立研究開発法人理化学研究所（以下「理化学研究所」という。）等と緊密に
協力して橋渡し研究を行い、眼疾患に係る臨床研究及び治験に積極的に取り組む。その際、患者の自由意思によるイン
フォームド・コンセントを徹底するとともに、人権の保護、安全性の確保、倫理的配慮等を必ず行う。
○理化学研究所等と連携してｉＰＳ細胞治療や網膜色素上皮細胞移植、培養口腔粘膜上皮細胞シートによる眼表面再建治
療などの新しい眼科治療や診断法の開発を推進し、神戸医療産業都市及び日本の眼科医療に貢献する。

③
ｉＰＳ細胞を用いた網膜色素上皮（ＲＰＥ）移植の臨床研究
を実施する

年
度
計
画
の
進
捗

具体的な取り組み 法人の自己評価（実施状況、判断理由）

①
理化学研究所から研究課題等の継承に伴い、さらなる研究体
制及び研究管理支援機能の強化を図り、研究者が研究しやす
い環境整備を進める

・理化学研究所からの研究機能等の円滑な移管のため、関係
施設と定期的なミーティングを実施し、人員体制、研究の進
捗状況、研究費の執行等について情報共有を行い、各種調整
業務の効率化を図った。
・研究センターの体制整備として、毒劇物や機器の法定安全
管理業務の整理や、機器の取扱いに関する要綱を策定した。
・研究の適正な実施を確保するため、新たに利益相反ポリ
シー等を整備するとともに、利益相反委員会や研究倫理審査
委員会を継続した。
・賃貸であった研究センター部分等を買い取ったことで費用
削減が図れたため、今後、研究の一層の推進が図れることと
なった。

中期目標 眼科領域に関する臨床研究及び治験を通じて次世代医療を開拓していくこと。

（

年
度
計
画
）

中
期
計
画

④
自院でｉＰＳ細胞を加工するための特定細胞加工物施設（Ｃ
ＰＦ）を本格稼働させる

・令和２年度に受理された特定細胞加工施設（ＣＰＦ）につ
いて、新たに、汎用ヒト型ロボットＬａｂＤｒｏｉｄ「まほ
ろ」用のブースを拡充するとともに、周辺環境の整備を行
い、移植細胞の回復培養の工程の一部に、ロボットを活用す
る体制を整備した。

神戸アイセンター病院の役割
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R2年度 5年平均 R3年度
5年平均比関連指標 H28年度

4

120.0

1 0 2 1 3

H29年度 H30年度 R1年度

＜法人の自己評価：評価を「５」または「１」とした場合のみ記載＞

特筆すべき事項

抜本的改善が必
要な事項

治験実施件数 （件）

300.0（前年度比） (％) 0.0 -

84.6 140.9

受託研究件数 （件） 4 2 4 3

132.9（前年度比） (％)

35

（前年度比） (％)

臨床研究件数 (件) 26 22 31 26

50.0 200.0

108



・視覚障害者支援を実践するＮＥＸＴ　ＶＩＳＩＯＮ担当者
も患者サービス委員会及び週１回の患者サービス委員会のコ
アミーティング（看護部門長、ＮＥＸＴ　ＶＩＳＩＯＮ担当
者、事務局）に参画し、より視覚障害者の視点に立った意見
出しをしてもらうとともに、新たに患者目線に立った院内ラ
ウンドを開始した。
・日本初の実証実験である、視覚障害者の移動援助ツール
「ナビレンズ」を医療センター駅等に利用範囲を拡大した
（ＮＰＯ法人アイ・コラボレーション、ＮＥＸＴ　ＶＩＳＩ
ＯＮとの共同実施）。
・ＮＥＸＴ　ＶＩＳＩＯＮと連携し、視覚障害者が利用しや
すいよう読み上げ機能等の便利アプリを入れたタブレット端
末の貸出を開始した。

神
戸
ア
イ
セ
ン
タ
ー

病
院

○視覚障害者支援施設等と緊密に連携してロービジョンケア（視覚に障害がある人に対する支援）を進めるとともに、地
域包括ケアシステムの推進につながる、重篤な眼疾患から社会生活へ復帰を支援するワンストップセンター（研究、治
療、リハビリ、社会復帰までを一貫して対応する施設）としての役割を果たす。
○眼科専門病院として、全部門が来院者の特徴に配慮したサービスを提供し、患者サービスの向上に向けた取組みを推進
する。

年
度
計
画
の
進
捗

視覚に障害が残る患者を公益社団法人ＮＥＸＴ ＶＩＳＩＯ
Ｎ（以下「ＮＥＸＴ ＶＩＳＩＯＮ」という。）に紹介し、
患者個々人が必要としているサービスや情報を提供すること
で、リハビリや社会復帰につなげる

・生活・就労相談等橋渡し業務、視覚的補助具・補装具の紹
介や患者への情報発信など患者の社会生活への円滑な復帰支
援を進めることを目的とし、視覚障害患者に対する相談支援
業務をＮＥＸＴ ＶＩＳＩＯＮに委託して、視覚障害者への
支援等を継続した。
・新型コロナウイルス感染症対策として、オンラインでの相
談窓口を設置し、遠隔での相談業務を継続した。

②

④
退院患者アンケートに加えて外来患者への常時アンケートを
実施するとともに待ち時間対策等患者サービスをより一層進
める

・退院患者アンケート・外来患者アンケートを継続し、全
件、幹部会や患者サービス委員会で、情報共有を行い、適宜
必要な改善を行った（自動支払機の音声機能を導入、待合椅
子の変更、駐車場の進行方向の案内版設置等）。
・患者満足度調査を実施し、継続して高い満足度を維持し、
入院は４年連続100％、外来は98.4％であった。
・待ち時間対策として、院外でも診察の呼び出し状況が確認
できるように、Ｙｏｕｔｕｂｅによる外来表示盤のライブ配
信を開始した。

(3) 市評価 5

神戸アイセンター病院の役割

ＮＥＸＴ ＶＩＳＩＯＮの協力のもと、障害者手帳取得への
支援や視覚障害者の超短時間雇用等の視覚障害者支援に取り
組む

自己評価 5視覚障害者支援施設等と連携した患者の日常生活支援

・身体障害者手帳（視覚）の取得要件に該当する方をＮＥＸ
Ｔ ＶＩＳＩＯＮへ紹介し、障害者手帳取得の具体的な手続
きや、取得により得られる公的な支援の説明を行う等、障害
者手帳の取得に関する支援を実施した。
・神戸市が進める障害者の(超短時間)雇用を踏まえて、ＮＥ
ＸＴ ＶＩＳＩＯＮでの１名の雇用（全盲）が決定し、ロー
ビジョン外来患者への事前問診業務に従事した。

③
患者サービス委員会にＮＥＸＴ ＶＩＳＩＯＮも参画し、視
覚障害者である患者への患者サービスをより一層進める

具体的な取り組み 法人の自己評価（実施状況、判断理由）

①

中期目標
眼に関するワンストップセンター（研究、治療、リハビリテーション、社会復帰まで一貫して対応する施設）として、視
覚障害者支援施設等と連携したロービジョンケア（視覚に障害がある人に対する支援）の提供により患者の日常生活を支
援すること。

（

年
度
計
画
）

中
期
計
画
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年
度
計
画
の
進
捗

視覚障害者の誘導を行うため、ＮＥＸＴ ＶＩＳＩＯＮと連
携し職員の誘導研修を引き続き行う

・視覚に障害がある方に対しての歩行誘導研修をＮＥＸＴ
ＶＩＳＩＯＮと連携し実施した（５回実施：30名参加）。

⑧

⑥

H29年度 H30年度 R1年度

＜法人の自己評価：評価を「５」または「１」とした場合のみ記載＞

特筆すべき事項
様々な患者意見に対して、改善を行った結果、満足度調査において、入院・外来とも引き続き高い満足度を維持し、入院
における患者満足度４年連続100％となり、外来においても、視覚障害者に配慮した自動支払機の音声案内の導入やナビレ
ンズの拡充など、改善を行い満足度98.4％となった。

抜本的改善が必
要な事項

R2年度 5年平均 R3年度
5年平均比関連指標 H28年度

ロービジョンケア施設との紹介実績 (人) 534 367 159 353 309

68.7 43.3 87.5（前年度比） (％)

特色ある食事の提供に努め、栄養管理面だけでなく、食器等
の視覚的な面での改善を行うことでさらなる質の高い食事の
提供を行う

・入院患者を対象に、食事についての嗜好調査を実施し、調
査開始以降、初めて満足度100％となった。
・令和２年度より開始しているロービジョン患者を対象にし
た、白黒食器調査（無地の食器を使用して、料理とのコント
ラストに配慮した食事の満足度に関する調査）を終了し、７
割以上の患者から「見やすい」との評価を得られたため、
ロービジョン患者を対象に白黒食器での食事の提供を開始し
た。
・視覚障害者や術後の腹臥位保持を要する患者に、串刺し食
や一口大カットなどの個別食事対応を積極的に実施した
（1,172食（前年度比289件増加）。
・糖尿病網膜症外来受診の患者を対象に「診察前アンケー
ト」を実施し、アンケート結果に基づき、糖尿病の食事療法
に関する栄養指導を開始した。

⑤
新たに検査や疾患の理解度を高める施策や患者教室等の健康
教育に取り組む

・ＮＥＸＴ　ＶＩＳＩＯＮ主催の「ロービジョンの集い」
に、アイセンター病院としても参画し、当院での遺伝子検査
の取組みについて講演を行った（参加者：159名）。
・待合のサイネージで、各疾患の説明動画や点眼方法に関す
る動画放映を開始した。
・白内障の手術説明のための冊子を作成した。

⑦
ロービション患者に適切な服薬支援ツールを開発するととも
に、保険薬局との連携強化により、アドヒアランス向上と副
作用管理により薬物療法の安全性を確保する

・ロービジョン患者への点眼支援ツールの開発として、点眼
薬のアドヒアランスを確認する目的で、点眼時の動作をセン
シングする機能を有した補助具の試作品の製作を進めた。
・病棟薬剤業務において、すべての入院患者に対して服薬指
導、副作用モニタリング等の薬学的なケアを継続した。
・緑内障薬剤師外来を継続し、患者のアドヒアランス向上の
ため、点眼手技や患者が点眼薬を安全に継続することの指導
を実施した。（109件）【再掲】
・腎機能低下時の用量調整プロトコールに基づく薬物治療管
理（ＰＢＰＭ）を継続した。【再掲】

110



⑥
カンファレンス・勉強会・講演会などを通じて、専門性の向
上を図る

・診療部において、定例の症例検討の他に、若手医師を中心
に手術動画を用いた指導を実施した。
・眼底造影、斜視弱視、ロービジョンの各専門分野で医師が
視能訓練士との合同カンファレンスを継続した。
・医師による多職種参加型の眼科疾患勉強会を実施した。

中期目標 眼科領域に関する診療・臨床研究を担う未来の医療人材を育成すること。

（

年
度
計
画
）

中
期
計
画

神
戸
ア
イ
セ
ン
タ
ー

病
院

○臨床、教育、研究それぞれに取り組み、日本の眼科の未来を担う人材の育成に取り組む。
○モチベーションの好循環となるよう、医師の業績に応じて研究費を配分する制度を活用する。

機能向上推進室を設置し、人材育成をより積極的に進めるこ
とで、医療機能や患者サービス等の機能向上を図る

具体的な取り組み 法人の自己評価（実施状況、判断理由）

研修を全職員が受講できるようスタッフサイトを活用したＷ
ｅｂ配信を行う

・スタッフサイトを活用し、研修に参加できない職員のため
に各研修内容を動画で配信した。

専門性向上に向けた論文作成や学会発表などの研究・研修活
動を支援することにより、眼科領域における診療と研究の両
立・人材育成を推進する

・学会発表78件（内訳：医師72、看護師2、薬剤師2、視能訓
練士1、管理栄養士1）（前年度比▲7件増加）
・論文56件（うち英語論文16件、国内・国外の査読のある雑
誌に掲載されたもの27件）（前年度比34件）

①

⑤

③
多職種勉強会やコンセプト研修に加えて、院内発表会を実施
するなど研修の充実を図る

・コンセプト研修として、全職員を対象としたアイセンター
全体研修を２回実施した（髙橋研究センター長によるアイセ
ンターの理念を共有するための講演会）。
・人材育成委員会の新たな取り組みとして、ＮＥＸＴ ＶＩ
ＳＩＯＮと共同し、パッチアダムスが実践するウェルビーイ
ングの精神を学ぶ対話力研修を実施し（計８回）、市民病院
機構全体で受講可能な研修とした。

④

(4) 市評価 4自己評価 4診療・臨床研究を担う未来の医療人材育成

神戸アイセンター病院の役割

健康教育の実施にあたり、眼科特有の検査や疾患の知識を深
め、説明能力を高め、さらに眼科プロフェッショナル医療者
を育成する

・眼科知識の向上や、患者側の視点に立った支援やケア等に
活かすための取り組みとして、医師・視能訓練士以外の職員
を対象に、眼科の専門的検査体験を実施した。
・市内の県立高校の研修に参加し、アイセンター病院の取り
組み等を紹介した。

⑦
眼科単科病院の特性を生かした医師の業績に応じて研究費を
配分する医師評価制度の充実を図る

・医師個人のごとの業績を毎月報告するとともに、業績に応
じて研究費を配分する医師評価制度を継続した。

年
度
計
画
の
進
捗

・人材育成を強化するため、毎週水曜日を研修日とし、医師
による眼科疾患に関する勉強会、各部署において学会発表を
行った内容の報告、接遇研修等、幅広い内容の研修を実施し
た。

②
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抜本的改善が必
要な事項

・従来の研究費配分（３万円/人）を上乗せする形で、経営
状況に応じて、各部署上限20万円を配分。これまで以上に学
会参加や書籍の購入等ができる制度を継続した。

コメディカルにおいても研究費等の配分を充実させること
で、さらなる専門性の向上を図る

⑪

＜法人の自己評価：評価を「５」または「１」とした場合のみ記載＞

特筆すべき事項

⑧
目標をもって人材育成に取り組むため、病院年度計画を踏ま
えた各部門計画を策定し、進捗管理していく

・各部門において策定した部門計画を元に、院長ヒアリング
で進捗確認（年３回）を行うとともに、今年度より、各部門
への評価を行い、評価に応じた研究費を配分する仕組みを整
備し、病院全体の機能強化及び人材育成に繋げた。
・全部門において、各テーマを決めて、部門内で勉強会を実
施した。

年
度
計
画
の
進
捗

⑨ 専攻医への教育を充実させる

・日本眼科学会の眼科研修プログラムに即して指導を実施し
た。
具体的には、院長初診外来、各専門外来での見学、診療、カ
ンファレンス、硝子体注射やレーザーなど処置の指導を実
施、上級医と入院患者を合同で担当し、自身の担当患者の手
術の執刀に対する指導、学会発表や論文作成の指導等
・研究の推進、若手人材の研究機会の確保等のため、大学院
生リサーチ・アソシエイト制度を構築した。【再掲】
・大学院生を受入れ、研究指導などを行う連携大学院制度に
ついて、神戸大学と協定を締結し、令和４年度より大学院生
の受入れを行うことが決定した。【再掲】

⑩
アイセンター病院への転入職員に対して事務局としても定期
的に面談等を実施するなど相談体制を継続する

・働きやすい環境作り、課題や問題点を共有するため、事務
局による個別面談を継続した(看護部門長、視能訓練士主任
（隔週実施）、転入者・役職就任者面談（上半期に各２
回）。

（前年度比） (％)

R3年度
5年平均比

論文掲載件数 （件） 16 13 22 17 56

関連指標 H28年度 H29年度 H30年度 R2年度 5年平均R1年度

（前年度比） (％)

学会発表件数 （件）

66.7 148.1 113.0

329.4

78 52 77 69 78

81.3 169.2
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神戸アイセンター病院の役割

中期目標
市民病院としての役割に応じた運営費負担金交付のもとで、４病院それぞれが機動的かつ戦略的な病院経営を行い、年度
ごとの経常収支目標を達成することにより、法人全体で中期目標期間を通じて収支を均衡させるよう取り組むこと。

中
期
計
画
（

年
度
計
画
）

〇神戸市をはじめ、国・兵庫県等行政機関との調整を密に行い、財源の確保に努めるなど、病院の機能維持と経営の安定
化に努める【新型コロナウイルス感染症関係】
◯運営費負担金交付のもと、市民病院としての役割に応じた政策的医療を提供し、各病院が経営改善の取組みを進め、機
動的かつ戦略的な病院経営を行うことで、年度ごとの経常収支目標を達成する。
◯効率的な病床運営、地域医療機関との連携推進等による新規患者の確保、診療機能の強化等により医業収益を確保する
とともに経費削減に努め、法人全体で収支を均衡させるよう取り組む。
〇平成29年度実績及び平成30年度上期実績等を踏まえて、目標値を設定した。

神
戸
ア
イ
セ
ン
タ
ー

病
院

◯多焦点眼内レンズを用いた水晶体再建術等の提供や、白内障、緑内障、網膜疾患をはじめとした質の高い標準医療の着
実な提供と高度専門医療の実施により、収入を確保する。
◯臨床研究や治験を推進するための研究資金の確保に努める。
◯コスト管理の徹底により、費用の削減を図る。

(5) 市評価 5自己評価 5経営改善の取り組みと経常収支目標の達成

抜本的改善が必
要な事項

＜法人の自己評価：評価を「５」または「１」とした場合のみ記載＞

特筆すべき事項 開院２年目以降、４年連続の黒字を達成

③
年度計画だけでなく、部門ごとに目標を設定した部門計画を
策定し、病院全体で目標達成できる仕組みを構築する

・各部門において策定した部門計画を元に、院長ヒアリング
で進捗確認（年３回）を行うとともに、今年度より、各部門
への評価を行い、評価に応じた研究費を配分する仕組みを整
備し、病院全体の機能強化及び人材育成に繋げた。【再掲】

④

各部門だけでなく委託事業者への院長ヒアリングを行うとと
もに、院内連絡協議会に全委託事業者も参加することで、経
営状況を共有し、病院が一丸となって経営改善に取り組み、
安定した経営基盤の確立を進める

・各部門だけでなく全委託事業者への院長ヒアリングを実施
し、現状や課題を確認するとともに改善の継続を図った。
・全委託業者代表が参加する院内連絡協議会において、患者
数等主要項目を共有するとともに、病院が実施する感染防止
対策等を共有し、各事業者においても感染対策の徹底を図っ
た。【再掲】
・毎週、院長・副院長会を開催し、院内の現状や課題につい
て、情報共有や検討を行い、適宜、必要な改善を行った。

年
度
計
画
の
進
捗

具体的な取り組み 法人の自己評価（実施状況、判断理由）

①
医師、視能訓練士を増員し、検査・診療体制を強化すること
で増加する患者に対応するとともに、専門的な医療の充実を
図る

・医師を３名増員し、外来診療体制の強化を図るため、診察
室１診を増診するとともに、増加傾向が続いている硝子体注
射の対応として、段階的に注射枠を増加し、眼科専門的治療
への充実を図った。【再掲】
・視能訓練士を１名増員し、ハンフリー検査（視野検査）枠
を増加し、検査体制を強化した。【再掲】

②
材料費の価格交渉を行うとともに、費用削減に取り組み、職
員一丸となって経営改善を継続して行う

・診療材料や薬価の価格交渉や安価な製品への切り替えによ
る費用削減に取り組んだ。
・手術の増加や病床運営を効率化するため、手術枠の見直し
や特定の手術を前日入院から当日入院に変更する等の取り組
みを実施した。
・アイセンター５階研究関連部分を買取ることで、賃貸に係
る費用削減を図った。
・レセプトの精度チェックを行い（外注）、日々のレセプト
の請求内容については、大きな問題はなく適正な請求が行え
ていることが分かった。
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4,120

（前年度比） (％) 94.0 74.8 102.9 92.5

4,206 3,952 2,956 3,705 3,813新規患者数・外来（一般） (人)

2,300

（前年度比） (％) 106.2 80.9 103.0 94.7

2,172 2,306 1,866 2,115 2,179新規患者数・入院（一般） (人)

3.7

（前年度比） (％) 94.7 111.1 102.6 105.4

3.8 3.6 4.0 3.8 3.9平均在院日数 (日)

78.2

（前年度比） 0.2 ▲ 7.6 107.9 99.7

74.7 74.9 67.3 72.3 78.0病床利用率 (％)

100.3

（前年度比） 4.9 ▲ 5.6 102.7 105.1

101.2 106.1 100.5 102.6 105.4経常収支比率 (％)

98.1

（前年度比） 5.5 ▲ 3.7 104.7 105.5

96.4 101.9 98.2 98.8 103.5医業収支比率 (％)

R2年度 5年平均 R3年度 目標値
5年平均比 進捗関連指標【神戸アイセンター病院】 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度

▲ 39

（前年度比） (％)

219 347 234 267単年度資金収支（病院ごと） （百万円）

33.4

（前年度比） ▲ 1.9 0.3 97.9

給与費比率 (％) 35.3 33.4 33.7 34.1

31.6

（前年度比） ▲ 1.2 ▲ 4.2 104.3

材料費比率 (％) 32.5 31.3 27.1 30.3

17.2

（前年度比） ▲ 1.3 0.1 98.5

経費比率 (％) 18.3 17.0 17.1 17.5

5.5

（前年度比） 0.3 ▲ 0.9 87.3

運営費負担金比率 (％) 6.4 6.7 5.8 6.3

2,962

（前年度比） (％) 109.7 82.2 107.1

手術件数（入院・外来合計） (件) 2,768 3,036 2,496 2,767

86,586

（前年度比） (％) 108.3 86.7 93.5

患者１人１日当たり診療単価・入院 (円) 91,899 99,511 86,321 92,577

22,390

（前年度比） (％) 106.0 108.2 112.0

患者１人１日当たり診療単価・外来 (円) 18,714 19,828 21,444 19,995

0.05

（前年度比） ▲ 0.01 ▲ 0.04 55.6

査定減率・入院 (％) 0.11 0.10 0.06 0.09

0.04

（前年度比） ▲ 0.18 ▲ 0.02 27.9

査定減・外来 (％) 0.27 0.09 0.07 0.14
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予算（人件費の見積りを含む。），収支計画及び資金計画第５

7,152

その他営業収益 4,328 13,518 9,190

医業収益 63,458 64,046 588

運営費負担金 5,727 3,101 ▲ 2,626

その他営業外収益 859 944 85

運営費負担金 297 297 0

営業外収益 1,156 1,241 85

その他臨時収益 0 0 0

運営費負担金 0 0 0

臨時利益 0 0 0

運営費交付金 0 0 0

運営費負担金 155 155 0

資本収入 2,442 2,048 ▲ 394

その他の収入 0 0 0

その他資本収入 22 525 503

長期借入金 2,265 1,368 ▲ 897

営業費用 69,279 70,705 1,426

支出

計 77,111 83,954 6,843

材料費 21,699 21,919 220

給与費 31,947 32,636 689

医業費用 68,504 69,959 1,455

一般管理費 775 746 ▲ 29

研究研修費 660 645 ▲ 15

経費 14,198 14,759 561

研究研修費 15 8 ▲ 7

経費 391 392 1

給与費 369 346 ▲ 23

資本支出 6,542 5,997 ▲ 545

臨時損失 0 13 13

営業外費用 672 786 114

営業収益 73,513 80,665

計 76,493 77,501 1,008

【人件費】期間中総額32,982百万円を支出する
　　なお，当該金額は，役員報酬並びに職員基本給，職員諸手当，時間外勤務手当及び求職者給与の額に相当するものである。

その他の支出 0 0 0

その他の資本支出 148 172 24

償還金 2,831 2,831 0

建設改良費 3,563 2,994 ▲ 569

１　予算（令和３年度）

科目 予算額 決算額
差額

（決算－予算）

収入

（単位：百万円）（税込）
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収入の部

営業収益 73,725 81,299 7,574

２　令和３年度収支計画

科目 予算額 決算額
差額

（決算－予算）

（単位：百万円）（税抜）

補助金等収益 4,254 13,277 9,023

寄付金収益 74 224 150

医業収益 63,282 63,828 546

運営費負担金収益 5,727 3,102 ▲ 2,625

資産見返補助金等戻入 231 580 349

資産見返寄付金戻入 12 18 6

資産見返運営費負担金戻入 0 0 0

資産見返運営費交付金戻入 62 60 ▲ 2

営業外収益 1,110 1,127 17

運営費負担金収益 297 297 0

資産見返物品受贈額戻入 83 87 4

その他営業収益 0 123 123

運営費負担金収益 0 0 0

その他臨時収益 0 0 0

その他営業外収益 813 830 17

臨時利益 0 0 0

医業費用 70,396 72,029 1,633

給与費 32,459 33,219 760

支出の部

営業費用 71,163 72,670 1,507

減価償却費 4,613 4,837 224

研究研修費 604 584 ▲ 20

材料費 19,729 19,923 194

経費 12,991 13,466 475

経費 371 258 ▲ 113

減価償却費 24 21 ▲ 3

一般管理費 767 641 ▲ 126

給与費 357 355 ▲ 2

財務費用 664 652 ▲ 12

控除対象外消費税償却 234 236 2

研究研修費 15 7 ▲ 8

営業外費用 3,993 4,351 358

控除対象外消費税 3,087 3,273 186

純利益 ▲ 336 5,362 5,698

目的積立金取崩額 0 0 0

雑支出 8 190 182

臨時損失 15 43 28

総利益 5,6985,362▲ 336
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３　令和３年度資金計画 （単位：百万円）

科目 予算額 決算額
差額

（決算－予算）

資金収入 102,027 98,762 ▲ 3,265

業務活動による収入 74,669 89,785 15,116

診療業務による収入 63,458 63,602 144

運営費負担金による収入 6,024 6,053 29

その他の業務活動による収入 5,187 20,130 14,943

投資活動による収入 177 7,609 7,432

定期預金の戻入による収入 0 7,000 7,000

運営費負担金による収入 155 155 0

運営費交付金による収入 0 0 0

その他の投資活動による収入 22 454 432

財務活動による収入 2,265 1,368 ▲ 897

長期借入れによる収入 2,265 1,368 ▲ 897

その他の財務活動による収入 0 0 0

前事業年度より繰越金 24,916 0 ▲ 24,916

資金支出 102,027 93,402 ▲ 8,625

業務活動による支出 70,097 74,067 3,970

給与費支出 32,316 33,573 1,257

材料費支出 21,699 19,894 ▲ 1,805

運営費負担金の精算による返還金の支出 0 2,096 2,096

その他の業務活動による支出 16,082 18,504 2,422

投資活動による支出 3,565 16,501 12,936

定期預金の預入による支出 0 13,000 13,000

有形固定資産の取得による支出 3,383 3,236 ▲ 147

無形固定資産の取得による支出 180 253 73

その他の投資活動による支出 2 12 10

財務活動による支出 2,831 2,834 3

長期借入金の返済による支出 2,495 2,495 0

移行前地方債償還債務の償還による支出 336 336 0

その他の財務活動による支出 0 3 3

翌事業年度への繰越金 25,534 0 ▲ 25,534
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第６

（

年
度
計
画
）

中
期
計
画

法
人
本
部

１ 限度額 10,000百万円
２ 想定される短期借入金の発生理由
（１）賞与の支給等による一時的な資金不足への対応
（２）予定外の退職者の発生に伴う退職手当の支給等，偶発的な出費への対応

決算において剰余を生じた場合は，病院施設の整備・修繕，医療機器の導入，人材育成及び能力開発の充実等に充てる。

年
度
計
画
の
進
捗

実績

① ・令和３年度決算によって生じた剰余金については，全て積み立てた。

剰余金の使途

短期借入金の限度額

実績

令和３年度において，短期借入金は発生しなかった。

重要な財産を譲渡し，又は担保に供する計画

なし

・令和３年度において，短期借入金は発生しなかった。

年
度
計
画
の
進
捗

①

実績

①

法
人
本
部

第７

年
度
計
画
の
進
捗

（

年
度
計
画
）

中
期
計
画

第８

（

年
度
計
画
）

中
期
計
画

法
人
本
部
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１　施設及び設備に関する計画
（令和３年度） （単位：百万円）

（注１）金額については見込みである。
（注２）各事業年度の神戸市長期借入金等の具体的な内容については、各事業年度の予算編成過程において決定される。

１　施設及び設備に関する計画（令和３年度）
（令和３年度） （単位：百万円）

地方独立行政法人神戸市民病院機構の業務運営等に関する規則で定める業務運営に関する事項

（

年
度
計
画
）

中
期
計
画

法
人
本
部

財源
神戸市長期借入金等

予定額施設及び設備の内容
病院施設、医療機器等整備 総額 3,563

①

財源
神戸市長期借入金
その他

597
691

347総額 833

その他

総額 2
その他 467

施設及び設備の内容

中央市民病院施設，医療機器等整備

西市民病院施設，医療機器等整備

西神戸医療センター施設，医療機器等整備

神戸アイセンター病院施設，医療機器等整備

決定額

総額 1,288

総額 404

第９

年
度
計
画
の
進
捗

（

年
度
計
画
）

中
期
計
画

年
度
計
画
の
進
捗

実績

①

・職員一人ひとりが働きやすい環境づくり
（新型コロナウイルス感染症対策）
妊娠中職員が産前休暇に入るまでの希望する期間について休職（休業）できる制度，主に事務局を対象とした在宅勤務の
制度等を創設するとともに，誕生日休暇の取得期限を臨時的に年度末まで延長する等の運用を行うなど，柔軟な対応を
行った。
（新型コロナウイルス感染症対策以外）
妊娠・出産を希望する職員が退職することなく，妊娠のために必要な期間について休職できる家庭支援休職，病気休暇，
傷病による短時間勤務等の制度を創設するとともに，夏季休暇をリフレッシュ休暇に改めることで年度末まで取得できる
ようにするなど，働きやすい環境づくりを推進した。
・即戦力として活躍できる人材を対象とした年度途中採用選考も実施するなど，柔軟な職員配置を行った。
・すべての職員が必要な技術や知識を習得できるよう，各階層や職種毎における研修を実施したほか，資格取得支援制
度，留学制度等により，職員の能力向上等の支援に継続して取り組みを進めた。
・課長級以下の人事評価（医師以外）について，職員のモチベーション向上のため，神戸市に準じて，勤勉手当への反映
拡大を行った。

469

神戸市長期借入金

神戸市長期借入金

法
人
本
部

２　人事に関する計画
・多様な働き方を選択できる労働環境を整備し，職員一人ひとりがより良い将来の展望を持てるよう，働き方の改革に取
り組むとともに，優れた専門職の確保と人材育成に努める。
・医療を取り巻く環境の変化への対応，医療の質向上や医療安全の確保，患者サービス向上等に十分配慮した上で，業務
量や業務内容に応じた人員配置や多様な雇用形態の活用等により効率的かつ効果的な体制及び組織を構築する。
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令和２事業年度の業務実績評価における課題への対応状況について 

【課題】 

新型コロナウイルスの感染拡大が長期化する中で、市民病院は引き続き行政の要請に応

じて感染症患者に対し適切な医療を提供する一方で、救急医療や高度医療をはじめとした

幅広い医療を 24時間 365日欠かさず市民に提供していかなければならない。 

感染症への対応と救急・高度医療の提供の両立をより確実にするため、重症患者に対応

できる医療スタッフをはじめとした優れた人材の継続的な育成や感染防止対策の一層の強

化に向けた施設・設備の改修、さらにはコロナ禍での教訓を踏まえた感染症対策を含む BCP

（事業継続計画）の整備など、今後の新興感染症に備えるための取組みが重要と考えられ

る。 

 また、コロナ禍を契機として患者の受診動向や医療サービスのあり方、医療従事者の

働き方など病院を取り巻く環境は大きく変化しており、今日進展著しい ICT を積極的に活

用しながら、費用の最適化や働き方改革、業務の効率化などをこれまで以上に強力に推進

し、ポストコロナ社会における強固な経営の基盤を構築していくことが求められる。 

取り組み状況 

今後の新興感染症に備えるための取り組み 

〇重症患者に対応できる医療スタッフをはじめとした優れた人材の継続的な育成 

・集中治療看護に要する技術を備えた看護師育成のため、令和３年度より必要数より 50名多く

採用することで、育成に努めている。

〇感染防止対策の一層の強化に向けた施設・設備の改修 

【西神戸医療センター】 

・救急外来に感染対策と迅速な初療診断に必要なＣＴ室を整備した（令和３年 12月）。

・救急外来の感染症対策として、感染症対応の診察室及び処置室を設置する（令和４年４月末完

成）。

〇感染症対策を含む BCP（事業継続計画）の整備 

・現在、各病院においてＢＣＰもしくはそれに準ずるものとして防災・災害マニュアルを作成・

運用しているが、感染拡大期の長期化や重症患者数の増加など当初の想定を超えるような事

態も発生したことから、これまでの経験を踏まえて、現状のＢＣＰを評価・改訂し、今後想定

されるさらなる感染拡大期にも対応可能となるようにＢＣＰの見直しを図ることで、継続し

て市民に医療を提供できるよう取り組んでいく。

ポストコロナ社会における強固な経営の基盤を構築 

〇ICTを積極的に活用した費用の最適化や働き方改革、業務の効率化 

【４病院の電子カルテの最適化】 

・病院間をつなぐ専用ネットワークの整備を行い、患者紐づけシステムを導入した。これにより、

例えば中央市民病院で受診歴がある患者が西市民病院を受診した際に、中央市民病院での受

診記録をより迅速に参照できるなどの効果がある。 

【医療分野・患者サービス分野におけるＩＣＴの活用】 

・マイナンバーカードを健康保険証として利用できるオンライン資格認証システムを 10月から

４病院で稼働した。

・放射線診断医が在宅においても画像診断が可能となる在宅診断システムを中央市民病院で導

入した。

○さらなるＤＸの推進

・今後の医師の働き方改革や新興感染症への対応として、さらにＤＸを推進していく必要がある

ことから、令和３年 11月に法人本部にＤＸ推進室を創設し、機構を上げて取り組みを進めた。

具体的な取り組みとして、スマートフォンを用いた業務改革、タブレット問診、診療費後払い

システム等を考えている。
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